
昭和34年10月8日 第3種 郵 便物認可,昭 和54年1月30日 発行(毎 月1回30日 発行) ISSNOOO4-7120

NGEGAL21(1)1～134(1979)

1979Vol.21.No.1

日本 原 子 力学 会
邑曲
コ

即勝

伽mαz{ゾ 痂θ!宛傭c

翫ergyS・cietyげJαPαn
,●

一● ● ● ● ● ● ●
.● ∫ヲ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

.● ● ● ● ● ● ● ●

.!.● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

糠 ご ・● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ●{● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1》● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ダ ● ● ● ● ● ●

轍 心 ● ぢ 一● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ・ ● ● ● ●

熱 ● ● ● ● ● ● ● ● ●.● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● し● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ㌃ノ● ● ● ● ● ● ●.● ● ● ●

癒 爵 凄,」● ● ● ● ● ・● ●

馨 ● ● ● ● ● ● ● ●

● ●

●● ● ● ●●
●● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●
・● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ㌣ ヴ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●.

藩 鵡 ● と£う● ● ● ● ● ●.● ● 〆● ● ● ・ ● ●

藩 ● ● ㍑ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ・● ● ● ● ● ● ●
1● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ㌘● ・● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ・● ● ● ● ●

電 藁 ξ)● ● ● ● ● 二1℃●.二 ◎ ● ● ●

嚢残 ・● ● ● ノ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

縛 魯 ● ● ●.● ● ● ● ●.● ● ● ● ●

● ● ● 認 ● ● ●;}● ● ● ● ● ● ● ● ●

毫3議,き.● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● こン ● ● ● ● ●

欝 彰 嘗● ● ●.● ●,、 ● ● ● ●

●● ● ● ●●● ●●● ●● ● ● ●● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●'● ●

。●

● ● ● ン● ● ●

● ● ● ● ●

● ノ● ● ●

●.● ● ●

.● ●

● ・● ● ● ●、

● ● ● ● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ●lt●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ●,● ●'● ●

● ● ● ● ● ● ●

創 立20周 年 記 念 特 集 号

わが国原子力研究の20年

●

●

●

●

●

●

●
●

一ノ● ●

● ● ● ●● ● ●● ● ● ● ● ●,

、●● ● ●● ● ● ●● ● ● ● ● ●● ●●

●● ●● ● ●● ● ● ●● 再.● ● ● ● ●●

●● ● ●● ● ● ● ●● ● ●● ● ● ● ●

● ●.

・ ●

,● ●

・● ●

●

●● ● ● ● ● ● ●● ●●

● ● ● ●● ● ● ● ●●

● ● ●

● ●.● ●● ●● ●

●● ●● ●● ●● ●●
●● ●● ●●● ●

● ●● ●● ●●
●● ● ●

誕生 ・揺笙期 の裏話

20周 年 に 寄 せ て``ひ と こ と"

(付 事務局20年 雑記 ・略年表)

● ●● ●● ● ●● ● ●● ・● ●

● ● ● ●● ● ● ・● ● ●● ●
● ●● ●● ●_● ● ●● ● ● ● ● ●●

●● ●● ●●● ● ● ● ●'.● ● ●● ● ●

● ● ●● ●● ●● ● ● ● ● ● ●● ● ● ●

●● ●● ● ●● ● ● ● ● ● ● ●
.● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

●● ●● ●● ● ● ● ●.● ● ●● ● ●

● ●● ●●● ● ● ● ● ●● ●● ●● ● ●

●

●

●

●

●
●

●

●

● ●

●
● ● ℃

● ●● ● ●● ●

● ●'◎ ●

● ● ● ●

● ●●

、● ●● ● ● ●
● ●● ●

● ●● ●

濃団法人 日 本 原 子 力 学 会
ArDMICENERGYSOCtETYOFJAPAN



圓 本 原 子 力 学 会 誌

Vo1.21,No.1(1979年1月)

目 次

創立20周 年記念特集号

(口絵)歴代会長写真

創立20周 年 を迎 えて

創 立20周 年 記 念 事 業 実 行 委 員 長 と して

わ が 国 原 子 力 研 究 の20年 一 そ の 概 観 と展 望 一

1.炉 物理 ・炉工学2.核 燃料・炉材料

3.化 学・化学工学4.保 健物理

5.安 全性6.核 燃料サ イクル

7.原 子力教育8.原 子炉開発

誕生 ・揺藍期 の裏話

山 本 賢 三1(1)

小 澤 保 知2(2)

3(3)

20周 年 に寄 せ て"ひ と こと"

一 憶 い 出
,苦 言,提 言,要 望,な ど一

(付 ・事 務 局20年 雑 記 ・略 年 表)

会 報(行事予定,各専門委報告,編集後記,主要会務,他)

87(87)

99(99)

123(123)

128(128)

長
事

員

員委

理

委

渡 辺 亮 治(金 材 研)

石 原 健 彦(原 畑)

宇津呂 雄 彦(京 大 炉)

金 子 義 彦(原 研)

高 橋 幹 二(京 大原研)

中 嶋 龍 三(法 政 大)

水 田 宏(NAIG)

龍 福 廣(原 研)

委集編

　

　

　

　

　

　

大

研

研

大

大

機電菱

九

原

原

東

京

三

く

く

く

く

く

く

男

一
了

一
晃

一

正

新

洋

英

恭

田

野

崎

橋

原

下

大

大

川

高

西

宮

員

関 谷 全(阪 大)

大 野 正 剛(東 芝)

佐野 川 好 母(原 研)

竹 内 栄 次(中 部電力)

古 屋 広 高(九 大)

村 田 裕(武 蔵工大)

金 川 昭(名 大)

白 形 弘 文(原 研)

田 中 義一郎(放 医 研)

堀 雅 夫(動 燃)

山 本 研(動 燃)



聡『璽遜 〔《〕)N圃(澄}麗N§)窺 〕叉ERILw⑪ 〕]KW口(登}A〕 猛 Σ鼠A耳s1]1,〕 姻 置

(JOZtrnalO∫theAtomicEnergySocietyofJmpan)

Vo1.21,No.1

TwentiethAnniversaryCommemorαtive

CONTENTS

CollectedPapersCoveringProgress

ofNuclearResearchJapan

ReactorPhysics・ReactorTechnology

NuclearFuels・ReactorMaterials

NuclearChemistry・ChenicalEngineering

NuclearHealthPhysics

NuclearSafety

NuclearFuelCycle

NuclearEducation

ReactorDevelopment

(January1979)

Assue

L

2

a

4

5

6

7

&

EarlyDaysofNuclearlnJapan

CommentsfromSocietyMembers

-Reminiscences ,counse1,

Fromthe

3(3)

ロ
SUggeSt10nS,reqUeStSetC

Secretariat-Chronologicaltable,Informativedigrams

87(87)

99(99)

123(123)

《学 会 事 務 局 》

(関 西 支 部)

(中 部 支 部)

(東 北 支 部)

MonthlyPublishedby

AtomicEnergySocietyo王Japan

σ/oJapanAt。mi。EnergyResearch:nstttute

No.1-13,Shimbashi1-chometMirLato-ku,T◎kyo,JAPAN。

〈一
(105)東 京都港区新橋1-1-13(東 電旧館106号 室)Te1,(03)503-6111～25(内 線616),直 通(03)591-1927

(550)大 阪 市 西 区 靱 本 町1-8-4大 阪科学技術セ ンター内,Te1.(06)441-3682

(460)名 古 屋 市 中 区 栄2-17-22名 古屋科学館 ・中部 科学技術 センター内,Te1。(052)231-3070

(980)仙 台 市 一 番 町1-1-30(や まと生命 ビル)東 北原子力懇談会気付,Tel.(0222)67-0021
V.ix-・tN・



社団法人 日本原 子 力学 会

∫歴1鳶1会IYK
/r長:{ (敬称略)

初 代 茅 誠 司

(昭34～35年度)

第2代 故 菊 池 正 士

(昭36--37年度)

第3代 故 瀬 藤 象 二

(昭38～39年度)

第4代 一 本 松 珠 磯

(昭40～41年度)

〆軸

透
幽

鉱鱈

;診1

第5代 大 山 松 次 郎

(昭42～43年度)

参.

》'

第6代 矢 木 栄

(昭44--45年 度)

まぬ

第7代 武 田 宋 一

(昭46～47年度)

㌻
、
妥

亨

第8代 宗 像 英 二

(昭48～49年度)

第9代 伏 見 康 治

(昭50～51年度)

第10代 故大 山 義 年

(昭52年5月 ～7月)

～
嘆
』

で レ ら ミゲ ね ザ ぷて サ ヒとこ うマ の らぐ つち ソ ウ ゾ きダ まゐ ノ セで あ やと レノ ゐ

喬 び4・ ・～}や 〈箆〆〉窺 《1'ひ 煽 章 心 ρ 穿(野 幽 く>1へ導ヌマ阜

・や ゆ・ゆ ひ で翁 礁 ゆ 昏 く》 ゆ・δ か ⇔・ウ ・鋼 煩 く》 鳶・か ・軌

◎ 〈)・窟 ひ ヴ 婚 漆 ゆ ぐ〉}Ψ 鴫 執6澄 ・〈ン δ ウゆ も寵 溝ソ・
バ ・'濟 ・《 ・ぺ ゑ 尾,、 ぺ,.1、 メ 、・,へ み 以,激 ・ 六 、 含、 〆マ ・パ ・ 〆t'・ ぎ ・ ジ;



1官

班 窮 ゆ ・矯

漁 ・ 、

創 立 総 会(昭 和34年2月14日 学士会館)

ー、尊
9

「
」、

欄

1馨!脚i庸 デr
'

,1'」 毫_一_.'

.磯;撰1{・ ド 欄 一
慧,,sd嶋

圃_」二哩 ぜ隠 難1

臨 ・一

「 峯

第1回 原子力研究総合発表会の懇親会

?

∵

1楓,
噸藪

劔 讃蹴 ㌘

声

亀レ

r「㌧

(昭和35年2月12日 学士 会館)

原子 力利 用博 覧会パ ンフ レッ トの 表 紙(CP一 卦莫型)(昭 和30年11月)

日本原子力学会会員募集中
勢2月 臓 した叡絵眺 繊 入醗
立丸許可にな`'.ずでに6月塑`爵穏:、レ
;罫 真・ガ 塩 を発行して翻 糾

又描2月 にけ剃 目壕子加 割給 讐

轟会壱㍊ ね=と 鵠 り,し亀 ひミ
っづL・t会最織 ゆ尉 から杁 禽o力

匹堤苑ごλ会予さい

陶.馬 、濯 」 二

賦ll烈 鵬 纈蔓曝 分llO肺2ρ⑪研}

創立当時の会員募集パネル

1



Vo1.21,No。1(1978) 創立20周 年記念特集 ユ

創 立2⑪周 年 を迎 えて

讐轟義晶 癖 山 本 賢 三

昭和30年 の原子力基本法の制定,原 子力委員会の設置に続いて,翌31年 科学技術庁(原子力局),日 本

原子力研究所,原 子燃料公社(後 の動燃事業団の一部),32年 には放 射線医学総合研究所,日 本原子力発電

㈱が発足 し,ま た この時期に阪大,東 工大,京 大,東 北大,東 海大に原子力課程が設置 された。こ うした

最初の一群が出発 した後の昭和34年2月14日 に日本原子力学会が誕生 した。 もっともシンポジウム形

式の学会的活動はそれに先立 って始め られていた。

当時,原 子力はまさに新時代到来の象徴であ り,政 府筋,科 学・技術 ・産業・経済 ・政治な どの各界は こ

の受入れに積極的であった ことはい うまでもない。 しか し一方,体 制の未熟・不備な どか ら反対 ない し

慎重論 も一部にはあった。 原子力のもつ高度の科学・技術性 と新 しい産業へ の期待,そ れがもた らす

絶大な利益 とうらはらの危険性,必 然的に発生する新規の国際関係な ど,広汎な効果 と影響力を もって

展開 されるこの巨大科学に対 し,わ が国が取 り組む ことは未 曽有の ことであった。関連す る各界の先

達 は勇気 と抱負をいだきこれに身を投ぜ られて諸方策 の作製や開発 の基礎づ くりをされたのである。

本学会の設立もその一環をな している。初代茅 誠司会長を初め理事,監 事,企 画・編集委員の諸氏の

構成は科学 ・技術の諸分野にまたが り,そ の伝統は今 日も続 き原子力が 総合科 学 として育ち形成 され

ていることを物語 っている。 この20年 間を顧みると,原 子力は今や国 として最重点の課題に成長 し,

また世界にまたが る諸問題を提起 し,協 力関係をつ くりつつ時に大 きく揺れ動いて今 日に至 った。最

近わが国でも創立100年 を数 える学会があらわれ,そ れに比べて本学会の歴史はまことに浅 いが,そ

の聞における学会をと りま く原子力界の激動ぶ りは優 に100年 の変遷に匹敵するもの といえる。

昨年秋にはわが国の原子力発電設備容量は水力のそれを上回 り米国に次 ぐ原子力普及国になった。

研究開発面では先進技術の消化から始 ま り,軽 水炉の国産化,各 新型分裂炉,ATR,FBR,VHTGR,ウ

ラン濃縮等 の自主技術開発,ま た安全性,放 射線利用,核 融合,基 礎科学・技術 などの研究で高い水準に

達 し,国 際協力の場や国際的学術集会で しば しば高 い評価を受けるまでに至 った。 これは諸先輩によ

る布石 ・育成 と関係者の努力が もた らした ものであ り,そ れに高度 経 済成長が助勢 したとい うことに

なろ う。

そ こで この20周 年に当 って,先 ずはめでた しと述べ るのであるが,ま たそれには今後に活かされ る

べ き反省が伴 うものであ り,こ の機に当面迎えている新情勢か ら長期の展望にわた って分析 と方策を

怠るわけにいかない。 このことは原子力関係有識者の共通の認識であろ うと思 う。

エネルギー政策におけ るわが国の原子力開発路線は一応描かれているといえる。 しか し,エ ネルギ

ー生産 システムは多 くの因子にもとつ く社会の判断でその受入れが決 まるのであ り,ま たそれは時に

流動す る国際的制約下 におかれている。 したが って,遠 い将来までひ と筋道 とは限 らず,紆 余曲折は

あ りうるとみなければな らない。路線の硬直化は危険であ り,常 に弾力的対応 と先導的評価 の作動 し

ていることが必要であると考 える。

本学会は原子力関係の幅ひろい科学・技術者の大半を網羅 した会員約5,000名 の人材集団であ り,会

員は個人の自由な立場で相互に啓発されつつ意見形式がで きるわけである。現在23の 課題 につ き専門

委員会が活動 しているのであるが,こ うした活動 な どを 通 じて様 々な可能 性,先 見性の培われ ること

が,原 子力界における本学会の一つの基本的役 目であると思 う。

(1)



2 創立20周 年記念特集 日本 原子 力 学会 誌

創 立20周 年記念 事業実行委員長 と して

張 趣華 小 澤 保 知

感ー
昭和34年2月14日,茅 会長のもとに発足 した 日本原子力学会が20周 年記念

の式典 を来 る2月13日 に神田学士会館 に於いて迎 え,「 記念特集号」,記念講

轟 演,第1回 原子力技術開発賞,学 会マー クの制定等の諸行事を晴やかに行 う事

は誠に喜ば しい事であ ります。'

既に100年 を迎 えた国内外の諸学会に比べれば,そ の齢は誠に若 く,こ れ

か ら活濃な春秋を迎 える学会であ りますが,研 究開発に長い経験を有するア

メ リカ原子力学会が漸 く25周年 を迎える事を考えます時,そ の歴史の重味は

軽視 さるべ きでな く,深 く回顧反観 し21世紀を翅望すべきであ りま しょう。

石油禁輸に触発 された,有 効 エネルギー供給に対する危機感の昂 りにも拘 らず,核 不拡散に関連 し

ての米国のエネルギー政策に対する判断の複雑さのために,原 子力科学技術全般に対 して,や や戸惑

いが,我 が国お よび米 国の各界 の一部に も見 られる事は誠に残念 な事であ ります。

エネルギーの有効需要が豊富 な国 々では貧富の格差が少 なく,不 充分な国では格差が増大す る事実

に鑑 み,2000年 前半に予想 される数十億の世界の人 々に平均10kW程 度のパ ワーを解放 し続iけて,安

定活濃な社会生活を保障するには,先 進国か ら開発途上国への資本ならびに技術 の移転を行い,慎 ま

しいエネルギー利用,低 エネルギー弾性値即ち付加価値の高い技術 開発を促進 し,質 の高 い生活水準

達成が21世 紀 の世界の希望であ りましょう。我が国に とっては,短 期 的には石 油 資源 取 得の自由度

拡大,石 炭等化石燃料 の有効利用,水 型発電炉 の定着が極めて重要であ り,学 会関係者の健全な努力に

培われた 自信 と精進が希 まれる次第であ り,長 期 的には増殖炉,核 融合炉,太 陽エネルギー,水 素利用

へ と発展が展望 されますので,核 融合研究 の伸展 に伴 い本学会 の責任は益々大 とな りましょう。宇宙

進化 の例を とるまで もな く,核 反応に基 く原子核エネルギーは,原 子 ・分子反応に よる原子エネルギ

ー と相携えてエネルギー工学で大 きな責任を果すべき使命を担 っている次第であ りますが,こ れ ら技

術開発に伴 う技術的・経済的困難を考える時,裾 野の広 い関連科学技術の振興 と調和が重要 とな り,

他方国際協力による技術開発が益 々重要 となると思われ る次第で,本 学 会 がさきに「第2回 環太平洋

会議」を成功裡に実施致 した機能が,更 に広い国際協力へ と発展す る事が希 まれます。

最後 に,こ の度の20周 年記念事業に御協賛 を頂戴 いた した関係諸機関,学 会員の皆様,ま た企画実行

に当 られた企画 ・編集両委員会委員,事 啓局職員の方 々に感謝 申 し上げると共に,漸 く20歳の青年学会

の特徴を発揮すべ く会員各位の学会への一層の御貢献 を御願 い致す次第であ ります。

(2)
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購難灘麟麟懸購講麟繕騰購
一 そ の 概 観 と 展 望 一

ま え が き 本学会の創立10周 年にあたった1969年 は,わ が国の原子力利用が ようや くその

実用期を迎えた年であった。 その後10年 を経た今 日,原 子力発電設備容量は!,268万kWに

も達しようとしてお り,ま た,新型転換炉「ふげん」,高速増殖実験炉「常陽」の建設・臨界が達 成

されて,新 しい時代の黎明を迎えようとしている。さらに、核融合エネルギー利 用 につ い て

も,炉 心プラズマの研究の進展にともない核融合炉工学の研究が開始 され るにいたった。しか

し,一 方では原子力の安全性がこれ らと並行して各方面か らますます注 目され るようにな り安

全性の研究が重要視されてきた。この間に起こった"石 油危機"を 契機 として,将 来の安定 した

エネルギー源としての原子力に対する期待が一層たかまってきている。

本学会の創立20周 年記念特集号の編集企画にあたって,こ の10年 間に焦点をあてた"わ が国

原子力研究の概観 と展望"について各分野 ごとにまとめることと した が,単 に過去の華々しい

研究成果の羅列に終るのではなく,む しろ学会としての立場か ら,過 去への峻厳な反省に立 っ

て展望す ることを特に心がけたつ もりである。執筆は各分野について第一線でご活躍の方 々に

お願いしたものであ り,そ れぞれ個性的なものになったことは止むを得ないところである。何

分にもページ数が限 られてお り十分意を尽 くし得なか った部分 も少な くないと思われ る。 これ

らについては将来別に"解説"等 で補足 してゆ くことを考えている。過去20年 間に解決し得ずさ

らに将来に継 ぐべ き問題や,あ らたに提起されるべ き問題等,わ が国の原子力研究に些かでも

貢献することを期待 している。(編 集委員長 渡辺 亮治)

1.炉 物 理 ・炉 工 学

核 物 理 ・核 デ ー タ

核物理・核データの研究の歩んだ道

1.初 期を回想 して

Fermiが 天然ウラン・グラファイ トの 集合体を使 っ

て人類はじめての核分裂連鎖反応の実験を行なったの

は今か ら36年前のことである。これはその当時のこと

であるが,実 験の計画を立てるにあたって,ま ず,連

鎖反応が果 して実現する見込みがあるのか,に 始まっ

て,次 に,連 鎖反応を実現するためにはどのような準

備が必要であるかの検討一 具体的には燃料のウラン

や減速材のグラファイ トの中に含有され る連鎖反応に

有害な不純物の許容限界,燃 料や減速材の必要量の計

算等一 を行わなけれ ばならなか ったわけである。 し

かしながら,そ れ らの計算を行 うために必要な原子核

の物理定数一 中性子反応断面積 と称す る量で,こ れ

が今 日核データといわれ るものの主体である一 がす

でにすべて測定 されて揃 っていたわけではない。必要

な一つの値に対して幾つか の異なる測定値が報告され

(3)
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ていた場合もあったであろ うし,ま た重要なデータが

まだ得 られていなかった場合もあったであろ う。連鎖

反応の計算を担当した核物理の専門家達は,ま ず第一

の場合については,互 いに異なる測定値(複 数)を 検討

して最も信頼で きると考えられる値を選定し,第 二の

場合については,核 物理の実験家に要請 して急いで測

定を行なってもらった。 しか し,そ れが間に合わない

場合 もあ り,そ のときには最後の手段 として,核 物理

の知識で判断 して この位の値が妥当であろ うと推測 さ

れる値を使用した。連鎖反応の実験は,こ のようにし

て行われた計算の結果のとお りに成功した。未知の核

データの値を推定す るにあたってはFermiの 天 才的

判断にまつところが多か った とい う。

学会の20周年記念特集の冒頭をこのように陳腐 な昔

話で書き出す ことはいささか気が引けるが,し か し,

原子力の研究と開発にお け る核物理の位置,役 割がよ

くこの中に織 り込まれているので ご勘弁いただきたい

(本項でい う核物理は,核 物理の中で原子 力 平和利用

の研究 と開発に深い関係にある部分を指 す ので あ っ

て,普 通の意味での核物理全般ではないことを念のた

めお断 りする)。

わが国で原子力の平和利用の研究 と開発,い わゆ る

R&Dが 開始 された とき,原 子核物理 が このR&D

の中で置かれていた位置は,Fermiが 核分裂連鎖反応

の実験を行なった ときの様子 とは全 く異なっていた。

わが国のR&Dは,ま ず研究用の原子炉 を,続 いて

動力炉を輸入す ることを主軸 とし,そ れに並行して開

発のための研究を進めるとい う形で開始された。原子

炉の核特性を計算する上で必要な群定数 は炉の輸入先

か ら供給された。原子炉の特性を研究す る原子炉物理

あるいは核計算の分野はR&Dの 中心 に位置して,

華々しい脚光を浴びたが,こ れ らの研究の中で使われ

た群定数は"与え られた定数"と いった性格になってい

た。

群定数は核データを処理 して作 られ る もので あ る

が,そ の核データを提供する責任を担 う核物理の研究

は,太 平洋戦争による研究の中絶,戦 後の一時期にお

ける占領軍による(原子核の)研究の禁止,戦 争による

破壊 と疲弊等のために非常に立ち遅れ て しま ってい

て,必 要な核データをす ぐに揃えよといわれても,そ

れができる状態にはなか った。当時核物理の研究者に

要求された ことは,速 やかに中性子に関す る研究を開

始 し,先 進諸国の水準に追いつけとい う莫然 としたも

のであった。

2.高 速増殖炉開発の基礎研究の一端 を目指 して

核物理の研究の展開は節を改めて記す こととして,

ここでは原子炉のR&Dの 進展を追 うこととしよう。

開発の第一一目標である熱中性子炉に対しては,外 国か

ら導入された群定数を使って核計算が行われたことは

前に記 したが,や が て,炉 物理,核 計算の研究に従事

していた人々の中か ら,使 っている群定数が果 して適

正妥 当なものであろ うか,し か し妥当でなか った とし

て も,ど こが どのように悪いのか全 くわか らないとい

う懐疑といら立ちの声が聞かれ るようになった。その

声は,第 二 目標である高速増殖炉 のR&Dに おいて

は再び同じ轍 を踏んではな らないとい う声に変 った。

言い換えれば,高 速増殖炉の開発にあたっては,わ れ

われ 自身でよく吟昧 した核データを使 って,わ れわれ

自身で作った群定数を持たなければならないとい うこ

とであった。

原子炉の核計算を行 うために必要な一揃の群定数を

作るのに要す る核データは,核 種の数において,ま た

エネルギーの範囲において,さ らに反応の種類におい

て広範なものである。それを揃えるためには,既 往に

さかのぼ って世界の文献を調べることか ら始めなけれ

ばならないが,こ れは2,3人 の少数の人ではできない

ことである。学会の主導の下に広く会員の有志 の協力

により,核 データの収集・整備の活動 を行 うことを 目

的 として,本 学会に「シグマ」研究専門委員会が設置さ

れたのは1963年2月 であった。核データの主体である

中性子反応断面積をあらわす記号としてギ リシャ文字

σのシグマとい う文字を使 うのが通例であるので,中

性子反応断面積委員会 とい う意味でこの名称がつけら

れた。

3.国 際 協 力

この時期は諸外国でも,ま たわが国でも,原 子炉の

R&Dが 熱中性子炉か ら高速中性子炉の分野へ拡が り

始めた時期である。高速中性子炉ではエネルギーの高

い領域の核データが多量に必要になる。また他方,原

子炉は次第に大型化 したが,大 型炉ではわずかの計算

誤差が大きな金額の利得または損失に結び付 くので,

計算に用いられる群定数のもとになる核データの精確

度に対する要求は厳 しくなる。このような量 と質の両

面の変化に伴 って,当 時欧米 の原子力先進国 の 間で

は,す でに米英加の3国 の間で行われていた,核 デー

タの測定と収集に関する国際協力をさらに多 くの国々

に拡大 しようとい う動きが始められていた。

われわれの学会の動きがこのような国際的な呼び掛

けに少 しでも先行していたことは,タ イ ミングがよか

ったというべきであろう。 シグマ委員会が発足 して間
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もなく,IAEAか ら招請があって,そ の年の5月 か ら

は国際核データ委員会の前身である国際核データ作業

グループにシグマ委員会の主査が参加することになっ

た。続いてわが国は1965年2月 にはOECDの 核エネ

ルギー機関(現NEA)に(準)加 盟V,翌 年1月 か らそ

の傘下の中性子データ収集センターの活動に参加する

ことになった。 さらにその4月 からは,欧 米核データ

委員会(現NEA核 データ委員会)に参加できることに

なった。

OECD-NEAの 中性子データ収集センターに参加し

た ことの効果は非常に大きかった。それは参加諸国で

測定 された核データは,国 際協力の精神に よって,こ

のセソターに供出集積され,わ れわれは自由にそれを

引き出して使えるようになったか らである。 この核デ

ータ流通の組織は,数 年の後には,IAEA国 際核デー一

タ委員会の努力によって ソ連を含む全世界に拡大され

た。

4,評 価済核データ・ライブラ リの作成

このようにしてデータ収集の問題が解決することに

なると,評 価済核データ・ライブラリの整 備が シグマ

委員会の次の主な仕事 となった。

冒頭に記 した昔話の中の,核 データの測定値の不一

致 未測定の核データの処理の問題は,歳 月の経過と

ともに複雑になっていた。その理由は,一一つには必要

な核データが量において多 くな り,質 において厳しく

なったことであ り,も う一つには,炉 物理,核 計算の

内容が複雑精緻になるのに伴い,こ れ らの分野の人 々

が核データの分野の研究まで同時に消化することが困

難となったためである。 この事態に対応して生まれた

のが「核データの評価」とい う新 しい分野である。 これ

は,核 物理の知識を使って重複する互いに一致 しない

測定値を整理検討して最 も信頼できると考えられる値

を定め,あ るいは測定の困難等の理由で測定が行われ

ていない,い わゆる未知断面積を核物理の理論計算に

よ り推定するとい う仕事である。

原子炉の核計算を行 うにあた っては,必 要な核デー

タが全部揃っていなければならない。 データの評価が

行われていても,そ れが部分的あるいは断片的であっ

ては最終の用には役立たない。 ここに「評価済核デー

タ・ライブラリ」,あ るい は「評価済データ・ファイル」

を作ること,す なわち開発に必要な評価済核データの

体系を整備することが必要になる。

1969年 には,シ グマ委員会 と原研の研究者が協力し

て,英 独米の評価済核データ・ライブラ リを,主 に炉

物理,核 計算の立場か ら比較検討して核データを選定

し,そ れによって高速炉用群定数JAERI-FASTSET

を作成 した。一方"われわれの手で評価したデータ"で

ライブラ リを作 り,それに よって群定数を作 ることは,

シグマ委員会の当初か らの 目標であ り,そ のための研

究はすでにこの以前か ら始め られていたが,そ の結果

として高速炉用評価済核 デー タ・ライブラリJENDL

(JapaneseEvaluatedNuclearDataLibrary)-1が 完 成

し,公 開されたのは1977年10月 であった。評価済核デ

ータ・ライブラリで先鞭をつけたのは英国であ り,ド イ

ツ,米国がこれに続いた が,そ の中で最 も充実してい

るのは米国のENDF/Bで あ る。JENDL-一 ユは公開の

前にもまた後にも,機 会あるごとに炉物理の積分実験

との対比による総合テス トを受けた。特にNEA炉 物

理委員会に よる国際ベンチマーク・テス トで 優れ た

成績をあげた。作成に関係した人々は,JENDL-1は

ENDF/Bに 勝るとも劣 らない信頼性を持ってい る と

い う自信を深めている。

研 究 の 概 観

1,核 物理の研究

原子力平和利用のR&Dに おける核物理 の役割 に

は,開 発に必要な核データを測定す るとい う直接的な

寄与のほかに,そ れ らの測定を支える原子核物理の基

礎を固めるとい う間接的な側面があるが,こ こでは誌

面の都合上核データ,そ の中でも主体である核断面積

の研究に重点を置いて概観を試みる。

この分野で最 も早 く研究を開始したのは東海村の原

研である。核物理に関係のある設備 としては,ま ず,

湯沸し型原子炉JRR-1と2MVの バンデ グラフ加速

器が設置され,そ の後,重 水減速の研究用原子炉JRR-

2お よびJRR-3,電 子線型加速器,5.5MVの バ ンデグ

ラフ加速器等が加えられた。3つ の原子炉には,パ イ

ルオ ッシレータ,ク リス タルモノク目メータ等が付設

され,熱 中性子あるいは低速中性子の吸収断面積の測

定等が行われた。中速領域(数eVか ら約100keVの 間)

の中性子断面積の研究は,線 型加速器を中性子発生源

として用い,ウ ランを初め とし多 くの核種について,

全断面積,捕獲,散 乱の部分断面積等の測定が行われて

いる。バンデグラフ加速器による高速炉の開発に必要

な高速中性子の散乱断面積の研究においては,高 性能

の中性子飛行時間測定装置が開発され,広 い領域の核

種について多くの有用な結果が得 られている。原子炉

内の中性子スペ クトルの解析に用いられるしきい反応

断面積の研究が,原 研計測グループと京大炉の研究者
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の協力で2MVバ ンデグラフ加速器を用いて行われて

いる。 これ らのほか,未 知断面積の計算を行い,ま た

測定の結果を解析 し,核 データに関する系統的理解を

深めるための核物理の理論的研究が意図的に行われて

いる。

ややお くれて,京 大炉が熊取に設立された。 ここで

は軽水減速の研究炉 と電子用の線型加速器を中心とし

て研究が行われている。核分裂中性子のスペ クトル,

あるいはそれに近い中性子スペ クトルについての平均

断面積値は,核 データの評価上一つの有効な資料であ

るが,す でに20種 を超える反応について測定が行われ

てい る。 米 国 のRensselaerPolytechnicInstituteの

Block教 授を迎え,東 工大の研究者の協力を得て行わ

れた鉄フィルタ法に よ る24keVの 中性子反応断面積

の測定は,バ ックグラウン ドの少ない定 点測 定 で あ

り,こ れ も核データ評価の有力な資料 となるもので,

すでに多 くの重要反応について測定が行われている。

これ らのほか,チ ョッパーを用いた鉛等の熱中性子断

面積の測定,原 子炉を用いた核分裂生成物の研究,等 が

進め られている。

これ らの2機 関に続いて,各 地の大学の工学部等に

おいて核データを 目指 した研究が開始された。北か ら

順に,東 北大では,4.5MVの ダイナ ミトロソによる

研究を中心 として高速中性子の反応断面積,γ 線発生

断面積等の研究が行われている。統計理論による核分

裂生成物の質量収率の計算が行われ,そ の結果は,収

率が未測定のPuの 同位体 に対してよい予測を与えて

いた ことが最近判明した。

東工大では,京 大炉における共 同研究のほか,コ ッ

ククロフ ト・ウォル トン加速器等により,主 に14MeV

の中性子の捕獲反応に関する研究を理論計算と測定の

両面か ら行なっている。

立教大では,14MeVの 中性子の陽子による散乱断

面積の精密な測定が行われた。

名古屋大で は,バ ンデグラフ加速器を用 いて,14

MeV中 性子を含む高速中性子に よる放射化核種の う

ち短寿命のものについて,放 射化断面積の研究を行な

っているQ

九州大では,14MeV中 性子による放射化核種の う

ち長寿命の核種について放射化断面積の研究を行い,

理論的な説明を試みている。

ここに記 した大学における研究には,核 融合炉のブ

ラソケッ ト内の中性子およびγ線の輸送問題 ブラソ

ケヅトにおける元素変換率等の計算に必要な核データ

の研究が多 くな らんでいるが,こ れは大学の研究が核

分裂炉に関心が薄い とい うことを意味す るのではな

い。

2.核 データの評価

わが国における核データの評価活動 の大部分はシグ

マ委員会の中で行われた。 シグマ委員会は,発 足の年

すなわち1963年 は,科 学技術庁か らの原子力平和利用

研究委託金と原研か らの補助によって運営されたが,

この委託金は1年 で打ち切 られ,次 の年か らは全部原

研の研究経費によって賄われて現 在 に至 って いる。

〔学会の「シグマ」研究専門委員会(1965年 度 か らは「シ

グマ」特別専門委員会)の 委員は同時に原研のシグマ研

究委員会の委員であるとい う一体の関係で両委員会が

運営されている。シグマ委員会の活動は原則 として2

年 ごとに「会誌」に報告されている〕。ここでは誌面の都

合で,高 速炉の核計算に必要な核データの評価を中心

として概観を試みよう。

最初の約4年 は,未 知の反応断面積を核物理の理論

により計算する方法の研究にあてられた。光学模型と

い う考え方によって描写される原子核反応の過程を計

算する電算機 コー ドELIESEを 初め とし,複 合核か

ら核子が蒸発す る過程,中 性子の捕獲反応,核分裂反応

等の計算のコー ドが作成された。

次の約4～6年,す なわち1967年 か ら1971～73年 に

かけては,上 記の核物理の理論的手法 と反応断面積の

測定の経験の蓄積 とをもとにして,高 速炉のR&Dに

重要な核データの評価が行われた。その主な内容は,

①AI,Fe,Cuの(n,α),(n,p),あ るいは(n,2n)反 応断

面積の評価,②Cの 全断面積の評価,③Cr,Fe,Ni,Mo

の高速中性子捕獲断面積の評価,④238Uの 中性子非弾

性散乱断面積の評価,⑤U,Puの 核分裂断面積を初め

とする各種の核データの評価,⑥Ta,Ni,Fe,Cr,Na,0

の弾性および非弾性散乱断面積等の調査,⑦ 核分裂生

成物の核データ(高速炉用)の評価,等である。

続いて,こ れ らの評価の結果を土台として,評 価済

核データ・ライブラリ作成の作業が 開始された。デー

タ・ライブラリにおいては,原 子炉 の核 計算で対象と

なる全核種について,核 データが0～15MeVの 全域

にわたって一貫 して揃っていなければならない。さら

にこれに加えて,全 エネルギー点において部分断面積

の総和が全断面積に一致していなけれ ば な らない。

これ らの要請を満たすための評価の作業は原研の核デ

ータ研究室(現:核 データ・セ ソター)員 で構成された

JENDL-1編 集 グループによって行われた。データ・ラ

イブラリは改良,充実を積み重ねて完全なものへ と近

づいて行かねばならない。 第2版JENDL-2作 成の作

(6)
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業は目下進行中であ り,近 く終了の予定である。

シグマ委員会ではこれまでに記した事項のほかに,

標準断面積の評価,熱 中性子散乱法則の評価,熱 中性子

散乱に関する文献 目録の作成,核 燃料計量核デ ー タの

調査収集,核 分裂生成物の崩壊熱を計算するた めに必

要な核データの収集 と評価,群 定数を作成するた め の

計算 コー ドの整備 と群定数の作成一 具体的には,高

速炉核計算用,熱 中性子炉お よび高速炉用の2種 類の

核分裂生成物群定数,遮 蔽計算用群定数 の作 成一 等

が取 り上げ られ,そ のあるものはすでに完了し,あ る

ものは現在継続中あるいは進行中である。それ らにつ

いての詳細は委員会の2年 ごとの報告 を参 照 され た

い。

におけるとは別の種類の核データの信頼できる値の供

給が求められている。

核物理・核データの分野は開発の中で地 味 で,縁 の

下の力持ちの役割であるが,開 発の基礎を担 う自覚 と

他の分野からの励ましとによって,今 後 もその役割を

推し進めてゆかねばな らない。

(元東北大・百田光雄)

炉 物 理

回 顧 と 希 望

ほとん どゼロの状態か ら出発 した核 物理・核データ

の分野はこの20年 間に着実な発展を遂げた。評価済核

デ■一一・タ・ライブラリJENDL-1の 完成 に は2つ の意義

があった。その1つ は高速増殖炉の開発を自主的に行

うための基礎の1つ が固め られたことである。も う1

つは,こ の事業が本学会の主導の下に原研,大 学,産 業

界の研究者の長年にわたる協力の結果として成 し遂げ

られたことである。中でも産業界の研究者が評価の仕

事の中で果 した貢献が大きか ったことは特筆されるべ

きであろう。

しかしながら,デ ータの測定とい う面 を見 るな ら

ば,わ れわれのこれまでの成果は豊富であったとい う

わけにはゆかない。JENDLの 作成が可能で あったの

は,評 価の対象として必要なデータを国際協力に よっ

て 自由に入手することができたか らである。核データ

の国際協力は「能力に応じて貢献し,必 要 に応じて配

布を受ける」とい う原則で運営されてお り,JENDLは

その恩恵に支えられて誕生したのである。わが国が経

済的に強力になった今日,核 データ測定の面におけ る

われわれの貢献がわが国の能力にふさわしいものであ

るか,と い う諸外国の無言の批判が背中につきささる

ように厳 しく感 じられ る。

核物理 ・核データの分野では,核 分裂炉 の範 囲の中

に限 っても,ア クチニ ドの 核データ,核分裂生成物崩

壊熱に関する核データ,原子炉内 におけるγ線 による

発熱に関する核データなど,今 後も努力を続けなけれ

ばならない問題が残っている。核融合炉開発のための

核データはこれか らが正念場であ り,ま た医療を初め

とす る多 くの放射線利用の分野からは,原 子炉の開発

過去20年 間の炉物理研究を網羅することは,膨 大な

研究成果 と限 られた誌面か らまず出来ない相談だが,

幸いなことに最初の10年 間の研究については「本誌」11

〔2〕に,ま たその時の執筆資料がr炉 物理連絡会会報』

第6～9号 に掲載されている。したがって,こ こでは

主 として後半の10年 について研究の動向を概観する。

まず,炉 物理研究活動に特有な,研 究者間の横の研

究連絡組織である各種専門研究委員会は,そ れぞれの

研究分野が孤立 し始めた傾向もあ り,10年 前 当時 より

はかな り数が減っている。現在存続 している炉物理関

連の専門委員会には,「 シ グマ」,「炉物理」,「炉中性子

工学」専門委員会がある。1968年 に発足 した「炉物理連

絡会」は,先 の「炉中性子工学」研究専門委員会と共に,

特に大学間の研究交流の場 として活動を続けている。

また,こ の連絡会が若い研究者の た め に企画する「炉

物理夏の学校」も,昨 年ですでに10回 の開催を数えた。

大型研究施設の共同利用に対する要望は大学間で特に

強 く,現 在各所で原子炉の共同利用が行われている。

まず1961年 には 原研原子炉(JRR--2,一一3,-4),続 いて

1965年 に京大原子炉(KUR後 にKUCA),1971年 に東

北大金材研付属施設(JMTR),1972年 に東大「弥生炉」,

1974年,76年 には立大炉お よび武工大炉がそれぞれ利

用を開始 して来た。この うち炉物理関連の共同研究は,

施設の利用 目的に従って京大炉 と東大炉に集中 してい

る。

研究発表の場 としては,通 常の「春の年会」,「秋の分

科会」とは別に,1973年6月 には「高速炉物理に関す る

トピカル・ミー テ ィソ グ」が,同 年10月 に は東 京 で

IAEA「 高速炉物理国際会議」が開催 された。トピカル・

ミーテ ィソグは,学 会の新規行事 として,テ ーマを絞

って十分討論を行 うように企画 されたが,平 板的なも

のに終 った感がある。 このような行事は,従 来海外か

(7)
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らの トピックスに刺激されて研究を伸ば して来たわれ

われの研究態度を改めた うえで再企画されるべきであ

ろ う。

近年,国 家プロジェク トに よる動力炉開発が活発化

し,研 究活動 もそれによって潤 うことが多 くなって来

ている。 しかし開発すべ き炉型および開発機関が絞 ら

れた ことにもよって,現 在徐々に炉物理研究者 の層が

薄 くなってきていることは否定できない。

研 究 活 動 の概 観

1.炉 定 数

満足な核データもない時代,MUFT,GAM等 の海

外の炉定数 ライブラリを収集,検 討す る ことか ら始ま

ったわが国の炉定数作成・評 価 作業 は,つ い最近に至

るまで,「 シグマ」委員会 の炉定数グループが中核 とな

って作業を先導 してきた。 このグループは,1967年 に

英国核データ・ライブラリ('63)よ りMUFT型 炉定数,

1970年 には熱中性子炉用F.P.炉 定数 を作成 したが,

これ らはあま り有効には使われなかった。時を同じく

して,原 研,メ ーカーで は熱中性子炉で の共鳴吸収の

問題などが盛んに研究 され,共 鳴積分の実測値 と計算

値 との比較か ら,核 データへ種 々の要求が出された。

高速炉用炉定数は,シ グマ委員会の作業か ら派生 して

各機関で個別に作成 されたが,こ のことが以後のわが

国における炉定数の混乱を生む要因 となった。この時

期には,軽 中重核の弾性除去断面積平均化の問題,非

分離領域 での共鳴パ ラ メータ発生法,共 鳴間の干渉効

果な どが,原 研を中心 として メーカー,大学で精力的

に研究された。作成 した高速炉用炉定数の評価は,ベ

ソチマーク積 分 実験,モ ックアップ実験の解析を通 し

て原研,メ ーカーで進め られた。積 分 実 験データを使

って断面積を調整する方法は,主 に原研で研究が行わ

れたが,そ の採否については,核 データ,炉物 理 家 問

で議論が沸騰 した。この問題は,現 在でもまだ十分に

議論 し尽 くされたとは思われてはいない。

わが国では,熱 中性子炉,高 速炉を通'じて,標 準化

した核デ ータ・ライブラリを一貫 して炉定数作成に使

用することをあえて行わなかったため,研 究成果間の

有機的なつなが りがで きず に きた。 現在高速炉系で

は,よ うや く同一の炉定数を使 う兆しが見えてきた。

遅 きに失 しはするが,わ れわれの過去の研究成果を整

理 し,後 世に役立てるためにも,今 か らでも熱中性子

炉系についても,統 一 した炉定数を作成 し使用するこ

と・また高速炉,熱 中性子炉,遮 蔽に共通 した群構造 と

炉定数を作成することなどが必要ではないだろ うか。

2.臨 界実験 と解析

10年前に働いていた熱中性子炉系の臨 界実 験装 置

は,現 在すでに半数近 くが解体 されている。 メーカー

間で一時は争 って設置 した装置 も,今 は1体 しか存在

していない。現在使用 している臨界実験装置では,熱

中性子炉系にはSHE,TCA,JMTRC(以 上原研),NCA

(NAIG),DCA(動 燃)が あ り,高 速炉系 に はFCA(原

研)が ある。また,1974年8月 に臨界になったKUCA

(京大炉)は3炉 心を持つ複数架台方式で,熱 中性子か

ら中速中性子系 までの実験をね らっている。

核デt-一・タと解析法が対 になった,い わゆるdata&

methodが 主流 となっている今 目,精度の高い測定の地

道な積重ねが必要 となる。現在までに,臨 界実験装置

を用いて数多 くの実験が行われているが,測 定法の開

発 と実測値 の公刊 という点では,主 として原研の研究

に依る所が大きい。例えば,「 本誌」16〔3〕および19〔6〕

に解説 されているように,反 応度測定法については,

空間依存性などを取 り込むことに多大 の努 力が 払わ

れ,-35$程 度までを5%以 内の精度で測定すること

が可能になった。また軽水格子系では,濃 縮度の異な

る多様のUO2格 子お よびPuO2-UO2格 子を用いて,

反応度,出 力分布な どの測 定値 が多数求め られた。高

速炉系ではFCAに おいて,U系 およびPu系 のべソチ

マーク炉心を用いて諸積分量の測定が行われ,密 度係

数法,セ クター法などの測定法 の開発がなされた。

一方実験解析については,問 題を突き詰めるような

詳細な解析が少ない。実測値 と計算値の不一致を解 明

する研究では,一 般に計算家の怠慢が目立つ。解析結

果など研究成果の設計への反映は,昔 軽水炉において

失敗に終ったが,こ れは技術導入の際のわが国の後進

性を示すもので,炉 物理家だけが非難 されるべ き筋合

のものではない。だが,こ の件では,研 究者間で何か

打つ手はなかったのだろ うか とい う反省もある。

国家 プロジェク トとして建 設 された「常陽」,「ふげ

ん」においては,モ ックア ヅプ実験か ら原 子 炉設計,

建設,運 転に至る までの作業が,自 国内で初めて一貫

して行われた。両者共に成功裡に終 っているので,炉

物理家の寄与は評価されるべきであろ う。 しか し,国

家プロジェクトといえども,英 国の臨 界装置でフル・

モックアップ実験が 行わ れ た「もん じゅ」の例 のよう

に,自 国内ですべてが行われるとい うものではない。

一時は大 きな話題となった高速臨界集合体における中

心反応度価値の,実 測値 と計算値 との不一致の問題

は,断 面積,遅 発中性子などの核データの精度向上 と

(8)
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測定法の改良か ら解決を見た。この例が示すように,

炉物理上の問題の解決には,測 定法と解析法の両輪を

改良して行 くことが必要である。今後は上述の研究環

境 と兼ね合わせて,こ れらを大局的な見地か らど・う進

めて行 くかを考えねばなるまい。

3.熱 中性子散乱

熱中性子散乱の理論は,1960年 ごろには非常に美 し

い形で定式化されているが,個 々の物質への適用の面

で大変興味ある分野であ り,測 定 と解析的研究が熱心

に進め られた。わが国では主にシグマ委員会の場 で理

論計算や コー ド開発が行われ,1975年 過 ぎに終 了 し

た。"終 了 した"と い うことは,世 界の趨勢でもあった

のであ り,米 国でも組織された研究者グループの知識

のタソクを保存 しな くても良いのか,と い う議論があ

ったと聞いている。わが国では測定研究がほとんど皆

無のまま,炉 物理研究者の関心か らそれて行 ったので

あ り,割 り切れない心残 りを感ずる。現在,北 大のラ

イナ ック・パルス冷中性子源での研 究 のほかに京大の

高中性子束炉計画,高 エネルギー研 の大強度 パルス中

性子源計画が進め られている。これ らは,主 に物性,分

子物理の研究を指向したものであるが,原 子炉材の散

乱法則の問題も決 して終 っている訳ではな く,こ の方

面の研究にも役立たせて欲 しいと願っている。

4.中 性子スペク トル

炉中性子 スペク トルの測定・解析研究は,大 学,原 研

において大変活発 に行われてお り,「本誌」19〔2〕に 「総

説」が載せ られている。炉中性子スペク トルは有用な

情報量なのだろ うか とい う疑問がかな り以前か ら持た

れている。計算 と測定がなかなか合わないだけでなく,

エネルギー領域によっては測定値相互間にも10～20%

くらいの差が残 されているか らである。測定法の改善

のために,国 際的にも標準的中性子場の確立,反 応率測

定の相互比較が採 り上げ られてお り,わ が国でも京大

炉重水設備,「弥生炉」等がその候補 として研究された。

一方 ,京 大炉・京大では ライナックに よるTOF法

で,ThO2,Fe,A1,Ti,Li,Zr等 の一連 のパイル中の中

性子 スペ クトル測定が行われた。この測定は大変価値

の高いものである。ただ,計 算は ピーク下 の200keV

以下で,ほ とんどいつ も測定値 よりも著 しく低い結果

になってお り,刺 激的な問題を提示 している。

最近,大 学で14MeV中 性子を使って,Li等 の体系

か らの漏洩スペ クトルの測定 と精密な解析が行われて

お り,輸 送理論計算の方法,群 定数の作成方法等の面

で著 しい進展を見せている。

こうして,も う一度初め の問題 を振 り返ってみる

と,炉 中性子 スペク トル研究は,前 述の「総説」でも述

べ られているように,こ の研究の波及効果が広 く炉物

理・炉工学の基礎を固めるのに役 立っていることは確

かである。ただ,い ま一歩定量的な知見 とい う点で不

満がある。今後の課題 としては,測定法の改善 と共に,

スペ ク トル・データを生かすためには,計 算手法,群 定

数作成,感 度解析などの理論研究が必要で あろ う。ま

た測定については,例 えぽ可燃毒物の入った格子系熱

中性子スペク トル,高 速炉系で遠方において強い中性

子束勾配を伴 って熱中性子化 して行 く過程 のスペク ト

ル,等 は実用上非常に有用であ り,多 くの分野が開か

れている。

5.計 算法,数値解析,計 算コー ド

発電用炉心設計のための大型拡散 コー ドは,ち ょう

ど10年前には完全に外国依存型であった。この10年 来

の特徴は,炉 の国産化,研 究 ・開発の自主化が地につい

てきたことであ り,ソ フ トウェアについてもすべての

領域において,計 算の大型化,精 密化 と共に,計 算法

の開発が大学,原 研,メ ーカーで進 め られ て きた。特

に,大 型拡散計算を精度を落 とさずにより速 くとい う

研究が,こ の数年来盛んに発表 されている。炉計算 コ

ー ドの進歩 と現状については「本誌」17〔6〕に「特集」と

して良 くまとめ られている。

一方,計 算機 とその付属設備の最近の進歩は,こ こ

で改めてい うまでもなく目覚ましいものである。man-

to-machine対 話などは,ち ょうどプロのバイオ リニス

トが楽器か ら自分の意志を引き出す ように,ま ことに

楽 しいものであ り,と もすれば無味乾燥な ソフ トの分

野にも人間と技術の交流が生まれてきているのだ と思

う。

1970年 の「炉物理・炉工学分 科 会」の さい,"炉 物理研

究の将来"と 題するパネル討論 会 が開かれた。当時,

米国において炉物理研究者の大幅削減が行われたこと

の危機感 と,大 学における炉物理研究の伸び悩み,軽

水炉導入に伴って高速炉以外の分野での研究の将来展

望の暗さ,等 がこのパネルのモチーフであった。

それか ら8年 経過 した。われわれが気付 くのは,第

1に,大 学 での炉物理研究の著 しい充実であるが,こ れ

は原子力学科に優秀な学生が集ま り,学 科が定着 して

きたため と考える。第2は,原 研において炉物理研究

者が激減 していることである。原研はいつ も基礎研究

の面で最大の貢献を してきたのであ り,こ の事態は非

常に憂慮すべ きものである。第3は,メ ーカーにおい

て外国依存か ら脱け出て炉物理の意義が見直されてい

(9)
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ることである。メーカーでは炉物理 自体の研究は少な

いが,炉 物理の基盤の重要性の認識はかつてないくら

い高まっている。

この10年 の歴史を眺めて見た時,8年 前の危惧を超

えて,地 についた良い研究が陸続 として出てきている

ことに改めて驚 く。その意味で,研 究活動は将来に対

しても期待できるもの と思 う。ただ,そ のためにも原

研の充実を改めて強 く望みたい。

(動燃・大竹 巖,NAIG・ 飯島俊吾)

設計精度向上をめざして

核 設 計

核設計のための研究開発は,① 設計余裕低減のため

の設計精度の向上,② 炉心性能向上のための新方式の

提案,の2つ に大別 され,日 本においても過 去20年

間,こ の両面における努 力 が続 け られてきた。 しか

し,そ の成果を振 り返 ってみるとき,そ れは必ず しも

常にバランスの取れた形 で 遂行 されたとはい いがた

く,こ の間の事情はかつて本学会炉物理 連 絡 会会 報

「炉物理の研究」誌上において,次 のような指摘を受け

た通 りである。「不幸にして 日本の原子 力研 究は与え

られたものを消化す るとい う形 で スター トしたため

に,炉 物理研究者 も与え られた体系に対 して核特性を

いかに正確に計算す るか とい う精度の点に ウエイ トが

あ りすぎたように思えてな らない。 ドップラー係数の

計算精度の向上も結構だが,た まには(中 略)ド ップラ

ー係数を もっと大きくするにはどうすればよいか とい

う新 しい提案 くらいはほ しい。 しか し形状,個 数密度

等がすべて与え られているとい う境界条件の中で仕事

を していると,ど うしても精度の方へばか り眼が向き

勝ちである。逆にこの点をたたき過ぎると,非 常にス

マー トではあるが現実か らは遊離 し過 ぎたお遊びを始

めて,そ の実用化への努力を忘れて しま う。」

20年 間の後半になって,日 本の核設計者 もようや く

上記②の炉心性能向上のための新方式の提案に関 して

見 るべき成果を出す よ うになった。「常陽」,「ふげん」

の成功に果 した核設計者の役割は言 うに及ぼず,軽 水

炉に対 しても日本において新 しい改良案が出され,現

実の問題 として議論され るようになってきている。か

つて重点的に取 り組んだ設計精度の向上に対する努力

と相まって,日 本の核設計研究もようや く・ミラソスが

とれてきた といってよいのではなかろ うか。

核設計お よび それ と不可分な核物理,炉 物理 の分野

における研究開発の成果は次の4つ に大別され る。

(1)核 定数の整備

(2)設 計計算手法の開発

(3)実 験技術の確実 と実験データによる検証

(4)炉 心運用計画の立案

(1)の核定数の整備に関してはシグマ研究委員会が決

定的な役割を 演 じてきてお り,そ の中の幾 つか の成

果(高 速炉用炉定数,核 分裂生成物炉定数等)は 「日本原

子力学会賞」受賞の栄に輝いて い る。 核定数整備の仕

事に誠に幅広 く,ま た絶えざる保守改良が必要である

とい う点で核物理屋か ら核設計屋に至 る広い層の協力

が不可欠であるが,こ のような研究協力が成功 した貴

重な例の一つであろ う。ただ,核 設計側か らの積極的

なフィー ドバ ックとい う点で一部十分でない面があっ

たことをわれわれは深 く反省している。炉の運転デー

タが豊富に得 られ るようになって,臨 界実験の段階で

は不明であった問題点が顕在化 してきてお り,核 定数

整備に対する新たなニーズが高まっている現在,一 層

の協力関係の上に立 った活動が期待される。

(2)の設計計算手法の開発に関 して主流を占めてきた

のは輸送・拡散問題である。核設計の立場か ら電 子 計

算機の容量,速 度の点でネ ックになるのは輸送 ・拡散問

題であ り,計 算時間の短縮 と計算精度の向上という矛

盾する2つ の要素 といかに調和するかが大 きな課題で

あった。「学会賞」受賞論文 を眺 めて み て も第1回 の

InvariantImbedding法 か ら始まって拡散方 程 式 の解

法に関するもの2件,衝 突確率法に関するもの1件 が

挙げ られ るが,前 者の研究の背後には加速法,合 成法

等の多 くの研究成果があ り,ま た後者は 目本における

伝統的な成果を伝承するものである。比較的最近では

この分野への有限要素法の適用も活発になっている。

計算機 の性能向上 は 日進月歩 で あ り,こ れに対応 し

て,よ り詳細な3次 元核熱 コー ドあるいは時間依存多

次元 コー ドの開発が要求されてくるであろ うが,一 般

にこのような超大型 コー ドの開発は,国 内専門家の力

を より結集 して進めて行 く体制が望まれる。

(3)の実験技術の確立 と実験データに よる検証も核設

計を全面的に支えてきた分野である。初期に建設され

た幾つかの軽水炉臨界集合体では,い ずれ も実験と計

算 とのつ き合せが系統的に実施され,設 計手法の精度

把握に寄与 した。DCA,FCAは それぞれ「ふげん」,「常

(エ0)
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陽」の炉心特性に関する設計値 とそ の設計余裕を決め

るのに基本的な役割を演 じた し,「もんじゅ」の設計に

対 してはMozart計 画が大 きく貢献 した。これ らはす

べて炉物理実験・理論の分野における研究 の蓄積が核

設計と有効に結び付いたものであるが,今 後さらに高

出力状態での各種データが得 られるにつれて,炉 物理

と核設計に共通の新たな問題が多 く提供されることに

なろ う。

最後 の(4>炉心運用計画の立案は,日 本における研究

開発が比較的先行 し,し かも実機への適用においても

有効性を示 した分野である。 より広 く最適化技術を中

心とした分野 と考えるとき,「学会賞」に関 しても論文

賞1件 のほか,か な りの数の「奨励賞」を受賞 している

のが特徴的である。核設計 とは核熱・燃 焼 計 算を通 じ

て関係するが,こ こでは何 よりも計算の高速性が要求

され,先 に述べた拡散 コー ドを例にとっても,時 間短

縮に対するニーズはいまだ強いものがある。このため

に計算精度は犠牲にな り勝ちであ り,こ の欠点をでき

るだけ取 り除 くためには,炉 心か らの実測データを学

習制御的に フィー ドバ ックさせて行 くことも必要にな

る。さらにもっと広範囲な原子炉運転管理システムペ

と発展 して行けば,各 種システム技術はもちろん,デ

ータバ ソク,man-machineinteraction等 の先行的な計

算機技術が要求されることとなる。

新 しい核設計をめざして

わが国における核設計のルーツといえぽ国産1号 炉

の別名を持つJRR-3の 設計である。重水減速 天然 ウ

ラソ金属燃料を使 った実験炉で,も ちろんわが国に先

例はなく,ま た本格的な電子計算機 もない時代に電動

計算機を使 って設計されたものであるが,設 計通 り順

調に運転が続けられている。 これに先立って外国から

の導入ベースで建 設 されていたJRR-2は,そ の原設

計が必ず しも十分でな く,高 濃縮 ウラソ燃料を採用す

る等,日 本の研究者の手で設計変更がなされた。また

この時期国内では相次いで自己技術で実験炉を作るこ

とに成功 し,例 えぽHTRで は実験炉として初めて酸

化 ウラソペレット棒状燃料が採用 された。

ここで忘れてな らないのは,わ が国独自の着想で始

め られた半均質炉のプロジェクトのことである。燃料

経済の向上 と再処理の単純化 とい う,誠 に今 日的な目

標をかかげて1958年 か ら数年間にわた り検討 され,臨

界集合体 の建設にまで進んだが,最 終的に炉 として実

現す るには至 らなかったのは誠に残念である。

このころか ら商用炉 として軽水炉を導入する動 きが

活発に な り,そ の研究 試験用 としてJPDRが 輸入さ

れたが,こ の炉の出力を2倍 に して燃料照射場 として

利用す るためのプロジェク トが進められ,現 在軽水炉

の主流になっている細径の燃料棒を世界で初めて採用

する等,軽 水炉炉心設計の基礎が築かれた。

このように原子力の研究開発の初期か ら,核 設計 の

分野においても常に性能向上を求めて独 自の成果が出

されてきたが,そ れが必ず しも系統的な積み上げでな

かったこともあって,や がて次々に導入 される軽水型

商用炉においては,制 御棒パターソの決定等運転方法

に独 自性を出 しつつも,基 本的には米国で設計 された

炉心をそのまま採用する時代が しば らく続 くこととな

る。 しか しこの間蓄積された運転経験を背景に,や が

て主体的な炉心改良の動 きが具体化 し,例 えぽ福島4

号機炉心ではバーナブルポィズソに関する改良設計が

採用 されている。1976年 にはプラソ ト利用率向上と炉

心運用単純化をね らった改 良型BWR炉 心が提 案さ

れ,現 在燃料集合体のLeadTestAssemblyの 照射試

験を実施する安全審査が終了 した段階にある。同様の

目的に対 して異なったアイデアに基づ く炉心 も提案さ

れ,現 在軽水炉標準化の動きの中で日本独 自の軽水炉

炉心設計の方向が模索されている。

核設計の研究開発の分野で1978年 は画期的な年であ

ったといえる。わが国の総力を結集 して開発を進めて

いる高速実験炉「常陽」が完成 し,新 型転換炉の原型炉

「ふげん」が11月13日 には定格出力に達 した。いずれも

核設計に着手 してか ら炉 となって実を結ぶまでに実に

20年 近 くの歳月を必要 としてお り,そ の息の長 さをあ

らためて思い知 らされる。核設計の立場か らその歴史

を振 り返ってみるとき,「ふげん」については何 よりも

プル トニウム燃料 の使用が特筆すべ きことといえる。

これが炉心特性の向上,核 燃料サ イ クル面か らの位置

付けの観点か らの自然な帰結であったとしても,軽 水

炉においてさえ経験の乏しいプル トニウム利用 の先行

的実施は,自 己技術に対する信頼の上に立った大 きな

決断であった。「ふげん」に引き続き,新 型転換炉の実

証炉の設計も1975年 か ら着手されてお り,日 本独自の

炉の実用化が期待されている。

「常陽」に対 しても数 々のアイデアが盛 り込 まれてい

るが,こ こでは特に各界の設計取 りま とめ者,設 計担

当者,研 究者間の協力が 目覚ま しかった。 モ ックア ッ

プ実験を中心 とした炉心特性に関する研究開発 の成果

はこの協力関係の賜であ り,こ れに関 して「学会賞」2

件が贈 られている。一方高速原型炉「もんじゅ」につい

(1工)
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ては毎年設計が積み上げ られてお り,い よいよ1979年

より本格的な建設に着手す る予定であるが,実 証炉以

後の炉心については倍増時間をさ らに短縮するニーズ

も強 く,増 殖比を より大 きくす る新 しいアイデアが待

望されているといえる。

以上,精 度向上,性 能向上の両面 か ら核設計の歴史

を概観 して きた。この2つ は相互に絡み合い,絶 えず

新 しいものを付け加えなが ら,ら せん状に発展 して行

くものである。そ して何 よ りも,同 じ専 門 の者,異 な

る専門の者の間の種々の協力関係がますます重要にな

って きていることを最後にも う一度強 調 してお きた

い。(日 立・松岡謙一,竹 田練三)

(付記 松岡謙一氏は12月25日 急逝されたので,

本稿は同氏の遺稿となって しまった。

謹 しんでご冥福を祈 ります。)

核 虫百閏 合

わが国の核融合研究の出発は,日 本原子力学会の発

足 とほぼ一致している。学会誌の最初 の論文は,阪 大

工学部の直線 ピソチの実験報告である。この実験は,

名大工学部の トーラス実験,東 大 理 学部のテータ・ピ

ソチのアイデアな どとともに,わ が国の核融合研究の

草分けとなっているものである。

ところが,学 会発足数年後,核 融合研究はプラズマ

の不安定性に悩まされ,苦 難の道を歩む ことになる。

学会発足 と同時期に開催 された1958年 の「第2回 ジュ

ネーブ会議」で華々しく展示 された核融合装置は,装

置のスヶ一ルア ップによって核融合条件の実現に進む

ことができるとの考えに よって建設されたものであっ

たが,す べて不安定性のために挫折 してしまった。

その反省 として,不 安定性を支配するプラズマの物

理学の研究を構築 し直 し,核 融合研究のベースを補強

す る必要性が広 く認識され るようになった。わが国で

はこれに応 じて,1961年 名大にプラズマ研究所が付置

され,共 同利用(研 究)の研究所 として,わ が国の研究

の中核 としての役割を果す こととなった。

このような情勢を反映 して,学 会発表 も1963年 頃よ

り極端に減少 し,反 対に日本物理学会での発表が増加

した。この期間には,核 融合の学会発表は同じように

プラズマを扱 うMHD発 電の分科に寄生 していた。学

会誌としては,「解説」,「講演」,「資料」などの形で会員

の核融合への関心をつな ぐ努力を続けていた。

その後世界的には,1965年 頃 より不安定性の強弱に

ついての見分けがつ くようにな り,核 融合への展望が

開けてきた。さらに1969年 には,ソ 連の トカマクT-3

での数100万 。Cのプラズマの閉じ込めが,ソ 連 と英国

との共同計測により確認され,核 融合炉の炉心条件を

目指す研究開発が強化されるようになった。一方この

ような機運を受けて,世 界的に核融合炉に関心が集ま

り,炉 の設計,ニ ュー トロニックスの研究などが始ま

った。そ して1969年 には,英 国原子力学会(BNES)が

主催 して,核 融合炉設計に関す る世界最初の国際会議

がカラム研究所で開かれた。

わが国では,1969年 から核融合の特定総合研究の6

年計画が始め られ,核 融合を明確な 目標 とする 目的研

究が原研を中心 として組織 された。これ とともに,本

学会での核融合の活動が再び活発にな り,核 分裂炉関

係の専門家が核融合の研究をするようになって きてい

る。また,学会に「核融合炉調査」研究専門委員会(1971

年10.月 ～1975年9月),「 核融合炉」研 究 専 門委 員 会

(1975年10月 ～現在)が 設け られ,炉 物理,ト リチウム,

材料などの多 くの原子 力分 野と関係のある「核融合炉

工学」を本学会の中に定着させるための活動 が続いて

いる。

わが国の核融合研究の概観

わが国の核融合研究は,物 理的研究を主眼 とした第

1期,核 融合炉指向への過 渡期 となった第2期 を経

て,核 融合炉 目的研究の第3期 を迎えている。

1.第1期(ほ ぼ1956年 ～1967年)

わが国で最初に制御核融合に興味を持 ったのは,物

理学,電 気工学,溶 接工学,原子力工学の学者であって,

1956年 頃か ら研究が始まった。一方,原 子力の一種 と

して核融合に大 きな関心を持 っていた原 子 力委 員会

は,1958年 核融合専門部会を設け,研 究 の推進方策を

諮問 した。これが契機 となって核融合研究 の現状認識

と展望について研究者の間で大論争がまき起こった。

相当規模の実験装置を建設 して組織的な研究を始める

べ きであるとする主張(B計 画)と,ま ず基礎的な研究

を行なって研究実績を積み重ね,人 材を養成すべきで

あるとする主張(A計 画)とが鋭 く対立 し,研 究者を2

分す る形 となって,一 時膠着状態 となった。最終的に

は,湯 川,菊 池,伏 見,嵯 峨根 らの調整により,ま ず,プ

ラズマ研究所を設立 し,核 融合制御の原理 となるプラ

(12)
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ズマの体系的研究か ら着手することとなった。 これに

よって,プ ラズマ基礎研究か ら漸次核融合 目的研究に

向 うという基本路線が定まった。この論争は,多 くの

専門分野の混成部隊 とな らざるを得ない核融合研究者

の間の相互理解を深める効果があって,そ の後の研究

の推進に役立った。

この期間の多 くの研究をバ ランスよく要約すること

は困難であるが,例 示的に主なものを次に列記する。

・アルフエソ波(東北大)

・磁場 とプラズマ流の相互作用(原 研)

・プラズマベータ トロソによる高速大電子流の

生成(東 大)

・マイクロ波圧によるプラズマ加速(東 大)

・ヘ リカル不安定性(東 大)

・テータピソチプラズマの端安定化(日 大)

・真空ギ ャップスイ ッチ(東 工大)

・プラズマの計測 と加熱(理 研)

・トーラス放電(電 試)

・振動の少ない トーラスプラズマ(名大)

・イオソサイクロ トロソ共鳴加熱(名大プラ研)

・プラズマの非可逆膨脹(名 大プラ研)

・回転不安定性,ハ リス不安定性(名大 プラ研)
・電子サイクロ トロソ共鳴加熱(名大プラ研)

・プラズマの負吸収による電子サイクロトロソ

周波数,同 高周波の異常輻射(名大 プラ研・京大)

・共鳴プローブ(名大 プラ研など)

・ヘ リオ ト冒ソ(京大)

・円錐型プラズマ銃 とプラズマ加熱(阪 大)

・高エネルギー粒子入射方式のミラー(阪大)

・8字 型ステラレータ(大阪市大)

これ らの研究は,プ ラズマ核融合の研究に必要な基

礎技術,プ ラズマ物理に関するもので あ り,世 界的に

認め られたものもある。 しか しなが ら一方では,世 界

の核融合を 目指す研究への寄与がほとんどなか ったと

い う批判 もあった。いずれにしろ,こ の期 の目的 とし

ていた「プラズマ核融合研究の基盤造 り」には十分成功

した と考え られる。 これはその後のわが国の研究が順

調に進展 したことが裏付けている。

2.第2期(1968年 ～1974年)

上述のように,海 外では1965年 頃から不安定性の強

弱についての見通 しがついてきたこと,ト ーラスプラ

ズマで初めて"安定な"プ ラズマを得 た こと(大河 トー

ラス)な どか ら,核 融合への展望 が ひ らけてきた。わ

が国でも,核 融合の基礎固めができてきたので,そ の

基盤の上に核融合を 目指 した一歩を踏み出すこととな

った。 これが第2期 である。

この期の目標は,端 的にいって,数100万 。Cの プラ

ズマ閉 じ込め特性を明確にすることであった。それに

は,あ る規模の装 置が必 要 であるので,「核融合を明

確に意識 した総合研究装置的プロジェクト」が 必要 で

あるとの考えが打ち 出 されていた(日 本学術会議核融

合特別委員会)。 このような考えを受けて原 子 力 委員

会は,1968年 核融合を特定総合研究 として推進するこ

とを決定 し,そ の基本計画を定めた。

また,大 学では,1972年 度か ら3年 間 の特 定 研 究

「核融合」が実施 され,名 大プラ研では,1971年 度か ら

3ヵ 年計画が進め られた。これ らに よって,大 学関係

の研究は一層強化 され活発になった。

この期 の主な成果は次の通 りである。原研ではJFT

-2,JFT-2aの 成果が注 目される。アスペ ク ト比の小

さい(太 い)ト ・一ラスプラズマを閉じ込める トカマク装

置JFT-2で は,電 子温 度700万 。Cのプラズマでニネ

ルギー一閉じ込め時間約20msを 得た。これは,わ が国

で初めて大型の100万 。C台のプラズマを生成 し,閉 じ,

込 めたものであった。さらに,ト カマク型の比例則を

低アスペ ク ト比まで拡張 した点で意義があった。

軸対称 ダィパ ータ付きの非円形断面 トカ マ ク装 置

JFT-2aは1974年 に完成 し,世 界唯一の ダイバ ータ付

き装置 として注 目された。この装置はその後,ダ イバ

ータ効果 ,不純物の振舞いの解 明な どに ユニークな研

究成果を挙げて高 く評価されている。

理研は,こ れ らの研究 の 計測(分 光,マ イクロ波な

ど)につき協力 し,特 定総 合研 究の実を挙げた。同 じ

特定総合研究のなかで,電 総研では,円 形および非円

形断面のスクリュt・一一ピソチ装 置 のTPE-1とTPE-1a

が建設された。大電流の発生・制御 技術が開発 され,

それに よってイオソ温度約50万 。Cのプラズマが得 られ

た。

名大プラ研では,小 型のステ ラ レータ装置JIPP-

T・1に おいて,当 時新 しい拡散機構 として問題になっ

ていた対流セルの存在を測定するなど,ト ーラスプラ

ズマの拡散に関 して優れた研究を行なった。また,阪

大,広 島大 との3者 の共同研究 と して行われた レーザ

ーとプラズマの相互作用の研究 では,強 力なレーザー

光が非線形効果によ り異常吸収 されることを実験およ

び理論 の両面 より明らかにし,世 界的に注 目される成

果を挙げた。

阪大では,200J,2ビ ームの レt-一一一ザー一・をターゲット

に当て,数 倍の爆縮をわが国で初めて実証 した。

京大のヘ リオ トロソD装 置では,磁 気 リミター磁場

配位のなかにプラズマが閉 じ込め られることを確認す

(13)
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る成果を得た。

これ らのほかに,大 学関係では,ト ーラスプラズマ

の閉じ込 めと加熱,高 ベータプラズマ,イ オ ソ加熱 イ

オン波動現象,レ ーザ ーに よる核融合,計 測,計 算機 シ

ミュレーショソの研究が行われ,そ れぞれに成果を得

ているが,こ こでは割愛す る。

以上は,プ ラズマに関す る研究である。この期で重

要なことは,プ ラズマ物理に加えて炉設計,炉工学,炉

心工学の研究が始まった ことである。 プラズマの研究

も最終的には核融合炉を 目指 しているので,炉 への関

心は古 くか らあった。古 くは,電 気学会核融合専門委

員会において,わ が国で初めて核融合炉についての総

合的な報告がされている(同学会技術報告第72号:核

融合における技術一現状 と問題点一,同 専門委員会編,

1966年3E,p.10・v15)。 さ らに,1971年 お よび1973

年には,日 本原子力学会誌の「特集」として,核 融合炉

が取 り上げ られている(核 融合炉の概念 と問題点:「 本

誌」13,275～295,ユ971;核 融合炉技術の現状と展望:

「本誌」15,712～758,1973)。

具体的には,ほ ぼ炉心 条件 にあるプラズマ(reactor

gradeplasma)を 閉 じ込める トカマク装 置 である「臨界

プラズマ試験装置」の設計が1973年 頃か ら原研で始め

られた。また,同 所 ではほぼ同時期に核融合炉 ブラソ

ケ ットのニュー トロニ ックス実験,ト カマ ク炉の設計

研究が始め られた。

3.第3期(1975年 ～現在)

この期に入ってわが国の核融合研究は,従 来のプラ

ズマ物理に加えて,核 融合炉炉心工学か ら核融合炉工

学に及ぶ幅広い展開を始めるとともに,研 究の質 も一

層高いものとな り,世 界の核融合研究の第一線 に伍す

るようになった。

原子力委員会は1975年 核融合研究開発を,前 期 より

さらに積極的に推進す るため,特 別研 究 開発計画(い

わゆ る国のプロジェク ト)に指定 し,そ の基 本計 画を

定めた。 また,研 究開発の実質的かつ技術的総合調整

を図 り・国として一貫 した研究開発を行 うため,核 融

合会議を設けた。また,日 本学術審議会には,特 定研

究領域推進分科会核融合部会が設け られ,大 学関係の

研究の総合的審議が行われている。

研究の進展に応 じて,研 究 セソターめ設置などの制

度的補強が行われ,研 究費 も相 当増額 されてきてい

る。このように研 究 規模が拡大するとともに,物 理・

工学とい う学問 と,そ れを支え進歩させ る技術の両面

の重要性が認識されてきている。大型装置を建設 して

いる組織において,物 理か ら技術にわたる広い知識が

必要なことは当然であるが,一 方大学においても,学

問的研究 とともに,技 術的開発への関心が高ま り,そ

の成果が見 られるようになった。また,装 置 の製作に

かかわ る民間企業でも相当のプラズマ物理の知識を備

えるようになってきている。わが国のこのような傾向

は,核 融合という未知の大規模な科学技術に取 り組む

ためには肝要なことである。この点でも,わ が国の核

融合は順調に成長 していると判断 される。

最近 の主要な成果は次の通 りである。まず,JFT-2a

において,g=1.3と い う9値*の 低い安 定な放電ので

きることが示 された ことである。q値 は,ト カマク型

閉じ込めの効率に関係する重要な要素であるが,こ の

結果を核融合炉でも実現 できれば,従 来 のq=2,5程

度の炉に比べれば効率で約1桁 の向上 となる。

ミラー磁場での閉じ込めは,ほ ぼ理想的な性能に達

している。しか し,こ れだけでは炉心条件 として不十

分であ り,端 損失を抑制することが不可欠である。最

近,名 大プラ研のRFC-XX装 置,筑 波大のGaln皿a-6

装置において,高 周波およびタンデム ミラー**を使 う

ことに より,こ の抑制の可能なことを示す有望なデー

タが得 られた。 ミラー炉の立場では,こ のデータを炉

条件までスケールアップす る際の比例則が次の研究課

題である。

以上のほか,JIPP-T・1装 置(名 大プラ研)に お け る

プラズマの位置制御,低 域混成共鳴加熱,レ ーザーによ

る爆縮JT-60装 置(原 研)に 関する技術開発,レ ーザー

による高純度 プラズマ の生成,高 出力 レーザーの開発

などの成果がある。また,炉 工学では,リ チ ウムセラ

ミックス(Li20)の ブランケット物 質 としての有 用性

証明のための一連の実験およびブランケットの ニュー

トロニックス実験は,世 界的に優れたものである。

準備中のものとして は,JT-60,ヘ リオ トロンE,大

出力 レーザー爆縮実験,超 電導 コイル技術開発があ り,

炉工学では,材 料,ト リチウム,ト リチウムの生物影響

などの研究開発がある。 これ らについては,近 い将来

に優れた成果を期待 した い。 特に原研のJT-60装 置

は,核 融合炉心の条件に近い臨 界 条件楽*の実現を 目

標 とする装置であって,TFTR(米 国),JET(EC),T一

*qは トカマ ク放電 の安定係数
。

**ミ ラー磁 場 の両端に別 の ミラーを置 き静 電 ポテソシ ャル

を利用 して閉じ込め る方式。

柔*臨 界条件 とは,D,Tプ ラズマ の核融合反応出力が プラズ

マの損失 と釣 り合 う条件 をい う。JT-60で は,こ の条件 の

温度,密 度,閉 じ込 め時 間を水 素プラ ズ マ で実 現す る計画

である。これらの条件 はそ れぞ れ5～10keV,(2～10)×

10i3cm-3,0.2～1sで あ る。

(14)
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10M(ソ 連)と ともに世界の研究の先端を行 くものであ

る。同装置は特に,磁 場閉じ込めの最大の課題である

不純物制御研究のための設計上の工夫が こらされてお

り,そ の稼動が期待されている。

今 後 の 展 望

わが国の核融合研究は,質 ・量 ともに大 きく発展 し,

世界の第一線に伍 している。 したがって,一 昔前のよ

うに,海 外 と国内の展望を別々に議論することは,困

難になってきた。以下は,わ が国の展望であるととも

に世界の展望でもある。

まず,炉 心についていえば,ト カマ ク型において最

近のPLT装 置(米 国)の実験により,炉 心条件到達へ

の最後の大 きな障害 と考え られていた捕獲粒子不安定

性は,そ れほど激 しくはない と判明した。さらに上述

のJFT-2a装 置の低q放 電に より,閉 じ込め効率向上

の見通 しが開けてきた。また,臨 界条件を狙 うJT-60

装置などが建設 されているので,ト カマ ク型で炉心条

件に到達できる可能性は極めて高い。

オープン系では,上 述の 日本の成果により着実な進

展があったが,炉 への見通 しを得るにはTMX装 置,

MFX装 置(と もに米国)とい う2段 階 のスケールア ッ

プの結果が必要である。

慣性閉 じ込めでは,米 国,日本などの成果により着

実な進歩が見 られ る。今後 は,Shiva装 置(米 国),激

光4号(日 本)な どの実験結果を踏まえ,さ らに大型の

Nova装 置(米 国),激 光12号,電 子 ビーム爆縮な どに よ

り,臨 界条件に到達することが予想 されている。

ステラレータ型では,建 設中のヘ リオ トロソE装 置

の結果が,そ の後の展開を左右す るであろう。また,

高ベータ型で今後大 きな進 展 は予想 しにくいであろ

う。

このような展望を単純化す る と,ト カマク型,慣 性

閉 じ込め,ミ ラー型の順で炉心条件に近づい てい る。

そして,今 後数年の問に炉心各方式の優劣が明白にな

り,方 式の取捨選択が行われるであろう。

核融合炉工学では,そ の重要性が最近強 く認識され

てきたが,研 究そのものは初期段階にある。炉心の場

合 と違 って,炉 工学はまった く未経験のものを創造す

るのでな く,原 子力工学,電 気工学などです で に開発

され,あ るいは実用化されているものの延長である。

この際大切なことは,必 要な分野の知識,技 術,人 材を

核融合に移入することである。この意味で本学会の核

融合に果すべき役割は重大であるといえよう。

次に,国 際協力について述べる。核融合炉の実用ま

でには相当の長期間を要 し,そ の開発規模 も巨大であ

る。このために国際協力により,開 発 リスクと経費負

担を軽減することが考えられるのは当然である。最近

のIAEAで の次期大型 トカマク炉の国際共同試設計,

国際エネルギ・一一ee関(IEA)で の各種協力協定,日 米で

の協力計画の検討な どのいろいろの動 きか ら見 られる

ように,国 際協力は今後ます ます活発 に な る であ ろ

う。さ らに進んで,国 際的に共同 して装置を建設 し,

研究を行 うような国際共同事業も行われ るであろ う。

国際協力は,今 後核融合開発推進の際の重要な要素

になると考え られる。国際協力を活用 しつつ,日 本の

自主技術を開発するよう研究開発計画を推進 しなけれ

ばな らない。

最後に,以 上の記述はなるべ く客観的になるように

努めたが,や は り,著 者の個人的色彩の強いものにな

って しまった。特に,成 果 として取 り上げ た部 分で

は,よ り優れた成果を見落 していることをおそれてい

る。 これは著者の不勉強によるものであ り,関 係者の

ご寛容をお願いするものである。(原 研・森 茂)

放 射 線 物 理

放射線物理研究の拠点は本学会 よりはむ しろ物理学

会や応用物理学会にある。ところが,原 子力研究の成

果の中には,放 射線物理の進歩に支え られているもの

が多 く,一 方放射線物理の発達 も原子力の進歩に刺激

されることが少な くない。 したがって,原 子力研究に

おける放射線物理分野の歩みとは,つ ま り原子力と放

射線物理 との交わ りの歴史ということになろ う。

放射線物理は放射線 と物質 との相互作用をその研究

対象 とするが,原 子力との接点の一つ として,炉 材料

の照射損傷理論の確立が重要である。その発達の第1

期は,わ が国の原子力研究の開始時にはすでに終って

いて,照 射損傷量の評価の手法等主要な事項は一応確

立 していた。第2期 は,1960年 前後に始まる計算機 シ

ミュレーショソの導入で,そ の草分けの一つに原研で

行われたユニークな研究がある。 ところがそれに続 く

諸外国での計算機 シ ミュレーションには,当 時われわ

れには想像もつかなか ったほ どの計算時間が費やされ

ている。 第3期 は,高 速炉,核 融合炉計画の 進展に伴

(15)
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うもので,14MeV中 性子による照射 損傷量の評価の

精密化が試み られている。放射線物理の側か らみると

わが国はこの第3期 にも遅れを とった ようである。

新 しい型の放射線計測器の開発に,放 射線物理が一

役買 うのが普通である。1960年 頃の半導体検出器の開

発時には,原 研 グルe-・一・プが活躍 した。計測器材料のW

値およびFano因 子等の理論的・実験的研究は,放 射線

物理上基本的に重要な問題である。種 々の気 体・流体

のW値 を測定 しようとする地味 な努 力が,立 教大・理

研 グループ等によってなされてきた。熱発光線量計の

開発 の初期には,基 礎的研究力機 つカ・なされたが・開

発には遅れをとった ようである。中性子線を熱発光で

測定 しようとい う試みもあ り,原 研 グループが顕著な

貢献を している。また,原 子爆弾被爆地帯の瓦の熱発

光を利用 した線量評価の研究が,京 大 グループ等にょ

ってなされたことは有名である。熱発光は年代測定に

も利用されているが,最 近電子磁気共鳴を利用 した年

代測定が山口大 グループに よって開発された。

放射線物理 と原子力のもう一つの重要な交点は,保

健物理の分野にある。1960年 代の後 半 にマイクロ・ド

ジメ トリとい う言葉が流行 した。放射線作用を評価す

るのに,線 量すなわち物質に付与 されたエネルギーの

総量だけでな く,エ ネルギー付与 の形態を具現する別

のパラメ・一タを導入 しようとするものである。わが国

の原子衝突や放射線物理の研究者は,こ の問題に大き

い関心を示 し,重要な貢献を してきた。マイクロ・ドジ

メ トリの問題は根本的には未解決で,今 後 も興味の対

象 となろ う。

放射線物理 のこの20年 間の話題の一つに,1963年 の

チ ャネ リソグ効果の発見がある。これは結晶軸方向に

イオン・ビームが通過 しやすいという現 象 である。チ

ャネ リソグ効果の応用の一つ として,励 起 原 子核 の

10"`17s程 度の寿命測定法の開 発が あるが,こ れには

原研・東大教養グループの貢 献が 大きい。チャネ リソ

グの発見を契機 として,イ オソ・ビームと原子 力 との

関係が深 くなってきた。第1に イオン・ビームの材料

表面層分析への利用法が確立 してきたこと,第2に 核

融合炉壁材料 とイオソ・ピームとの相互作用の研究が,

核融合炉開発上重要であると予想されるか らである。

チャネ リソグ現象の研究はわが国で比較的早 く始まっ

たが,そ れ以外のイオソ・ピーム分析法の確 立 には遅

れを とっている。チャネ リング効果を用いた表面構造

の研究等今後に残された問題が多 く,そ の開発が期待

される。

原子力の側か ら放射線物理に望まれることは,原 子

衝突に関するデータの集積 とそれを利用者に使いやす

い形に呈示できるようにす ることである。IAEAを 中

心 とした国際的な動 きもあるが,わ が国ではいち早 く

名大 プラ研で軽元素間の低 エネルギー原子衝突につい

て,理 論的裏 付けを考慮 した詳細なデータ・コソパイ

レーショソがなされてきた。重元素についての同様な

試みは,今 後に残 されている。この場合には量子力学

に基づく理論的裏付けは期待できず,半 古典的理論 と

実験データとの比較検討が先行するであろ う。

原子力の諸分野で放射線物理が必要 となるのは,そ

の分野の進歩の途中においてである。20年 間を顧みる

と,わ が国の原子力研究においては外国の放射線物理

に対する依存度が強か ったように思われ る。原子力研

究の健全な発展のためには,基 礎 と応用 との緊密な連

けいが必要であろ う。 この意味でわが国において放射

線物理が原子力の発展に十 分機 能 したとは いいがた

い。今後原子力各分野の問題点を放射線物理研究者が

いち早 く察知できるよう,両 者の協力態勢を整えるこ

とが望まれる。(名 大・伊藤憲昭)

計 測 ・制 御

計測,制御の中で特に原子炉計装,動 特性,制 御,運 転

の分野の研究開発は,原 子炉の種類および規模の変遷

と密接な関係を もって進歩発展 してきた。すなわち過

去20年 を振 り返ると,第1期 はJRR-1が 臨界になっ

た1957年 か ら数年間で,民 間でも研究炉を持つように

なった研究炉指向時代で あ り,放 射線検出器,電 子回

路,デ ータ処理装置が原子炉に適用 され る型で発展 し,

クリーンコ・一ル ドの動特性実験なども大いに進んだ。

技術的には半導体検出器,電 子装置の半導体化 もこの

時期に開発 され た。 第2期 は,JPDRが 運転開始され

た1963年 ごろか ら数年間で動力炉指向時代 といえる。

この間に急激に進歩 した他分野の技術も導入 され原子

炉計装・制御関係 も著 しい質的変化をみた。すなわち,

原子炉計装は炉内計装に移 り,そ れに伴って小型核分

裂電離箱が開発 され,中 間出力系 として検出器出力の

ゆ らぎを利用 したキャソベル法などが採用 されるよう

にな った。またオンライン計算機の導入によって性能

計算が可能にな り,動 力炉の最適運転ができるように

なった。動特性モデルも,計 算機の発達 によってアナ

ログ方式か らデジタル方式にかわ り,大 型でしかも詳
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細な計算が可能になった。なお,動 燃事業団の発足 も

この時期であ り,Na冷 却高速炉特有の計測,制 御の開

発 も大いに進んだ。

第3期 は,1966年 東海1号 の運開に引き続いて敦賀

1号,美 浜1号,福 島1号 などの商用炉が相次いで運転

開始された1970年 ごろより現在までの問で,動 力炉の

信頼性および稼動率の向上を指向 した時期と考えてよ

かろう。炉計装の計算機化,診 断,大型計算機に よる管

理,超 音波などを利用 した検査技術,計 測の遠隔化,自

動化などの研究開発が進んだ。また,計 算機の発達に

よって動特性計算 コードもより詳細化された。計測の

分野においても,個 々の計測器に よるデータのほかに

相互の相関を とった り,総 合的なデータ処理に よって

個々の計測で得 られない情報を得るといった,シ ステ

ム的な技術が発達 した。制御方式の面では,炉 心の中

性子束分布 の局所的なひずみを避けるため,再 循環流

量制御(BWR),ケ ミカル シム(PWR)と いった方式 も

工夫された。

以上のことは,本 学会の研究専門委員会の変遷をみ

ても,よ くその傾向を表わ してお り,学 会活動がわが

国の研究開発を先導 し大きな役割を果 してきたことを

物語るものである。

研 究 専 門 委 員 会 期 間(年/月)

ユ.「 炉 雑 音 解 析 」(研究)専 門 委 員 会63/6～67/3

2.「 原 子 炉 動 特 性 測 定 解 析 」 〃67/4～69/3

3.「 原 子 炉 動 特 性 」 〃69/4～71/3

4.「 原 子 炉 シ ス テ ム最 適 化 技 術 」〃69/4～71/3

5.「 原 子 炉 計 測 」 〃69/4～73/3

6.「 原 子 力 シス テ ム技 術 」 〃71/4～73/3

7.「 原 子 炉 プ ラ ソ ト動 特 性 制 御 」〃71/4～73/3

8.「 原 子 炉 診 断 技 術 」 〃73/4～77/3

9.「 炉 計 測 シス テ ム」 〃73/4～77/3

10.「 意 志 決 定 法 の原 子 力 工 学 へ の 適 用 技 術 」 〃

75/4～79/3

11.「 高 速 増 殖 炉」 〃68/10～74/9

上記の第1期 には学会の専門委員会活動はまだ定着

していなかったが,1～5ま では第2期 で,主 に動力

炉を 目指 した個 々の技術に関する委員会である。6以

降が第3期 で,や は り診断を含めたシステム的アプロ

…一チが顕著である。11は 高速炉全体に関するものであ

るが,一 部計測制御の分野 も取 り上げられてお り,特

に高速炉特有の安全に関した計測が重点的に議論され

た。

今後 この分野の大 きな問題は,負 荷追従の達成およ

び大型計算機による原子力発電所の管理技術の開発で

あ り,さ らに核融合炉などへの技術移転 もそろそろ考

えねばな らない時期であろ う。

なお,本 章ではわが国の学会発表,専 門委員会 など

の活動を中心にして原子炉の計測制御におけるあゆみ

を総合的に記述 した。

放 射 線 計 測

放射線計測は炉物理,保健物理,遮 蔽な どの分野にも

関連 しているが,こ こでは炉工学的な見地か ら見た検

出器およびその周辺について述べる。中性子検出器に

ついてはJRR-3で 炉外中性子検 出器が初めて国産化

された。また,炉 内中性子検出器は1965年 ごろか ら開

発に着手 し,現 在ではわが国BWR発 電所のほとん ど

に装荷され実用化に成功 している。中性子検出器の進

歩 としてはFBR開 発に 歩調 を合わせ,600。Cに 耐え

る核分裂計数管およびCICの 完成および550。Cの 炉内

中性子検出器の完成が報告されている。さらにHTGR

での利用のため検出器の一層の高温化が進められてい

る。 また,検 出器改良の方向として ワイ ドレソジモニ

タ用の検出器の開発,長 寿命型 イソコアモニタの実用

化,自 己出力型 検出器の 開発等が挙げ られる。一方,

γ線やβ線の検出器 としてはNalシ ソチレータやGM

計数管等が従来よ り広範囲に使われているが,Liド リ

フトGe検 出器が1965年 以降実用化され,そ の後高純

度Ge検 出器も実 用化されて高分解能スペク トPメ ー

タとしての使用は日常のものとなった。最近ではさ ら

に,常 温で使用可能 な,高 効率なCdTe,Hgl2,GaAs検

出器の開発に努力が注がれている。また,個 人被曝検

出器 として,従 来か らポケットチェンバ,ガ ラス線量計

等が用い られてきたが,最 近ではTLDが 広 く使用 さ

れ るようになった。放射線計測電子回路の分野では,

半導体技術の発達に伴 う小型電子計算機の発達は目覚

ましく,デ ータ処理技術の急速な進歩が挙げ られ る。

例えぽ,波 高分析器については,当 初真空管式256チ

ャンネル波高分析器が代表的なものであったが,昨 今

では計算機付多チャソネル波高分析器が開発され,広

く実用化される運びとなっている。

また,放 射線 モ ニタ も小型化,モ ジュール化 された

ものが各プラソ トに設備 されるようにな り,計 算機,

データ処理 システム等 と接続する例が増加 している。

これに伴ってCAMAC,IEEE-488規 格 等に見 られる

インターフェイスやデジタル母線標準化の動きも活発

になった。

一方 ,発 電所における放射線管理は,最 近ALARA

(17)



18 創立20周 年記念特集 日本 原 子力 学会 誌

(aslowasreasonablyachievable)の 考え方が導入 され,

オンライソでの極低 レベルの放射線計測が要求される

ようにな り,計 測方式,デ ータ処理方式 の改良開発が

行われている。具体例 として排気筒排気ガスの放射能

監視 システム,保健物理用各種放射線モニタ,環境放射

線モニタシステム等の開発が挙げ られる。また,原 子

力発電所の放射線計測作業 の自動化,省 力化のた め の

システム開発も進められてお り,自 動核種分析 システ

ム,プ ラン ト放射線管理の自動化 システム等が実 用化

されるようになっている。

イルタ法等によるパラメータ同定,A-R法 に よる動特

性研究 も最近の特徴である。

また,Na冷 却高速炉プラソ トの動特性解析の一環

として,Na加 熱貫流ボイ ラの動特性,安 定性解析 コ

ー ドの開発が実施された。これ らのコー ドによる解析

結果は,動 燃事業団その他の大型試験装置による実験

データに より検討され,そ の妥当性が確認 され て い

る。

原 子 炉 制 御

原子 炉 動特性

JRR-1に 始ま る研究炉か らガス炉,軽 水炉,高 速炉,

ATR,高 温 ガス炉等,す べての 原子炉について動特性

解析の研究が実施されてきた。動特性モデルは熱工学
'的

パラメ・一タの実験的改良の積重ね,あ るいは手法の

進歩に助け られ,よ り厳密化 してきている。 また,計

算の道具 も極 く初期にはアナログ計算機が使用された

が,ま もな くデジタル計算機が使用され始め,1970年

ごろか らは ハイブリッド計算機 も威力を発揮 し始め

た。

原子炉の安定性を確かめるために,パ イルオシレー

タ法による原子炉伝達関数の実測が多 くの研究炉や実

証炉,最 近では「常陽」等 で実施 されて,動 力炉特性の

基礎が築かれた。パイルオシレータによる原子炉動特

性の基礎実験の結果の一つ として空間依存性が観測 さ

れ,空 間依存動特性の解 明が1960年 代初 期か ら始 ま

り,モ ー ド展開法,ノ ー ド展開法等 の手法に 引き続い

て,最 近では応答関数法による空間動特性解析が行わ

れた。また シソセシス法,有 限要素法に よる2次 元空

間動特性解析へと発展 して きている。Xe空 間 動特性

の理論的研究は より古 くか ら行われて きてお り,最 近

美浜3号 機でのXe振 動制御の実施例が報告 されてい

る。

わが国の動力炉は1963年 の動力試験炉JpDR,1965

年 の東海1号 機の臨界に始 まり,1963年 以降商業用軽

水炉が続 々と建設されてきているが,商 業炉の動特性

実機試験の例 としては,福 島1号 機について過渡応答

試験 と解析を行なったものがある。今後,こ の種の過

渡応答試験による結果 と計算結果の比較により,動 力

炉動特性モデルも実証的裏付けのある地についた もの

になって行 くであろう。実機のデータは雑音成分を含

んだ ものが一般的であ り,雑 音成分を含んだシステム

の研究もここ10年活発にな ってきてお り,カ ルマソフ

初期の古典的制御技術の段階では,研 究用原子炉に

おいて制御棒駆動装置,出 力 自動制御系,制 御 リレー回

路などの開発が行われた。計算機制御の原子炉への応

用 としては,起 動前および停止時点検を含めた運転 自

動化の研究が1965年 初期に完成 した。商業炉の運転 自

動化はいまだに実施されていないが,最 近 ではNaル

ープ全 自動化 システムが開発 された。その後電子計算

機の発達 と共に動力炉の運転監視にこれを利用するこ

とが盛んとなった。 さらに電子計算機の周辺機器も急

速に発達 し,原 子力発電所の中央制御室には最近の計

算機応用技術の進歩が大幅に取 り入れ られ,プ ラン ト

の監視制御にCRTデ ィスプレイシステムが活用され

ている。原子力発電所の業務は,運 転監視,制 御,デ ー

タ管理を初め保安,補 修等 と多岐にわ た り,か つこれ

らに伴 う情報量は単機容量の増大 と共に飛躍的に増加

しているため,プ ロセス計算機が導入 された。

また,制 御棒駆動制御系,安 全保護系等 の制御回路

の信頼性向上策 として,最 近の半導体技術の進歩を利

用 し,従 来の電磁式補助 リレーか ら成 る制御回路の半

導体化が実施されている。

BWRの 場合,炉 の出力は炉心流量 または制御棒に

よって制御されるが,熱 的制限条件を満足するように

制御する必要がある。どのような運転制御を した ら各

制限の範囲内で希望する出力に到達できるかを任意の

時点で予測できる炉心運転監視 システムが最近開発 さ

れ,す でにオンラインテス トに成功 している。今後,

軽水炉の基数が増大するにつれ,原 子力発電所につい

ても夜間に出力を下げる必要が生 じ,大 幅負荷追従研

究も活発になろう。

最適制御の理論が原子炉制御に取 り入れ られたのは

ユ965年前後であ り,Xe毒 作用に対する最適炉停止法,

原子炉の 出力変更最短時間制御,中 性子束分布 の最適

化,燃 焼度の最適化等の研究が行わ れた。 中性子束分

布および燃焼度の問題は相互に関連 もあ り,パ ラメー

(18)
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タの数も多く,初 期の基礎的段階を経て軽水炉または

新型炉へ の適用を 目指 して燃焼制御計画,燃 料交換計

画等精力的研究が進め られ,実 機に適用するところま

できている。このほかにも最適理論の適用される範囲

は広 く,上 記以外にここ10年間でも,未 臨界度または

反応度推定,放 射線監視系最適化,最 適炉心設計,最 適

遮蔽,原 子力発電所を含む電力系統の最適運用,さ ら

には原子力発電需要に対し核燃料資源の有効利用の面

か ら最適な炉型式の選定を行 うとい う,動 力炉設置運

用計画 まで広範囲に及びそれぞれの成果が上がってき

ている。今後これ らの成果およびさらに発展 して行 く

研究開発が実際面で活用 され る よ うな努力が望まれ

る。

原子炉計装および運転

過去20年 間において原子炉計装に大きな変革をもた

らした ものは,次 の3点 である。

第1は,電 子回路の半導体化である。1962年 ごろか

ら学会にもその成果が発表 され,1965年 ごろには動力

炉への導入も考え られるようになった。これによって

炉計装が小型にな り,機 能および信頼性が大 きく向上

した。

第2は,炉 内計装への移行である。研究用原子炉で

は検出器を炉心外に配置 して1点 近似のデータで炉を

運転 していたが,動 力炉が導入された1965年 ごろか ら

検出器を炉心内に配置する炉内計装が検討 され,東 海

1号 のガス炉ではボールの照射により,JPDRで は ワ

イヤー照射により炉心の中性子束分布が測定 された。

さ らに軽水型商用炉では中性子検出器を多数炉心内に

配置 した本格的な炉内計装が採用され,特 にBWRで

は走 向型中性子検 出器を用い,中 間出力領域ではキャ

ソベル法が開発 されて,次 に述べるオソライソ計算機

の導入 と相 まって炉内の性能計算が可能にな り,最 適

運転の機能が著 しく向上 した。1968年 よ り始まった

「高速増殖炉」専門委員会では,比 較的熱的条件 も厳 し

いNa冷 却高速炉 にお いて,中 性子検出器 のほかに

熱電対や流量計 も炉内に配置することを考え,炉 心の

安全性を主眼として大いに議論された。特に重水炉で

は,自 己出力型検 出器による中性子束分布の測定に関

する研究が精力的に行われ,こ れは他の型式の炉にも

適用されつつある。

また,ハ ルデソプロジェク トで開発された計装燃料

は,JPDRに も装着され,運 転制 御はもちろんのこと

炉の設計,安 全性,信 頼性の向上にも大きく貢献した。

第3は,オ ンライソ計算機の導入である。原子炉 と

電子計算機は歴史的にみると非常に密接 な関 係 が あ

る。共に1940年 ごろにその技術が急速に成長 し,炉 計

装 も計算機 も1960年 ごろか ら半導体化が始まった。早

くか ら計算機を最もよく利用 したのも原子力の分野で

あろ う。複雑かつ膨大な技術計算を要する原子炉の開

発は,計 算機なくしては考え られないといっても過言

ではない。

ナソライソ計算機の原子炉計装への利用は,1955年

ごろのフラソスや英国のガス炉で,燃 料破損の検出や

位置決めのためにデータロガーとして使 ったのがその

始ま りと考えられる。その後,1963年 ごろには米国そ

の他で炉心性能計算のために,本 格的なオソライソ計

算機が商用炉に設置されたが,わ が国では1965年 ごろ

より,研 究炉を用いて計算機に よる直接制御や最適制

御の研究が行われ,引 き続いて軽水型動力炉を対象 と

した性能計算のシミェレーショソ実験が始 ま り,商 用

炉が運開 し出した1970年 ごろには,そ の成果が学会に

も発表 されるようになった。以後,こ の分野は急速に

発展 し,炉 計装の計算機化も進み,1972年 ごろには制

御盤をCRTデ ィスプレイにおきかえたものが学会に

発表 された。 さ らに,最 近ではオペレータガイダン

ス,診断,予 測などの機能を備えるようにな り,実 用化

され るようになった。運転員の誤動作を防止 し,運 転

員の意志決定が安全に実行されるた め に,マ ソ・マ シ

ソ・コミュニケーショソシステムが そ の基本的考え方

の中に取 り入れ られている。また,計 算 機 の構 成 に

ついては,従 来のハイアラーキシステムよ りもマイク

ロコソピュータなどを用いてモジュール化 した分数 シ

ステムが多 く採 用 され,機 能 と信頼性がよ り向上 し

た。「常陽」や「ふげん」にもオソライソ計算機が設置 さ

れてお り,デ ータ処理その他に利用されている。

なお,最 近,原 子力発電所運転 の効率向上,運 転員

の被曝低減を 目的として,パ トロール点検の無人化の

ための移動式点検装置の開発や,配 管その他 の非破壊

検査のための超音波による自動検査装置の開発が盛ん

になってきた。

原子炉診断技術

原子炉の診断技術は,動 特性理論か ら導出される反

応度平衝お よび炉雑音解析などを基盤 として1971年 ご

ろ より取 り上げ られ,原 子炉の稼動率向上の点で重要

視 され,本 学会でも1973年 よりこれに関する研究専門

委員会が設置された。

(19)
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初期のころはアナ ログ式のデータ処理が主体であっ

たが,電 子計算機の発達 と共に例えば高速 フー リエ変

換の手法も取 り入れ られ,最 近では小型電子計算機に

よるデータ処理技術が広 く活用 されるようになった。

また,研 究開発の対象も研究炉における技術収得を基

盤 としてJPDR動 力試験炉等で経験を積み商業炉への

応用開発が活発になって きている。

最初は,異 常状態を検知す るモニタとして利用 され

たが,さ らに,そ の原因を判定するために異種の信号

の相関をとる方法やA-R法 などが 開発 され,さ らに

幾つかの異常判定技術も提案され,そ れに関連 して ソ

フトウェアの開発にも優れた成果が挙げ られている。

また,軽 水炉では,原 子炉プラソ トに発生する異常

の兆候を炉雑音 とか音響か ら検知する雑音解析による

原子 炉 診断システム,あ るいはルース・パーツモニタ

な ども有力な手段 として開発 されている。

高速炉の分野では,現 在 までは,炉 外ループによる

温度,音 響,流 量等の雑音信号を用いた異常検知の基礎

実験が主体であった。1978年4月 に「常陽」が臨界に達

して低出力時の雑音解析が成功裡に実施 されたが,今

後,高 出力時における種々の異常診断実験の実施およ

びその成果が期待 される。

(日立・山田周治,NAIG・ 野村 孜)

様のことで,結 局,原 子力の問題 として新たに加わ っ

たのは,そ れに特有な伝熱 ・流動 の問題であった。

本学会創立のころは,原 子炉に対する評価がまだ定

まってお らず,実 用 にな りそ うな各 種 の炉 型につい

て比較研究が進められていた。伝熱・流動に関 しては,

各炉型の冷却材ごとに研究開発が進められた ものの,

小型の常圧 ループや単なる液溜め容器などで実験が行

われていたに過ぎない。それ らの実験は,原 子炉 メー

カーや大学で開始されたほか,原 研もメーカーなどに

間借 りをして実験が進め られた。

このような状態の中にあって,国 産1号 炉(JRR-3)

の設置を 目指 して,わ が国初の炉心流動 モックアップ

試験が行われたことは,今 後の開発のや り方を示 した

とい う点で意義のあることであった。

当時は,初 めてのことでもあ り,先 進国の研究の追

試に近いものがほとんどで,学 会誌への研究論文の投

稿 も少なかったが,少 しでも先んず くべ く試行錯誤的

研究 も強力に開始された。これは,あ とで大 きく花を

咲かせる原動力 となった。

発 展 期

伝 熱 ・流 動

始 動 期

原子力発電の技術は結局,核 エネルギーをいかに効

率 よく熱エネルギーに変えて利用するかとい うことに

帰す る。以下に述べる伝熱 ・流動関係の大きな成果は,

わが国の原子力開発のスター ト時に,優 秀な熱関係研

究者が多数集まったことがその要因の一 つ といえ よ

う。

原子力でもエネルギーの コス トを安価にする必要が

ある。すなわち,動 力炉の単位出力当 りのコス トを安

くす るには,熱 効率を大,単 位出力当 りの装荷燃料費

を小,燃 料体単位表面積当 りの熱流束を大にするとと

もに,バ ーソアップも上げることが基本的に重要なこ

とになる。そのうちの2つ は熱に関するものである。

熱効率を大にするとい う技術の要請は火力発電でも同

原研東海研究所が一応整備された1960年 ごろか ら,

伝熱 ・流動の研究は大きく発展 し始めた。このころに

なると,コ ルダーホール型炉,水 冷却炉,水 均 質 炉,半

均質炉お よびNa冷 却高速炉などの開発の構想 が一般

に定着 し,そ れぞれの開発スケジュールに合 った研究

開発が進め られるようになってきた。

しか し,第2回 ジュネーブ会議では,原 子力はまだ

商業段階ではな く,商 業化のためには相当な研究開発

を必要 とするとい う意見が大勢を占めていた。わが国

は これを原子力はまだ先のことと誤解 し,原 子力 スロ

ーダウソの時期を迎えることになったのである。 とこ

ろが,原 子力先進国は原子力の商業化のための研究開

発を強力に進めたのである。 しかも,後 進国の西独 も

これにな らった。わが国は,先 進国より遅れて出発 し

た上に,そ の差をさらに広げ られて,西 独にも追い抜

かれる状態 となったのは,誠 に残念 とい うほか は な

い。

したが って,研 究予算も原子力先進国に比べてかな

り少ないものであった。それでも曲が りな りに も予算

が毎年つ くようにな り,戦 後初の本格的研究がスター

トすることになった。それに より,そ れぞれ の冷却方

式について,以 下に述べるような研究開発が華々しく

進められて行ったのである。

(20)
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ユ。 ガ ス 冷 却

コールダーホ・一ル型炉の炉心では,比 較的太い1本

の燃料棒の環状流路をガスが流 れ る構 造 に なってお

り,性 能の よいフィン付管で伝熱量の増加を図る努力

が英国や フラソスで進め られていたが,さ らに改善の

余地のあることが認識 された。一般に,フ ィンは流れ

に平行に付けるのが常識であったが,流 れに直角に付

けると,流 れの乱れが増加 して,熱 伝達の増加割合が

流れの抵抗増加割合 より大 きくなることがわか った。

コールダーホール型炉もこのフィンを採用 したが,わ

が国で局所的に高温点が発生す るおそれのあることが

指摘された。そのため,原 電にコール ダーホ・一ル型炉

の導入が決まると,燃 料棒の安全性の実証も兼ねて炭

酸ガスの高圧ループが原研や原子力 メーカーなどに設

置 されて伝熱・流動の研究が進め られた。

また,原 子炉の出口温度を高温化 してプラソ ト熱効

率を高める炉型が考え られ,わ が国でも原研で半均質

ガス冷却炉の概念が出された。 ガス冷却方式に比べる

と,熱 効率は良いが熱伝達率は悪いのが欠点なので,

熱伝達率を向上させ る方法が検討 されていた。その一

つ として,燃 料を濃縮ウラソとす ることによって炉設

計の自由度の増加で燃料体の伝熱面積を増加させる一

方,乱 流促進体の研究が進められた。 しか し,炉 とし

て不都合な点があ り,高 温ガス炉は,こ れを機に各国

ともスローダウソ した。しか し,伝 熱 ・流動の立場 か

らは色々な成果を得ることができた。また,高 温ガス

ループによる実験では,高 温下の断熱は予想された以

上に悪 く,断 熱構造体内でかな り大きい自然対流が存

在することがわかった。

2.水 冷 式

1950年 代の原子力発電に対する見通 しとして米国内

では,ガ ス冷却炉が先行するがいずれ軽水炉が主流に

なるとい う確信があった。そこで,わ が国でも軽水炉

の研究開発を進めることにな りJPDRも 導入 された。

その軽水炉の伝熱・流動 で最 も問題 となった の は,

BWRは もち ろんPWRも 表面沸騰(伝 熱面近傍以外

の水はサブクーリソグ)を許 したために生ずる沸騰に

伴 う伝熱・流動であった。そのために,こ の方面の研究

は極めて盛んにな り,学 会発表でもこれに関する研究

が主流を占めるようになった。

研究内容は,沸 騰伝熱機構の基本が問題 となったの

で,そ れに関するものがまず示された。沸騰熱伝達は

伝熱面の過熱度に支配されること,熱 伝達率は流束の

影響をあま り受けないが,限 界熱流束は主流の影響を

かな り受けるなど,数 多 くの成果が得 られた。特に,

沸騰気泡が浮力 と関係なく伝熱面よ り飛び出す ことが

わかったほか,沸 騰気泡の急激成長 の状況 が解 明 さ

れ,さ らに沸騰気泡の伝熱面付着部分で乾いているの

はほんの小部分で,そ れ 以外は ミクロソ・オーダの薄

い液膜に覆われ,そ の液膜部分が沸騰伝熱を極めて良

好に していることも解明されるなど,わ が国の沸騰伝

熱の研究はにわかに世界の注 目を集めるところとなっ

た。そのほか,バ ーソアウ トは伝熱面 よ り発生離脱 し

た蒸気 と,伝 熱面に向か う対向流の限界 として発生す

ることも実証 された。また,限 界熱流束,特 にその実

験値のバ ラツキが大 きいことが問題 とな り,原 子炉 メ

ーカーや原研で各種条件の装置を用いた共同研究が進

め られた。特に,試 験部をまった く同一寸法に してそ

れぞれのループで実験 した ところ,水 温が飽和温度で

クォリテ ィ0付 近でのパーソアウ ト熱流束のデータが

最もバ ラツィてお り,ル ープの動特性がそれに大 きく

影響す ることが示 された。

一方 ,冷 却材流出事故時の状況を適確に知る必要が

生 じ,原 子炉 メーか一一3社 でその実験が進め られ,そ

の成果は原産で評価(SAFEプ ロジ ェク ト)されたが,

定性的傾向はよくわか ったものの,大 型実験装置に よ

るより精度の高い実験の必要性が改めて認識された。

その結果,原 研にROSAが 設け られることになった。

3.液 体金属冷却

高速炉の冷却は当初NaK(融 点一11。C)を 常温 で液

体 として使用することが考え られ,原 子炉 メーカーな

どでその取扱技術習得用のループが設置された。その

後,Na(融 点98。C)冷 却に変 りは した ものの,当 初の

NaKの 貴重な経験 が生 か され ることにな り,原 研や

動燃では,Naル ープによる取扱技術 習得を主体に実

験が進め られた。 これ らは追試的要素が強かったが,

来たるべ き高速炉の開発の礎 となった。

液体金属の伝熱については,当 時世界各国で得られ

ていた実験値は,い ずれ もマルチネ リー リヨソの理論

値 よりも低 く,数 多 くの研究者 の関心を集めることに

なった。日本でもその原因の究明が行われ,結 局,液

体金属の酸化や 汚れ,ガ ス混入などその 主な原因であ

ることがわかった。

また,半 均質炉にBiを 利用することが考 え られ,

ガス リフ ト方式に よる流動 の実験が原研で実施 され,

それな りの成功を収めた。しか し,炉 そのものに問題

があ り,開 発が中止 となったのはまことに残念なこと

であった。
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巨 大 化 期

昭和40(1965)年 代に入ると,第3回 ジュネーブ会議

で先進国が原子力商業化に踏み切 ったことがわか り,

わが国でも大規模な原子炉開発のプロジェク トが設定

されるようにな り,研 究開発 も多様化する一方,巨 大

化の時代を迎えることになった。

1.ガ ス 冷 却

以前の高温 ガス炉では,黒 鉛被覆か らのEP.炉 内放

出が問題であった。これが1965年 代の初めに,被 覆粒

子の採用により大きく改善 された ことか ら,わ が国で

再び見直され るようにな り,原 研では,多 目的高温ガ

ス炉の開発が採 り上げ られた。その伝熱・流動 に 関す

る実験装置 として,常 圧の高温ヘ リウムガスループ,

高温高圧のヘ リウムガスループ,高 温高圧の水素 ガス

ループお よびJMTRの インパイルループOGL-1が 設

置 された。 これ らのループにはハステロイXな どの使

用のほか高温構造に工夫がなされ,OGL-1で1,000。C,

40気 圧の条件で燃料照射実験が 行われて好成 績 を 得

た。引き続 き原研では,大 型構造機器試験ループでの

伝熱流動試験を行 うべ く準備を進めている。

前述 した高圧下の断熱問題以外に伝熱・流動 で問 題

となっているのは,層 流化 現 象 である。す なわ ち,

加熱による加速によって熱伝達率が低下する現象であ

る。 この機構については,い まだにはっきりしない点

が多いが,そ の解明は着々と進んでいる。一方,実 際

の熱交i換器の伝熱面を透過する水素量は,1,000。C,40

気圧にもなると膨大な量になるが,原 研では,伝 熱面

にカ ロラィズ処理を行 うことによ り,そ の量を1/50程

度に下げ,耐 久性の点でも西独 の水蒸気混入法 よりも

優れた結果を得ている。

なお,2次 系の開発に関 し,工 業技術院の指導のも

とに,原 子炉 メーカーが大型ループなどを設置 し,各

種の研究開発が盛んに行われている。

2.水 冷 却

JPDR出 力倍増計画での開発試験に,高 圧 と常圧の

大型ループによる伝熱と流 動の試 験,ATRの 開発試

験 として,世 界最大の発熱 量14MWのHTL,大 型流

動ルー・・プCTLお よび冷却材流出実験装置などが,そ

れぞれ原研 と動燃に設け られて実規模での試験が行わ

れ始めた。特にHTLの 試験は,多 数 本 の棒か ら成る

模擬i燃料体での信頼性のある実験データを提供 し,各

国か ら注 目される一方,ATRの 設計を確実なものに

した。

軽水炉の工学的安全性の 主体は伝熱・流動の 問題で

あるが,原 研には実規 模級のROSAや 再冠水実験装

置が設置され,ECCSの 効果な どに関 して米国の成果

をしの ぐ成果が得 られたほか,原 子炉メーカーでも大

型実験装置が設け られた。 これ らを用いて得 られた燃

料体の伝熱関係式は米国でも利用 されている。また,

反応度事故における爆発的沸騰現象に関 して,NSRR

での実験によ り,燃 料破損で高温の燃料組片が冷却水

中に飛び込む場合に発生することを米国に先がけて見

出した。以上のことか ら,米 国,西 独,フ ラ ソス,ス ウ

ェーデンなどの国際協力での研究で,日 本は リーダー

シップをとるまでになった。

3.液 体金属冷却

わが国で高速炉の開発が決定され ると,原 子力先進

国の例を踏まえ,2MW容 量の発熱部を有するNaル

ープを初め流動関係の大型試験施設が動燃に設置 され

た。これ らの成果により,「常陽」の開発は順調に進め

られた。さらに,「 もんじゅ」の開発では,小 型試験装

置に続いて50MW容 量のNa加 熱蒸気発生器の試験

も,諸外国以上に順調に実施 されている。

高速炉の安全性で重要な ものの一つに,蒸 気発生器

のNa一水反応の問題があるが,動 燃ではその反応機構

か ら実際の状態までを詳細にかつ幅広 く研究 し,各 国

の関心を呼んでいる。また,炉 心におけるNaの 突沸

現象は反応度事故につながるおそれが大きいので,そ

の機構や防止 策 について,動 燃,原 研,大 学,原 子炉 メ

・・一カーなどで研究が進め られてきた。原研では,Naの

溶存 ガス飽和量が沸騰時期に大 きく関係 し,常 圧以下

の実験でみ られる過熱度大の急激な沸騰開始は,常 圧

以上での沸点の高温化とともに溶存 ガス飽和量が水の

場合 と反対に大きくなるので,急 激沸騰は起 りに くい

ことを世界に先がけて示 し,こ の問題 も大 きな山を越

えることになった。

将 来 の 展 望

1.ガ ス 冷 却

高熱流束下で層流化が発生する現象は,高 温ガス炉

の性能向上に とって大きな問題であるとともに,乱 流,

層流の発生問題でもあるので,流 体力 学 上 の基 本問

題でもある。最近はこの問題の解明に対する関心が高

く,日 本での研究が世界の先鞭をつけているといって

も過言ではない。そのことは大変喜ば しいことである

が,研 究費の不足などで,他 国に追いつかれないよう

にしたいものである。

(22)
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2.水 冷 却

安全性に関する大規模な試験が進んで大 きな成 果

を挙げているものの,ま だ一般 性のある伝 熱・流 動の

関係式は見出されていないのが現状である。また,伝

熱・流動に基礎をおくわが 国の安全解析 コー ドは,残

念なが らまだ米国には及ばない。この解決には,一 般

性のある伝熱流動関係式を求める研究 とともに,数 値

解析のベテランの参加が必要であろう。

3.液 体金属冷却

Naの 沸騰問 題については一応の山は越 したといっ

てもよいが,実 際の燃料体での沸騰問題については,

今後の研究に待たねばならないことが多い。また,ガ

ス冷却型炉も考えての高速炉の炉心の溶融に関する伝

熱 ・流動の研究について,わ が国は欧米にかな り立遅

れているので,反 省の必要があろう。

4.核 融合炉の伝熱・流動

超高温プラズマと壁面間の伝熱,ブ ラソケット発熱

部の伝熱流動,超 伝導磁石の極低温の安定な保持,真 空

での燃料ガスの給気と排気,慣 性閉 じ込めの伝熱 ・流動

など,核 分裂炉 より以上に幅広 く高度の問題が山積 し

ている。 しか しこの解決には,有 為の人材がなにより

必要で,そ れには若い優秀な人材が医者,弁 護士 な ど

に流れている現状をなんとか変えたいものである。

(原研・鳥飼欣一)

構 造 ・機 器

構造強度・機器に関する問題は当初 日本では原子力

工学の問題であるとい う認識が薄かった。例えば,わ

が国の大学 工学系学科を見渡す と,土 木,建築,機 械,

精密,船 舶,航 空等には必ず構造機器強度に関する研究

室が存在 し,多 い学科では数講座に及ぶものもある。

ところが原子力(核)関 係の学科 の中でこの問題を講座

単位で扱 っているのはいまだに東京大学だけといって

も過言ではない状態である。 しか し最近では,原 研,

船研,動 燃,工 学セソター等 の研究 開発 機関 にお い て

も,民 間会社においても,構造 ・機器関係の優れた研究

が数多 く発表されるようにな り,生産される構造 ・機器

は世界でも一流 といわれ るまでになった。 しか しなが

ら国際的に眺めると,2年 ごとに1,000人 ぐらいが出

席 して開かれるSMiRT会 議(原 子力構造力学会議)を

初めPVT会 議(圧 力容器工学会議)な どの大 きな国際

会議では,日 本の占める役割はもっと大 きくなって し

かるべきで,今 の ところまだこの方面の人 口不足の感

がある。

この数年PWRで はSG問 題BWRで はSCCと ノ

ズルクラック問題などで原子力発電所の稼動率が下が

り,よ うや く解決の兆 しが見えてはいるが,原 子力に

おける機器の研究の重要性が改めて認識されてきたの

で,将 来は次第に良い方向に向か うと思われる。本稿

では,応 力解析,構 造機器の故障 と対策,安 全性研究な

どを中心としてこの方面の概観を述べる。

まず最初に,原 子力工学における過去20年 間の応力

解析を論 じる場合に最大のイソパク トは,大 型電子計

算機の出現 と有限要素法に代表される離散化手法の発

展であろ う。 もともと有限要素法は1950年 代に米国ボ

ーイソグ社の技師達が大型航空機の構造解析を行 うた

めに考案 したのが最初であ り,原 子力分野に応用され

始めたのはそれか らしぼ らく経ってか らである。 した

が って,初 期の原子炉圧力容器の応力解析は,可 能な

限 り解析的な公式を用い,ま た構造体を幾つかの要素

(球殻,円 筒殻など)に分け,そ の部分で解 析解を用い

なが ら力や変形 の結合を適当に行なって一応の解を得

るとい う半解析的手法(多 体接続法)が 設計に適用され

た。また,こ のような簡易手法では圧力容器 ノズル部

などの複雑な形状を取 り扱 うことは不可 能 であ るた

め,光 弾性法なども併用された。また,差 分法が用い

られたこともあるが,境 界条件の処理や応力集中部な

どでは問題が残った。その後,電 子計算機 と有限要素

法の飛躍的な進歩により,数 年前は極めて困難 とされ

ていた ノズルの詳細な形状変化を3次 元的に考慮 した

応力解析が現在ではルーチソ的に行えるようにまでな

った。特に最近では,3次 元でかつ弾塑性の応力解析

や,過 渡的温度変化に伴 う熱応力解析などもかな り高

精度に解析できる体制にな っている。さらに,原 子炉

特有の問題である中性子照射による構造体の応力ひず

み挙動やクリープ変形挙動についても解析がなされて

いる。 この ような構造力学に関する解析のみな らず最

近の有限要素法の傾向は,温 度や中性子の拡散問題な

どの移動現象をも同時に解いて しまお うとい う点に特

徴がある。また,動 的問題への有限要素法の応用例は

原子炉および建屋地盤の耐震設計を飛躍的に発展 させ

た。

このように,有 限要素法は最近の大型電子計算機 の

発達 とともに今後ます ます発達 し,原 子力工学におけ

る各種 の構造解析において最も重要な地位を保ち続け

るもの と思われるが,特 に今後の研究開発に待たれる

(23)
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点 としては以下のような ものがある。第1に,電 子計

算機が発達 した といっても複雑な原子炉構造の応力解

析を十分な精度で行 うには相 当な 費用'と労 力を要す

る。 したが って,設 計基準の合理化をさらに図ると同

時に,応 力解析用 コソピュータ・コー ドの面での 改良

がまだまだ多面的になされる必要がある。第2に,こ

の種の ソフ トウェアに対する高い価値が与えられ ると

同時に,各 人各社が開発 した ソフ トウェアの共同利用

化が進むべ きである。この理由は,ソ フ トウェアは多

くの人が利用するにつれて内容が充実すると考えられ

るか らである。第3に,特 に原子炉構造解析において

重要 となるが,材 料 の構成 方程式 として十分吟味され

たものを用いることな しには,得 られた結果に信頼性

が乏 しい ということである。高速炉 開発,高 温 ガス炉

あるいは核融合炉のように高温域や照射下におけるク

リープなどが材料の構成方程式に影響を与える場合に

は,特 にそ うである。第4に,応 力解析における前後

処理法(pre・andpost-pr。cessor)に 今後はますます力を

入れるべきと思われ る。特に,入 出力における膨大な

データ量をいかに限 られた人手に よって処理 できるか

が,応 力解析そのものにも増 して重要 となろ う。

以上,一 般的な話 となったが,わ が国のこの方面のレ

ベルは国際的にひけを取 ってお らず,今 後 とも米国 と

ともに世界を リー ドする立場にいるとい っても過言で

はない。 この理論の一つは,関 東と関西を中心 とした

この方面の学際的な会合が極めて頻繁に開かれ,情 報

交換 システムがほぼ完壁であることが挙げ られ よう。

次に,ハ ー ド的な面に話題を変えると,戦 艦大和を

造 り得たわが国の設備 と技術は,戦 後も製鋼,造 船,圧

力容器,重 電機,溶 接等の技術の発達を促 し,大 型で高

度の技術を要する原子力機器製造には比較的容易に対

応できた といえる。原子炉圧力容器用の鋼板な らびに

鍛鋼器を例にとって,世 界最大級のものを製造 し得 る

会社は世界の半数以上 日本にあるのが実状である。大

型の材料を,特 に破壊 じん性を劣化させることな く製

造する研究 は製鋼会社 と機器製造会社で行われ,機 器

製造に必要な溶接加工等 の研究 も進み,今 では原子力

プラソトの圧力バ ウソダリーを形成する機器や格納容

器等は,国 内用はもとより輸出用も多 く製造 され,日

本の高い品質が評価されている。

周知のように,軽 水炉においては稼動率を上げるこ

とが効率の上で最も重要 となるが,各 種の機器の故障

がしぼ しばその妨げ となるのが現状である。例えば,

PWRに おけるSG伝 熱管 において減 肉,ア ルカ リ割

れ,デ ソティソグなどが生 じ問題 となったが,2次 系

の水処理 とPO4処 理か らAVT(AllVolatileTreat-

ment)に 変更することで解 決 された。さらに,材 料の

変更あるいは加工法の変更などによる対策が とられて

お り,問 題解決の日も近いと思われる。

次に,BWRに おいては1次 系 ステソレス鋼配管の

応力腐食割れ(StressCorrosionCracking,SCC)が 問題

となった。原子炉において最初にSCCが 問題 となっ

たのは,10数 年前の ドレスデソ1号 炉の2次 系の6イ

ンチパイパス系である。その後,間 もな く日本でも原

研のJPDR圧 力容器の溶接オー一一■"'一レイに,ま た しば

らくして幾つかのステソレス鋼 配管にSCCと 思われ

る割れが発見されたが,こ の当時は特殊なケースとし

て認識 され,多 数の商用発電所で起 こる全般的問題に

発展す るとは思われていなか った。ところが,1974年

に ドレスデソ2号 炉に再循環系パイパスライソ,ま た

その翌年に炉心スプレイ系のステソレス鋼配管の溶接

継手近傍にSCCが 発見された。さらに,同 種の機器に

ついて 日米のBWRを 検査 した結果,幾 つかの原子炉

でSCCが 発見され,そ の後のBWR稼 動率が極端に悪

化 したことは記憶に新 しい。1974年 の発見以来,わ が

国においては官民一体 となってステソレス鋼配管機器

のSCCの 原因究明に努力 した結果,よ うや く各種の

暫定的な らびに抜本的な設計などの変更を施す ことに

よ りSCC問 題の結着する日も間近い という認識が持

たれ始めている。 しか し,SCC問 題に関 して これまで

の経過を思 うと,こ れだけ莫大な発電稼動率低下 とい

う犠牲を払 う前に,ド レスデソ1号 炉あるいはJPDR

でSCCが 発見された時に根本的な原因究明 と対策を

行なっておけばと,今 さらなが ら悔やまれる。なお,

1974年 のSCC問 題以来,発 電所お よび製造 メーカ)・…

が払 った努力の一つ一つは相当評価 す べ き もの があ

り,今 では逆にその幾つかは逆に米国などへ技術輸出

す るまでになっている。 この意味でも,わ が国の原子

炉機器製造 メーカーの技術力は国際的であると自他 と

もに評価されている。

さて,原 子炉構造機器は原子炉の安全性 と極めて密

接な関係を有 していることは周知の通 りである。現在

の構造機器 の安全1生の考え方は 破断前漏洩(LeakBe-

foreBreak,LBB,破 断または破壊に至 る以前に冷却

系が漏洩し破断または破壊を事前に検知する)が 常に

成立することであ り,原 子炉構造機器に関する安全性

研究もLBBを 立証することに集約 され る。また,万

一の事故の発生時に,そ の波及効果を最小限にとどめ

て安全性を確保 し,二 次的事故を防止す るための研究

もなされる。このような観点か ら,わ が国では国家予
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算を投資 して,人 的には国公立および民間を問わず両

者の'協力に よって効率的に構造安全研究を実施すると

い う方針が この数年貫かれている。 これ らを類別する

と,

(1)構 成機器の設計基準を確立するための試験研究

(2)構 成機器の健全性の評価に関する試験研究

(3)構 成機器の安全性評価に関する試験研究

(4)構 成機器の検査技術の精度向上のための試験

研究

(5)構 成機器の性能向上のための試験研究

となる。これ らの成果は,毎 年各研究者が集まって成

果報告会において発表されている。また,そ れぞれの

機関か ら成果報告書が出されて一般に も公 けに され

ている。これ らのあるものは国際会議な どでも発表さ

れ,わ が国の研究内容のレベルの高さが評価 されてい

るものも少なくない。ただ,こ こで問題 として指摘 し

ておきたいことは,こ れ らの研究成果 の一 つ 一つ が

効果的にその後の原子炉構造設計や施工などに反映さ

れているか とい う点である。また,幾 つかの研究成果

を立体的に とりまとめて総合的に原子炉の安全性を評

価するまでに至っているか という点である。残念なが

ら,筆 者らの感想では否定的な解答 しか出せず,こ の

一つの原因は本稿の冒頭でも述べたように,ま だこの

方面の人 口の層が薄いことに よる,余 裕のなさによる

のではないか とい う気がする。

以上,原 子力構造機器の研究に関 して述 べ て きた

が,こ の方面を網羅するにはほど遠 く,た だ筆者 らの

主観か ら気付いた点を並べたにすぎない。

最後に,こ の方面の優れた研究者,技 術者が 今後数

多 く育って,日 本の原子力の発展に寄 与されることを

望みたい。(東 大・安藤良夫,矢 川元基)

遮 蔽

わが国の遮蔽研究の流れ

わが国の遮蔽研究の流れはおおよそ次の4つ の時期

に分け られ る。

1.黎 明期(1956～1958年)

この時期は国公立機関,大 学,民 間の遮蔽関係者,同

好の士が日本原子力産業会議の原子動力研 究 会(原 動

研)に 集まり,海 外 文献を中心に勉強を していた時期

で,研 究面では遮蔽 コンクリー ト施工法や迷路設計法

などの実際問題が取 り上げ られていた。

2.第1期(1959～1964年)

この時期は造船界が中心 とな り,か ねて強 く要望 さ

れていた遮蔽研究用原子炉(JRR-4)が 原研に設 置され

ることが決定 したころより,JRR-4が 臨界に達する直

前 までの期間である。

この時期は,理 論的な取扱いが比較的簡単で,実 験

のための線源入手が容易な γ線を対象に多重層透過,

空気散乱,後 方散乱 およびス トリー ミソグの研究が各

機関で積極的に行われた。

1963年 秋の本学会r分 科会」に初めて遮蔽 部 門が独

立の一部門として設け られ,ま た1964年6月 には「遮

蔽」研究専門委員会の設立が認め られて 活動を 開始 し

た。これにより遮蔽がやっと学会の場に市民権を獲得

す ることになる。それまでの遮蔽研究者の情報交換の

場は,原 動研遮蔽 グループと原子力船 研究 協会(原 船

協)に 設け られた二つの 遮蔽 グループで あった。原船

協 の遮蔽 グループの一つは,JRR-4に 設置 される遮蔽

実験設備の仕様,遮 蔽実験テーマや利用態勢等の検討

を行 うグループで,各 機関か ら研究者,技 術者が 集ま

り作業が行われた。他のグループは遮蔽計算 コー ドグ

ループ(SCG)で ある。SCGは 電子計算機を利用 した本

格的な遮蔽 コードを開発・整備 しようとする研 究者の

集団で,委 託研究費を利用 して各種の遮蔽計算 コー ド

が開発 され,遮 蔽定数表が作成 された。

3,第2期(1965～1974年)

第2期 は,原 子力第1船 の遮蔽モ ックアップ実験の

開始か ら原子力船「むつ」の放射線漏れ事件までの約10

年問である。

第1期 の終 りごろか ら遮蔽研究は本格化 し,研 究体

制 も徐々に整備 され,研 究発表の数 も増加 してきた。

ユ965年秋には,そ の春 臨界 に達 したJRR-4を 利用 し

て,原 子力第1船 の遮 蔽 モ ックア ップ実験 が,原 船

団・原研・船舶技研の三者協同研究 として実施された。

この実験は,わ が国における初めての本格的な中性子

一γ線遮蔽実験で,多 くの遮蔽研究者が参加 して理論 ・

実験の両面で多くの貴重な経 験 を得ることができた 。

JRR-4の 完成により,今 まで困難であった中性子遮蔽

実験が可能 とな り,多 重層透過や ス トリー ミソグに関

する基礎実験が引き続き実施された。また,こ れに関

連 して測定器の開発が行われた。

第2期 の中ごろになると,よ り高速・大型の電子計算

機が利用可能 とな り,従 来不可能と考えられていた多
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群計算やモソテカル ロ計算が可能 となった。 このよう

な気運を反映 し,SCGを 初め各機関でより詳細な1次

元,2次 元の除去・拡散 コー ドや輸送 コー ドの 開発・整

備が行われた。 また,遮 蔽計算に用い られる中性子群

定数を統一 し標準化する必要性が認識され,一 部の機

関で作業が開始 された。

この時期は,一 方で高速炉計画が具体化 し,高 速炉

遮蔽の研究 も開始 されている。1967年 には動燃事業団

が発足 し,高 速炉開発に関するR&Dが 一括 してここ

で実施され ることになる。1971年 には東大の高速中性

子源炉「や よい」が臨界に達 し,高 速炉のための遮蔽実

験に利用され始めた。

第2期 は,こ の ように種々の遮蔽研究が進め られたに

もかかわ らず,一 方では年 とともに遮蔽にたずさわる

研究者,技 術者の減少 と一部機関における遮蔽 研究 予

算の削減,民 間か らの研究成果の発表件数 の減少 とい

う好ましくない傾向が現われてきた。 このような傾向

にあるとき1974年9月,出 力上昇試験途上にあった原

子力船「むつ」のγ線エ リアモニタが警報を発して放射

線漏洩が発見され,以 後 これが政治・社 会 問 題へ と発

展 して国民の関心を集めることとなる。 この事件を契

機に遮蔽研究の流れ も新 らしい方向に向か う。

4.第3期(1975年 ～現在)

「むつ」の放射線漏洩については,そ の直後に行われ

た調査 と2次 元輸送 コー ドに よる解析をもとに運輸省

・科技庁合同の「むつ放射線 しゃへい」技術検 討 委員会

においてその原因が追求され,中 性子に対する遮蔽設

計に欠陥があった ことが明 らかにされた。また,総理府

の「むつ」放射線漏れ問題調査委員会においても,技 術

面か らの調査に加えて遮蔽研究の実態,原 子力 船 の開

発体制や開発 と研究の間に存在す る問題などについて

幅広い角度か ら鋭い分析が加え られた。

「むつ」の遮蔽に関しては,改 修設計に用いる計算法

を確認するための遮蔽モ ックア ップ実験が原船団にお

いて立案され,1975年 暮か ら原船団・原研・船舶技研の

共同研究 として再度JRR-4を 用いて実施 された。

「むつ」の遮蔽解析には2次 元輸 送 コー ドが 採用 さ

れ,複 雑な遮蔽体系のス トリー ミソグ解析に極めて有

効な計算手法であることが認識 された。「むつ」問題発

生以来,各 プロジェクトはこの2次 元輸送 コー ドを用

いて一斉に遮蔽 の見直 し計算を開始するとともに,2

次元輸送 コー ドの整備,改 良,計 算精度 と適用限界把握

のためのべソチマ・一ク実験と解析に関する研究が開始

された。

また,環 境あるいは放射線作業従事者の放射 線被 曝

を可能な限 り低 く押えようという国の要求に応 じて,

空気散乱(ス カイシ ャイソ)評価法や輸送容器,加 速器

などの遮蔽に関す る研究も開始 された。

第3期 は「むつ」問題に触発され,上 記のような研究

が一斉に開始され るとともに,民 間を 中心 に若 手研

究者,技術者が漸次増加の傾向を見せ始めた。また第3

期は核融合炉開発計画が本格化 し,ニ ュー トロニヅク

スの一部 として遮蔽に関する理論的,実験的基 礎 研究

が2,3の 機関を中心に展開し始めている。

反省と今後の課題

放射線遮蔽は,有害な電離放射線か ら人 体,機 器,材

料を防護することにあり,遮 蔽設計の良否はプラソト

の安全性,経 済性,性能を確保す る重要な要素である。

遮蔽がこの目的を達成できるためには,遮 蔽研究の成

果が正 しくプロジェク トに反映 されるとともに,同 時

にプロジェクト側か ら遮蔽に対 して問題提起がなされ

なければならない。

原子力を 自主開発 している国々では,遮 蔽設計法の

改良 と遮蔽研究の促進が相互に密接に結合 しなが ら発

展 してお り,独 自の遮蔽設計法 と遮蔽理論が生み出さ

れている。

わが国でも多 くの発電用原子炉あるいは研究用原子

炉が建設されてきたが,そ こでの遮蔽設計は建造 とと

もに終 り,そ こか ら遮蔽研究への寄与は生れてこなか

った。唯一の例外 と考え られ,遮 蔽研究者の総力を挙

げて実施 した原 子 力第1船 の遮 蔽モックアヅプ実験

も,実 験終了 とともにプロジェク トの中に埋没 し,そ

の後のフォローアップがまったくなされなか った。す

なわち,わ が国の遮蔽研究はほとんどプロジェクトと

は無関係に,学 問的な興味によるか,海 外か らの情報

に触発されることにより進められてきたといえるので

はなかろ うか。

これは,プ ロジェク ト側に遮 蔽を設 計・建 設 した経

験を有する遮蔽工学専門家が極めて少なかったとい う

事実 と,わ が国の原子力開発が軽水発電炉を中心とし

て導入技術に依存 していることとも関連するが,遮 蔽

はすでに確立された技術であるとい う認識が底流にあ

り,プ ロジェクト内における遮蔽設計者の声が十分に

汲み取 られなか ったためではないかと考える。遮蔽研

究者の側にも,研 究成果を実際問題に適用 してみるこ

とに必ず しも熱心であった とはいえない一面があった

ことも事実である。遮蔽研究の必要性が正 しく認識さ

れ るためには,ま ず,こ れ らの点を反省してみる必要
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があるのではなかろ うか。

次に重要なことは,系 統的な研究努力と研究者間の

密接な相互連絡による協力体制をいかに維持するかと

い う問題である。すなわち,あ る遮蔽研究課題に対し

て,遮 蔽分野ぼか りでな く,必 要ならばそれに関連す

る他の分野(核 物理,炉 物理,熱 ・機械工学,材料,建 設等

の)の研究者 ・技術者も協力 して基礎か ら応用まで,系

統的にかつ徹底 した研究が行える態勢を作ることが必

要である。研究者は問題の所在を十分に検討 し,互 い

に分担を決めて研究を進め,相 互の連絡によってすで

に結論を得た もの,早期に解決を要す る ものなどを分

類,把 握 し,無駄のない研究を進めるように しなけれぽ

な らない。 このような研究体制が正しく機能するため

には,こ れを把握 し,組織化 し,実行させ る こ とので

きる責任体制が しかるべ き機関におかれ る必要 が あ

る。

わが国の遮蔽研究における今一つの特徴は,多 くの

遮蔽研究者・技術者が片手間に遮蔽の研究をした り,仕

事をしてお り,遮 蔽専門家にな り切れない事情にある

ことである。研究者や技術者が一朝一夕に育つ もので

なく,長 期の計画のもとに育成 して行かねぽならない

にもかかわ らず,現 実はかな り厳 しいようである。こ

の問題は,制 度上,人事上の問題 もあ り,簡 単に解 決

できるような性質のものではなさそ うであるが,し か

し多 くの実際的経験を必要 とす る遮蔽工学の分野では

一考を要す る問題である。さらに問題は,一 般にプロ

ジェクトが遮蔽専門家育成 とい うことに配慮がな く,

他か らの借 りもの人事で間に合わせるとい う態度に終

始 してきたことである。これは開発の一つの目的であ

る開発に伴 う技術的諸経験を身をもって修得 し,か つ

その技術を次の開発に継承 して行 くとい う問題意識を

希薄にす ることとなる。実際的経験を有す る遮蔽専門

家の育成にプロジェク トは留意すべきで あ る と考 え

る。

人材養成に関して今一つの問題は,大 学に遮蔽工学

を専門とする講座が置かれていないことである。もち

ろん研究の自主性 とい う大学の特徴を生かして研究を

進めているところもあ り,遮 蔽に関する講i義も積極的

に進めている大学 もあるが,原 子力施設の性能や安全

性,経 済性を担保する重要な要素である遮蔽工学 に関

する教育が,放 射線安全や保健物理の講義や実験 の一

部 として行われ るだけで十分であるかどうか,人 材養

成機関としての役割を有する大学 として検討す る必要

があると考える。

さて,遮 蔽研究の今後の課題であるが,遮 蔽設計が

設計者にとって身近なものとなるためには,ま ず設計

目的に応 じた設計法の普遍化 と標準化が行われなけれ

ばな らない。この普遍化,標 準化のためには,設 計手法

の確認 検証のための理論,実 験両面か らの基礎研究,

基礎 データの蓄積 と評 価お よび実プラソ トの設計,建

設,運 転等の諸経験か ら得 られた各種資料の蓄積 と評

価が必要である。

第2の 課題は漏洩問題である。第5回 遮蔽国際会議

で英国のAveryが 次の よ うに いって い る。 すなわ

ち,「原子の火が ともされて%世 紀が過 ぎ,こ の間に

1,000基 近い原子炉が建設 されたが,こ れ らの原 子炉

の失敗について細か く調べると,そ れ らの大部分は放

射線漏洩の問題である」と。すなわち,現 在も将来 も

放射線漏洩は遮蔽設計上の最 も困難な問題であ り,多

くの研究努力を集中すべき課題である。

第3の 課題 は,機 器の保守 ・点検時の放射 線 作業従

事者の被曝低減化対策 としての遮蔽 設 計 の 問題があ

る。この問題は一つは冷却材中の腐食生成物によるも

ので,他 の一つは中性子漏洩による機器,構 造 材 の放

射化に よる。これ らの問題の解決にはプラソ トの運転

経験に基ず く資料の蓄積 と評価が必要であろ う。

第4の 課題は,遮 蔽設計に対す る要求精度と設計計

算における誤差評価の問題である。前者はその時点で

の遮蔽の技術水準,他 分野 の技術水準あるいは経済 性

か ら決め られるであろ う。後者は線源評価,遮 蔽 体系

のモデル化,計 算理論,核 定数と遮蔽定数等の諸要因に

分割して分析 していかねぽな らないであろ う。

第5の 課題は,遮 蔽実験に関する問題である。最 近

は電子計算機の発達により研究が計算主導型になって

いるが,計 算手法を検証 して問題の物理的イメージを

明確にするための実験が積極的に行われ る 必要 が あ

る。特に軽水炉の 中性子漏洩,高 速炉・核融合炉の遮

蔽では,高 速中性子,中 速中性子が対象 となるので,こ

れ らの中性子に対す る実験が必要であ り,そ のための

線源装置 と測定器の開発,実 験技術の工夫が要求 され

る。

第6の 課題は,核 融合炉の ニュー トロニックスの分

野 との協調である。それは核融合炉の各 コンポーネ ソ

ト中における放射線輸送,放 射線損傷 発熱 さらにス ト

リー ミソグの問題は,遮 蔽研究者が核分裂炉の遮蔽で

苦労 してきた問題であるか らである。

今後の遮蔽研究の発展が原子力の発展に大きく寄与

することを期 して筆をお く。

(核物質管理セソター(原研)・宮坂駿一)
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2.核 燃 料 ・炉 材 料

核 燃 料 資 源

核燃料資源というとき,ト リウムの賦存概要の報告

など,ト リウムに関する報告が皆無で はないが,利 用

度・原子炉型などにも関連 して,探 鉱 活動はウラソに

集中 している。

日本では2000年 までに約40～50万 トソの天然 ウラソ

を消費す るとの試算がある。この量は西側世界の確認

資源量の20%,推 定追加資源を 加えてもその10%と な

る。さらに2020年 ごろまでには約30万 トソが必要 とさ

れている。現在 の世界情 勢や 日本の資源不足(10年 間

自給率数%)を 考慮 す る と,前 記 ウラン量の確保は困

難となる。

わが国における含ウラン鉱物の最初の発見は,1894

年菊地安による岐阜県苗木で採 取・同定されたフェル

グソソ石であ り,戦 前戦後を通 じてペグマタイトおよ

びその近傍 の漂 砂 鉱床中に含 ウラン・トリウム鉱物が

産出するのみで,そ の他に鉱床はないものと思われて

いた。

原子力予算成立と共に1954年 ウラン探鉱が開始,2

ヵ年 の予備調査後,1956年 地 質 調査所は「全国的かつ

組織的な調査研究(10力 年計画)」を実施,20万k㎡ を

ヵ一ボー・…Lソにより調査すると共に全国100ヵ 所以上の

兆候地を研究し,「花闘岩を基盤 とする堆積岩 中 の層

状鉱床が最 も期待できる」こと,また全国10地 域16,000

k㎡ の有望地域の存在を報告 した。

一方,1956年 設立された原子燃料公社は,地 質調査

所の概査の後を受けて人形峠地域を初め主要地区の企

業精査を行い,人 形峠・東濃等 で約10,000ト ンのウラ

ソ埋蔵量を把握 した。その後1964年 か らは人形峠で湿

式による製錬テス トプラン トを稼動 し,人 形峠鉱石に

よる塩化 ウラニル・UF6な どの生産を行なっている。

この間,① 類例少ない組織的カーボーソ実施 と鉱床

の発見,② 従来 日本に皆無 とされた鉱脈型および堆積

型 ウラソ鉱床の存在を確認,③ 人形石(学 名Nyngyoite)

を発見・同定。④rPNCプ ロセス」なる一貫製錬法を確

立,し たことが成果 として挙げ られる。

民間企業による国内探鉱は,鉱 山局の助成金で多 く

実施されたが,積 極的 とはいえず成果は挙が らなか っ

た。

「国土の狭さ」,「地質年代の若 さ」のため多量 の ウ ラ

ソは期待できない し,環 境・鉱害問題か ら鉱 山 開発は

日本では非常に難 しい状況にある。低品位 ウラソの回

収技術開発・鉱害防止などを安全にして資源 確 保の努

力が必要である。このため海外 ウラン資源の安定確保

の必要が生ず る。国は長期契約 ・スポ ット購入・自主開

発輸入を3本 柱 として,1972年 原子力委員会は「1958年

以降の必要量の%を 自主開発輸入によってまかな うj

と政策を打ち出 した。他方,電 力各社はオイルショッ

ク前,約10数 万 トンの手当をしていたが,ウ ラン取引

は同シ ョック後 ウラソカルテル,ウ ラソ協会等の活動

もあって,価 格の改定など長期契約に問題が生 じると

共にスポ ット購入を含め売 り手市場に転 じている。こ

の中で海外探鉱努力はニジェー・ル・アクータ・プロジニ

ク トは成功 し,1978年7月 生産に入った。 これ ら民間

の活動に対 し,金属鉱業事業団は成功払い融資を行い,

国際協力事業団・海外経済協力基金,日 本輸出入銀行等

が国としての援助を実施 している。さらに1966年,国

自らの探査活動 として動燃事業団は1966年 海外調査を

始め,現 在約20プ ロジェクトを推進 している。近来こ

の成果が期待できる段階にきたとはいえ,① 自らの取

得のみな らず世界のウランの安定供給を 目指す,② 資

源国の地域社会への寄与を心がける,③ ウラソ偏在が

強いので的確な探査努力をする,④ 探鉱技術者を育成

する,⑤ 資源国と日本 との,国 を初め関連機関の協力

体制を確立する,な ど総合的見地か ら遺漏のない努力

が必要である。

英国などで検討 されてきた海水か らの ウ ラ ソ抽 出

も,科技庁予算で四国工業試験所,動 燃 ・専 売公 社が吸

着剤の基礎的研究を進めてきた。

通産省は1976年 工業化を指向し実験を続けた結果,

動燃は0.1%台 の吸着・イエローケーtキの回収 に成 功

し,坑 内水,製 錬廃液など低濃度液か らのウラン回収に

向って進んでいる。吸着剤の性 能 向上・リサイクル等

の基礎的問題が工学的問題解決に主要な要素 と考えら
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れ る。200カ イリ時代に入 り海 水への挑 戦も忘れては

な らない。 トリウムの必要性については,高 温ガス炉

等への利用・開発実用化の消 長 にかかっている。現在

の必要量程度の世界の賦存概要は把握されている。 日

本でも国内外のウラン探鉱で数 地 区において,0.n%

台およびn%台 のThO2存 在が発見されたが,精 査は

されていない。

本学会草創期資源関係会 員 も多 く活発 で あった が

1970年 ごろか ら沈滞し,活 動はほとんどな くなってい

る。

資源小国日本として原子力平和利用の輸出をも考慮

し,資源確保にも多面的な考慮を必要 とす るであろ う。

(動燃・橋本好一)

酸 化 物 燃 料

わが国が原子力平和利用研究 開発 を始 めた1955～

56年 頃は核燃料の面では,米 国では金属あるいは合金

燃料か ら酸化物(UO2)燃 料へ と移行す る時代 であ っ

た。初期に用いられていた金属,合 金燃料がその燃焼実

績か ら照射性能上問題があることがわか り,一 方酸化

物燃料は研究が進むにつれて照射安定性に優れ,ま た

高温水に対する反応も小さい ところか ら,1954年 には

ShippingportPWRの 燃料 として用いられることにな

り,翌55年 にはそのための天然UO2焼 結ペ レットが製

造 され,57年 には炉が稼動 した。 この炉での酸化物燃

料 の成功がその発展を促 し,軽 水炉燃料 として世界を

風靡するに至ったのである。

酸化ウラン(UO2)燃 料

わが国では最初に導入を決めた炉がコールダーホー

ル型であったため,核 燃料の生産研究はまず金属 ウラ

ソの製造か ら始まったが,米 国など先進諸国の動向か

ら大学,原 研,民 間における基礎的研究は,そ の初期か

ら酸化物(UO2)や 炭化物(UC)等 のいわ ゆ るセラ ミッ

ク燃料についても行われ,さ らに一時期ではあったが

このころにはNaに ついてもその製錬や 金属あるいは

酸化物の製造研究も若干行われた。

わが国ではそれまでにも,金 属酸化物工業に関 して

は粉末製造や成形加工技術 においてもかな りの実績が

あったか ら,UO2の 取扱いやその製造加工についても

比較的容易に受け入れて研究開発も進めることができ

たが,そ の頃の欧米先進諸国と異な り,いきな り核燃料

としてUO2と 取 り組んだので,燃 料 としての意義や

その特性の認識は十分でなく,こ のため少ない予算 と

人数で しかも急いで開発すべ き問題 としては重複や無

駄 と思われることもあった。しか し,これは照射試験の

経験 もな く,海 外の文献か らその炉内挙動を知るのみ

の当時としてはやむを得ない し,ま た研究 としては実

効性ぼか りを狙 うことは必ず しもよいとはいえず,む

しろあるレベルに到達す るまでは必要なことであった

といえよう。

酸化物燃料の研究は,ま ずUO2粉 末の製造について

行われたが,原 料 としてはUNH,ADU,UF6な どが用

い られ,メ ーカー各社はそれぞれの工程を開発 して品

質の揃った焼結性の良い粉末を工業的に得ることに努

力し,ま たこれ らの粉末を用いて高密度ペ レッ トを製

造する工程が各社のノウハウとして開発された。

このよ うに基礎か ら始めた成果は,従 来の酸化物工

業において把握 していた技術に重ねて,1959年 には早

くも住友金属鉱 山にUF6をUO2に 転換する250kg/M

規模の施設が設置され,翌60年 には三 菱 金属鉱業に

500kg/MのUO2粉 末製造試験施設がつ くられるなど

短期間にかな り著 しい進展があった。またペレットの

製造加工についても1959～60年 にかけ東芝,日立,三 菱

原子力工業等で小規模施設が稼動 し,1961年 には古河

電工で1.5ト ソ/M規 模の施設が動 き始め住 友 電工 も

加わ り,こ れ らの施設で作 られたUO2燃 料は未臨界

実験装置 やJPDR等 に供給,実 用されて国産技術の 開

発 と確立に役立った。

このような生産研究には大量生産技術が品質管理上

か らもまた経済面か らも必要であったが,ほ かに核燃

料に特有な計量管理 と臨界の問題を伴 う。各 メーカー

ではこれ らの面 も含めて順調に展開 し,ま た後には メ

ー・カー問の統合などもあって,現 在ではJNF,三 菱原

子燃料お よび原子燃料工業の3社 で合計年産900ト ソ

以上のUO2燃 料製造加工能力を有 してお り,ジ ルカ

ロイ被覆管の加工も含めて,現 在の日本での核燃料サ

イクル関連工業で唯一の自給態勢を確立 した部門であ

る。ただ,大 量のプル トニウム燃料(MOX燃 料)製造

を必要 とす る現在においても,い まだ燃料製造施設に

おける臨界量 の問題は海外にコソサル トせざるを得な

いことは残念である。

燃料物質 としてはUO2の ほかに,照射安定性や熱的

あるいは機械的性質の改善を狙ってUO2-ZrO2,UO2-

ThO2系 などの固溶体型や,UO2-BeO,UO2-Al20,系
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などの分散型燃料についても一時期若干の研究が行わ

れた。

軽水炉用の酸化物燃料体 としては,ジ ルカロイ被覆

の焼結ペ レッ トが主流を占めていたが,製 造法 として

はほカヰこhotpress,hydrauricpressillg,slipcast,

extrusion,swaging(vib-swage),vipac,highenergy

impaction等 のほか,サ ーメットあるいは分散 型燃料

としてpictureframe法 な どがあったが,無 方針方式

とい うか,な んでもやってみる旺盛な研究心に よるの

か,短期間,小規模なが らこれ ら全部についてあちらこ

ち らで試験が行われた。一つにはそのころはまだ照射

試験 も照射後試験もほとん どできない状態であったか

ら,こ のような比較的手をつけやすい問題に研究が集

中 した ものであろうが,こ のあた り一考を要するとこ

ろであろ う。

これ らの中で海外情勢か らもやや見込みがあると思

われたのはswage法 とvipac法(お よび両者併用法)で

あ り,1962年 ごろか らこの2方 法,特 に後者に関 して原

子力5グ ループのほか原燃,原 研も参加 してなかなか

の壮観であった。また,こ れ らの燃料棒製造方式では

高密度で径の大 きいUO2粒 子を必要 とするので,プ ラ

ズマ溶射,融 解塩電解,sol-gel法 などによる粒子製造 も

あわせて研究 された。vipac法 については,工 程がペ

レット法 より簡易で遠隔操作に適する とい う評 価 か

ら,1962年 に原子力局の肝入 りで振動充填研究会が設

け られ上記機関が参加 した。これか ら発展 して1963年

には二酸化 ウラン燃 料(pelletお よびvipac)共 同照射

研究会(UO2共 研)が生まれ,各 社でのいたず らな競争

を排 して共同研究によ り冗費を省いて効率を上げ,ま

たその成果も広 く公開 して相互に活用す ることとなっ

た。局の補助金は1963～65年 の3ヵ 年に出されたが,

実際の照射や照射後試験および その解析,評 価は1965

～72年 の長期にわた り多 くの時間を要 した。 しか し,

これはわが国での黎明期における燃料設計,燃 焼 挙 動

の解析,評 価手法の確立等の技術開発 に役立 ち,燃 料

研究者間の問題把握や相互認識,ま た各社間の協力体

制を整えるとい う点ではなはだ有用であった。

他に高温 ガス炉用燃料 としての被覆球 状 粒子 が あ

るが,そ の製造や性状 の研 究 は現 在 も進 行 中 で あ

る。

UO2燃 料(粉 末および焼結体等)の 相 状態や熱伝導

性等の物性,性 状の研究は,コ ール ド状態では日本でも

大学,原 研,民 間で早 くか ら行われ,そ の成果に相当見

るべきものがあった。1961年 ごろか らセラ ミックス燃

料に関する日米研究協力が米国か ら提案され,原 子力

局とAECの 担当者間の話合いで1963年 春に具体化し,

同年5月 東海村で第1回 専門家会議が開催 されたが,

まだ期間の短い日本での研究一特に基礎的研究一にこ

の面の大先輩たる当時の米国が相当注 目し評価 したこ

とは関係者に自信を持たせ意欲向上に役立 った。この

研究協力は1970年 まで続き計6回 の会議が日米で交互

に持たれ,情 報交i換と研究者の相互認識上非常に有効

であった。その後 日米間で別に高速炉 に 関 す る研 究

協力協定が発足 したので,そ の中の燃料材料 ワーキソ

ググルー一プの活動がこれに代わるような形 でいつ とは

なしに終えん した。現在はこの高速炉協定 に基づいて

MOX燃 料を主 とす る情報および資料の交換,研 究 協

力等が行われ成果を挙げている。

核燃料 として最も大切な照射挙動の研究 に 関 して

は,1970年 にJMTRが 実動するまでは海外炉やJRR-2,

JPDRな どの国内炉による小規模照射試験が行われて

いただけであって,海 外先進諸国の膨大な成果には到

底太刀打ちできず,研 究者,技 術者 としては切歯拒腕の

感があった。前述のUO2共 同照射や1967年 か ら原研

が参加し日本も利用できるようになったハルデソプ戸

ジェク トは,そ の意味でこの当時非常に有効であ り,

日本としては貴重な経験を得たのであった。問題は試

料送付に極めて長期 間 を要すること(こ の点現在はも

っと厳 しくなっている)と,照 射後試験は1967年 か ら

原研のホットラボが稼動 したが,第1次 試験は海外に

委託することが多か ったか ら隔靴掻痒の憾みがあった

ことである。このような状態は当時は致 し方なかった

とはい うものの,乏 しい自前のデータに海外 の諸情報

を加えて照射中の核分裂生成物の移行や形態変化ある

いは燃焼中の0/U,融 点,密 度分布 変化等 について ソ

フ ト,ハードの 面でかな りの成果を上げていたにもか

かわ らず,最 後まで徹底 して見極めることが少なかっ

たように思 う。他の国で問題にしている点ぼか りに 目

を向けず,目 的を明確に して,自 らのデータは乏 しく

とも,詳 細な徹底した研究に日本の特色を発揮すべき

であった といえよう。

さらに,燃 料要素は材料 とくに被覆管とは一体のも

のであるにもかかわ らず,日 本におけるこの面の組織

的な研究開発が今に至るもほとんど行われていないこ

とは甚だ遺憾である。これは開発 のシステマテ ィック

な方法論も含め,被 覆材のみな らず他の面でも問題 と

して追求すべきことと考える。
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混合酸 化物(UO2-PuO2,MOX)燃 料

UO2-PuO2系 のいわゆる混合酸化物(MOX)燃 料に

ついては,1958年 の第2回 ジュネーブ会議で初めて米

国のHanford研 究所 と英国のHarwe11研 究所か らそれ

ぞれ1編 ずつの論文が提出された。日本でもプル トニ

ウムは将来の高速炉燃料 として理解 していたが,当 時

はウラソ燃料 さえ十分把握 していなかったか らプル ト

ニウムはまだ先 のことと考える人も多か った。 しか し

1960年 代初期に米国ではプル トニウムの軽水炉 リサイ

クルを実証するためのPRTRが 稼動 し始め,一 方 日本

での ウラン資源量はあまり期待がもてないことが次第

に見当がつ き始めるに至って,プ ル トニウム軽水炉利

用が大切な こととして次第に認 識 され始 めた。しか

しまだ研究の段階であり,物 が物だけにいろいろな意

味でその取扱いは極めて慎重を要 し,か つ費用 もウラ

ソの場合の比ではないので,まず原研,原 燃で取扱いを

開始することになった。原研では1963年 にプル特研が

稼動 して60g以 下 のプル トニウムを取 り扱えるように

な り分析を初め各種基礎研究を開始した。原燃では同

年米国のNUMEC社 に大量取扱い施設の詳細設計を発

注,翌 年か ら建設にかか り1965年11月 に完成,暫 時

のUO2に よる試運転の後,翌 年1月 か らMOX燃 料

につ きその物性や性状の測定,分 析,燃 料製造加工試験

に入 り,引 き続 き原研 との共 同 研 究 に よるTCAを

用いる炉物理実験や各種照射試験を開始 した。 グロー

ブボ ヅクスの使用に慣れてお らず,初 めてプル トニウ

ムの量的取扱いであったか ら,安 全体制,緊 急 体制 も

含めて万全を期 して慎重に計画を進めたが,幸 い比較

的短期間で習熟 し,そ の後の基礎をつ くることができ

た。

上記のよ うに,わ が国でプル トニウム燃料の研究を

始めた1966年 当時は軽水炉 リサイクルを主 目的 とし,

MOXペ レヅトお よびsol-gel/vipac両 方式による燃料

体の製造試験が行われた。これまでのUO2燃 料での

経験が役立 ってかな り早 くに成果が上が り,1968年 に

はGETRで,ま た1969年 にはハルデン炉で国産被覆管

を用いたso1-gel/vipac燃 料 とペレット燃料 との照射試

験を行なったが,い ずれも健全性が証明された。上述

の炉物理実験も軽水炉 リサイクルを目的 として始めた

もので,そ の後10年 余にわたって詳細なデータを集積

し,燃 料設計の基礎が整備されて現在は実用のための

実験を行 なっている 。 一方,照 射研究は 引き続いて

JPDR-ff計 画 とSAXTON一 皿計画に参加 して実証試験

に進む予定であったが,結果は後者のみが実現 し,197i

年に1集 合体と4燃 料棒(と もにペレット燃料)が 照射

され,そ の後2本 の燃料棒についてはGETRで の追加

照射も含め38,000MWD/Tま で燃焼を行い,そ の健全

性の実証 と種々の照射デー一タが得 られて最終評価は19

77年 に終了 した。国内炉ではJPDR-ff計 画の挫折に よ

り,実 用炉の美浜1号 炉お よび敦賀炉で集合体照射に

よる実証を行 う予定で計画され,美 浜炉用の燃料はつ

くられたが同炉の故障のため遅延を余儀な くされてい

る間に,そ のころか ら起こった米国でのGESMO問 題

の影…響により情勢は停滞 し,さ らに1976年 末以降の米

国の原子力政策の余波をもろに受け,現 状はソフ ト面

での検討や燃料設計段階にとどまってお り,実 現が難

しくなっている。 しか し,こ のまま傍観することな く

国の方針を明確にし,実 現のために必要な施策を早期

に打つ と共に技術確立を急 ぐべ きである。軽水炉 リサ

イクルの実施は日本の主張であるエネルギー確保上の

みならず,将 来の高速炉実用化に至る技術開発 と確立

の道程 としても,核 燃料サイクルの面か らも必要であ

ると考えるか らである。

1967年10月 原燃を吸収 して新型転換炉 と高速増殖炉

な らびに核燃料の開発を 目的とする動燃事業団が発足

すると共に,こ れ ら新型炉のためのMOX燃 料の設計,

製造が必要となったので,1972年 早々に燃料製造施設

を完成 させ,以 来1978年 初めまでに 「常陽」用燃料 約

1.5ト ソ,重水臨界実験用ならびに「ふげん」用燃料を計

約30ト ソ製造加工 した。 これ らの燃料は現在それぞれ

の炉で健全に燃焼 しつつある。このほか各種 実験 用,

照射試験用,試 作用試料等も供給 し,現 在 までに取 り

扱った プル トニウムの量 は600kgを 超えているが,

これ らにより計量管理や臨界の問題も含めて取扱い安

全性 と燃料の健全性の技術はほぼ確立されたとい って

よく,ま たこの実績は海外諸国のそれ と比べて遜色は

ない。現在は施設の改善 と引き続 き各炉の新型燃料や

取替燃料等の製造準備中である。

しかし,今後次第に高次同位体が増すこと,また保障

措置,核 物質防護の面か らの要 請 も厳 しくなると考え

られ ること等か ら高放射性プル トニウムの取扱いが必

要 となることが予想され る。そのための被 曝 低 減化,

遠隔 自動化,機 器の保守,修理 の点,さ らに大量生産方

式や プル トニウムの保管方式についても,そ の工程や

施設の問題を含めてまだ解決すべき問題は多 く,こ の

点地道な研究開発を続けている英,西 独,ベ ルギーなど

と共同 して協力を深 めてゆ く必要がある。燃料製造工

程 としても,わ が国ではいったん放 棄 したso1-ge1法
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等も 再度考慮する必要があろ う(この点英国ではsoレ

ge1法 にすでに20年 近 くもの研究実績を有 し,近く実証

試験に入ろ うとしている)。

MOX燃 料の物性,性 状の解明,炉 内挙動の解析 とコ

ード化 ,そ れ らに基づ く燃料設計 と評価,燃焼管理,デ

ータパソキソグ等,各 方面にわたる広範な研究開発が

国内外各機関の協力の下に進め られているが,ま だ質,

量 ともに十分とはいえず今後の強力な展 開 を希 望す

る。

しか しなが ら,世 界的にみてもMOX燃 料の真の展

開は正にこれか らである。、この辺 りでそろそろ外国の

模倣か ら脱 し,熱 しやす くさめやすい国民性を改めて

独 自の研究開発を明確な方針の下に地道に気長に進め

る時である。また,基 礎面を担当すべ き大学,諸 研究機

関の役割 とその活動の場の在 り方についても考慮を要

する。(名 大・天沼 椋)

共同研究準備会が設けられ,U-1%Mo合 金共通試料

について参加機関分担による各種試験(熱 サイクル,機

核的性質,組 織など)が行われた。また金属燃料検査法

の標準化についても検討が進められた。

その後,動 力炉燃料 として酸化物を代表物質 とする

セラミックス燃料へと移行したが,最 近米国では高速

炉ブラソケットに233U-232Th合 金燃料の適用を図るな

ど,金 属燃料の特性を生かす研究も開始 されているの

で,金 属燃料の将来をこの機会にもう一度展望 してみ

るのも無意味ではない。

新 型 燃 料

新型燃料の定義はそれほど明確ではないが,こ こで

は金属系燃料を含めて,炭 化物系燃料および高温 ガス

炉用燃料に焦点を合わせて,わ が国における研究の流

れを振 り返 り,今 後を展望 してみる。

金 属 系 燃 料

この分野の研究は,1965年 に着手 された ウランの溶

解鋳造試験に始 まる。研究開発の流れは次の4つ に大

別できる。

(1)金 属ウラソ燃料体の試験研究お よび冶金学的研

究か らJRR-3燃 料要素開発プロジェクトへの進展

(2)A1-U合 金燃料の国産化のための冶金学的研究

(3)東 海炉燃料の安全性評価のための炭酸 ガス酸化

実験など,な らびにモニタ リソグ

(4)金 属 ウラソ改良のための ウラン合金の研究

それ らの うち,(1)に つい て は鋳造,加 工,熱 処理,検 査

に関す る多 くの成果が得 られ,JRR-3の2次 装荷以降

の燃料国産化に生かされた。(2)についても同様に国産

化に貢献 した。(3)についてはモ ニタ リソグ技術お よび

燃料体評価法の確立によ り,原 子炉運転に寄与 した。

(4)については各機関において改良研究が進め られ ると

ともに,1962年 か ら4年 間,学 術振興会に金属 ウラソ

炭化 物系燃料

わが国でも燃料増殖率の向上,ひ いては核燃料資源

の有効利用を第一義 として,高 速炉用の新型燃料,す

なわち炭化物,チ ッ化物等の燃料が研究 されてきた。

1.製 造(調 製)の 研究

まず炭素熱還元法やアルケン法に よるUCペ レット

の調製法か ら手がけられた。この分野については,す

でに1962年 に開催された"CarbideinNuclearEnergy"

会議(英 国)に2編 の報告がみ られた。 これを契機 とし

て研究が活発 とな り,UCの ほかUC2やU2C3の 調製

も試み られ,そ れ らの物性研究も進捗 した。さらにア

ーク融解法,水素化物・炭素反応法など多岐にわたる調

製法が研究された。 しか しなが ら,製 造 の難 易 さ,経

済性の観点か ら炭素熱還元法が主流 とな り,1960年 代

後半には,わ が国においてもUCペ レットの製造技術

はほぼ確立するに至 った。一方,UNやUCNの 調製が

研究 され,試 料がそれ らの物性研究に提供され るとと

もに,一連のNaCI型 化合物の1研究 のた め にUP,US

の調製も試み られた。 しか しなが ら,プ ル トニウム取

扱設備は動燃事業団 と原研だけに局在 して いた関 係

で,U・Pu混 合炭化物系燃料の研究は上記2機 関,と

りわけ原研で行われてきた。アーク融解法による(U,

Pu)C,そ の 相安定化を図った(U,Pu)C-W燃 料の調

製のほか,水 素化物・炭素反応法 によるPuCやPu2C3

の調製,水 素化物・チ ッ素反応法によるPuN生 成条件

の検討など比較的基礎段階の研究が展開されてきた。

その後,原 研大洗研究所にプル トニウム燃料研究棟が

建設されるに及び,U・Pu混 合炭化物系燃料の開発研

究にさらに道が切 り開かれることになった。

2,物 性の研究

1960年 代半ばか ら,主 としてUC,UCN、UNの 熱力

学的性質についての研究が精力的に行われてきた。な

かでもUC-UN固 溶体の正則溶液仮定に基づ く熱力学
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的考察や,U-Pu-C-N-05元 系の統計 熱力学計算な

どはその後の研究に大 きく貢献 した。1968年 のウィー

ソ・パネルを経て,1973年 の 日米・熱力学セ ミナーでほ

ぼウラン化合物の熱力学的諸量は出揃った感がある。

しか し,プ ル トニウム化合物については依然 として未

確定のものが多い。相関係ではUC・UC2合 成反応およ

びUC2脱 炭反応によるU2C3生 成機構が検討されると

ともに,化学的性質に関連 してUN,UCN等 の酸化,加

水分解などが調べ られ た。また レーザ ー・フラッシュ

法によりUCか らUS,UPに 至る各種物質の熱拡散率

が測定 されたほか,UCNの 高温熱膨脹係数,UNの 弾

性率,UC中 の炭素拡散係数などが求められた。その他

磁性や電気抵抗に関す る実験によりNaC1型 化合物の

電子構造が検討 され,ま た中性子回折法によりU2N3+x

の欠陥構造が追求された。 このように物理化学的性質

の研究は相当に進展 したが,炭 化物系燃料の健全性を

判断するための重要な指標である燃料の機械的性質,

スエ リソグ挙動 被覆材 との機械的あるいは化 学 的相

互作用などについては,ま だ初歩的な研究段階に とど

まっている。

3.両 立性の研究

1967年 ごろよ り,炭 化物系燃料 と被覆材との両立性

が研究 され始め,特 に被覆材への浸炭を防ぐ目的で燃

料 の改良法の研究や被覆材の選択が検討 された。Naボ

ソ ド方式燃料 ピンでは,Na中 の不純物酸素に よって

ステソレス鋼への浸炭が促進されることが明らかにさ

れた。核分裂生成物 と被覆材 との相互作用に関連 して,

ステンレス鋼 およびハステ ロイーX合 金の ヨウ素 によ

る高温腐食現象が調べ られた。

4.照 射挙動の研究

1970年 ごろか ら,UC,UC2の 低照射実験が行われ,

焼鈍試料 の電気抵抗,格 子定数および核分裂生成 ガス

放 出測定によって照射損傷の回復過程が調べ られ,同

系燃料の照射挙動の解明に大きく寄与 した。 またUC

中のBa,Moの 挙動解析やRu,Rh,Pd析 出物の同定の

ほか,固 体状核分裂生成物によるスエ リソグの評価 も

行われた。JMTRに よる照 射 実 験(～20,000MWD/

T)で は,UC,UCN,UN各 燃料の健 全性 が確 認され

た。最近では,単 結晶UCの 照射損傷,加 速 器に よる

燃料 のチャソネ リソグ現象やブリスタ リソグ現象の解

明が行われている。核分裂生成ガス放出挙動は,JRR

-3に 設置 された核分裂ガスルー一一一・プによる実験で詳細に

調べ られ,特 に低 温(1,000。C以 下)に おける擬反跳 と

ノックアウ ト放 出の重要性が指摘された。

5,今 後の展望

以上,炭 化物系燃料の研究経過を振 り返 ってみた 。こ

間,本 学会の中に「炭チヅ化系核燃料」研究専門委員の会

および「核燃料挙動」研究専門委員会が設け られ,関 係

機関の情報交換に役立て られたことは有意義であった。

さて,炭 化物系燃料を将来の高速炉の新型燃料 とし

て どのように位置づけるかの計画については,各 国ほ

ぼ出揃 った感がある。その意義,R&Dス ヶジュ'一一ル,

酸化物燃料 との切換え計 画などについては,ANSの

AdvancedLMFBRFuels会 議(1977年10月,ア リゾ

ナ)の論文集に詳 しくまとめ られている。安全性研究に

ついて長年月が費やされてきた酸化物燃料の場合 とは

異な り,炭 化物系燃料の研究はまだ日が浅い。研究開

発項 目は山積 している。特にプル トニウム取扱い設備

が動燃事業団と原研だけに局限され て い る事 実 は,

大学,民 間の支援と協力を 必要 とす る本分野の発展に

大きな障害 とな っている。また,最 近の大学における

原子力研究が核燃料物質離れの傾向にあることも,問

題を将来に残すものと考えている。

高温ガス炉用燃料

わが国における高温 ガス炉用燃料の開発研究は,古

くは原研における半均質炉計画(1958～1962年)に さか

のぼる。半均質炉燃料の特微は,UO2核 か ら反跳によ

り核分裂生成物をその外側の黒鉛母材中に放出させ,

再 処理 を 容 易 に させ ようとしたものである。 ところ

が,ほ ぼ同時期に進め られていた海外の高温ガス炉計

画では,こ れ とは逆に核分裂生成物のUO2核(あ るい

はUC2核)内 閉 じ込め方式が採用されてお り,そ のた

め被覆粒子燃料の研究がすでに始め られていた。その

情報が入手されてか ら,一 部の国内メー一カーが被覆 の

検討を進めてみたが,半 均質炉計画の中止に よりそれ

以上の進展は見 られなかった。1966年 ごろに改良ガス

炉燃料への適用を 目指 したUC燃 料・SIC被 覆 の研究

が小規模になされた程度である。

しか しその技術は,1969年 に原研において始まった

多 目的高温 ガス炉計画の主要課題 とされた被覆粒子燃

料 の開発に引き継がれた。被覆粒子燃料製造のため,

国 内 メーカーは ゾルーゲル法によるUO2核(直 径～

600μm)の 調製,そ れへの熱分解炭素 層および炭化 ケ

イ素層の被覆など,重 要技術の開発に努めてきた。一

方,原 研では燃料検査法の技術開発を進めてきた。こ

のような両者の協調により,数 年を経ず して国産被覆

粒子の性能は先進Dragon計 画でのそれに十分匹敵 し

うるレベルまで到達 した。現在,多 数の被覆粒子を黒
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鉛母材中に分散 して押 し固めた燃料 コソパク トの製造

と照射試験,同 コソパク トが黒鉛 スリーブ中に挿入さ

れた燃料棒の高温高圧炉内ループ(JMTRのOGL-1ガ

スループ)に よる照射 試 験 等が展開 されてお り,多 目

的炉用燃料および燃料要素の健全性評価に有用なデー

タが多数得 られつつある。その他,被 覆粒子中におけ

る燃料核の移動現象(ア メーバ効果)の解明,燃 料 の 高

温性能向上を図るZrC層 被覆の研究,高 照 射下 でも安

定な黒鉛材料の開発など,わ が国における高温ガス炉

用燃料研究の進展には 目覚 ましいものがある。

なお,実 用高温 ガス炉で使用される可能性の高い ト

リウム燃料について,原 研では1974年 より研究開発に

取 り組み,す でに ゾルーゲル法 による トリウム燃料核

の製造 プロセスを確立 している。また燃料核へのBIS

O被 覆も試み られている。

高温 ガス炉 とくに多 目的炉では,従 来の原子炉 より

高い温度領域の耐高温燃料が必要になるので,そ の研

究開発には周到な計画に基づ く精力的な努力が必要で

ある。(原 研・下川純一)

炉 心 材 料

金 属 材 料

炉心材料は原子炉材料の中で最も過酷な条件下で使

用されるものであ り,そ の性能の良否により原子炉の

運転,稼 動が大きく左右 される。そのため,材 料 性 能

に関し一般の工業材料 では見 られないような多 くの厳

しい要求がなされている。実用 されている炉心金属材

料 の種類,内 容は極めて 応範 囲で多岐にわたっている

か ら,そ れ らの個々について述べ ることを避け,以 下

では,そ れ らの中で最 も重要 と考え られる軽水炉およ

び高速増殖炉の燃料被覆管,チ ャソネルポ ヅクスを 代

表例 として とり上げ,こ こ20年間の推移 と得 られた成

果および今後の展望を概括的に述べる。

1.ジ ルカロイ燃料被覆管

(1)初 期の研究開発

わが国における原子力用 ジル コニウムの研究は1953

～54年 ごろに始まる資料調査活動に端を発 し,引 き続

き米国で試作された 地金,小 イソゴットを輸入 してそ

の加工性を主 とする検討がなされた。1957年 か らは学

振を中心 とした研究活動が,国 内で加工 したジルコニ

ウム試料を用いて多数の機関の参加により鋭意進めら

れ,そ の後のジルコニウム研究開発の礎 となった。

ジル コニウム地金(ス ポソジ・ジルコニウム)の技術開

発は比較的早期に行われ,1956年 にはジルコソサソド

か らスポンジまでの一貫プラソ トが稼動開始 し,工957

～58年 にかけてU .S,AEC向 けに多量の高品質 スポソ

ジが輸出された。その後 プロセスの改良もなされたが,

スポソジ製造技術はほぼこの時期に確立した といえる。

この初期の段階では原子力研究補助金に よるジルコ

ニウム,ジルカロイの研究が多 く実施された。例えぽ,

理化学研究所による添加元素の影響や 日本溶接協会に

よる溶接条件の研究などがある。前者は1960年 の「第1

回原子力研究総合発表会」で発表 された。

1957年 ごろ よりジルカロイの融解,加 工の研究 が始

め られ,消 耗電極式二重 アーク融解法の採用や熱間お

よび冷間加工における加工条件の検討がなされた。

ジルコニウム分析に関 しても同 じく1957年 に研究会

が発足 し,機 器分析の活用,標 準試料の設定など分析

方法の開発促進に貢献 した。

(2)被 覆管の工業化 と実用化

被覆管の工業化研究は国内2社 で1959年 ごろより始

め られた。この被覆管製造技術の推移は大 きく4段 階

に分け られ,1960年 以 降の抽伸 仕上げによる試作時

代,1968年 か らの圧延仕上げによる工業化時代,1970

年か ら数年間の実炉用量産化時代,そ して今日の本格

量産時代に至っている。

初期の抽伸仕上げの製品は,原研JPDRテ ス トアセソ

ブリーに採用され,当 時のASTM規 格を満足するも

のであったが,炉 内燃料挙動の解明につれ 延 性,水 素

化物析出方位,結 晶粒度,集合組織などの要求仕様が よ

り厳 しくな り,こ れ らの性能の改良研究が数多 く実施

された。結局,含 有酸素量を若干高めに狙い圧延法に

よる高加工度仕上げの後,ひ ずみ とり焼鈍する方式が

適切であることが判明した。そこで1967～68年 には国

内各社は精密圧延機を導入設置して製品性能の向上 と

安定化に努めた。 これによるジルカロイ被覆管製品は

JMTR,ハ ルデソ炉,サ クス トソ炉などの多 くの照射プ

ロジェク トに採用 され,実 績の積み上げが図 られた。

ユ970～72年 には海外での実用炉での使用実績を得るた

め比較的多量の被覆管が輸出された。また,同 時期に

原研JPDR-1炉 心用の被覆管全量 が国産 化 され,引

き続き敦賀発電所取替燃料用被覆管も製作 されるに至

り,量 産化の時代に入った。それ以降は「ふげん」初装

荷用被覆管の完全国産化を初め商業炉用被覆管の国産
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化も軌道に乗 り現在に至 っている。

ジルカロィ被覆管の製造 および検査に関する個々の

技術にはわが国独自のものも多 く,こ れ らの基盤の上

に立った国産被覆管は今日では外国品を十分凌駕する

高品質 となっている。

(3)検 査および評価試験

検査法標準化のため1960年 検査専門委員会(原 子燃

料公社主宰)が発足 し,燃 料 被覆 管についても諸検査

法が詳細に検討 された。この結果は1964年 「燃料要素

およびその構成部材の標準 試験 法」としてまとめ られ

たが,こ れはその後 のわが国の検査技術の確立に大 き

く貢献 した。

検査法に関する研究開発 も種 々の成 果 を挙 げ てい

る。その1例 として内径測定をとりあげ て み る と,

1962年 ごろは管端部のマイクロメータ測定のみによっ

ていたが,そ の後空気マイクロメータによる全長測定

がとり入れ られ,さ らに電気マイクロメータの導入が

実施された。現在では超音波パルス方式に移行 してお

り,精 度お よび検査速度が格段に向上 している。

1964年 発足 した原子力安全研究協会燃料安全専門委

員会では,ジ ルカロイ被覆管の使用の際の諸性能の共

同研究が毎年継続 して実施 されてお り,耐 圧 性,水 素

吸収と水素化物,パ ース ト特性,照 射挙動,変 形 挙動 な

ど極めて広範囲のテーマに及んでいる。この成果は内

外の学会などで発表 され,世 界的にも注 目されている。

2,チ ャン ネ ル ボ ック ス

国内におけるBWR用 ジルカロイ・チャンネルボック

スの初期開発は1959年 ごろより始め られたが,本 格的

な技術開発は1967年 か らであった。長 さ方向における

振れや曲 り等の精度が厳 しく,こ れを満足させるべ く

国産技術が研究開発 された。その中でも電子 ビーム溶

接法,特 殊寸法矯正法は海外にも類を見ない独 自のも

のである。

1971年 には原研JPDR-ff用 の全量国産化,1972年

の敦賀発電所への試用など着実に進行した。これ らは

現在まで数サ イクルの使用にもなん ら異常なく十分な

品質水準を示 している。その後,多 量生産体制 も確立

し,国 内商業炉に数多 くの納入実績を挙げている。

3.ス テンレス鋼被覆管

初期には軽水炉用 としてSUS304被 覆管 も研究 さ

れ,1971～72年 には原子力船用として納入された実績

がある。

高速増殖炉用 ステソレス鋼被覆管の初期の研究開発

は1966年 ごろより始め られたが,本 格的試作は動燃事

業団のSUS316被 覆管試作計画に基づき1968年 ごろか

ら開始された。SUS316ス テンレス鋼管は一般工業材

料 と して広 く使用されてお り,そ の製造技術も一応確

立 されているとみなされ るが,高 速炉用被覆管の場合

には,そ れに加えて新たに種 々の研究開発を必要 とす

る。

スエ リソグと高温 クリープ の観点か ら鋼質清浄度,

微量成分,焼 鈍条件,結 晶粒度,仕 上加工度の適切 な 選

定が,ま た厳 しい寸法精度,健 全性が要 求 されるため

特殊な 加工方法,検 査方法が 必要で,こ れ らに対 し動

燃事業団を中心として国内の関係各社,各 機 関で 多 く

の研究開発が実施されてきている。照射に伴 う挙動の

解明も重要で,DFR(英)や ラプソデ ィ炉(仏)な ど海外

の高速炉を利用した中性子照射試験や,加 速器を用い

たイオソ照射試験が長年続け られている。

高速炉用被覆管は当初 より国産品使用が基本方針で

あ り,1972年 には「常陽」マーク1初 装荷用被覆管の全

量が国内2社 より納入され,現 在 も同マーク 皿用被覆

管の製造が進め られている。さらに「もん じゅ」用被覆

管の諸試作 も,長 期にわた り前記の研究成果を反映さ

せつつ進行中である。

4.今 後 の 展 望

最近のジルカロイの研究開発は出力上昇時やLOCA

事故 の際の挙動に焦点が置かれている。前者はペレヅ

トと被覆管の化学的あるいは力学的相互作用に関す る

ものであ り,被 覆管内面に金属薄層をライニソグした

パ リア管の開発が急がれている。また,後者については

高温における酸化現象の解明に重きが置かれている。

その他,よ り高い使用温度での耐食性改善 のためニオ

ピウム添加合金の特性が検討 されている。このような

若干の小改良は予想されるが,基 本的にはここ当分ジ

ルカロイの使用が継続されることは明白であ り,多 量

化に伴 う品質および経済性の面での 向上 を期 待 した

い。

高速増殖炉の炉心構造 材料 としては,今 後316ス テ

ンレス鋼の改良や高 ニッケルのFe-Ni-Cr系 合金の開

発が本格的に進め られ ようとしている。実用化のため

には,照 射特性,高 温強度,Na耐 食性,溶 接や 製管 を

含めた 製造技術および検査技術などを,諸 特 性,諸 技

術間のバ ラソスをと りなが ら総合的に研究開発 しなけ

れぽな らない。動燃事業団を中核 としつつ各国立研究

所,大 学,民 間会社等が これを支 援 し,ま た独 自の寄

与をな しつつも全体 として整合的な成果をあげ得るよ
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うな,一 本化された研究開発体制の整備充実に努める

必要がある。

(住友金属工業㈱・小西隆男,金 材技研・白石春樹)

非 金 属 材 料

炉心(近 傍を含む)で 用い られる非 金属 材 料には,C,

BeO,MgO,A1203,Li20,SiC,B4C,Eu203な どの希土類

酸化物,sio2ガ ラス,Al203-sio2系 繊維などがあ り,そ

れぞれ各種の特徴をもっている。 これ らは耐熱性に優

れたものが多 く,原 子炉の高温化が求め られる際に重

要視 されることは核燃料 ミー トの例か らも明らかであ

る。 したが って,ま だ燃料以外で実用 されているもの

は少ないが,今 後,作 動温度を高めようとすれぽ漸次

重要性が増 し各部分に使われよう。

1.原 子炉用黒鉛

1954年 ごろか ら主な黒 鉛 電極 メー一カーに おい て,

GCR用 を 目指 して個々に研究が開始され,55年 には

炭素協会に特殊炭素専門部会ができて各界との協力態

勢が整い,55年 に原子力平和利用試験研究費がつけ ら

れて,57年 には早 くも外国品にほぼ匹敵す るものを製

造 し得るに至った。すなわち,嵩 比 重が約1.7以 上 と

高いものが粒度調整 とピッチ等含侵処理により達成さ

れ,さ らにホウ素や希土類元素の含有率を0.5ppm以

下 とした高純度品がCCI2F,(フ レオソ)な どによる高温

抽出処理技術に よって得 られた。0.1ppm以 下 の微量

ホウ素の分析方法が必要 とな り,ク ル クミソ発色吸光

光度法その他が研究 され,1962年 にはJISも 制定され

た。

最初に遭遇した困難は,炉 内放射線の重照射に耐え

得 ることをいかに実証す るかで,当 時国内ではこれが

できなかった。結局,東 海1号 炉で国産品は使用され

ず,そ れは今日まで及び,そ れ以来主力メーカーの原子

炉用黒鉛開発への熱意が冷却 していくこととなった。

その後,ガ ス炉は英国 のAGRを 経てHe冷 却 に変 わ

り,出 口温度750。Cあ るい はそ れ 以上 のHTGRや

VHTRへ と推移 し,わ が国の目標は後者へ と飛躍 して

いった。

黒鉛材の速中性子照射効果は約550。C以 上で徐 々に

変化 し,照 射焼結による緻密化 とスエ リソグ膨脹 とが

一般に増大 しやすい。さ らに酸化,温 度変動や地 震 に

伴 う衝撃的反応な どに耐える性質なども要求される。

これに対 しては,十 分密度が高 く微小であ りなが ら結

晶度の高い結晶子が乱方位に集合 し等方性で高強度の

ものが好ましいことが海外の研究で明 らかにされた。

原研が1968年 から多目的高温 ガス炉の研究を開始 し,

またHTGRの 導入も考えられるに及んで,学 振第117

委員会などが中心 とな りそれに協力して基礎科学的な

研究や外国品の性質の測定が進められた。そ して ピッ

チの炭化過程におけるメソフェーズの成長合体を制御

し,粉 砕,成形および焼成技術の研究を 集積 すること

によって,最 近かな り目標に近い,し か も十分大型の

黒鉛材が国内メーカーにより開発された。さらに,そ

の非破壊検査方法も原研やメーカーの協力も得て筆者

の研究室で進展 しおおむね可能となった。まだ欠点な

しとはいえないが,少 なくとも現時点で世界の一流品

に比 し優 るとも劣 らないものが得 られつつあるか ら,

GCRの 時の轍を踏まぬように官民協力 して,炉 内挙動

の確証に努力し自主技術の成熟完成を期 したいもので

ある。これはやがて,MSBRや 核融合炉などの一層高

度の要求をも充たし得る材料の開発へとつながってゆ

くと思われ る。

2.BeO,MgO,A1203な ど

BeOは1955年 ごろ高純度化の研究が民間会社で始ま

り,焼 結方法や諸性質の測定が なされ た。昭 和40年

(1965)代 に近づ き公社や大学で,さ らに無機材研でも

詳 しい研究が始ま り,世 界のレベルに達 した ように思

われた。 しか し照射安定性がいま一歩不足 し,毒 性に

よる公害が心配され,か つ高価なため実用化は進展 し

ていない。MgOやA1203は 他分野で科学的技術的研

究がよく進み問題はないようである。

3.B4CとEu203な ど

FBRの 制御用 として重要 視され,1973年 にソ連で

専門家会議が開かれたが,そ の前後か ら研究が盛んに

なった。フェル ミ炉のB4Cが 入手され,そ れを研究す

る小組織ができ1976年 に成果がまとまった。動 燃 は

海外照射を進め,デ ータを集めて国内での研究の中心

とな り,大学や メーカーが これに協 力 している。B/C,

カサ密度,粒径 その他に よってHe放 出や スエ リソグ

が変化するが,研 究者間でデータの不一致が残 り今後

一層の研究が望まれる。また1。B核 の反 応 消耗 は速

く寿命は短いか ら,一 方でEu203を 主体 とす る長寿命

制御棒が望まれている。 これは1973年 ごろか ら動燃 と

協力して東工大で研究が進んでお りなかなか有望であ

る。将来は照射に よる熱伝導性の低下をいかに して防

ぐかが問題になると考え られ る。

4.β 一sicと高温断熱材

β一SiCに よる炉内温度モニタが1971年 ごろか ら東工

大で研究 され一応実用化 された。高温断熱材 としては

SiO2ガ ラスブロック とA12-SiO2系 繊維ブラソケット

(36)



VoI.21,No.1(1979) わが国原子力研究の20年 37

が1973年 か ら原子力製鉄研究組合で詳 しく研究 され,

1,000。Cで 長時間使える見 通 しが得 られた。さらに高

温で使用できるものとして,Si3N4質 など有 望と思わ

れるものがあり,研 究が望ましい。

(東工大・鈴木弘茂)

構 造 材 料

最近の10年 を中心 として,こ の20年 間のわが国にお

ける軽水炉,高 速炉および高温ガス炉に使用され る構

造材料に関する研究の概要 と将来の展望について以下

に述べる。

軽 水 炉 用 材 料

1.原 子炉圧力容器用鋼材

この20年 間,わ が国の原子力プラン トは大容量化の

一途をたどり使用鋼材の超厚肉化や大型化が著 しく,

破壊靱性や均質性の向上,よ り小 さい照射脆化 感受 性

等のニーズが強 く各分野で種々の研究 が 行わ れ て き

た。原子炉圧力容器用鋼材としては,わ が国にあって

は鋼板では初期を除きASMESA533BCI.1鋼 が,ま

た鍛鋼品ではSA508C1.2鋼 また はC1.3鋼 がそれぞ

れ用い られてきている。

米国では1967年 以来,軽 水炉圧力容器の健全性を実

証するためHSST(超 厚鋼技術)プ ログラムが実施され

てきたが,そ の成果はASMEの 破壊靱性基 準等に反

映されてお り,そ の果 した役割は誠に大きい。これに

対 しわが国では,米 国に比べて小規模なが ら日本溶接

協会で共同研究が行われたほかは,大 学・研究所・機器

お よび材料 メーカーで次のような研究 開発 が実 施 さ

れてきた。すなわち,鋼 材の製造技術面では,真 空脱

ガス法に よる非金属介在物・ガスの低減,大 型鋼材の造

塊法や脱水素処理法等,ま た鋼材の加工技術面では,

成形加工 した 超厚鋼板の水焼入れ技術,超 厚材や ステ

ンレス鋼肉盛等の各種溶接方法,溶 接部の非破壊検査

法,再 熱割れ防止法等,さ らに鋼材の品質面では,化 学

成分・熱処理と強度・靱性との関係,超厚鋼材の均質性,

破壊靱性,照 射脆化,疲 れ亀裂成長等,が それに当 りい

ずれ も大きな成果を挙げている。

わが国の軽水炉においては,当 初よ りほぼ全面的に

国産鋼材が使用されてきているが,上 記のような研究

成果をベースに鋼板,鍛鋼品,鋳 鋼品な らびにそれ らの

溶接継手を含めた原子炉圧力容器用鋼材の品質の向上

は誠にめざましいものがある。

ASMEで は原子炉圧力容器 用 鋼材 として,上 記鋼

材以外に強度の高いSA542C1.1鋼 やSA543BCIt1鋼

の適用を認定 してお り,わ が国でもこの種鋼材の破壊

靱性,溶 接性等の研究が 行われてきた。 しか し前者 で

は水素脆性,後 者では継手性能 等の問 題 が残 されて

お り,U.S.NRCの 原子炉大型化規制や保守主義等か

ら,当 分の間はこの種高強度鋼の実用化はないもの と

予測される。

原子炉圧力容器用鋼材の照射脆 化については,Cu,

P等 の不純物元素の影響,焼 なまし効果,破 壊靱性等が

米国を中心 として研究 され,関 連基準に適用 されるに

至っている。わ が 国 では1963～65年 におけるBR-2

を用いた鉄鋼の照射試験研究合同委員会や1970～71年

におけるJMTR利 用委員会で各種 鋼 材の照射脆化研

究が行われたが,そ れ以降は必ず しも体系的な研究は

実施されてお らず,国 産の鋼材・溶接 継 手 を対象 とし

た照射脆化データの整備が望まれ る。

2.蒸 気発生器用材料

蒸気発生器用材料 としては 胴,管 板,水 室,伝 熱管 が

あるが,前3者 については特に技術的問題は少ないの

で,こ こでは伝熱管について述べる。

ここ数年来,米 国やわが国で運転中のPWRで は蒸

気発生器伝熱 管(lnconel600)に 減肉,応 力腐 食割れ,

デソテ ィソグ等による故障が生 じ,種 々の対策研究が

行われてきた。わが国では幸いにもデソテ ィソグは生

じていないが,こ れは2次 系の水処理や復水器の管理

技術が優れているためと見 られている。減肉や応力腐

食割れの対策 としては,2次 側の水処理におけるリン

酸塩処理か らAVT(AIIVolatileTreatment)へ の切換

え,復 水脱塩装置の設置,全 厚拡管の採用,管 支 持板 の

設計変更,応 力腐食割れ 抵抗のより優れた材質への切

換 え(lnconel600管 に特殊熱処理を施工)等 が挙げ ら

れ,そ れぞれ広範な研究 の裏付けが行われてお り,問

題点解決の見通 しは明るい。

わが国では,発 電用熱機関協会において蒸気発生器

の信頼性実証試験が1975年 か ら5ヵ 年計画で行われて

お り,伝 熱管の腐食現象の定量的確認のための腐食シ

ミュレーション試験,腐 食に及ぼす熱流動特性確認の

ための大型熱流動試験,仮 想事故 状態 における安全性

確認のための伝熱管破断試験が進行中であ り,そ の成

果が期待され る。

3.配 管 材 料

配管材料 の中で最も重 要な ものは,PWRで は1次

(37)
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冷却水配管(主 として316ス テソレス鋼),BWRで は

再循環系配管(主 として304ス テソレス鋼)で あるが,

ここでは後者の応力腐食割れ問題について述べる。

米国やわが国で運転中のBWRで はここ数年来配管

系に応力腐食割れが発生 し種 々の対策研究が行われて

きた。すなわち,材 料面では304ス テソレス鋼か ら炭

素鋼または316L,347Lス テソレス鋼への切換え,応 力

面では溶接後溶体化処理や管内面水冷溶接法,高 周 波

加熱による応力分布改善法 の採用,環 境面では起動時

の脱気等が挙げ られる。

わが国では原子力工学試験セソターにおいて,溶 接

部等熱影響部信頼性実証試験が1977年 か ら5ヵ 年計画

で実施されている。本研究 はBWR配 管系の応力腐食

割れ発生原因の確認,対 策方法の有効性,割 れが成長 し

た場合の安全の確認を行 うことを目的 としてお り・そ

の成果が期待される。

4.格 納容器用鋼板

格納容器用 鋼板 としては主 としてASMESA516

Gr.70(JISSGV49)が 使用されてきた。格納容器は外

壁が大気にさらされ るため事故時の不安定破壊が重要

とされ,1972～73年 に日本溶接協会において脆性破壊

の発生特性,伝 播停止特 性 等 が研 究 された。

最近わが国では大型化 対 策 と して,PWRで はSA

543BCI。1鋼 の適用性やSGV49鋼 に対 し溶接後熱処

翫 しで許容最大板厚を38㎜ か ら45mmtlこ 上げるた

めの研究,BWRで はSPV50鋼(降 伏点>50kg/mm2)

の適用性の研究が機器・材料 メーカーで行 わ れた。い

ずれも鋼板および溶接継手に対する各 種破 壊 靱 性試

験,溶 接性試験 より成る大規模研究 であ り・ これ らの

認定は発電用熱機関協会でなされた。以上の成果を踏

まえて,PWRで は45㎜ 厚 のSGV49鋼,BWRで は

SPV50鋼 がいずれも近 く実用される予定である。

高 速 炉 用 材 料

わが国における高速 炉用材料の研究は主 として「常

陽」や「もんじゅ」を対象 としてなされてきた。材料 技

術上の問題 としては高温強度,耐 食性,照射損傷等があ

るが,こ こでは鋼材とNaの 共存性について述べる。

鋼材 とNaの 共存性については解明すべき問題が多

く,わ が国でも1970年 ごろか ら動 燃 を初め機器・材料

メーカーにおいてNaル ープ等による研究が行われて

きた。すなわち,Na中 における腐食・質量移行,そ れ

に伴 う強度 ・靱性の変化挙動,Na中 における自己融着・

腐耗,Na一水反応による損 耗 等 がそれであり,Na環 境

として温度,Na中 の酸素濃度,Na流 速,Na流 量,運 転

時間等の影響が調べ られてきた。

以上のうち,2次Na系 ではオーステナイ トステン

レス鋼 と2履Cr-1Mo鋼 のパイメタ リックループで構i

成 されるため,前 者では浸炭が,後 者では脱炭がそれ

ぞれ生 じやす く,材 料表面における炭素移行やそれに

伴 う機械的性質の変化挙動が研究されてきた。特に蒸

気発生器伝熱管の候補 材である2Y4Cr-IMo鋼 につい

ては,炭 化物安定化元素の添加や熱処理の影響等の研

究がなされた。

今後 の研究課題 としては,Na環 箋 下におけるクリ

ープ・低サイクル疲れや 自己融着・磨耗 データの整備,

Naの 異常環境効果の把握等が挙げ られよう。

高温ガス炉用材料

1970年 か ら原研において多 目的高温 ガス実験炉の建

設が計画され研究開発が行われてきたが,一 方,工 技

院においても1973年 か ら大型 プロジェク ト「直接還元

ガス利用に よる直接製鉄の研究開発」を発足 させ,こ

れを受けた原子力製鉄技術研究組合でも超耐熱合金の

開発研究等が行われてきた。特 にHe雰 囲気中,1,000
。C

,105h,ク リ・一プ破断強さ1kg/Mm2以 上を有する合

金の開発がキーポイントとなっている。

学振高温 ガス炉耐熱材料研究委員会では1972～73年

に上記候補合金について調査研究が行われたが,そ の

後上記研究組合参加の材料メーカーより候補合金の提

案がなされ,そ れ らを対象に原研や金材技研を中心に

He雰 囲気中の腐食や クリープ破断特性等が研究 され

てきた。

現在 までHe雰 囲気中の腐食挙動は微量に存在する

H2,CO,CO2,CH4等 の量とその比率,合 金構成 元素 の

種類 とその含有量等に よって影響され,ま たHe雰 囲

気下のクリープ破断特 性 は腐食 挙 動 と関連す る等,

He環 境効果はかな りのことが明 らかにされてきたが,

現象は複雑であ り,今 後設計に必要な使用環境下の高

温特性データの一層の整備が望まれる。

(三菱重工・薄田 寛)

核 融 合 材 料

わが国における研究開発は1963年 に研究テーマとし
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て一部研究機関で認められ,そ の後急速に進んでいる

が,分 裂炉材料の研究開発 と一緒に行われている現状

にある。融合炉材料は分裂炉材料の研究開発と密接な

関係にあ り,分 裂炉材料の成功な くしては成 り立たな

いであろ う。 しかも分裂炉材料の延長線上で解決でき

るものでな く,本 質的に未知領域も多 く含んだ新 しい

研究開発が要求される。最近核融合炉の概念が明確に

なるにつれて材料に要求される諸特性 も明 らか にな

り,材 料の研究開発の方向付けができるようになって

きた。この背景 のもとに学会,講 演会,研 究会,専 門委

員会などが活発に開かれるようにな り研究開発の第一

歩を歩み出している。例えぽ本学会の核融合材料W.

G.,「強力中性子源」研究専門委員会,京 大炉核 融 合炉

材料専門研究会,金属学会の高融・金属材料基礎研究会

お よび学振122委 員会核融合材料小委員会などがある。

主 として基礎的研究の役割をもつ大学関係では,文

部省特定研究「核融合工学」により,材 料の重照射効果

お よび水素との相互作用の研究が進められている。

また一般研究は,大学を中心にした電子線,イ ォソお

よび中性子照射による照射損傷,プ ラズマー壁面相互作

用の素過程,ブ リスタお よび スパ ッタリソグな どの表

面現象,両 立性,低 原子番号材料の表面被 覆 な どが あ

る。そのほか材料中の トリチウム透過,水 素脆性,SiC,

SiNの 照射特性もある。科学技術庁,通 産省関係では原

子力委 員 会 策定の「核融合研究開発基本計画」に基づ

き,主 として工学的 研究開発に 原研,金 材技 研,名 工

試,理 研な どが 従事 している。民間企業も原子力平和

利用研究委託費を受けて研究開発に参加 している。ま

ず原研では,広 範囲の分裂炉材料の研究活動 と同時に

核融合の中核研究機関として 目標を絞 った研究開発を

進めている。例えば,JT-60真 空容器材料の選択試験,

スパ ッタお よびブ リスタリソグ,核データの整備,電 子

線,イ オンおよび中性子による照射挙動,Mo合 金の脆

性改良,高 温融体材料の物性,Li20材 料の物性 および

照射特性などがある。金材技研では,新 材料開発の総

合的な研究機関としてMoな どの高融点金属を中心に

ブリスタリング,He脆 性,高 温機械的性質,Sic,SiNの

被覆技術,溶 接などの研究が 行われている。 また,Mo

の溶接につき原研 との共同研究 も進んでいる。名工試

ではC,Sicの スパ ッタおよび ブリスタリソグ,理 研で

は真空壁面現象および原研,金 材技研 との加速 器 に よ

るHe照 射効果の共同研究がある。民間ではステンレ

ス鋼,ニ ッケル基合金の工業的技術は確立されてお り,

分裂炉材料 として高い水準にある。 しか し,高 融点金

属ではいまだ大型構造物素材の製作経験がな く,今 後

の大 きな発展が望 まれる。

核融合炉材料の研究開発の基本的な考え方は,(1)材

料の重照射,(2)大型構造物 の製作,(3)新材料の開発,な

どの3分 野に分け られる。この基本方針は今後10～15

年の間,主 に実験炉をめざしてステソレス鋼,耐 熱 ニ

ッケル基合金の照射挙動,ク リープお よび疲労,大型構

造物の確証試験を行 う長期計画 と,原 型炉以降をめざ

す 高融点 金属(Moな ど)の 試作,確 性試 験な どを行 う

長期計画とがあ り,両 者は若干の時間的ズレはあるに

せよ一緒に進める必要がある。

一方 ,わが国の研究開発を外国 と比較すると,(1)研究

開発が遅れているので加速すること,(2)研 究開発の組

織化を進め効率的,有機的に行 うこと,(3)研 究 開発 施

設の整備,拡 充を図ること,な ど至急解決 すべ き問 題

点がある。施設,機 器の面か らみると,短 期計画 で は

大型構造物確証試験機 の質量の拡充,長 期計画では新

合金開発用の試作開発機器装置,ま た両者においては

照射試験用施設とくに模擬試験に有効 な イオ ソ加 速

器,強 力中性子源の整備が重要 となろう。また研 究 人

口の面では,材 料人口の絶対量が少ない上に分裂炉材

料の研究開発 と重複 しているので,人 口増を図る必要

がある。研究開発を推進するため,組 織化された機能

を持ち各研究機関 と研究計画,実 行,成 果などにつき調

整できる頭脳 としての実行組織が大切であろ う。

国際協力については,現在 日米 間にはHF112照 射,

工NS計 画,新 合金 開発 計 画 な ど,日 独 間 にはプラズ

マー表面相互作用のTextor計 画な どが課題にのぼ って

お り,今 後ますます強力に進める必要があるとともに

giveandtakeの 協力のも とで,何 が 日本の役割かを

十分に考える必要があろ う。1978年7月 核融合材料分

科会報告書がまとめられているので,核 融合研究開発

の関係者は一読 していただきたいと思っている。

(原研・長崎隆吉)

ホ ッ ト ラ ボ

ホッ トラボが原研に初めて完成 したのが1961年9月

で,わ が国最初の本格的ホ ットラボで あ る。冶金,化

学 の2つ の部分か ら成 る規模 としては大型の施設であ

る。燃料,材 料などの照射影響の研究をするためには,

照射用の原子炉 と共に不可欠の施設であるが,ま ず炉

で照射が 目的通 りうまく行われなけれぽな らない。当
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時は照射についての規制上の問題や技術上の問題でな

かなか難 しく,照 射試料がホ ットラボまで来ず,燃 料

は海外炉で照射 したUO2試 料の試験を行なっていた。

材料試料は1962年2月 ごろJRR-2よ りホ ットラボへ

入ってきた と思 う。

このころ原電東海炉の燃料,材 料の モニタ リング計

画も具体化 して専用の施設を原研ホ ットラボに増設す

ることにな り,1964年12月 完成 し翌年 よ り本格的な実

用燃料の試験が始められた。これが最初の実用燃料の

試験になる。 この試験では,す でに数100体 の試験に

より,数 多 くのコールダーホール改良型燃料の貴重な

試験結果が得 られた。

高速炉用Pu系 燃料の研究のための照 射燃料試験室

(AGF)の 計画が1965年 ころよ り動燃で進め られ1970

年完成 した。これは最初の気密型のα一γセルよ り成る

ホッ トラボである。以後,一 連の高速炉用燃料材料の

照射後施設である照射材料試 験 室(MMF),集 合体用

の充実 した大型 α一γ施設の(FMF),な ど立派 な施 設

が動燃において完成 している。AGF,MMFで は海外

炉やJMTRで 照射 した試 料 の試験を行い,高 速炉用

燃料材料の多 くの試験結果を得ているが,近 く「常陽」

の集合体の本格的な 試 験もFMFで 行われ,こ れに伴

い3施 設での一連の流れに乗 った組織的な試験が行わ

れ,高 速炉の研究開発に活躍することになろ う。

大学や民間によるホッ トラボの整備も1965年 ころよ

り盛んにな り,研 究炉付属施設,大 学共同利 用施 設,

教室付属施設など比較的大規模のものか ら,小 量取扱

施設に至る数多 くのものが整備され,そ れぞれ特色あ

る燃料や材料の基礎的な研究 の成果をあげている。民

間では,三 菱重工㈱,日 本核燃料開発㈱などの施設 が

完成 してお り,実 用炉 との関連深い問題についての研

究成果があげ られている。

原研ではこの間,東 海研の各研究炉の照射 も順調に

な り,か えってホ ットラボ処理能力の不足が生ず る事

態となったが,JMTRホ ットラボの本格的運転開始 と

共にバラソスのとれた状態 となっている。

ホ ットラボの技術面では,初 期には経験 も な く海

外のものをまず参考にしていた。遠隔操作用の機器類

の整備 も不十分であ り,極 端にい うとマニプレータ1

つで何 もかもという状態であった。時間をかけて地道

に技術開発を行い,積 み上げによる解決を行 うべき性

格の分野であ り,こ れは全体として着実に行われてき

た と思 う。セルの内装機器類でも,通 常のものをいか

にして遠隔操作を行 うかに腐心 していた時代か ら,セ

ル専用のものを初めか ら設計 し,独 自のものを製作す

るようになってきた。いまや施設,内 装機器の問題 も

自力で解決 していくまでになった。 したがって,こ れ

らの中には世界水準以上の優秀な性能のものも数多 く

現われ,使 用 されている。それだけ技術者も周辺技術

も育 ってきたわけである。1979年 からは軽水炉の実用

燃料 の照射後試験が開始され る段階になった。これは

実物大の燃料の高精度で数多 くの試験結果を効率的に

得ると同時に,処 理する技術がホ ヅトラボ作業の上で

実証 されるものである。

今後,廃 棄物の処理,処 分,環境への影 響 な どの研

究,高 速炉用燃料の再処理 と廃棄物の処理 の研究など

のための新 しい分野の大型施設が続 々整備 される計画

で,ホ ットラボ施設の数も20を超えることにな り,ま

すます ホットラボ技術者の活躍が期待 されることにな

る。

一方 ,燃 料や材料の照射研究をホ ットラボ側か ら見

ると,試 料 の製作,キ ャプセルの製作,照 射,照 射 後試

験 と一連の流れに長時間を要 し,そ の上種 々の規制が

ますます厳 しくなる現状では,他 のそれに比べて決 し

て得な研究 とはいえない現状であ り,こ れ らが もっと

うまく進め られ,よ り多 くの実験が行われ,種 々の関

連分野で使用される貴重な結果を独 自に蓄積すること

ができるよい方法はないものか と思 う次第である。

(原研・松本徳太郎)

* * *

* * *
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3.化 学 ・化 学 工 学

炉 化 学

炉化学 の内容

炉化学は原子炉化学の略称であるが,本 学会の専門

分野分類では,核 化学・炉化 学 として分類 されること

が多い。炉化学の定義は確 としたものはなく,そ の名

を冠 した外国の成書も見当 らないが,筆 者は炉化学を

「原子炉(広 義には核反応装置)の 開発 に関連する化学

および化学工学」と定義 している。 したがって,そ の

内容には核化学(核 反応,放 射化分析,RI製 造,ホ ット

ア トム化学などを含む),ア クチノイ ド(または超 ウラ

ソ)の化学,同 位体分離,核 燃料・炉材料の化学(製 造,高

温挙動,照 射挙動な どを含む),炉 内放射線の化学,燃 料

サイクルの化学(ウ ラソ濃縮,再処理,廃 棄 物 処理など

を含む)な どが 含 まれ,本 「特集」の分類では,こ の化

学 ・化学工学部門のほ とん どすべてと,核 燃料 ・炉材料

のかな りの部分を含むことになる。

このように,炉 化学は一筆者の見解では一非常に広

範囲な学問領域であるので,そ の中に含 まれるそれぞ

れの分野について概観されることが望 ましく,事 実本

「特集」でもそのように企画されている。 したがって

本章では,本 「特集」分類では十分にカバーされていな

いと思われ る炉化学の分野 として,(1)核 化学に関連 し

た分野,(2)ア クチノイ ド(超ウラソ)の化学,(3)炉 内化

学反応について簡単に概観 し,さ らに炉化学一般の今

後 の展望についてふれる。

核化学に関連した分野

核化学関連分野 として,炉 化学の立場か ら関心のあ

る分野は,核 反 応データ,RI製 造,ホ ットア トム化学,

放射化分析などが挙げ られる。このうち核反応データ

については炉物理・炉工学の部門で,ま たRI製 造につ

いても化学 ・化学工学 部 門の後半で詳 しく述べ られて

いるので,こ こではふれない。

ホッ トア トム化学は,1934年 にL.SzilardとT.Cha1-

mersに よって最初に見出された核反 跳効 果 に端を発

しているが,こ の20年 間では,ホ ットア トム効果を利

用する数多 くのRI製 造法の開発などに係わる応用研

究 と,チ ャージスペ クトロメータなどを用いたホ ット

ア トムの挙動解析などの基礎的研究の発展が注 目され

る。今後 もさらに斬新なホ ヅトアトム効果を用いたRI

製造法の開発 と,さ らに詳細な各種のホッ トア トムの

挙動解析が進められるものと期待される。

放射化分析では,こ の20年 のかな り初期の時期にほ

ぼ分析技術としては確立され,そ の後は放射化分析法

の特徴を生か した種 々の応用分析法の発展が注 目され

る。放射化の手段 としては,原 子炉の熱中性子だけで

なく,高 速中性子の利用や加速器による放射化などの

発展がみ られた。今後は各種重イオソを用いるなど,

さらに新 しい手法を用いた各種の放射化分析法の開発

され ることが期待 される。

一般に,核 化学関連分野では,今 後は重 イオンを含

めて多様な各種核反応の研究の進展が期待され る。

アクチ ノイ ド(超ウラン)の 化学

アクチノイド元素は,20年 前の1958年 には102番 元

素(N。)の 発見をめ ぐって激 しい論争が行われていた。

しかし,そ の後 アクチノイ ドの最終元素103番(Lr)は

1961年 に見出され,さ らにその後104,105,106番 など

の元素の発見が報ぜ られ,ブ クチノイ ドか ら超 アクチ

ノイ ド元素へ製造研究の対象が移行 した。 この間,従

来米国のカ リフォル ニア大学のG.T.Seaborgら のほ

とんど独壇場の観のあった超 ウラソ元素 の研 究 に対

し,ソ 連のG.N。Fler。vら の研究がほぼ対等 もしくは

それ以上の水準にまで追いついた ことが注 目される。

ただ,わ が国のこの分野での遅れは決定的である。学

術会議がすでに数年前にその立ち遅れを強 く警告 し,

この研究のために最小限必要な設備の設置を勧告 した

が全 く実現 していない。

現在,世 界的にはさらに原子番号の高い超重元素の

製造が種々試み られている。

一方,主 としてアクチノイ ド元素について,そ の核

的および化学的性質がかな り明 らかになってきた。 こ
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れは米国を中心に行われた252Cfな ど超 キュ リウム元

素の大量生産計画によって,こ れ らの元素のマクロ量

が得 られるようになったことが大 きく寄与 している。

この結果,ア クチノイ ド元素の溶液化学的な性質はも

ちろん,固 体化学的な性質についてもかな り明らかな

知見が得 られるようになった。 これ らについてはさら

に活発な研究が展開されるもの と期待 されるが,わ が

国の寄与はほとんど期待できない現状である。超 ウラ

ソの研究は,わ が国にとって最 も遅れの大きい分野で

あ り,一 部の研究者の努力にもかかわ らず,20年 間全

くブラソクであった といっても過言ではないほどであ

る。今後,で きるだけ速やかな充足を期待 したい。

炉 内化 学 反応

炉内での化学反応 としては,原 子炉による化学生産

を 目的 とした放射線化学反応 と,炉 材料の両立性に関

係する諸反応とがある。前者はいわゆる化学原子炉に

よる化学生産であ り,米 国,西 ドイツお よびわ が 国 で

研究が展開されたが,期 待 された成果は挙げ得なか っ

た。 しか し,わ が国が展開 した数少ない組織的研究 と

して注 目される。

後者は,高 温高照射下での炉材料 の化 学 反応(腐 食

反応)で あ り,い くつかの炉型 において数多 く経 験さ

れてきた。動力炉開発の初期では,水 均質炉や液体金

属燃料炉などいわゆる流体燃料炉の開発が試み られた

が,こ れ らの計画はいずれ も材料の両立性の問題のた

め中止された。現在,動 力炉 として最 も広 く用い られ

ている軽水炉では,燃 料被覆管や冷却配管での腐食を

経験 している。 これ らの腐食現象は,炉材料の材質(加

工履歴も含めて)と環境条件(温 度,微 量成分濃度,照 射

量,応 力な ど)によって変化す る複雑 な現 象 で あ る。

実際には,そ れぞれの場合に適当な対策が講ぜ られた

が,炉 内化学反応については,そ の基礎的な研究の充

実が切実に期待され る。軽水炉はほぼ完全な導入技術

であ り,わ が国は材料 の腐食な どの トラブルに対応す

るための基礎データはほ とんど持たなか ったた め,そ

の対応に苦 しんだ。 しか しこれを契 機 として,材 料 の

自主的な研究の必要性が認識 されたのは喜ぶべきこと

である。特に今後の開発が予定されて い る高温 ガ ス

炉,高 速炉あるいは核融合炉については,さ らに高温,

高照射下での材料の反応に関する知見を得ることが必

要である。高温 ガス炉などでは,材 料の開発について

かな り積極的な姿勢が うかがえるが,よ り幅広い組織

的な研究が今後必要である。

炉化学の今後の展望

ここで概観 したのは,筆 者の定義す る炉化学のごく

一部に過ぎないが,わ が国の炉化学20年 の歩みは必ず

しも満足すべきものではない。 もちろん一部の研究所

や大学において特色のある研究成果は挙げ られている

が,わ が国でのこの分野の組織的な研究はウラソ濃縮

など一部の分野を除いては甚だ弱体 であ り,原子力 技

術への寄与は極めて小さいように見える。 これはわが

国の原子力開発が導入技術に主として頼ってきたこと

と無縁ではない。 しか し将来は,わ が国のエネルギー

の自立のためにも導入技術だけに頼ることは難 しく,

自主技術による開発が必要になるもの と思われる。 自

主的な開発では,化 学的な問題が最も解決の困難な問

題であることは20年 の原子力の開発の歴史の教えると

ころである。すなわち今後の原子炉開発は,炉 化学の

寄与如何によって決定 されるといって も過 言 ではな

い。高温ガス炉,高 速増殖炉 さらには核融合炉 まで の

今後の原子炉開発での多 くの問題に対応できる基礎 的

な研究の充実を特に要望したい。(名 大・内藤奎爾)

放 射 線 化 学

化学 ・化学工学部門の一部をなす放射 線化 学はまた

放射線利用部門の一部をなしてお り,こ の放射線利用

は核エネルギーの熱利用(狭 い意味での原子力利用)と

並んで原子力の車の両輪 をな す はず のものである。

しか し放射線(お よびラジオアイ ソ トー プ)の 化学利

用,医 学・生物学利用等の研究については本 学 会以外

の場でとりあげ られることが多く,放 射線 化 学を「原

子力研究」に入れることについて疑問視す る向 きもあ

る。10年 前の「本誌」の"原子力研究ユ0年の歩み"に はと

りあげ られているが,そ の後も本学会での研究発表は

依然 として少ない。この点を考慮 して研究面 より実際

応用面に重点をおいて20(+ア ルファ)年 の動 きを追

ってみる。現在 までの期間を大まかに1950年 代,ユ960

年代お よび1970年 代の3期 に分けることがわが国放射

線化学の流れを見る上で便利であろ う。
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第1期

創生誕生の期であ り学協会 の時代 とい うこともでき

る。本学会創立以前の1955～61年 とす ることができよ

う。

放射線化学の研究は,放 射線源が身近に利用できる

戦後になってか ら先進国で本格的に行われるようにな

った。わが国でも1955年 放射線高分子研究懇談会(事

務局 東大・雨宮研究室)がつ くられ たが,同 年の第1

回 ジュネーブ会議ではまだわが国か らの研究発表はな

かった。

1956年,照 射装置第1号 として理化学研究所に設け

られた60Coは 僅か200Ciの ものであった。同年の第

1回 日本アイソトープ会議で放射線化学の3編 の発表

がなされた。海外からの情報の流入と国 内大 学・研究

所における研究の進展に刺激 され,産 業界の関心が高

ま り約80社 の協力で同年末(財)日 本放射線高分子研究

協会が設立 され,翌 年か ら翌 々年にかけて大阪お よび

東京の両研究所が開設され,1957年 茨城県東海村に設

け られた原研放射線応用部 と並んで活発な研究活動を

始めた。

放射線源をみると,1957年 三菱電機により放射線化学

用のパ ソデグラ■一一一・フ加速器第1号 がつ くられ,ま た翌

年には原研放射線応用部に画 期 的な10,000ciの60co

照射施設が完成 した。この1958年 には第1回 放射線化

学討論会が開かれ,ま た第2回 ジュネーブ会議でわが

国か らも3編 の放射線化学の論文が発表 された。

産業界の積極的な動 きに対応 して1958年 には原子力

産業会議に放射線化学部会がつ くられ,翌 年には原子

力委員会に放射線化学懇談会(翌1960年 専門部会)がつ

くられ,国 に対 して放射線化学の中央研究機構の設立

が強 く要望 され,こ れに基づいて国か ら原研に対 しそ

の準備が指示された(1961年)。

本学会はこの第1期 の後半の時期に創立された。

第2期

成長展開期であ りほぼ1962～71年 の間としてよかろ

う。高崎研の時代とい うこともあるいは許されるか も

しれない。

第1期 の5年 にわたる原子力産業会議および原子力

委員会放射線化学専門部会の検討要望が実を結び,19

63年 には中央研究機構としての高崎研究所が原研に設

け られ ることとなった(準 備室は1962年)。 産業界が先

に設立 した研究協会の東京研究所の研究員は逐次新研

究所に吸収 され,さ らに1967年 には残 っていた大阪研

究所 も原研に移管されて高崎研究所の組織下に入 り,

協会はその目的を達成 して11年 の歴史を閉 じることと

な った。

産業界の強い要望を反映 して高崎研究所は施設の増

強に努める と と もに(現 在 加速 器3十2(大 阪)基,
60coは 国内最大の800

,000ciを 所有),工 業 化のため

の研 究 として繊 維 のグラフ ト重 合,エ チレソの高 重

合,ト リオキサソの重合およびプラスチ ックの改質 の

4プ ロジェクトについて中間規模試験(の ち開発試験)

を進め,新 聞紙上等にもしぼ しば成果が報 じられるよ

うになった。試験研究にあたっては民 間企 業 か ら多

数の研究員を迎え入れ,ま た研究所の運営に関 して産

業界・学界を代表する学識経 験者の意見をきく運営委

員会をもち,中 央研究機構 として機能することに努め

た。

1965年 には放射線化学会が発足 し,翌 年か ら学会誌

「放射線化学」の発刊を始めた。大学・原 研等 における

研究の成果はこれ ら内外の学会誌に積極的に発表され

始めた。

この間高崎研究所 とフラソス原子力庁 との研究協力

協定(1965年 締結,以 来両国交互で連絡委員会14回),

化学用原子炉等に 関する米国・ブルクヘブソ研究所 と

の協力協定(1967年),東 南アジアを対象 とするIAEA

主催の放射線化学 研 修 コースの開 設(1970年)等,国

際的にも注 目される動 きを した。現在 またRCA食 品

照射研修セソターの計画がある。

一方 ,企 業における放射線の工業利用のさきがけを

な したものは,1964年 の住友電工による電線絶縁材料

ポ リニチ レソ等の放射線架橋による改質であ り,こ れ

は次の第3期 にはその他の電線 メーカー11社 で も採

用 され,わ が国におけ る加速器利用の最大のものとな

っている。

放射線照射による発泡ポ リエチレソの製造研究が東

レ,積水化学工業等で1966年 完成 し3年 後には工場 生

産が始め られ,こ の技術は米国,ヨ ーロッパへ も輸 出

された。現在国内では放射線法1,化 学法2の 割合 で

生産が行われている。

食品を照射 して殺菌,殺 虫,発芽防止を して貯蔵流通

の改善に資する計画が,じ ゃがいも,玉ね ぎ,米,麦,ソ

ーセージ,か まぼこお よび ミカソの7品 目につ い て 国

内関連研究機関の分担のもとに原子力特定総合研究 と

して1969年 に始め られた。高崎研担当の照射技術につ

いては ミカンを除いて現在すべて完了 している。
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このような情勢を反映 して1968年 には放射線照射振

興協会が科学技術庁の許可を うけて高崎研究所構内に

ひ らかれ,照 射の試験 と普及の業務を始めた。さらに

民間の照射サービス事業第1号 として翌年には 日本ア

イソトープ照射協同組合(栃 木市,現 在60co360,000ci

所有)が発足 した。対象 としては先進国 同様に医療 器

具の殺菌が過半を占めている。

第3期

1971,72年 より現在に至 る時期であるが,そ の性 格

づけは難 しく,こ こでは仮 りにプロセシソグ拡大期 と

呼ぶ。

放射線 と物質との物理化学的反応の研究,放 射線に

よる水素製造・有機原料物質の合成の研 究等 の基礎研

究か ら,含 フッ素エラス トマーの開発,高 分子 半 透 膜

の開発,塗 料のキュアリソグ研究,水性 塗料 の開 発,低

温注形重合による有機 ガラスの開発,酵 素の固定 化 研

究,原 子炉 内化学反応の研究,等 の応 用研究 まで広範

な研究が進められている。

化学工業界では熱収 縮 性 プラスチックチューブ・シ

ー トの生産が1976年 日東電工で始め られたが,た だ米

国のように食品の包装,鋼 管の防食被 覆 等に莫大な量

が使われ る段階にはない。このほか前期に基礎固めさ

れたプロセスの普及拡大が進み,そ れに伴って加速器

の普及も著 しい。放射線源の増加(出 力)は石油危機当

時は別 として年率平均30%に 及んでお り盛況 といって

よい。

食品照射では1972年 に照射 じゃがいもの市販が認め

られたが,他 品目については健全性試験が完了 してい

ないとして許可になっていない。 じゃがいも専用の照

射施設 として北海道士 幌農 協は60co300,000ciに よ

り1973年 以来30,000ト ソ/年(3ヵ 月)を発芽防止処理

してお り,こ れは世界最大の規模である。

また,環 境保全にかかわ る研究 として排煙,排 水,ス

ラッジ等の照射処理研究が進め られている。高崎研究

所 と荏原製作所の行なった共同基礎研究に基づき,鉄

鋼業窒素酸化物防除技術研究組合は新 日鉄の若松焼結

工場において排煙3,000N㎡/hr(ア ソモニアを1%添

加)の1。5Mrad電 子線照射1ヵ 月連続運転試験を行い

NO。80%SO295%を 同時除去 し,稼 動率 も97%と

い う好結果を得た(1977～78年)。 ただ企業化の見通 し

をたてるためには,さ らにスケールアップした工業化

試験が必要であるとい う。

民間照射企業 の第2と してラジエ工業(高 崎市,現

在60co460,000ci所 有)が1973年 照射を始め,さ らに

現在 日本アイソトープ協会の1,500,000Ci医 療器具殺

菌専用施設の計画(滋 賀県信楽町)も進め られている。

ただ し,わ が国の医療器具殺菌の大部分にはまだエチ

レンオキサイ ドガスが用い られている。

中心的研究機関である高崎研究所ではこれ らの多面

的情勢をふまえて,1973年 には高分子材料 の研究開発

以外の研究 も積極的にとりあげることとし,そ れまで

続けてきたテーマの大幅な改廃を行い,ま た翌年か ら

定期的にテーマの中間評価を行なっている。さらに19

77年 には放射線利用技術の開発研究および核ニネルギ

ー生産 システムに寄与する研究を含めた広い分野につ

いて,長 期構想をまとめ2000年 に至 る新 路 線 を示 し

た。

また,従 来 の国際会議のほかに新たに,放 射線プロ

セシソグとして広 く問題をとらえその振興普及に資す

るための国際会議が 日米英仏の関連学協会の共催で19

76年 プエル トリコ,ユ978年 マイア ミシティーで開かれ

たが,第3回 を1980年 日本で開催する動 きがある。

展 望

全体 として拡大傾向にはあるが,か つて成長展開期

には金の卵を生む放射線化学 とまでいわれたものが,

ここ暫 く(と くにわが国で)経済的に在来法にとって代

わるだけの魅力あるプロセスの開発がな く,化 学工業

界の不振 と相 まって国内産業界の意欲関心は一部を除

き低調である。性急に工業化を志向す る よ りも この

際,原 点にかえって問題を見直 してゆ くことの必要性

を説 く人も多い。いずれの考え方をとるにせよ,将 来

の30年 史あるいは50年 史に「放射線化学」の項 目が生 き

残るか否かは関係者の今後の精進 努 力に かか って い

る。(原 子力環境整備セソター・石原健彦)

再 処 理

概 観

再処理の研究開発は,!956年 原 研・動燃(当 時原燃)

の設立 と同時に,こ れ らの機関で着手 された。再処理

の方法 として湿式法・乾式法の両方に関心 が 持たれ,
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化学および工学の両面から研究開発が行われてきた。

湿式法では,主 に溶媒抽出法に関心が持たれ,昭 和

30年(1955)代 中ごろまでは ウラソおよび トレーサ ー一量

の核分裂生成物を用い,各 種溶媒の抽出機構,分 配係

数,溶 媒損傷などの化学的研究が活発 に行われた。 し

か しなが ら,昭 和30年 代後半にはこれ ら研究者のほと

ん どの関心は,核 分裂生成物およびアクチ ノイ ドの放

射化学的研究に移 り,プ ロセス化学的な研究はかな り

限 られたものとなった。昭和40年(1965)代 に入ると原

研,そ の後動燃内に ミニ ミキサーセ トラを備えたPu

実験設備が整備され,原 研の再処理試験 計画の実施お

よび動燃再処理工場の建設計画を背景に,Purex法 ケ

ミカルフローシー トの設計・改良 に関する研 究が積極

的に行われ,こ れ らの計画実施に貢献 したほか,亜 硝

酸によるPu回 収 フローシー ト,Np回 収 フロー一シー ト

な ど,み るべき数多 くの成果が得 られている。

一方工学的研究の面では,1959年 か ら原研で再処理

試験計画と呼ぼれる最小工学規模(50kg/日)の 再処理

試験施設を設計・建設する計画が進められた。外 部状

勢の変化による計画の変更や ウラソ試験結果に よる大

幅な装置改造などを経て,1968年 にJRR-3使 用済み

燃料を用いてホッ ト試験に入 り,約600kgを 処理 して

約300gのPuが 回収された。これ らにより,わ が国に

おける再処理技術の基礎は固まったといえよう。 この

施設は,動 燃工場要員の教育訓練に供せ られた後1970

年に閉鎖され,こ の後原研での再処理研究は乾式法に

集中することにな り,湿 式法の研究は中止された。

昭和50年(1975)代 に入 り,動 燃では動力炉開発の一

環 として高速炉燃料の再処理技術の研究開発に本格的

に取 り組む ことにな り,「もんじゅ」の再処理が必要 と

なる昭和60年(1985)代 の初めごろまでに高速実験炉お

よび原型炉燃料の再処理が可能な施設を完成 させるこ

とを 目標に,関 連研究開発が積極的に行われるように

なった。この高速炉再処理技術の開発は国内自主技術

によることを目指 し,プ ロセスには技術達成度見通 し

の点か らPurex法 が選択された。研究施設 として,ヶ

ミカルフローシー トの開発 ・実証 試 験を行 うための高

レベル放射性物質研究 施設および機 器 ・システムの実

規模工学試験を行 うための工学試験棟の建設が予定さ

れてお り,昭 和50年(1975)代 中ごろには これ らの施設

を使った研究開発が開始される予定である。また,再

処理試験施設の設計 と並行 して現在,燃 料体の機械的

解体・せん断Na不 活性化,溶 解,清 澄化,抽 出,Pu還

元分離の各装置開発,ボ ロオキシデーショソ法,Iodox

法 の開発などが行われてお り,今 後は金属廃棄物減容

処理,溶 媒回収,遠 隔保守などの技術開発の実施 も計画

されている。

工業化の面では,国 内の再処理需要に対処す るため

に,動 燃で0.7ト ン/日の再処理工場を海外技術 の導入

により東海村に建設することにな り,1966年 にその詳

細設計が仏国サンゴバ ン社に発注 され1971年 着工,74

年完成,77年 か らホ ット試験が行われている。

このような技術開発のほかに,東 大で再処理主要機

器の最適制御法,抽 出工程の最適設計などの理 論 的研

究,遠 心抽出器の実験的研究が行われている。

乾式法については,と くにフッ化物揮発法に関心が

もたれ,1958年 か ら原研でこの化学的研究が開始され

た。昭和30年(1955)代 後半には,塩 化物揮発法の研究

も行われたがPuの 回収ができないことか ら間 もな く

中止された。昭和30年 代後半か ら40年代前半にかけて

は,世 界的にフッ化物揮発法への関心が高ま り,原 研

でこの工学面か らの研究にも着手されたが,プ ロセス

の安定性・信頼性の面での不 安が大きいことか ら,昭

和50年 代初めには,こ の工学的研究は中止 された。こ

の時期京大でもTh燃 料を対象 としたフッ化物 揮発法

の研究が行われた。現在のところ,乾 式法の研究対象

は主に,酸 化揮発による使用済み燃料中か らの トリチ

ウム除去,再 処理 回収U・Puの 製 品転 換(UO2,UF,,

PuO2,UO,-PuO2な ど),多 目的高温 ガス炉 燃 料 の前

処理に向け られている。

このように過去20年 を振 り返ってみると,有 望 と考

え られた乾式法の挫折,唯 一 の実用性のある再処理法

としてのPurex法 の地 位 確定,そ のPurex法 につい

て も,経 験豊かな海外技術によっても詳細設計に着手

後10年 以上たってようや くホットの試験に入ることが

できた現実をみて,再 処理技術が如何に難 しい もので

あるかを感ぜざるを得ない。

軽水炉を対象としたPurex法 技術は,そ の基本技術

は一応確立 されているといえ ようが,関 連廃棄物処理

処分法は開発途上にあ り,他 の原子力施設 と比べて環

境への放射性物質の放出量が大 きく,工 場の運転実績

も世界的にみてあま り得 られていない。このために,

一・般住民にとって安全性への不安が大 きく,国 内にお

けるサ イ トの入手は極めて困難なものとな っているの

が現状である。また最近では,再 処理に より回収され

たPuの 核兵器転用に対する国際的危 惧が高ま り,問

題をよ り複雑なものとしている。
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今 後 の 展 望

再処理分野の研究開発課題は,(1)軽 水炉使用済み燃

料を対象 としたPurex法 技術の開発,(2)高 速炉・高温

ガス炉など新型炉使用済み燃料を対象 としたPurex法

の適用,(3)乾 式法な ど新 しい再処理法の開発,(4)Th

燃料再処理技術の開発に分けることができる。

1.軽 水炉使用済み燃料 を対象とした

Purex法 の開発

軽水炉燃料再処理工場の 規模 は5ト ン/日程度が実

用規模 とされてお り,将 来は需要の増大によってさら

にこれを上回ることが予想される。それゆえ,動 燃工

場で提起されている問題に加えて,処 理能力の増大に

伴 う問題が新たに加わ って くる。 これ ら軽水炉燃料 の

再処理に関連 して今後 とも取 り組まれるべ き研究開発

課題は,以 下ρ通 りである。

①工場運転経験の蓄積,② 製品転 換技 術 の開 発実

証,③ 放射性物質放出量の低減 化(ヨ ウ素,85Kr,3Hな

どの捕集・固定化),④ 廃 棄 物発 生 量 の低 減 化(塩 プ

リープロセスの開発),⑤ 臨界安全形 状 寸法装置の処

理能力増大(抽 出塔 脱硝塔など),⑥ 被曝 線量の低減

化(遠 隔保守技術の開発),⑦ 運転の自動化・省力化(使

用済み燃料取扱い,イ ソライソ分析など),⑧ 保障措置

技術の開発(計 量管理,閉 じ込め・監視システム・機器),

⑨核不拡散性技術の開発(混 合抽出・転換,部 分除 染 な

ど),⑩ 安全性実証(火 災・化学爆発など)。

2.高 速炉・高温ガス炉など新型燃料再処理への

Purex法 の適用

高速炉の使用済み燃料は,軽 水炉のそれ と比べて,

燃料形状,Na同 伴,高 燃焼度,高Pu含 有 量,短 冷 却時

間などの相違がある。このために,燃 料のせん断,Na不

活性化,溶 解不溶性残査の存在,溶 媒の放射線 損 傷Pu

取扱い上の臨界安全性,ヨ ウ素除去などの問題 が より

顕著 となる。また,高 温 ガス炉 の場 合は,炭 素 ・炭化

ケイ素な どで多層に被覆された粒子燃料が使用される

ため,軽 水炉・高速炉とは異なった前処 理 法の開発が

必要 となる。

3。 乾式法など新 しい再処理法の開発

乾式法の欠点の一つ として除染係数が低いことが挙

げ られていたが,最 近核拡散防止の観点か らこれが逆

に利点 とされ,乾 式法に再び関 心 が持 たれ てきてい

る。安定性の優れたプロセスが見出されれぽ,将 来実

用化 の可能性は十分にある。

4。 トリウム燃料の再処理技術の開発

将来のThサ イクルの導入に備え,こ の再処理技術

の開発も重要である。わが国はエネル ギ ー資 源 に乏

しく,使 用済み燃料は再処理 し,回 収 したU,Puを 再

使用することは不可欠である。 このために,今 後わが

国において再処理を中心 とした核燃料サイ クルを確立

していくことが最 も重要な国の方針の一つ となってい

る。これを実現 してい くには,さ きに述べた研究開発

課題に取 り組み,こ れを解決 してい くことが必要 とな

る。これには,海外 との技術格差が極めて大 きいわが国

の置かれた現状か らみて,先 進海外技術を積極的に活

用 してい くことは不可避であろ うが,基 本的には日本

の地域的特殊性を考えて自主的に現状技術を評価 し,

必要ならば未知の技術をも主体的に開発 してい くだけ

の姿勢 と能力を身につけることが必須であろ う。現在

のわが国の再処理技術体制は,こ れ ら多 くの課題に対

応 していくにはあま りにも弱体であるといわざるを得

ないが,自 主開発の芽を育て,得 られた成果は積極的

に活用してい くことによって,再 処理研究 の今後の展

望が開けて くるであろ う。(三 菱金属・八木英二)

廃 棄 物 処 理

放射性廃棄物は,本 学会の創立以前か ら,わ が国で

は発生 していた。それはラジオアイソ トープの利用か

ら発生 したものであ り,創 立の前年に障害 防止 法,原

子炉規制法が制定されてはいたが,本 格的な放射性廃

棄物対策はまだ存在 していなかった。む しろ必要 とす

る段階ではなかった といえよう。

学会創立の1958年 は,最 初の本格的施設 として,原

研東海研究所の放射性廃棄物処理施設の建設が開始 さ

れた年である。それ以降20年 間は,次 のように3大 別

され よう。

第1期(1958～1965年)

この期問には,原 研のJRR-2～-4,JPDR,京 都大学

のKUR,放 射線医学総合研究所等,各 種研究開発施設

の整備が図 られ,こ れ らの施設か らの放射性廃棄物を

対象 とした処理施設が設置 された。これ らの処理施設

は,そ れ 自体が研究開発的な性格を帯びてお り,対 象

とする放射性廃棄物の質および量の推 定,処 理 プロセ
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スの選定等はわが国での実績がないので,海 外先進国

の資料 に頼 って行われた。このような時期 に あたっ

て,原 子力委員会は廃棄物処理専門部会を1961年 に設

置 して放射性廃棄物の処理処分に関する基本的考え方

を審議 させた。この部会は,1964年 に基本的考え方 と

ともに発生量の推定,研 究開発等について報告 した。

1963,64年 には,(財)放 射性同位元素協会が障 害 防

止法上の廃棄業者の資格を取得 して,全 国的な集荷網

と貯蔵所 とを設置 した こと,ま た原研の再処理試験施

設に関連 して高 レベル廃棄物に関する検討お よび貯蔵

施設の建設が行われた ことなどが特筆 される。

第2期(1966～1971年)

この期間は,原 電の東海1号 炉に始ま り同社の敦賀

炉,関 電美浜1号 炉を経て,東 電福島1号 炉に至 る先

駆的な発電炉が稼動 した時期である。

放射性廃棄物の面では,こ れ ら先駆的な発電炉の設

置に伴って,そ れぞれに処理施設が設け られた。 しか

し,気 体お よび液体の形での環境放出についてわが国

の状況に適合するよう考慮は払われたが,基 本的には

導入 した思想に基づくものであ り,次 の第3期 におい

て改善や増強を必要とするようになった。

一方 ,研 究開発機関の廃棄物処理においては,よ う

や く自らの資料や解析によって処理施設の計画ができ

る段階とな り,国 外の資料 等 は補 助的なものとなっ

た。

JMTRを 主発生源 とする原研大洗研究所の処理施設

(1968～1971年)が その例である。 また1966年,原 研が

障害防止法上の廃棄業者の地位を得て,放 射性同位元

素協会が集荷 した放射性廃棄物の処理を開始 したのも

この段階である。

1969年 設置された原子力局の放射性固体廃棄物処理

処分検討会が,低 レベル廃棄物の海洋投棄を4候 補海

域 と共に提案 した時点(1971年)で 第2期 は終わる。

第3期(1972年 ～現在)

原子力委員会の環境・安全専門部会 の設置,資 源エネ

ルギー庁の設置,OECDNuclearEnergyAgencyへ の

加盟などに始まるこの期間には,発 電炉お よび再処理

等の本格化に伴い,そ れ らに付設する放射性廃棄物処

理施設が,わ が国情に適するよう配慮 されるようにな

ってきた。1975年 に軽水炉に対する環境放出放射能に

よる周辺公衆への線量 目標値の設定 にみ られるような

ALAP原 則の適用 と共に,放 射性固体廃 棄 物のサイ

ト内蓄積量の増大に対 して関心が払われ るようになっ

た。

固体および固化廃棄物対策 として,低 レベル放射性

廃棄物に対 しては,海 洋投棄 と陸地処分が検討されて

いる。国内的には前記検討会の報告に基づいて候補海

域 の調査が実施され,ま た上記専門部会の固体廃棄物

分科会において,試 験的海洋処分用セメソ ト均一固化

パ ッケージの暫定指針,海 洋処分の安全評価方針,陸 地

処分施設指針等が1973年 に提案された。また国際的に

は,ConventiononthePreventionofMarinePollution

byDumpingofWastesandOtherMatter(ロ ソ ドソ

条約,1972年)へ の調 印(1973年)等 が行われた。一 方

高 レベル廃棄物に関 して も検討が進められ,原 子力産

業会議の核分裂生成物等総合対策懇談会において,群

分離一消滅処理が採 り上げ られ(1973年),ま た 石油 危

機を契機に創立 されたInternationalEnergyAgency

(1974年)の 長期研究開 発項 目として,放 射 性廃 棄物

管理が特に高 レベル廃棄物の処分に重点をおいて組み

込まれることにな り,日本もこれに参加 した(1974年)。

1975年 に設け られた原子力委員会の放射性廃棄物対

策技術専門部会では,こ のような状勢を受けて,次 の

検討を進めた。すなわち,安 全評価分科会では原子力

安全局が作成 した海洋処分の環境安全 評 価 書 の検 討

を,研 究開発分科会では低 レベルお よび高 レベル廃棄

表11AEAが 主催,共 催 した放射性廃棄物管理に関する主な会議

開催年 テ ー マ 開 催 地

1959

1962

1965

1966

1967

1968

1970

1972

1976

DisposalofRadioactiveWastes

TreatmentandStorageofHigh-LevelRadioactiveWastes

PracticesintheTreatmentofLow・andIntermediate-LevelRadi。activeWastes

DisposalofRadi。activeWastesintoSeas,OceansandSurfaceWaters

Disposal。fRadi。activeWastesintotheGround

TreatmentofAirb。rneRadioactiveWastes

ManagementofLow・andIntermediate-LevelRadioactiveWastes

ManagementofRadioactiveWastesfromFuelReprocessing

ManagementofRadioactiveWastesfro皿theNuclearFuelCycle

Monaco

Venna

Venna

Venna

Venna

NewYork

Aix.en.Provence

Paris

Vierlrla
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物 の 管 理 に 関 す る計 画 立 案 を,基 準 分科 会 で は廃 棄 の

技 術 的 基 準 の検 討 を,そ れ ぞ れ 行 な って い る。

1976年10月8日,原 子 力 委 員 会 は「放 射 性 廃 棄 物 対

策 に つ い て 」を決 定 し,考 え 方,目 標 お よび推 進 方 策 を

示 した 。 そ して10月21日 に は,(財)原 子 力 環 境 整 備 セ

ソ タ ーが 設 立 され,長 期 保 管 お よび処 分 の一 元 的 実 施

体 制 へ の 第 一 歩 が 踏 み 出 され た 。

研 究 開 発 機 関 に あ っ て は,Pu燃 料 の 製 造 加 工,高

速 増 殖 炉 の 設 置,照 射 後 試 験 等 の段 階 に 入 り,Puを 含

む 廃 棄 物 の対 策 を考 慮 した 処 理 施 設 が,大 洗,東 海 両

地 区 に お い て具 体 化 され つ つ あ る 。

以 上 の3段 階 を通 じ,わ が 国 で の放 射 性 廃 棄 物 管 理

(RadioactiveWasteManagement)に 関 す る研 究 開 発 は

精 力 的 に 行 わ れ,そ の成 果 は 国 内外 で 発 表 され て 注 目

を 集 め つ つ あ る。 表1に]AEAが 開 催 した 主 な 会 議 を

示 した 。

ま た,IAEAのTechnicalReportSeriesNo.87,

"DesignandOperationofEvaporatorsforRadioac -

tivityWastes"(1968年)は,わ が 国 で執 筆 され た もの

で あ る こ と も特 記 に 値 す る 。

後の放射性廃棄物の管理には大規模な研究開発努力が

必要とされる。

原子力発電規模が世界第2位 となったわが国は,そ

の自然的環境,社 会的条件か らも,ま た学問水準,技 術

水準,経 済的能力か らも,放 射性廃棄物管理の面 にお

いて,先駆的な役割を果すことが国際 的にも期 待され

ている。(日 揮・阪 田貞弘)

同 位 体 分 離

以上概観 したように,わが国の放射性廃棄物対策は,

原子力開発の進展あるいは高度化に追随 して大 きな支

障を もた らすことなく対処 してきた といえよう。一般

工業水準の高いこともあって,放 射性廃棄物の区分や

減容濃縮の面では世界の水準に達 してお り,細 心な配

慮を含めた運営面においては,高 度の成績を示 してい

ることは環境放出量の著 しい低減化に も現 わ れ てい

る。 しか し国際的な視野か らは,放 射性廃棄物の発生

か ら処分 までの体系を確立するとい う観点か ら,種 々

不充分な点のあることを指摘 しなけれぽならない。管

理体系の目標の把握設定,発 生源対策,固 体および固化

廃棄物の隔離(長 期貯蔵 と処分),責 任体制や費 用 負担

等の社会的に公衆の安全確保を長期的に確保する制度

の確立等の面において,バ ラソスの採れた体系の必要

性への認識がまだ不充分である。 この意味では,放 射

性廃棄物管理について体系的な認識を持つ人材の養成

が最も欠けている点であるかもしれない。現 状 か ら,

近い将来,遠 い将来へ と連続 した時系列 の中で,戦 略

を考えることが今後必要であろ う。

低 レベル廃棄物については,海 洋処分が試験的投棄

の段階に入ろ うとしてお り,や や遅れて陸地処分の実

施へ と計画されている。高 レベル廃棄物については,

今後10年 程度のうちに固化お よび工学貯蔵の,今 世紀

末に隔離の,そ れぞれ実証試験が想定されてお り,今

現時点で産業的規模で工学的に意義のある同位体分

離はウラン同位体分離である「ウラソ濃縮」と水素同位

体分離である「重水製造」である。 しか も,両 者 とも産

業的規模は極めて大 きく原子力産業における主要産業

の一つ と目されている。そ して,さ らに近い将来,同

じ水素同位体分離である トリチ ウム同位体分離のかな

りの規模での発展が見込まれている。 しか し,ウ ラソ

および水素同位体分離以外に特に産業規模で発展が見

込まれる同位体分離は現時点では見当 らず,将 来もあ

ま り期待できない。若干関心の持ち得るものとして リ

チウム,ホ ウ素等が挙げ られるが,量 的にも大 したこ

とはな く,特 に産業 と呼び得るほ どのものへの発展の

可能性はほ とん どない。

同位体分離を産業 としてみる場合,も っとも重い元

素であるウランと,も っとも軽い元素である水素にほ

とん どの関心が集中されていることは特徴的である。

そ して,両 者 とも本質的な基本現象としては同 じ同位

体分離であ りなが ら,質 量数の大きな隔 りか ら工学的

に有意な実際的な分離法 としては学術的にも技術的に

もほ とんど共通点はなく,む しろ基本的に異質な分離

技術 となっている。

一方,同 位体分離を熱力学的エネルギー効率の立場

でみるとき,実 際的な分離法が桁はずれに低いエネル

ギー効率のもとで行われている場合が多い ことも同位

体分離の大 きな特徴である。このことは理論的にエネ

ルギー効率の飛躍的向上の可能性をもつ分離法の開拓

と,そ の技術的可能性の工学的追求の課題が原理的に

残されていることを意味する。

よって,同 位体分離の分野における研究はその 目的

意識か ら,具 体的 目標 としてウラソ濃縮を直接的に応

向するもの,水 素同位体分離を直接的 に志 向す る も

の,直 接的に志向しないまでも前2者 の目標を強 く意
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識 しているもの,お よびその他のものの4つ に分け ら

れる。その他のものとしては,特 に具体的な目標に結

びつ くことな く同位体分離法自身の理学的あるいは工

学的な基礎研究 と目されるもの,ウ ラソ,水 素 以外の

特定な同位体分離法 として意義の高い分離法の開発研

究 と目されるもの,お よび同位体分離 とい うよりはむ

しろ分子論的な力学パラメータの実験的研究とみなさ

れ るものがある。

さらに性格的には,実 用的な同位体分離法の工学的

技術開発 と直接結びつ く極めて実際性の高いものと,

理論的可能性の追求の立場をとる基礎理学的なものと

に分け られ,両 者がかな り明確に区別されるのもこの

分野の研究の特徴である。

実用的研究においても基礎的研究においても,産 業

的意義のもっとも高いウラソ濃縮を志向しているもの

が当然もっとも多 く,特 に実用的研究 としては,わ が

国においてナショナルプロジェクトとして精力的に研

究開発が進め られた ガス遠心分離法に関す るものが多

い。1959年 に原子力平和利用委託研究 として始め られ

た ガス遠心分離 ウラソ濃縮法の研究開発はち ょうど20

年の歳月を経て,一 応パイロットプラソ トの建設 とい

う現 実 的 な成果 と実績を挙げるに至 っている。その

間,同 研究開発を支えて推進するに大いに貢献 したか

な り多 くの研究成果が報告されている。 これ らは純粋

に工学的な 目的研究的立場 に徹 して行われているもの

が多 く,地 味なが ら着実かつ直接的な寄与において充

分に評価 され得るものである。ガス拡 散法,ノ ズル 分

離法に関する研究成果 も多 く報告されてお り,か な り

の水準の成果を挙げているが,結 果的には,これ らの方

法がプロジェクトとしてi採用されなか ったこともあっ

て,研 究意欲は漸次落ち込 んでいってしまっている。

ここに実用的研究の もろさとい うものが感 じられる。

プロジェク トへの採用,不 採用がその決定 段 階では必

ず しもそれ らの研究成果のみを純粋に学術的に評価 し

て行われたとは言い難 くても,決 定後の両者の命運は

正に決定的である。

一方,ウ ラソ濃縮を志向した基礎的研究 としては,

息長 く執拗に研究が続け られている化学分離法が特筆

に値する。平衡分離過程であることか らエネルギー効

率が高 く,液 相操作であることか らフッ化物 ガスが不

要 でかつ高濃縮への適用不可などの本質的長所が魅力

であるこの方法は,現 時点ではすでに実用工学研究の

段階に入 ってお り,他 の実用濃縮法 との経済性の比較

が工業的に有意な条件下で行い得るまでの進展をみせ

ている。 しか し,そ れが完全に優位に立つためには,

今後さらにい くつかの飛躍的進展が必要であ り,特 に

最大の魅力であるエネルギー効率の飛躍的向上の利点

を充分に活か し得るための根本的な工夫が必要と思わ

れる。

また,レ ーザー同位体分離によるウラン濃縮研究 も

近時盛んに行われている。個別分離過程であるがゆえ

に分離度が高 く,1回 の工程で充分に所定の製品濃度

が得 られること,分 離基礎過程における所要エネルギ

ーが極めて僅少であることか ら高いエネルギー効率が

期待できることを特長 とするこの方法も,す でに基礎

理学的研究段階を経て実用化基礎工学的研究に向って

いる。ここで,こ の方法は個別分離過程であるがゆえ

のもう一つの基本的特質である,操 作が分子あるいは

原子個体 レベルの処理 となることに由来するい くつか

の工学的困難性を克服 しなけれぽな らないが,こ れ ら

に関 してはかな り厳 しい評価判断 も一方ではあ り,今

後の開発研究 の進展はかかる工学的困難性の評価指摘

に直接的に答えるかたちで行われる必要がある。その

研究計画の妥当性は充分に吟味されねぽな らない。

水素同位体分離については,重 水製造の立場では,

わが国においてはその需要度が必ず しも明確でなか っ

たこと,お よび確立された経済性の高い技術としての

硫化水素一水二重温度交換法GSプPtセ スの存在が大 き

かった ことなどか ら,ウ ラン濃縮に比べて格段に関心

が低か ったが,近 時 トリチウム分離に関する需要が見

込 まれるようになって,に わか に関 心 が 高 まってき

た。トリチウム同位体分離は,将 来的には核融合炉燃料

としての トリチウムの濃縮および回収技術 として関心

が持たれているが,当 面はむ しろ核分裂炉および同使

用済み燃料再処理施設よ りの排 ガス,排 水 中の放射 性

核種 としての トリチウムの分離除去および重水炉重水

中の トリチ ウムの分離除去技術 として重要である。

同位体分離の立場でみるときは,重 水素の分離 も ト

リチ ウムの分離も分離機構上は基本的に同等とみな さ

れるが,実 際的な工業規模でのプラントを考える場合

には,ト リチ ウムが放射性核種であるための考慮が当

然必要である。特に安全性にかかわる評価は大きく異

なることも考え られる。例えば,爆 発規模での事故は

トリチ ウム分離施設においては絶対に許されず,そ の

可能性のある分離法の評価は トリチウムと重水素で大

きく異なることになる。

GSプ ロセスに代わ り得る重水製造法 としては,水 一

水素交換法がもっとも関心が深 く,特 にわが国におい

ては環境保全の立場か ら毒性の強い硫化水素を大量に

使用するGSプ ロセスのプラソ ト建設はほとんど不可
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能 と考えられていることか ら,そ の関心は特に強い。

この方法のすべては触媒の性能如何にかか ってお り,

その開発研究が精力的に進め られている。近時,疎 水

性触媒の開発に よりその性能に飛躍的な向上がみ られ

たが,経 済性の確立にはさらに一段の進展が必要であ

る。次いで,水 素,水 蒸留法 については,水 素 蒸 留 法

は分離性能の点か らはGSプ ロセスにまさ りなが ら極

低温高圧液体水素を大量に扱 う技術の困難性は現時点

でも変 らず,水 蒸留法はその低い分離効率を向上させ

る技術の進展は特にみ られず,と もに重水製造法 とし

ての有利な発展はない。

トリチウム同位体分離は重水製造 と違って対象濃度

お よび処理量の範囲が多様であ り,経 済的に適当な方

法はそれ らの条件により異なることも考え られるが,

大量処理の場合はおおむね重水製造と同等 と考えてよ

い。 しか し,高 圧水素を大量に扱 う方式は,地 震等の

いかなる災害時にもプラソ トの絶対安全を保証 しなけ

れぽな らない立場か らは著 しく不利であ り,こ の立場

か らは水蒸留法は極めて有利である。 しか し,ト リチ

ウム同位体分離法の諸種条件下 における総合的比較評

価を行 うための基礎工学的な研究成果はほ とんどみ ら

れず,こ の方向の研究の進展が強 く望まれる。

同位体分離プラソ ト設計の基盤となるカスケー ド理

論の研究は,そ のほ とんどが遠心分離機によるウラソ

濃縮 プラソ ト設計の立場 で行われてお り,非 微小分離

係数の厳密なカスケー ド理論が対称分離および非対称

分離工程についてほとん ど確立されている。この分野

における研究が大 きな成果を得ているのは,そ れが純

粋に理論研究であ り得たことに基因 して い る とい え

る。

その他,熱 拡散法,電 気泳動法,質 量拡散 法 などの研

究が分離法の性能解析の立場で行われている。

概 して,同 位体分離の研究は実学的であ り,そ れが

分離法の研究である限 りは,明 確な目的意識 と工学的

位置づけのもとで行われる必要があ り,そ れな くして

は学術的にも,実際的にもその研究の意 義を見 出す こ

とはほとんど困難であることが,同 位体分離研究のも

っとも大きな特質である。(名 大・金川 昭)

RIの 製 造 と利用

=わが 国 の ラ ジオ ア イ ソ トー プ(RI)の 利 用 の 歴 史 は,

1937年 か ら理 化 学 研 究 所 で サ イ ク ロ トロ ソに よ っ て製

造 した11C,13N,24Na,32Pな どが トレ ーサ ー と して生 物

学 の研 究 に 利 用 され,戦 争 の激 化 に よ って 中 断 され る

まで 数 年 間 に わ た っ て い くつ か の先 駆 的 な 業 績 を挙 げ

た こ とに始 ま る。 戦 後 は1950年4月 に125Sbが 初 め て

米 国 か ら輸 入 され,引 き続 い て 各 種 のRIが 輸 入 され

る よ うに な って,本 格 的 なRI利 用 が 始 め られ た 。 当

初 は利 用 が 医 学 と理 化 学 の分 野 に制 限 さ れ 工 業 利 用

は禁 止 され て い た が,1951年 か らは こ の制 限 も撤 廃 さ

れ,わ が 国 の ア イ ソ トー プ利 用 は 急 速 に進 展 した 。 早

くも1951年5月,ひ ろ くRIの 研 究 者,利 用 者 の 参 加

を も と め て 日本放 射 性 同位 元 素 協 会(現 ・日本 ア イ ソ ト

ー プ協 会)が 発 足 し た こ とは,そ の後 今 日 まで の理 工

学,医 学,農 学 な どの分 野 で のRIの 利 用 の 普 及 と発 展

に大 き な寄 与 を 果 した 。

1956年 に 日本 原 子 力 研 究 所 が設 立 され る に 当 って,

原 子 炉 に よるRIの 国 産 化 が 重 点 目標 の 一一 つ と さ れ

た 。 原 研 は 原 子 炉 に よるRIの 製 造 を 計 画 す るた め の

基 本 方 針 と して 次 の3項 目を かか げ た 。

(1)特 に 需 要 の多 い32P,35S,1311,198Auな ど と,

短 寿 命 で輸 入 の 困 難 な24Na,42K,82Brな どの 製

造 を 優 先 す る。

(2)品 質 は す で に輸 入 され てい る外 国製 品 と同 等

また は そ れ 以 上 の も の とす る。

(3)で き るだ け わ が 国 の 実 情 に即 した独 自の 技 術

を 開 発 す る 。

1957年12月,原 研 の ラ ジオ ァ イ ソ トー プ製 造 研 究 室

に お い て,JRR-1に よ っ て24Na,42K,56Mn,65Cu,76As,

82Br
,198Auな ど の製 造 実 験 が 開 始 さ れ た 。1959年 に は

35S50mCiが 初 め て 配 布 さ れ た 。1961年3月 に は

RI試 験 製 造 工 場 が 完 成 し,1962年 に は24Na,32P,

42K
,64Cu,82Br,132Csお よび198Auの7核 種,計612mCi

を 初 め て 有 償 頒 布 して131万 円 の 収 入 を あ げ た 。 な

お,こ れ らの うち エ32Csは リニ ア ックで 製 造 した 特 殊

なRIで,米 国 な どに輸 出 され て 高 く評 価 され た 。1964

年 に は平 屋 建2,900㎡ のRI製 造 施 設 が竣 工 し,1966

年 に は 内 装 工 事 が完 了 した 。 また 原 子 炉 の整 備 も進 ん

で,JRR-2が1964年 か ら,コRR-3が1966年 か ら,さ ら

にJMTRが1970年 か らそ れ ぞれRIの 製 造 に 利 用 さ れ

る よ うに な った 。 これ らの 情 勢 を 踏 ま え て,1965年2

月,原 研 に"ア イ ソ トー プ の ゆ りか ごか ら墓 場 ま で"を

モ ッ トー一一一と して,RIの 製 造,頒 布,輸 入,RI利 用 技 術 の

開 発,RI技 術 者 の 養 成,放 射 性 廃 棄 物 の処 理 の 受 託 な

どを 行 うア イ ソ トー プ事 業 部 が 設 置 され た 。

1967年 に は,32P,36S,1311,198Auな ど大 需 要 核 種 の量
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産 体 制 が 整 備 され,ま た ホ ヅ トア トム効 果 を 利 用 した

高 比 放 射 能 の32Pお よび51Crが 製 品 化 され る と と も

に,2rnmφ ×2mm,10Ciの ラジ オ グ ラ フ ィー一用1921r

線 源 の頒 布 も開 始 され た 。 線 源 につ い て は そ の後1973

年,1921rの100Ci線 源 がJMTRに よ って製 造 され る

よ うに な った 。

さ らに最 近 で は,食 塩 電 解 槽 水 銀 の 計 量 用 の197Hg,

ラ ドソ シ ー一ドに 代 わ る198Auグ レイ ソ医 療 用 線 源 な ど

が 開発 さ れ た 。 また,診 断 用RIと して 急 激 に需 要 の

増 加 して い る99M。 に つ い て は,235Uの 核 分 裂 生 成 物

か ら溶 媒 抽 出 に よっ て無 担 体 で製 造 す る技 術 の 開発 を

進 め,1977年7月,1回10Ci規 模 の 製 造 に成 功 した 。

こ の場 合,1回 の製 造 で約1,000Ciの 核 分 裂 生 成 物 を

取 り扱 い,1,Xe,Krな ど揮 発 性 のRIを 安 全 に処 理 す

る必 要 が あ る 。

こ の よ うに 原 研 で は,20年 間 の た ゆ み な い 努 力 に よ

って,精 製RI22核 種,線 源RI4品 目お よび 有 機 標

識 化 合 物 を 生 産 す る よ うに な り,そ の 中 に は ホ ッ トア

トム効 果 を 利 用 した 高 比 放 射 能 の32P,51Cr,64Cuな ど

他 に類 を 見 な い 独 自の 製 品 や,電 解 槽 水 銀 計 量 用 の

197Hgや 航 空 機 の 非 破 壊 検 査 用 の1971r線 源 な ど,利 用

者 と密 接 に 協 力 して 開 発 したRIが 少 な くな い 。 これ

ら原 研 のRIの 製 造技 術 の 開 発 に 対 して,1977年4月

第9回 学 会 賞 「特 賞 」が 贈 られ た 。

しか しな が ら,わ が 国 で 使 用 され て い るRIの うち,

原 研 の製 造 した もの の 占め る割 合 は 決 し て 大 き くな

い 。1977年 度 に 日本 ア イ ソ トー プ協 会 で 配 分 さ れ た

RIの うち,60Co(52万Ci),137Cs(3,436Ci),241Am(80

Ci),147Pm(4,700Ci),3T(790Ci),1311(140Ci),99Mo

(1,500Ci)な ど は す べ て が 輸 入 品 で,原 研 の 製 品 は

1921r
,198Au,32P,35S,42K,24Na,64Cuな ど を 数 え るに す

ぎ な い 。 輸 入RIの う ち137Cs,147Pm,241Amは 再 処 理

廃 液 か ら回 収 され る も の で あ り,3Tは そ の 国産 化 が

今 後 の 課 題 とな って い る の で輸 入 され る のが 当然 で あ

るが,60Coは 大 量 製 造 の体 制 が 確 立 して い る カ ナ ダな

ど よ り割 高 な の で,1311は 安 定 した定 常 供 給 を 行 うこ

とが で き な い た め,ま た99Moは 製 造 量 と年 間 の製 造

回 数 が 少 な い た め,製 造 技 術 は確 立 され て い るに もか

か わ らず 外 国 製 品 と競 合 で き ない 状 況 に あ る 。

原 研 がRIの 製 造 頒 布 を 本 格 化 した1960年 代 半 ぽ に

は,わ が 国 は す で に 外 国産RIの 有 力 な 市 場 と して 既

成 の 機 関 や 企 業 の 利 害 が 錯 綜 して お り,そ の間 隙 を ぬ

う形 で国 産RIの 頒 布 を進 め るの は 容 易 で は な か っ

た 。 こ の過 程 で,原 研 の 業 務 はRIの1次 製 品 の製 造

に 限 定 され る こ と とな った 。 また,利 用 に 対 して も外

国技術の影響が大 きく,利 用技術の開発と密着 した形

で製造技術を開発 していくことは,上 記の1921r線 源

や197Hgな ど少数の例外を除いて困難であった。さら

に,わ が国の原子力開発の歴史は先進諸国に比べて浅

く,少 数の研究炉,試 験炉が動力炉の開発か ら基礎 研

究や技術者の養成にいたる幅広い 目的に使用されてお

り,RI製 造 として必要な設備や運 転上の要求が必ず

しも十分に満たされない。その上,研 究開発を主 目的

とした国家的な研究機関が,毎 週一定の曜 日の一定の

時刻 までに一定の質 と量のRIを 確実に届けなければ

成立 しないRIの 製造頒布事業を遂行するのは決 して

簡単なことではない。

原子力開発利用長期計画にみ られるRI製 造に関す

る国の方針も,1961年 の「アイソb一 プの大 半を1965

～70年 に国産化する」か ら1967年 の「原研中心に長期安

定的生産を図る。長期的に採算性を志向し,可 能なか

ぎ り国産化を図る」を経て,1972年 の「短寿命,特 殊RI

は原研および国内機関で供給 し,広 く一般に普及 して

いる核種については経済ベースでの供給を,さ らに長

期的には民間企業で商業ベースでの供給 を期 待す る」

に至 るまで 目まぐるしいまでの変化をみせている。

1977年10月 末わが国の99Moや1921rの 大半を供給 し

ていた米国のGETRがNRCに よって運転停止を命ぜ

られたため,わ が国のRIの 需給が一時混乱 した。 こ

れを端緒 としてRIの 国産化が改 め て問題 となった

が,上 記の多くの問題 点を克 服 して実現可能なRI

の国産化の方策を樹立するのは容易ではない。

加速器によるRIの 製造は,戦 後1958年 再建された

理化学研究所のサイクロ トロソによる24Na,42Kな ど

短寿命核種の製造供給が小規模に行われたのみで中断

されていたが,最 近理化学研究所,放 射線医学 総 合 研

究所,東 京大学医科学 研 究 所などのサイクロトロソに

よって中性子欠損核種 の製造 と利用の研究が行われる

ようにな り,1974年,日 本メジフィジックス社が67Ga,

1111n,1231,201T1な ど診断用RIの サイクロ トロソによ

る商業生産を開始 した。その後,こ れ らの核種の需要

は順調に伸展 してお り,第2号 サイクロ トロンの設置

されるのも遠い将来ではない と考えられている。

一方 ,利 用の進展は大 きな問題 もなく概 して順調で

あった。医学利用では1958年10月,大 日本製薬㈱が放

射性医薬品の輸入を開始 し,同 年12月 には同社によっ

てヨウ化ナ トリウムー1311が放射性医薬品として初めて

製造 された。1959年 には放射性医薬品の一部が薬価基

準に収載され,放 射性医薬品による診療に初めて健康

保険が適用された。1962年 には㈱ ダイナボ ット・ラジ
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オアイソトープ研究所がわが国最初の放射性医薬品専

業会社として発足 した。1970年 代に入ると,そ れまで

医学 利用 の主流を占めていた1311と198Auに 代わ っ

て,99Moの 娘 核 種 で ある99mTcが 利用 され るよう

になった。99mTcは 各種の標 識体 として多 くの臓器 の

診断に用い られてお り,シ ンチカメラな ど測定機器 の

進歩によって急速に普及 した。わが国の放射性医薬品

の市場はすでに100億 円の規模に達 している。今後は

加速器で製造 される中性子欠損核種による診断 と,大

型加速器による速中性子,重 粒子,中 間子などに よる治

療が発展す るものと期待されている。

理工学の分野でのRIは,研 究機関では トレーサー

として,工 業では厚さ計,密 度計,レ ベル計,ガ スクロ

マ トグラフ,非破壊検査装置などのRI装 備機器 として

利用 されている。最近は252Cfの 中性子源 としての利

用技術の開発が進められている。

1956年3月 第1回 が開催された 「日本アイソ トープ

会議」は,RIに 関する研究発表の場 として重要な役

割を果 した。しか し,そ の後 日本 アイソトープ協会に

よる「理工学における同位元素研究発表会」の開催(19

64年 以降),本 学会における発 表 等の情 勢の変化に よ

り,そ の性格を転換 してきた。(原 研・阿部俊彦)

4.保 健 物 理

内 部 被 曝

内部被曝管理が重要視される理由

放射線管理は,人 体の被曝形式の観点か ら,外 部被

曝管理 と内部被曝管理 とに分けられる。内部被曝管理

が重視される理由には,技 術的視点か らのものと社会

的視点か らのものとがある。まず,前 者か ら述べる。

内部被曝管理が重視されなけれぽな らない第1の 理

由は,人 体内に入って臓器・組 織に沈 着 した放射性物

質を体外に排泄 ・除去する積極的な有 効 手段はない と

い うことである。いい過 ぎであるとい う批判があると

すれぽ,実 用手段 として使える医学的処置法はないと

いいかメしる。

第2の 理由は,外 部被曝管理の場合に使われている

個人被曝線量計,す なわち個人モニタ(フ ィルム・バッ

ジ,ポ ケット線量計,TLDな ど)の ような簡便な線量計

がない とい うことである。

第3の 理由は,体 内に入った放射性物質による人体

の被曝線量を測定・評価するには,高 度な 技 術 と知識

を必要とするし,そ れを使 って求められた としても,

外部被曝の場合に比べると,そ の値の精度はかな り悪

いとい う点である。

以上挙げた3点 を技術的視点か らの理由とすれば,

以下の3点 は社会的視点か らの理 由といえる。

第1は,体 内に放射 性 物質 が存 在す るとい うこと

は,そ の量のいかんにかかわ らず,心 理的不安感を抱

かせるに十分な根拠 とな り得る。

第2は,内 部被曝 とくに内部被曝管理について正 し

く,適切な知識を持った人が非 常に少ないとい う点 で

ある。放射線管理 の専門家 といえども例外ではない。

ま して,専 門外の人の場合はなおさらである。また,

内部被曝についての知識を持ち合わせる人はいても,

内部被曝管理について語ることのできる人 は少なく,

この両者の違いの理解にす ら欠ける者が多い。

第3は,上 記の2つ の点に関連す ることであるが,

世間一般に放射線・原子力利用の危 険性 を主張するた

めの論拠 としては,内 部被曝の問題は格好の材料であ

り,話 題である。

ヒ ュ ー マ ン ・カ ウ ン タ を め ぐ っ て

わが国における ヒューマソ・カウソタの第1号 機は

原研保健物理部において設計・建設されたものである。

この種の装置に対する一般の認識 と理解がほ とんどな

かった当時にあって,こ の建設・製作の直接 担 当老は

予算の獲得などに並 々な らぬ苦労を し,ほ とんどの部

分が彼 らの手によって組み立てられた。その経験は,

その後国内各所に建 設 された ヒューマγ・カウソタに

いろいろの面で貢献を した。特筆に値 す る こ とで あ

る。

第2号 機は,放 医研に設置されたものである。これ
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は,大 型の本格的な規 模 の ヒューマン・カウンタであ

ったこと,国 立研究機関に設置された最初のものであ

ったことの2点 で注 目され る。また,全 身放射能測定

に対する学界などでの関心が芽生え始めたのもこのこ

ろか らである。

放医研につづいて東大に,大 学 としては最初のヒュ

ーマソ・カウソタが原子力教育研究 設 備の一つ として

建設 された。予算当局の理解を得るのに意外に年月を

要 し,計 画開始か ら完成まで足かけ7年 を費や した。

放射線管理の 目的で用いられ る現 場 のヒューマン・ヵ

ウソタの開発に役立つことを主要 目標 として設計され

た。原子力発電所における実 務型 ヒューマソ・カウソ

タの第1号 機である敦賀発電所のものは,東 大 ヒュー

マソ・カウソタの経験を基 として作 られ,こ れが国内

の原子力 発 電所のヒューマン・カウソタの基本型 とな

った。

現在,研 究教育機関におけ る大 型 ヒューマン・カウ

ソタは,京 大,長 崎大,広 島大,千 葉大等に あ るが,放

射線管理あるいは保健物理の視点か ら注 目され,か つ

最も装置 としての機能を発揮,活 躍 しているの は,原

子力発電所におけるものである。

ヒューマソ・カウソタに対する呼び方には,大別 して

3つ ある。① ヒューマソ・カウソタ,② 全身 放射 能測

定装置(Wh。1eBodyCounter),③ 全身モニタ(Whole

BodyMonitor)で ある。 ヒューマソ・カウソタはわが国

特有の呼び方である。これ らの呼び方の違いは,い か

なる目的でこれを用いるかの違いを示 しているとい う

観点か ら興味がある。

ヒューマソ・カウソタについての今後の問題 として,

次の3点 を指摘 してお く。

第1は,目 的を明確に意識 して装置を 設 計・製 作す

る必要があるとい うことである。このことは,ヒ ュー

マソ・カウソタについて議論する場合にもあてはまる。

この点か ら,前 述 した呼び方の違いにも改めて心にと

めるべきである。

第2は,装 置の開発,新 しい装 置の工 夫・製 作 よ り

も,装 置の使い方に関する研究 と理念の整理が必要で

あるとい うことである。現場において放射線管理の目

的で用いられる場合には,と くにこのことが大切であ

る。

第3は,大 型の本格 的 ヒューマン・カウンタの国内

での地理的分布を検討する必要がある とい う点 で あ

る。関東以北には皆無,四 国にも1台 もない。九州は

長崎大の1台 のみである。放射性物質に よる身体汚染

をもた らし,精 密測定を必要 とす る事態はいろいろの

形で,い ろいろの地 域 で 起 り得 る。その点を考える

と,現 状はいささか心 もとない。

バ イオア ッセ イをめ ぐって

放射線管理に関連する排泄物中の放射能測定の実務

と,そ れに関する研究に本格的に着手 したのも原研が

最初である。 ヒューマソ・カウンタによる体 内放射 性

物質の測定の実用化 と普及の見通 しが必ず しも楽観を

許 さなかったので,排 泄物の測定,い わゆるパイオア

ッセイによせ られた期待は大きかった。

当初 この種の系統的研究は実質的には原研の保健物

理部におけるスタッフのみが行なっていた。尿中放射

性物質の測定のルーテ ィン化を 目指 した 沈 殿法 の 開

発,i糞 の前処理 としての灰化法 の実用化な どへの努力

は,派 手な原子力開発・利用の陰にか くれた地 味な 仕

事ではあったが,人 々の安全を確保するために不可欠

であった。医学領域の人問です ら心理的に尻込みす る

この種の仕事を,理 工系のスタッフを中心に推進 しつ

づけた原研における直接担当者の努力は銘記されるべ

きであろ う。

尿中の放射性物質の測定を日常業務 として本格的に

最初に実施 したのは,東 海発電所 である。被検対象者

と測定試料数の多いとい う現実的条件か ら,当 時の技

術的水準 としてはユニークな方 法 でグロース・ガンマ

測定を採用 し,担 当者が尿の測定に専任 となるとい う

形をとった。 ヒュー・マン・カウンタの使用が 夢 物語で

ある当時 としては他に選択の余地はなか った。華々し

い本邦第1号 の商業用原子力発電所 のなかで,労 働者

の尿を 日夜測定 していた という事実を知 る人は極めて

少ないであろ う。 しか し,ヒ ューマソ・カウソ タによ

る測定に主役の座を譲 り渡すまで,尿 測定はまさに内

部被曝管理の主要業務であ り,そ れによって得 られた

永年の経験 と情報は極めて貴重であった。

ヒューマソ・カウソタの実務 へ の導 入によって,尿

(お よび糞)の 測定はある意味で,そ の歴史的役割をお

えた感があった。 しか し,Puを 取 り扱 う作 業 が国内

で本格的に開始される見通 しが立つに至ってか ら,尿

測定の重要性が再び認識 されるようになった。体内の

Puの 測定には,従 来のヒューマン・カウソタは実質的

には無力である。Pu取 扱いは今 後 とも国 内の一部の

特殊事業所(動 燃など)に限 られるので,主 にそれ らの

機関で開発が進め られることになろ う。

バイオアッセイに関する今後の問題点として3点 を

挙げておこう。
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第1は,ヒ ューマソ・カウソタによる測 定 との適切

な役割分担 についての検討を進め,内 部被曝管理業務

の一環 としての尿(あ るいは糞)の 測定の位置づけを明

確にし,正 しく認識する必要がある。

第2は,放 射線管理 ・保 健 物 理の実務としての測定

技術の開発・向上に,よ り以上の関 心 を寄せ,力 を注

ぐ必要がある。

第3は,地 味ではあるが,実 際上の意義が大 きくか

つ不可欠なこの仕事に対 して,原 子 力 関 係者 が 正 し

く,妥当な理解を持つべきである。

線量評価に関連 して

内部被曝によって人体が受ける線量 評 価 の 問題点

の所在は,系 列的に並べ ると次のようになる。すなわ

ち,① 環境中の放射性物質の量(お よび挙動),② 人体

内への摂取量,③ 体内各臓器・組織への沈 着量,④ 臓

器 の被曝線量,そ れによる⑤生物学的影響である。

これ らの うち①は極めて重要である。外部被曝の管

理に際 しては,個 人モニタによって得 られる線量に関

する情報が実際上の一般的指標 となる。 しか し,内 部

被曝の場合は,そ れによる被曝線量を情報 として得る

ことはできないので,環 境中の放射性物質の濃度を管

理の一般的指標 とせ ざるを得ない。前者が被曝線量基

準に対応するものとすれば,後 者すなわち内部被曝の

直接的管理対象は環境基準に対応するものである。 し

たが って,内 部被曝管理にとって最 も有効な研究の対

象もここにある。いいかえれば,環 境中の放射性物質

の量をいかにして少な くす るか ということこそが問題

なのである。

②～⑤は,人 体に関する問題点である。広義にいっ

て医学的問題点 とも呼び得 るであろう。体内に入った

放射性物質の挙動に関する生物・医学 的知 識,臓 器の

大 きさとか化学的組成に関する情報などがそれに該当

する。 日本人のいわゆる標 準人(Standardman,Refer-

enceman)を どのように決めるか とい う問題 欧米人

について得 られ,そ れに適用 している数値をそのまま

日本人にあてはめてよいのか とい う問題な どもそ うで

ある。また近年,原 子力領域に大きな旋風をまきおこ

したホ ヅト・パーティクルの問題 も,こ の範躊 に入る

であろ う。この種の問題は,学 問的な興味の対象 とな

りやすい し,研 究 としての態をなしうるものである。

したがって,研 究対象とす る人は,数 は少な くてもあ

とが絶えることはないであろ う。

しか し,留 意する必要 のあることは,こ れ らの医学

・生物学的研究の成果を得るとい うことは,内部被曝管

理の実務 にとって必ずしも不可欠条件ではないとい う

ことである。現在入手しうる医学・生物学 的 知見が学

問的に妥当でないことがわか り,よ り妥当な値が現わ

れた としても,そ れによって内部被曝管理の実際の仕

事が大 きく左右 されることのないようになっているべ

きである。それが望ましい姿 で あ るし,卒 直 に いっ

て,そ れが現状であろ う。この点に関する認識は専門

家の間でも意外に不足 している。

内部被曝管理に関 しては,現 場の経験者・担 当者 と

学者・研究者 とのギャップは予想 以 上に大きい。放射

線管理 とは実務である。実務は絶えず動 く,そ して時

間とともに有形無形の経 験が蓄 積され る。学者・研究

者の多 くは,現 場が情報を提供 しない といって非を と

なえる。 しかし,情 報を提供される側がその情報を受

けとめ,現 場のかかえる問題に役に立つ現実的回答を

返えすだけの能力を持っているとい う信頼を現場に抱

いてもらうことが,何 にもまして必要であろ う。

(東大・吉沢康雄)

外 部 被 曝

本学会の創立当時,外 部被曝線量測定器 としてJIS

に定め られていたものは医療用のX線 および γ線の2

種類のフ ィルム・バ ッジだけであったが,現 在 で は,

広領域 フ ィルム・バ ッジのほ か熱ル ミネ ッセソス線量

計等多 くの測定器が開発,実用化され,広 く使用 され

るようになった。

フィルム・バ ッジは原子炉やRIの 利用拡大に伴い,

中性子線,β 線およびより広いエネルギー範 囲 のγ線

の測定が可能な測定器 としての開発が進め られ昭和30

年(1955)代 後半に実用化された。その後,精 度の向上

と湿度による潜像退行防止の開発が進め られ,現 在で

は3ヵ 月使用した場合の検出限界線量 は20%の 誤差範

囲で20mremま で改善 されている。

熱ル ミネ ッセンス線量計は原理的に線量測定に適用

可能であることは以前か ら知 られていたが,素 子の物

理・化学的不安定性や素子間の感度のバラツキが 多か

ったため実用化が遅れていた。松下電器中研等の研究

開発の結果,昭 和40年 代後半に実用化され るにいた っ

た。熱ル ミネ ッセソス線量 計 はフィルム・バ ッジに比

べて感度が良く,エ ネルギー依存性 も少ないとい う長
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所を有する反面,フ ィルムのように1個 の検出器か ら

得 られる情報量が少ないこと,目 視による線量評価が

できずすべての素子を測定 しなければならないこと,

測定後の証拠が残 らないこと,な どのため利用範囲が

限 られていた。 しか し最近,素 子の測定時間を20sec程

度に短縮するとともに素子の識別 と測定結果の記録が

可能な自動測定装置が開発 されたため,単 に個人被曝

線量測定器 としてばか りでな く,管 理区域の出入管理

にも利用できるようにな り,今 後はその利用範囲が拡

大するもの と思われ る。

このような γ線の個人被曝線量測定器の研究開発に

比 して中性子線のそれには大 きな進展はみ られなかっ

た。中性子に対 して反応断面積の異なる元素を用いた

熱ル ミネッセンス線量計による測定法は原研で,エ ッ

チ・ピット測定法について京大炉で開 発 が進められ一

応の成果は得 られているが,ま だ実用 化 され てお ら

ず,速 中性子によるフィルム中の反跳陽子飛跡を自動

計数する装置もまだ開発途上であ り,今 後の成果が期

待され る。

事故時被曝線量測定器の開発についてはIAEAの 主

催す る研究協力に原研が参加 し,1970年 か ら4年 間に

わたる国際相互比較実験等を通 して核分裂片飛跡検 出

器を主体 とする測定法は高 く評価された。これ らの測

定器は事故時測定器 として活用される機会は少な くな

ったけれども,他 の目的,例 えぽ通常人間が立ち入 ら

ないような高線量率場,特 に中性子線量率の高い場の

線量率測定な どに活用されている。

このような個人外部被曝線量測定器の研究開発 とと

もに,胸 部に装着 して測定 した値 と全身線量ならびに

各臓器線量 との相関を 明確 にすることは,最 近のIC

RP勧 告等か らみても,今後の主 要な研究開発の課題 と

なることは必須であ り,こ の分野の研究開発の進展を

期待 したい。

外部被曝測定においては,前 記の個人外部被曝線量

測定法 とともに作業空間線量率測定法の研究開発 も主

要な課題である。β線による作業空間の従来の線量率

測定法は複雑で,精 度 も必ず しも満足すべきものでな

かったが,測 定法が β線のエネルギーと対象 とす る測

定部位(深 さ)とに依存するため開発が遅れていた。原

研 で開発 した直読式 β線吸収線量測定法はプラスチッ

ク・シンチレータとシングルチャネル波高分 析器 とを

用い,特 定波高のパルスのみを計測することにより,

指先,皮 膚な ど測定 しようとする部位の 吸収 線量を 直

読できるもので画期的な成果 といえよう。この測定法

は表面汚染検査計としての機能 も付加 してすでにサー

ベイ・メータとして実用 化 されている。また,γ 線に

よる空間 線量測定のサーベイ・メータについては,検

出器 として低線量率の場合は感 度 の 高いGM計 数 管

を,高 線量率の場合はGM計 数管の窒息を防止するた

め電離箱をそれぞれ使用 している。測定結果 の整合性

と信頼性を向上させるため,こ れ らに代わって検出器

として,大 きさの異 な る2組 のプラスチ ック・シンチ

レータと写真機の絞 りとを用い,低 線量率 と高線量率

の場合とで絞 りによりシンチレータを使い分けること

に よって,10μR/h～ ユ00R/hの 領域の線量率 測 定が

可能なサーベイ・メータが開発実用化された。

外部被曝線量測定器や空間線量測定器に限 らず,す

べての測定器は常に正 しく校正されていなければな ら

ない。放射線測定器は他の測定器 と異な り,放 射線 と

物質 との相互作用を媒介 として間接的に線量を求める

ものであるか ら,一 層校正が重要 となる。校正方法が

不適切であったために次のような失 敗 をした例 が あ

る。GM計 数管のように感度の方向依存性のある測 定

器に対 して,点 状線源を用いて ビームとGM計 数管の

長軸 とが直角に した場合 と平行にした場合 との感度比

はおよそ10:8に なる。 したがって,大 容積線源の表

面またはその近傍の線量を測定す る場合,校 正法が違

っていると両者の差は20%に な り,測 定結果の信頼性

を著 しく失 うことになる。 これと類似する問題 として

校正時の照射条件がある。フィルム・バ ッジをfreeair

中で照射 した場合の吸収線量を100と す ると,フ ァソ

トム表面に装着 した場合の吸収 線 量は1MeVγ 線で

20%,数10keVγ 線で200%高 い値 となる。 この傾

向は速中性子照射の場合も同様である。 したがって,

ある放射線場の空間線量率を測定するための測定器の

照射,校 正はfreeair中 の照射でよいが,人 体 の被曝

線量を測定す るための測定器の照射,校 正 は ファン ト

ムを使用 し,測 定 しようとす る目的量に応 じて測定器

の装着位置を変えなけれぽな らない。人体 の最大吸収

線量を求める場合は一般にファソトムの表面に,人 体

中心部の吸収線量を求める場合には表面と中心部とに

装着 し,両 者の関連を求めておかなければならない。

外部被曝や施設の放射線安全管理においては,測 定

の高信頼性,高精度,高 度の整合性,無 矛盾性 が厳 し く

要求されることである。 これを確保するためには,す

でに諸外国において制度 として導入され て い る よ う

に,国 際標準と校正された国家標準,こ れ と校正され

た高精度標準とい うような校正の連鎖,つ ま りトレー

サ ビリテ ィシステムをわが国においても早急に確立す

る必要性を痛感する。
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本学会 と直接係わ りのある問題ではないが,放 射線

作業従事者の被曝線量登録管理制度が,原 子炉の設置,

運転 に関する規則の規制を受ける大手原子力事業所職

員を当初 の対象 として実施 された ことは,今 後この制

度の拡大 と相まって個人被曝管理の充実に寄与するも

のとして期待され る。

(原研・沼宮内弼雄,宮 永一郎)

施設の放射線管理

施設におけるモニタ リソグに関する技術開発 の動向

と現場における管理上の問題点を述べる。

前半の約10年 間に,放 射線管理用測定器および測定

技術の開発 と各種施設における実 務上 の経 験 を 通 し

て,わ が国における放射線管理の方式がほぼ確立 され

た といえる。後半においては,モ ニタ リソグにおける

測定評価に関す る技術の開発が行われたほかに,商 業

用発電炉や再処理工場などの建設稼動に伴い,す でに

開発 された技術 と管理経験の大型施設への活用が図 ら

れた。研究用施設を含め施設の大型化に伴 う放射線管

理上の問題点 として,作 業規模の大型化に対応するた

めの,特 に効率的モニタリソグ方式の確立に努力が払

われた結果,大 型施設における放射線管理の方式もほ

ぼ定着するに至った。

しか しなが ら,最 近数年間において被曝低減,特 に

定期検査時などにおける工事作業者の管理の強化,お

よび原子力委員会の線量 目標値の適用など,環 境への

放射性物質の放出低減化に伴 う測 定 評 価 の精 度 向上

が一層要求されるようになった。これ らに対応するた

めの技術開発が行われ一部成果が得られているが,さ

らに10数 年の管理経験の蓄積 と新技術の導入による効

率的な総合 システムの開発が望まれ,そ のための努力

が行われ始めている。

作業環境におけるモニタ リング技術

外部放射線のモニタリング技術については前節で述

べ られているので省略する。

空気汚染モニタ リング技術に関 しても,当 初は輸入

技術のわが国への適用 と改良が中心であったが,そ の

後の開発によ り,特 殊な施設に対するものを除き充分

実用性のある測定器,測 定法が確立され,測 定指針(例

えぽ作業環境測定に基づ く測定の ガイ ドブ ック)が 制

定 される(1976年)に 至った。

放射性塵埃に対 しては,モ ニタ リソグ上必要な微小

エアロゾルの発生 ,測定評価技術が開発(大 学,原 研,放

医研)され るとともに,必 要な捕集 性 能を有す る国産

}戸紙が実用されるようになった。Puに 対 しては,自然

のRn娘 核種を分離測定できる,い わゆるPuモ ニタ

が実用されるようにな り,肺沈着量の評価上重要なPu

エアロゾルの粒径分布の評価技術 もほぼ開発され,α

施設の管理方式の確立に寄与 した。

放射性 ヨウ素に対 しては,原 研型 ヨウ素サ ソプラの

試作 と捕集材(活 性炭),ヨ ウ素の性状や湿 度などの諸

条件に対する捕集効率の依存性お よびその改善法の実

験的調査が行われ(原 研),モ ニタリング方式 もほぼ確

立された。さらに環境への線量寄与を評価す る観点か

ら,放 出時および放出後の性状調査 のためのサソプラ

の開発が行われている。

3Hに 関 しては,防 護具類の改善 とともに,加 速器

における3Hタ ーゲットの取扱いや重水炉の補修作業

時などにおける3H管 理方式が確立 された。特に呼気

中水蒸気の捕集測定法は現場における3Hの 内部被 曝

の管理に有効である。ただ し,核 融合におけるような

3Hガ スの大量取扱いのために,混 在す る他の放射性

ガスと識別測定でき,ま た メモリ効果のないモニタの

開発や,水 素ガス成分 と内部被曝に寄与す る水蒸気成

分 とを弁別定量できるようなモニタ リソグ方式の確立

などの技術開発が進められている。

表面汚染モニタリソグは,汚 染密閉性のチ ェックお

よび空気汚染モニタリソグの補助手段 として汚染管理

に極めて有効であ り,放 射線管理の実務において重要

な役割を果 してきた。最近は,作 業者の退室時の身体

汚染の表面汚染を自動的に監視するための全身表面汚

染検査装置が開発 され,原 子力発電所など外来工事業

者の出入 りの多い施設に採用されている。なお,放 出

放射性物質のモニタリング技術に関しては,軽 水型発

電炉に対する放出放射性物質測定指針(1978年)に 示 さ

れるように,線 量 目標値に適合する測定技術はほぼ開

発された。環境線量に比例するような量を直接測定で

きるスタックガスモニタの開発(原 研ほか)も 行われて

きたが,今 後はさらにモニタリソグ精 度 の 向上 のた

め,特 にスタックガスモニタの安定性の向上な どを含

め効率的なモニタ リソグ方式確立のためのシステムの

開発が不可欠である。
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防 護 技 術

防護マスクについては,捕 集材の性能および着用時

の密着度を含む総括捕集性能試験法の開発(原 研,電 中

研など)に より,国 産の防護マスクの性能 向上が図ら

れ,ま た着用時の密着度試験法や現場における密着度

の簡易検査法が確立され,セ ル内除染作業な どにおけ

る内部被曝の防止に寄与 してきた。現在簡易な送気式

マスクなど作業性 と捕集性能のよいマスクの開発が急

務である。また,そ の他の防護具類については,使 用

寿命の延長や使用後の廃棄物量の低減化のための素材

の選択な ど,経 済性の観点か らの開発お よび使用法の

確立が望まれる。

以上の ように,核 融合や大量のPu取 扱施設などで

必要な特殊なものを除き,モ ニタ リングはほぼ確立さ

れたと考えてよい。今後の測定器類の開発に関 しては,

測定感度の向上よ りは,む しろ現場 における実用的な

観点か ら取 り扱いやす く,安 定性のよいものの開発が

望まれ る。また,防 護方法決定のための費 用一利 益解

析の適切な導入方式の確立,管 理に要求される測定精

度の明確化 とこれに適合 した管理方式の確立,さ らに

これ らを総合 して計算機によるデータ処理装置を導入

した管理 システムの開発が重要な課題 となろう。

(原研・吉田芳和)

5.安 全 性

工学 的安 全性

安全性研究の考え方

原子力の安全性確保の基本は,原 子力の利用開発を

図るにあた り,放 射能を安全に管理 して周辺の住民お

よび職員の健康 と安全を確保することにある。このた

め原子炉施設等の安全性確保にあたっては,次 の3つ

の段階 の多重防護の考え方をとっている。

(1)第1の 段階は,安 全上余裕のある設計を行い,

製作においては厳重な品質保証を行い,施 設お よび機

器が設計 どお り製作 されていることを確認することで

ある。

また,運 転に入ってか らは厳重に監視,点 検および保

守を行 うことによって施設や機械の故障が起 らないよ

うにし,ま た故障が生 じた ときはそれを早期に発見 し

て補修を行 うことである。特に圧力バ ウソダリの亀裂

の発生お よび進展に対 しては厳重な検査を行い,亀 裂

の発生を早期 に発見することに努める。また亀裂の発

生の検知を見落 した場合にも,亀 裂が発展 して貫通亀

裂になったときは,冷 却材漏洩検出装置によって亀裂

長さが限界亀裂長 さに比べてはるかに小さい段階で貫

通亀裂を検知することである。

② 第2の 段階は,こ のような対策を行なっても機

器は故障 し,人 は誤操作を行 うとい う前提のもとにお

ける対策である。このための機器には多重性および独

立性を持たせ,い かなる場合にも原子炉を停止するこ

とのできる安全系を設ける。また,設 備や機器の損壊

に基づ く事故の影響を軽減するため,必 要に応 じて工

学的安全施設を設けるな どして,機 器の故 障,誤 動 作

および人の誤操作があっても大 きな事故に発展するこ

とがない ように対策を講ずることである。

(3)第3の 段階は,上 記の対策を行 うことによって

原子炉の安全は確保できるが,さ らにほ とんど起るこ

とがないと考 えられる機器の故障までを想定 して,想

定事故に対する評価を行い,周 辺の公衆の安全を確保

するための所要の安全対策を講ずることである。

以上の多重防護の考え方に従って,原 子炉施設等の

安全性を確保するための安全基準,指 針,解 析モデル等

の判断資料に基づいて,総 合的に安全性が確保され,

これまでも原子炉施設等は高い安全確保の実績を示 し

ている。

しか しなが ら,原 子炉の開発および改良,容 量 の大

型化,集 中立地に 対応 し,ま た安全性に 関する知見お

よび建設・運転経験の蓄積等による知見の増 大 に対応

して,上 記の基準,指 針,解 析モデル等の判断資料を整

備 し,か つ安全余裕を より定量化するために安全性研

究が実施されてきた。
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上記の(1),(2)および(3)の各段階における研究 は,広

い意味では安全性研究 とい うことができるが,(1)お よ

び(2)の一部は主 として原子炉施設の性能を保証す るた

めの開発研究であって,炉 物理・炉工学,核 燃 料・炉 材

料および化学工学の分野である。安全性研究とは,周

辺の住民お よび原子炉施設 の職 員 に対 して,放 射線

被曝を防止 して健康 と安全を確保するための研究であ

って,上 記②の一部および③の範囲のものである。

わが国における安全性研究の推移

わが国の安全性研究は,1963年 ごろか ら始まった軽

水型原子力発電炉に関する安全性研究に端を発 したと

いえよう。すなわち,1963年 に日本原子力産業会議安全

特別研究会にSAFE(SafetyAssessmentandFacilities

Establishment)プ ロジェク ト小委員会が 設 け られ,日

立,原 子力事業,三 菱原子力が政府の原子力平和利用委

託費の支出を受けて冷却材喪失事故に関する小規模プ

ラン トモデルによる総合試験に着手 した。また,1963年

ごろより原研において圧力容器鋼材の中性子照射脆化

に関する試験を始めた。そ の後原研は,SAFEプ ロジ

ェク トの小規模 プラソ トモデルに続 く大規模プラン ト

モデル実験のため,ROSA(RigofSafetyAssessment

一冷却材喪失事故実験装置)計 画を1968年 より着 手 し

た。

軽水炉 の安全性研究を広範に推進するようになった

のは,1972年 に原子力委員会に設 け られた環境 ・安全

研究専門部会の安全研究分科会の中間報告書が提出さ

れ,こ れに示 された安全性研究を実施するため,原 研

が1973年 に安全工学部を設置 してか らである。軽水炉

の安全性研究は原研 のほか金材技研,船 研 および動燃

でも実施 し,ま た国か らの委託研究費を受けて民間で

も強力に実施するようになった。その後1976年3月 に

原子力工学試験セソターが発足 し,電 源開発特別会計

の資金で各種の信頼性実証試験を行 うようにな り,ま

た電力会社 も1976年 より安全性研究に多額の予算を計

上す ることとなった。

一方,新 型転換炉(ATR)お よび高 速 増殖炉(FBR)

の開発を行 うため1967年 に動燃が設立 され,軽 水炉以

外の動力炉の開発を推進す ることとなった。これに伴

い,動 燃は1970年 に大 洗 工 学 セソタ ーを発 足 し,

ATRお よびFBRの 安全性研究を広範に推進すること

とした。

軽 水 炉,ATR,ガ ス炉

1.原 子炉燃料体に関する安全性研究

軽水炉およびATR燃 料体の照射挙動の研究は,原

研が1967年 よりノールウェーのHalden計 画に加盟 し

て,こ れに よってJPDR-」 燃料およびATR燃 料の確

性試験,PuO2-UO2燃 料の挙動,燃 料被 覆管の水素破

損,ペ レッ トー被覆管の機械的相互作用および焼 きしま

り現象の解明を動燃および 日立,東 芝,原 燃工 と共同し

て行なってきた。また,JMTRを 用いて1973年 より

燃料被覆管の水素破損および焼きしま り現象を解明し

てきた。 さらに原研は,1975年 よりスウェーデンのln-

ter-Ramp計 画および76年 より同国のOver-Ramp計 画

に加盟 し,燃 料棒出力急上昇に伴 う燃料損傷限界の究

明を行なっている。現在UO2ペ レットの焼 きしま り現

象および焼料被覆管破損原因の解明はほぼ完了 し,主

な研究 目標はペレットと被覆管の相互作用の究明であ

る。これは将来原子力発電容量の占める割合が大 きく

なることに より,原 子力発電所の負荷追随運転を行わ

なければな らないので,原 子炉出力の増減によるペレ

ッ トと被覆管の相互作用が燃料の健全性に及ぼす影響

を明らかにするためである。

軽水炉燃料安全性評価プログラムの整備開発は原研で

1973年 より開始 し,FREF一 ユ,GAPCON-THERMAL-

1,2,FREG-3,FRES-1,FREC-3,FEM-1,FEMAXI・-

1な どの プログラムが整 備 され,Halden炉 お よび

Inter-Ralnp実 験の結果 とかな りよい一致をみている。

原子力発電所で使用する3.6m長 の燃料の試験施設

として,原 研は1974年 より実用燃料試験施設の設計に

着手 し79年10月 より運転に入る予定である。また沸騰

水型燃料の試験のため,日 本核燃料開発㈱でも燃料試

験施設を1977年 に完成 し試験設備の拡充を行なってい

る。

一方,多 目的高温ガス炉用燃料の被覆粒子の照射試

験は1970年 より開始 した。

2.構 造安全性に関する研究

原研では1963年 ころよりノッチシャル ピー試験によ

る圧力容器鋼材の中性子照射脆化の研究を行い,1969

年 より圧力容器 ノズル部の疲労亀裂伝播および低合金

鋼の高温水中腐食疲労に関する研究に着手 し,1973年

よ りステソレソ鋼の応力腐食割れ挙動の研究に着手 し

た。応力腐食割れの研究は,そ の後金材技研,電 中研,

原子炉・材料 メーカーおよび電 力会 社 で も実施 され

た。また,三 菱重工はSG細 管の減肉現象およびその

(58)



Vo1,21,No,1(1979) おが国原子力研究の20年 59

健全性の研究を1972年 より実施 している。現在では低

合金鋼の高温水中腐食疲労の伝播挙動の研究が 日,米,

英および西独等の共同研究 として実施 してお り,新 し

い圧力容器鋼材の照射脆化,配 管の亀裂伝播挙動 およ

びステンレス鋼の応力腐食割れ対策に関する研究が進

め られている。また,最 近は破壊力学的手法に基づい

て,よ り定量的な破壊靱性の評価についても研究され

るようになった。

構造安全性の研究の特微は,1975年 度 より電源開発

特別会計の予算で各種の信頼性実証試験が実施 されて

きたことである。すなわち,原 研における配管信頼性

実証試験,原 子力工学試験セソターの蒸気発生器 信 頼

性実証試験,バ ルブ信頼性実証試験,溶 接部等熱影響部

信頼性実証試験,ポ ンプ信頼性実証試験,原子力発電施

設耐震信頼性実証試験などである。

一方多 目的高温 ガス炉では,原 研で1973年 ころより

高温ヘ リウム中の腐食,ク リープ挙動および高温 下 中

性子照射脆化などの耐熱金属材料の研究を開始 した。

3。 原子炉冷却材喪失事故に関する研究

熱水力挙動に関する研究は,1963年 にSAFEプ ロジェ

ク トが発足 し66年に所期の成果を挙げて解散 した。こ

の小規模プラソ トモデルに続 く大規模 プラソトモデル

実験は原研で実施することとな り,ユ968年にROSA-1

装置を予算化 した。ROSA-1は ブローダウソ挙動の解

明と実験解析を 目的 としたもので,1970年12月 に実験

を開始 し73年3月 に所期の成 果 を挙 げて終了 した。

その後PWRのECCSの 有効性の解明と実験解析を目

的 としたROSA一 皿の建設 に着手 し,1974年2月 に実

験を開始 し77年7月 に所期 の成果を挙げて実験を完了

した。i現在はBWRのECCSの 有効性の解明と実験解

析のためにROSA一 皿を建設 し,ユ978年7月 よ り実験

を開始 した。

ROSAは システムを模擬iした総合試験であるので,

個々の現象を解明する個別試験 も必要である。 このた

め原研は,再 冠水実験を1973年 より計画し74年 より実

験を開始 した。また,電 源開発特別会計の予算で大型

再冠水実験装置の建設を1976年 度 より着手し,78年 度

中に完成させる予定である。一方BWRの 再冠水実験

は 日立がユ974年より77年まで実施 し,ま た電力共研予

算で現在日立において蒸気雰囲気中の炉心スプレイ分

布実験装置を建設 している。東芝ではブローダウソ中

の熱伝達の研究および臨界流構造の研究を実施 した。

BWRMark皿 格納容器圧力抑制 系の試験は,原 研

が工976年および77年 にかけて1/6ス ケールの試験を東

電などの受託研究として実施 し,1977年 より電源開発

特別会計の予算で実寸の1/18セ クター試験装置を製作

し,79年 よ り実験開始予定である。また,動 燃は1968

年 より実規模安全性試験装置の建設を開始 し,70年 よ

りATRのECCS性 能の確認および安全評価解析を実

施 した。

…一一■方原研は ,米 国 のLOFT(L。ssofFluidTest)計

画に1976年 より参加しているが,現 在までに非核実験

を 完了 した。また,熱 水力挙動の基礎研究は東大,京

大,東 工大および宇都宮大などでも実施している。

冷却材喪失事故時の燃料被覆材の挙動の研究は原研

では1973年 に計画し74年 に水蒸気一ジルコニウム反応

の実験を開始 した。 この研究は金材技研および三菱原

子力でも実施 している。原研では,現 在燃料集合体の

水蒸気中ふ くれ試験を実施している。

SAFEプ ロジェクトでは格納容器 スプレイに よる

F.P.の 除染効果 と減圧効果も実施し,そ の後東芝では

1975年 より直径1,5mの 格納容器モデルを用いて実験

を実施 しているが,原 研では1975年 よ り電源開発特別

会計予算によ り高さ20m,直 径7mの 格納容器 モデル

によるスプレイ効果試験装置を建設 し,77年10月 よ り

熱除去試験,78年5月 よりヨウ素の気液分配試験を実

施 している。

安全性に関する試験研究 とともに,原 研では1969年

より75年 まで原子力コー ド委員会・軽水炉 安全性 コー

ド専門部会において,国 内外のLOCAに 関するコー

ドの整備を行なってきた。一方1973年 よ り原研でLO

CA時 安全性評価 コードシステムの開発を開始 し,第

1次 原型版を完成すると共に米国のWREMコ ー ドを

整備 した。

4.反 応度事故に関する研究

PWRの 制御棒 噴出事故,BWRの 制御棒落下事故

などの想定反応度事故時の炉心お よび燃料のふるまい

を研究するため,原 研では1967年 よりNSRR(Nuclear

SafetyResearchReactor)計 画を立 案 し,そ の内容が

詳細に検討された。1972年 にこの予 算 が認 め られ,

NSRRは73年6月 より建設された。NSRRは1975年

6月30日 臨界とな り,そ の後引き続いて燃料破壊実験

を行なって きている。

NSRR計 画は各国が高い関心 を示 し,現 在 米 国の

PBF(PowerBurstFacility)計 画と研究協 力 協定を 締

結 し,研 究成果 と研究員の交換を行なっている。

5.耐 震に関する研究

耐震に関す る安全性研究については,近 年におげる

地震学の急速な進展,解 析手法,実 験技術 の進歩等に よ

り原子炉施設の耐震性について,よ り正確な安全評価
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が可能になちた。このため地震の実測データの分類分

析,設 計用地震動の作成,建 設お よび構 造 物 の応 答解

析,建 物と地盤 との相互作用の研究などが建築研究所,

電中研その他電力,メ ーカー,建設会社によって実施さ

れている。

6.そ の 他

以上述べた以外にも,原 子力施設か ら環境への放射

能放出に関する技術開発の研究が実施されてお り,ま

た最近原子炉施設 の確率論的安全評価手法 の開発に着

手 した。

熱中性子炉に関する将来の展望

動力炉開発の初期において,軽 水炉は技術導入によ

るものとし,軽水炉の安全性研究 も技術導入ベースで,

わが国独 自の研究が行われていなかった。この ような状

態ではわが国における動 力炉 に関するPublicAccept-

anceが 得 られず,ユ973年 前後 より軽水炉に関 して安

全性研究を広範に実施するようになった。現在ではわ

が国の安全性研究の成果は著しく,米 国 お よび 西独

と対等の立場で相互に技術情報交換を行 うようになっ

た。安全性研究の成果は世界共通の財産 となるべ きも

のであ り,今 後 とも各国 と連携 して相互に補完する研

究を行なって軽水炉の安全性研究を早期に完成する必

要がある。

軽水炉の安全性研究 の大部分は1982年 ころまでに完

了するであろうが,そ の後は多 目的 高温 ガス炉,新 型

転換炉のみならず高速炉についても実用化を目指 して

安全性研究が活発 とな り,ま た新型炉の開発研究 とそ

の実用化のための安全性研究が軽水炉のように次第に

分化 していくであろ う。(原 研・村主 進)

FBRの 工学的安全性研究

1。 経 緯

わ が 国 で,ナ ト リウ ム冷 却 高 速 増 殖 炉(FBR)安 全

性 研 究 を 含 め た 諸 研 究 は か な り古 く,こ の 炉 の 特 質

か ら液 体 金 属 の 安 全 な 取 扱 い 研 究(1956～,日 立),

各 種 ナ ト リ ウ ム(Na)ル ー プ に よ る 材 料,機 器 の試 験

(1960～,原 研),高 速 臨 界 実 験 装 置(FCA)に よ る 実 験

(1967～,原 研),高 速 中 性 子 束 炉(弥 生)に よ る研 究(19

7!～,東 大),ま た 電 中 研 と米 国APDAと の 協 力 に よ る

エ ン リコ ・フ ニル ミ炉 の 運 転 お よび 関連 研 究 が あ った

(1966～)。

一 方1967年 ,動 燃 が 発 足 し,国 の プ ロ ジ ェ ク トと し

てFBRを 開発する こ とになって以来,「常陽」の建設,

運転(1977年 臨界,1978年50MWth),お よび「もん じ

ゅ」の設 計を進めているが,両 炉の実現のため安全性

研究は積極的に行われて来た。

2.FBR安 全性研究の分類と内容

FBRの 工学的安全性に対する基 本方針は軽水炉 と

変 りない。 このため,(A)プ ラソ トの異常や事故の発

生を未然に防止 し,発 生 しても,こ れを(B-1)局 限化

し,(B-2)抑 制し,(C)最 終的に放射線被曝をできる

だけ低減化す るとい う,3～4つ の段階のそれぞれに

安全対策を樹てるよう研究がなされている。

(1)事 故 防 止

このうち(A)事 故の発生の防 止 のた め,ま ず,炉

が固有の安全性を持つ必要が あ り,「常陽」につ いて

は,FCAに プル トニウムとウラソの混 合炉心を組み,

ドプラー係数やNaの 気泡係数など設計値を確認 した

(1968～)。 「もんじゅ」については,英 国原子力公社 と

共同で,ウ ィソフリスのZEBRA炉 に より,同 様に安

全上 の炉物理特性が確認された(1971～72)。

次に,プ ラソ トの主要機器,緊 急炉停止系,熱 除去系

の信頼性が確保されている必要があ り,「常陽」の主要

機器 の実寸大の原型を試作 し,水 中またはNa中 で性

能試験を行なった(1972～)。 特に,安 全棒は地震時を

模擬 して,偏 心 した状態でも炉に挿入されることを確

認 した(1971)。 「もん じゅ」の主要機器についても,ほ

ぼ同様な試作 と試験がなされ(1971～),耐 熱衝撃特性

も調べ られ,ま た後備(バ ックアップ)炉停止機構の性

能につき試験がなされている(1975～)。 蒸気発生器に

ついては大規模な試作および試験を行い,優 れた性能

が確認され(1974～),ま た燃料についても試作を行い,

その健全性をJMTRや 海外の高速炉を利用 して確認

している(1969～)。 破損燃料検出系のほか炉内各燃料

チャソネルごとの異常状態を速やかに発見するよう,

即応性 の熱電対,小型Na流 量計や 蒸気発生器の感度

の良い水漏洩検出器が開発 された(1970～)。 主冷却系

のステンレス鋼製配管 には高温,低 温のNaが 流れる

が,「LeakbeforeBreak」 カミ確 保 されることを確認す

るため,エ ルボ,ノズル部な ど人工欠陥をつけた もの

を含む配管構造モデルにより,低 サイクル疲 労,ク リ

ープ疲労あるいはクリープ座屈などに関する構造強度

を高温大気中およびNa雰 囲気で調べた(1970～)。 ま

た,崩 壊熱の除去についてはモデル実験(1971～)な ど

によ り設計を次第に改良している。

次に,機 器,構造物の耐震特性を確認するため,「常

陽」では 炉容器を囲む 黒鉛遮蔽体の%モ デルによ り,
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静的,動 的荷重試験を行い(1970～71),「 もん じゅ」も同

様に主要機器である格納施設,炉容器,蒸 気発生器の伝

熱管群について縮尺モデルによる試験を行なっている

(1977～)。 高温用で地震も考慮 した配管支持法はルt-一一・

プ型FBRで は重要であ り,油防振器(1970～71)の ほか

耐放射線特性の良い機械式防振器(1972～)も 開発 し,

軽水炉にも利用されている。

軽水炉に比べて材料,運転条件などが異なるFBRで

は,機 器の高温構造設計基準を整 え る必要 があ り,

「常陽」(1971)のほか「もん じゅ」についても検討をして

いる。

(2)事 故の局限化抑制化

次に,前 記(B-1),(B-2)事 故の局限化,抑 制化に関

連 し,炉 内の局所異常(ピ ソ接触,閉 塞,流 量低下)に基

づ くNaの 過熱,突 沸,伝 熱特性の低下,そ の伝播を調べ

るため,電 気 ヒータピソ(1～37本)をNa流 中に入 れ

て実験 し,予 想 したほ ど苛 酷でないこ とがわ かった

(1970～)。 次に,何 らかの理由により反応度が急激に

挿入された り,冷却能力の低下,喪 失 した場合,燃 料 ピ

ソ,被覆管が破損 して溶融 燃 料 がNaと の相互 作用

(FSI)を 起 し,ま た燃料が移動,逸 散,落 下 した り,こ

れ らの結果,圧 力波が発生する状況を調べるため,炉

外においてFSIの 実験(1971～)や 被覆管の健全性試験

(1975～)を 開 始 し,並 行 してGETR(1974～,米),

CABR1(1974～ 仏,独)お よびTREAT(1978～,米),

ETR(1978～,米)の イソパイル・ループに よ り,各 国

と模擬事故の共同実験を行なっている。また,局 所の

みな らず全炉心について安全評価ができるよう計算 コ

ー ドを開発 し,こ の検証,改 良のための上記炉 内外 の

試験の解析作業が進められている(1970～)。

一方,計 算モデルの詳細,大 型化に伴い コー ドの管

理,維 持の省力化と,会話型図形処理のような計算結果

の迅速処理 とを 目的 と したユーティリティ・フロクフ

ムを開発 し,実用化 した(1974～)。

次に,炉 内で圧力波が起る時の機器の応答を確かめ

るため,炉 容器の1/7.5～1/15の モデルの 中を低爆速

火薬を爆発させ,容 器の塑性変形に よるエネルギーの

吸収状況を確認 した(1972～)。 別に,蒸 気発生器伝熱

管破損時のNa一 水反応は,大,中,小 規模で試験されて

有用な設計データが得 られた(1970～)。

(3)放 射線被曝低下

最後に,前 記(C)放 射線被曝低減化に関連 し,燃 料

か らのF.P.の 放出,移 行を調べる実験がNaイ ソパイ

ル・ル■一一一・プ(1972～ 原研,72～ 東芝)で なされ,か つ,こ

れ らを除去する方法も研究 された(1972～)。

格納容器内における放射性物質の放出,沈 着を確 認

するため,小型容器によるNa火 災(1968～),格 納容器

施設の 火災時健全性(1976～),エ アロ ゾル挙動(1979

～)を 調べ,ま た強 アルカ リ性のNaエ アロゾル捕獲 フ

ィルタの開発(1973～)が なされた。

3.FBR安 全研究の将来

以上述べたFBR工 学的安全 性 研究の成果は,「 常

陽」,「もん じゅ」の建設,運 転に有効 に利 用されている

が,今 後FBRの 大型化,実 用化のための課題 として,

炉物理上は固有の安全性を確保ない し改善 しつつ増殖

率を上げ ること,大 型機器の信頼性を高める研究,事

故 の経過をよ り正確に記述できるよう計算 コー ドの充

実 と,大 型炉内模擬事故実験の実施,照 射済燃料材料

に 関する安全性試 験,燃 料,F.P.を 含むNaエ アロゾ

ルの捕獲,低 減対策があ り,さ らにFBR燃 料 サ イ ク

ル上必須な使用済み燃料の輸送,再 処理および再加工

に関連する安全上の諸問題 と考えられる。当面,順 調

に運転 している「常陽」か らの貴重なデータを有効に利

用 し,国 の内外で行われている解析および試験をよ り

充実させたい。(動 燃・望月恵一)

環 境 安 全 性

環境安全性の諸問題は,他 章の主題である原子力施

設 の工学的安全性および放 射線の管理体制・方式と切

り離 して考えることはできない。とい うのは,一 たん

放射線や放射能が施設外に放出されると,こ れ らを コ

ソ トロール して個人および集団の被曝を低減すること

は,不 可能ではないに しても極めて困難 だ か らで あ

る。第一義的な環境の安全性は,施 設側において講ぜ

られる諸方策によって確保 されなければな らない。

環境安全性なる言葉には,単 に放射線被曝に関係す

るものだけでなく,自 然環境保全の問題 とか,数 量的

に表わすことのできない原子力に対する不安感 といっ

た面も含 まれていることも忘れてはな らない。立地の

環境問題 とい う場合,放 射線以外の要因が大 きな重要

性を持 っている場合が多い。 しかし本章では,放射線,

放射能が施設か ら放出されてか ら人の被曝をもた らす

までを,環 境安全性の問題と考えることとする。
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環境中での放射性物質の挙動 モ ニ タ リ ン グ

施設か ら放出された放射性物質は,ま ず大気中また

は水中で拡散する。大気拡散に関 しては,原 子力開発

の当初か ら理論的,実 験的研究が進め られ,そ の成果は

原子炉等の安全評価に役立ってきている。今後一般化

されたモデルによる計算が個 々の地域にどの程度適応

できるかを実証す るための調査を進め,地 域特性を加

味 した計算方法を開発することが必要であろ う。さ ら

に,微粒子の地表,植 物等への沈着機構iや降雨の効果に

関 しても研究を要すると思われる。

一方,海 洋における諸問題は,核 燃料再処理工場の

建設計画が進められたことに伴い,1966年 よ り総合的

調査研究が行われて東海地区海域における評価方法が

提示 された。同調査研究の一つの結果 として,1968年

には拡散につづ く放射性物質の食物連鎖に関する研究

の場 として放医研に臨海実験場が設け られた。これ ら

の成果は再処理施設 の安全性評価のための貴重な資料

となった。

大気拡散につづ く陸系の環境における食物連鎖を含

めた移行の問題については,海 に比べて体系的な研究

はあまり行われていない。わが国の大原子力施設がす

べて海岸に作 られていることのほか,陸 系環境が海に

比べて不均一であ り,多 くの相を含む複雑な系をなし

ていることのためであろ う。 しか し,万 一の事故を考

え,ま た現在放射性廃棄物の地中処分が現実の課題 と

なってきつつあることか ら,土 壌,地 下水中の挙 動 に

つ き研究を進める必要があろ う。

長寿命核種の環境への放出,蓄積の可能性を考える

と,静 的平衡状態の議論だけでな く,環 境各セクター

間の移行速度等,時 間のファクターを加えた動的解析

が必要となるであろ う。最近,研 究の方法としてCon-

centrationfactormethod(CF法)とSystemsanalysis

method(SA法)と がある とい われる(】LAEA,ICRP)

が,後 者による環境放射能の影響解析法はわが国にお

いても開発されつつあ り,成 果が期待 される。

環境中における放射性物質の化 学 的 変化 について

は,重 要な問題ではあるが情報が極めて少なく,今 後

の研究にまたなければならない面が多い。

1975年 には,学 術会議か ら政府への勧 告 に基 づ い

て,大 学における環境放射能研究の場として金沢大 ・

理に「低 レベル放射能実験施設」が設置 されて活動を始

めた。

原子力施設周辺の環境モニタ リソグの基本的考え方

は,原 研発足当初1956年 に確立 されたといってよい。

その後,施 設規模 の増大,放 出モードの変化,ま た社会

的要請の変化等に応 じ,さ らに使用される計測器の進

歩を取 り入れることによ り具体的方法 は変 化 して き

た。技術的進歩でいち じるしい ものの中にはテレメー

タシステムの採用,TLDの 利 用 な どを挙 げることが

できよう。原子力施設に由来する低 レベル放射線成分

を,自 然パ ックグラウン ド放射線 と区別 して定量的に

把握することにも努力が払われ,実 用に耐える計測器

も開発 されている。

環境中の各種物質に含まれる放射性核種 の 同定,定

量については,方 法を基準化する努力が続け られて き

た。核爆発実験か らの フォールアウ ト測定の必要か ら

grossactivity測 定法を定めた「放射能測定法」(1957年)

に始 まり,フ ォールアウト中の主要核種について順次

マニュアルが制定されていったが,近 年は原子力施設

起源の核種に重点を移 しつつある。測定法 も計測器の

進歩を反映 してGM計 数器→Nal(T1)シ ソチ レータ→

Ge(Li)半 導体検出器お よび液 体 シンチ レータの 利用

へ と変 っていった。複雑な化学操作はできるだけ避け

て,ス ペク トル解析に よる同定,定 量にもって い くと

いう方向は今後も続 くであろう。 しか し,γ 線を放 出

しない核種やごく微量の放射性物質に対 しては,化 学

的,放 射 化学的手法を用いることは不可欠である。モ

ニタ リソグの目的には,試 料の前処理を含めて化学操

作の自動化に努力を払 う必要があろう。

このようなマニュアルの制定 と並行 して,正 確,精 密

な分析,測 定法の 研究も活発に行われ,基 礎的データ

として大いに役立っていることはい うまで もない。

また,IAEAやWHO等 が行なっている放射能の国

際相互比較(intercomparison)に,わ が国か らも参加 し

て国際協力の実を挙げている。

線量目標値の制定

1976年 には原子力委員 会 によって「発電用軽水型原

子炉施設周辺の線量 目標値に関する指針」が決定され,

具体的に使用すべ きパラメータ等を決めた「評価指針」

も発表 された。数値は米国の値を踏 襲 した が,米 国

が原子炉1基 当 りの年 線 量 当量を決めているのに対

し,わ が国では1サ イト当 りの年線量当量に同 じ値を
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適用するとしたことと,ヨ ウ素 による線量当量計算に

わが国では安定 ヨウ素の摂取量が多い事実を考慮に加

えたことが特徴である。発電用軽水型 とことわってお

り,ALAPの 考え方に基づ く値 とされてはいるが,

他の原子力施設について同様な値が定め られていない

ため,現 実には同一の値が他の施設にも準用される傾

向にある。

国際基準 との対応

環 境 放 射 線 問 題 に限 った こ とで は な い が,わ が 国

に お い て は 放 射 線 防 護 の基 準 と して 法 令 上 も 実 務 上

も,ICRP勧 告 を 尊 重 す る こ と と され て お り,こ の 方

針 は 今 後 と も変 わ らな い で あろ う。 こ こ20年 の 問 に

ICRP勧 告 は何 回 か 改 訂 され,現 在 の1977年 勧 告(ICR

PPublication26)と な った 。 勧 告 そ の もの の 内容 を こ

こに 述 べ る必 要 は な い で あ ろ うが,本 稿 に 関 係 あ る重

要 事 項 と して,環 境 影 響 の評 価 に あ た っ て次 の こ とを

考 慮 す る 必 要 性 を 強 調 して おか な け れ ぽ な らな い で あ

ろ う。

(1)最 適 化(optimization)の 考 え 方 の重 視(ALAP,

ALARAの 定 量 化)。

(2)公 衆 の被 曝 に 関 し て 集 団 線 量 当 量(collective

doseequivalent)の 使 用 。 で きれ ばman-Svあ た り

の 金 額 の 明示 。

(3)環 境 へ の放 射 能 放 出 レベ ル 等 に 関 す る認 定 限 度

(authorizedlimit)の 設 定 。

(4)線 量 当量 預 託(dose-equivalentcommitment)の

考 え方 の 導 入 。

㈲ 体 内 被 曝 算 出法 の改 善 と公 衆 へ の 適 用。

そ の 他 の 課 題

環境安全性研究の主な 目的は,原 子力施設に由来す

る放射線 と放射能による人の被曝(個 人の線量当量 と,

ある集団の集団線量当量)を,で きるだけ 正確 に推定

し,そ の結果を施設側にフィー ドバ ヅクすることにあ

ると考える。その研究は,一 方において科学 として国

際的な場における討議に耐えるものでなければな らな

いが,他 方,そ の国,そ の地域の特性に 基づ く多数の

データを必要 とす るとい う特徴をもつ。今後 とも研究

を充実すべき一つの理由はここにある。

環境に関する調査,研 究の成果は上述以外に も多数

挙げることはできるけれ ども,人 員,研 究費,大 学の講

座数等においては原子力分野全体の中で占める比率は

決 して大 きい とはいえない。原子力開発にあたる科学

者,技 術者が環境安全の基本を しっか り弁まえた上で

自らの課題 と考えて対処 してい くことが,今 後ますま

す必要 となっていくであろ うことを考えると,ま ずさ

しあたって,原 子力工学科の中に保健物理 も含み環境

放射線の問題を扱 う講座を設けることを提案 したい。

1973年 春 の本学会「年会」における菊 池正 士氏の「原

子力発電の安全 性 とパプ リックアクセプタソス」とい

う論文発表が直接のきっかけとなって,原 子力安全性

に関する本学会の役割についての討議が行われ,種 々

曲折はあったが,1975年 以来,学 会内に「原子力安全」

調査専門委員会が設け られて,環 境問題を含めた広 い

立場か ら地道な検討が進め られている。世界唯一の原

爆被災国民 として,ま た ビキニ事件を体験 したものと

して,国 民が原子力,放 射能に特殊な感情を持つこと

は事実であるが,放 射線を人間活動 の所産 としての環

境諸要因の一つ として幅広 くとらえる努力を払 うこと

によって,原 子力環境安全性の問題は大 きく前進する

であろ う。(放 医研・伊沢正実)
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6.核 燃料サ イクル

核燃料サイクルか ら見た

各種原子炉の在 り方

わが国における原子炉は,発 電用原子炉に限れば,

初期に導入されたコールダーホール型を除けば,現 在

は軽水炉が主流を占めている。国の長期的見通 しとし

ては,軽 水炉・高速増殖炉路線が主であ り,新 型 転 換

炉,CANDU炉 などが補完的原子炉 として考えられて

いる。

また発電用原子炉の燃料は,東 海1号 炉の燃料が金

属燃料であるのを除けぽすべて酸化物燃料を使用 し,

U-Puサ イクル採用に繋がっている。

原子力発電は火力等他の発電方式に比べて資本費は

高いが,安 い燃料費で対抗できる点が根本的特徴 とな

っている。しか し,安い燃料費を得るには現在の核燃料

サイクルの路線 として採用 しているU-Puの 単一サイ

クルを活用 し,し か も資本費の高い核燃料サイクル関

連施設のスケールメリットを最大限に活用する必要が

ある。資源論的立場か らU-Puサ イクルのほかにU-Th

サイクルの導入が議論 された時期もあったが,こ の導

入は炉型の多様化にも係わ ることとな り,ま た主要な

核燃料サイクルの施設能力の分散にな り,わ が国の核

燃料サイクルか らみた原子炉の在 り方 として好 ましい

方 向にあるとはいえない。今後 とも,単 純なU-Pu核

燃料サイクル路線に沿 った原子炉を採用することが重

要 である。

わが国のような小資源国 とくに核燃料の自給できな

い国にとって,燃 料利用効率の高い原子炉を核燃料サ

イクル的に採用することが必要である。この点,わ が

国の路 線 は,新 型転換炉,高 速増殖炉と燃料利用効率

が現在の軽水炉よりもより高いものを求める方向にあ

り,こ れは燃料サイクルコス トの低減化の面か らも当

を得ている。

さらに,資 源を節約するとい う意味か らすると,炉

外 イγベソトリーを小 さくできる原子炉の採用 と,核

燃料サイクルの確立 とが必要であ り,幸 いにわが国の

原子炉型の路線 と核燃料サイクルの路線とは同一方向

に向いているといえる。

現在,国 際核燃 料サイクル評 価(][NFCE)の 場 で議

論 されているように,核 拡散防止の線に沿った核燃料

サイクルの採用 ということは避け られない問題として

具体化 して くると思 うが,こ の場合U-Puサ イクル以

外にU-Thサ イクルの採用 とかDenaturedサ イクルの

採用な どが 論議 されるであろ う。 しか し前 述 の理 由

で,燃 料サイクルコス トの低減が原子力発電にとり重

要であるだけに,核 燃料サイクルの多様化は好ましく

ない。

U--Puサ イクルに固執 したとしても,核 拡散防止 と

い う観点か ら,現 在採用 している核燃料サ イクル技術

に,な ん らかの技術的修正が加えられることは予測 し

なければな らぬ。この場合,原 子炉の在 り方 として,

このような修正 された核燃料サイクルに追従できるも

のであることが必要 となる。わが国の路線上にある原

子炉は,こ のような修正された核燃料サイクルに追従

できるものであるが,燃 料設計,燃 料取扱,炉 心管理な

どの面で従来の原子炉の設計および運転の大幅修正 も

要求され るかも知れぬ。この点,経 済性の要求を満た

しつつ技術上の要求をも満足 していける原子炉を考え

てお くことが必要 となる。

核燃料サ イクルか らみた原子炉の在 り方を要約する

と,

a。 炉型の多様化は核燃料サイクルの多様化を生み

出さぬ程度でとどめるべきである。

b.炉 型は,核 燃料サイクル関連施設のスヶ一ルメ

リットを有効に使い,核 燃料サイクル技術の継続

性を保証できる炉型であるべきである。

c.核 拡散防止の面から発生する核燃料サイクルへ

の要求を,吸 収できるような炉型であるべきであ

る。

d.わ が国のような小資源国にあっては,燃 料利用

効率が高 く,資 源消費節約を図ることができる原

子炉型であ るぺきである。

核燃 料サ イクル ・ア ップス トリーム

1.ウ ラン資源確保

小資源国であるわが国 として,ウ ラソ資源の確保,

開発輸入をめ ぐる情勢への配慮が重要である。わが国

の電力会社は,ウ ラン市場の低迷期に積極的に海外 ウ

ラソ生産者 との交渉に乗 り出し,一 応1995年 までの需
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要を確保するための長期契約を行なったが,現 状は買

手市場か ら売手市場に変 り,ウ ラソ価格もポス トもの

で$40/lb.U,08を 超える状況 になっている。エネル

ギー資源に対する資源保有国政府の関与は増大 し,単

純購入が困難な現状に到達 している。資源の安定的確

保,単 純購 入 に対 す るパーゲニソグパワーの観点 か

ら,開 発輸入が施策の重要課題である。近年資源保有

国の資源ナショナ リズムが 進み,交 通 ・通 信・発電・水

道等の設備建設を求めてきている。西独とブラジルと

の原子力開発上の総合的協力は,先 進資源消費国と発

展途上資源保有国の補完関係 を示 す好 事 例であ り,

多 くの示唆を与える。原子力発電技術,燃 料サ イクル

技術,許 認可の知識等を資源確保に結び付けた点で,

新 しい ウラソ資源確保 パターソの出現 と見ることがで

きる。

資源国であるアフリカ諸国,オ ース トラリアあ るい

はカナダといった国はそれぞれ事情,政 策の視点が 異

な り,戦 略的にアプロ・一チする必要があるが,同 時に

秩序あるウラソ市場形成への協力姿勢が重要 となる。

ウランのほ とんどを海外に依存 しなければな らぬわが

国にとり,世 界市場の安定化がな くしては自国への供

給安定化はあ り得ない。 ウラソ資源確保戦略を長期に

わた り一貫 して展開してい くためには,技 術,人 材,資

金を備え,探 鉱か らウラン生産,備 蓄 までの一貫政策

を とり,あ る程度の リスクも吸収できる体制を国内に

整えて行 く必要がある。

2.わ が国のウラン濃縮技術開発

(1)開 発 経 過

1958年12月 原子力委員会は「核燃料 開発 に対する考

え方」を発表 し,ウ ラソ濃縮に関 しては「国情に適 した

技術を促進する」として,理 研等 の研究機関における

基礎研究を支援する姿勢を表明した。その後これ ら基

礎研究 と核燃料経済専門部会の調査活動によ り,ガ ス

拡散法,遠 心法および ノズル法の特徴が次第に 明らか

になってきた。1967年 には原子力委員会に核燃料懇談

会,69年 には ウラン濃縮研究懇談会を設置 して研究開

発の進め方を審議 し,次 の方針を決定 した。

a.1970～72年 度の3ヵ 年を特定総合研究 とし,研

究対象はガス拡散法および遠心法 とする。

b.本 計画の終了時は両方式の成果を評価 し,そ の

後の方針を定める。

この方針 を うけ,ガ ス拡散法 については理研,原 研

が,遠 心法については動燃が中心になって開発 し,そ

の成果に基づき原子力委員会は,1972年 に次の方針を

決定 した。

a.遠 心法については,1985年 までに国際競争力の

ある濃縮工場を稼動させ ることを目標に,パ イロ

ットプラソ トの建設,運転 までの研究開発を特別

研究開発計画(国 のプロジ ェク ト)とす る。

b。 ガス拡散法については,国 際共同事業への参加

をより意義あるもの とす るため,基 礎研究を継続

する。

π この決定は,遠 心法がガス拡散法に比べて電力消費

が少なく,比 較的小規模でも経済性が損われず,需 要

の増加に合わせた工場の段階的増設が可能であ り,国

産工場に適 した技術であると判断 されたことによる。

この方針決定以降,動 燃は国の総力を結集 して研究

開発を実施 し,そ の成果によ り現在パイロットプラソ

トを人形峠に建設中で1979年 にはその部分運転を開始

す る。

わが国の遠心法の技術水準は1973年 以降急速に向上

し,主 要機器である遠心分離器の性能は,す でに国際

的競争に耐え得るものになった。また,プ ラソトシス

テムについても数次のカスケー ドの経験が現在のパイ

ロットプラン トの設計,建設に反映 されているので,

その初期の運転経験を取得することにより,早 期に経

済的に国際競争力のある実用濃縮工場の建設は可能 と

判断されるに至 った。

(2)今 後 の 展 望

(1)濃 縮役務需給:濃 縮需要の予測は,基 本的に

は原子力発電計画 と炉型の選択により決定されるが,

このほかPuお よび回収Uリ サイクルの導入時期 とそ

の割合,濃 縮 プラン トのテイル濃度など核燃料サイク

ル上の諸元により影響を受ける。わが国の原子力発電

開発規模は,1978年 の資源エネルギt-一一・庁の発表による

と,1985,90,95年 でそ れ ぞれ3,300万kW,6,000万

kW,1億kWと なっている。 またPu,Uリ サイクル

も1990年 前後か ら本格化すると考えると,濃 縮需要は

1990年 以降には年間6,000tswuを 超えることになる。

これに対す る供給は,米 国とユーロデ ィフの既契約分

が発電計画に合わせて後送 りになると考えて,1990年

で年 間約5,500tswuと な り,こ の辺の時期がわが国の

濃縮需給のクロスポイソ トになると見込 まれ る。

② 国際情勢 とわが国の立場:濃 縮役務の供給は

全世界的に米国に依存 してきたが,最 近欧州のユ.・一ロ

デ ィフ,ウ レソコの市場参加により,米 国 の独占体制

は次第に崩れつつある。この事業は核 燃料 サ イ クル

事業の中でも経済的,技 術的に 高度に集中的であ り,

国際経済上にも大 きな影響をもち,か つ核不拡散問題

が らみで国際安全保障上も重要な意味をもっている。
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すでに世界第2位 の原子力発電国となったわが国とし

ては,回 収Uの 再濃縮を含めた健全な核燃料サイクル

の確立は必須の条件であ り,濃 縮は大きな柱の一つで

ある。また,こ の事業は前述のように国際情勢 の影響

を受けやすいので,そ の事業化は早急に進めるべきで

あ り,遅 くなれぽなるほど困難な条件が付加されてく

ることが考えられ る。

(3)今 後の展開:わ が国の濃縮需給の クPtスポイ

ソ ト,国際情勢か らみた 市場参入の時期,さ らにはわ

が国の使用済み燃料か らの回 収Uの 価値 利用 か らみ

て,1990年 以前 に本格的核燃料 戦略に基づ く核 燃 料

サイクルをわが国に定着させることが必然的要求にな

る。

また,巨 大な投資 とそれだけに経済性の保証 とが必

要なこの事業の着手に当 っては,実 証規模のプラソト

の建設,運 転経験が 必要である。海外の濃縮開発の実

例 をみても,パ イロットプラソ トに引 き続 き,数100

tSWUの 実証プラソ トが 建設,運 転 されてい る。わ が

国としても,現 在建設中のパイロッ トプラソ トに引き

続 き,200～300tswuの 実証プラソ トを1984年 に部分

運開 し,少 なくとも1,000tswu程 度の第1期 実用 プラ

ソ トを88年 頃には運転開始することが必要である。 こ

のための技術的基盤はすでに確立 してお り,今 後はこ

の開発ステ ップに必要な遠心機の量産化技術およびプ

ラソ トシステムの合理化の検討が重要となる。 また,

実用時期の濃縮事業主体を早期に決定 し,こ れを支援

する十分に経済性を追求できる産業界体制を整備する

ことが,こ の事業確立に欠 くことのできない要件であ

る。

3.ウ ラン燃料

わが国の発電用原子炉の燃料は大半が軽水炉用UO2

型燃料であ り,そ の製造技術はほぼ確立 したといって

よい。数年前には燃料破損等が多く発生 したが,か え

ってUO2燃 料の生産品質保証の確立が 厳 しく要求さ

れ,こ れに対処 して燃料設計の改善,燃 料検査 工程 の

多重化などが取 り入れ られ,現 在では原子炉運転規制

と併せて,ほ ぼ問題は解消す るに至った。それにもか

かわ らず,世 界的にみて燃料製造工場の生産規模は,年

間数100t程 度のものが多 く,かつ原子力発電所 の建設

の遅れ,発 電所稼動率 の低下等が原因とな り,工 場稼

動率が低い。今後ウラソ燃料製造施設は,燃 料取扱い

時の被曝の低減化,製 品の高品質水準の維持のため,

完全 自動化を取 り入れることが重要 とな り,ま た経済

的 メリヅトからは,生 産規模がもう1桁 大 きくなるこ

とが必要である。また,原 子炉側の負荷追従運転への

要請に伴 うペレット・被覆 管相互作用を 加味 した燃料

の改善も重要であ り,一 部設計の面では改善 が な さ

れ,燃 料製造の面では被覆管への内面コーテ ィソグ技

術 の採用などが検討 されている。いずれにせ よ,経済,

製造技術両面を考慮に入れ,核 燃料サイクル全体か ら

ウラン燃料製造に評価を加えることが重要になる。

核 燃料サ イ クル ・ダウンス トリーム

1.プ ル トニウム燃料

核燃料 としてPu燃 料使用の可否を論ずることは,

対象炉型にかかわ らず,全 世界のU埋 蔵量が さほど=豊

富でないとい う資源論的立場か らU資 源の有効利用を

論ずることに等 しい。わが国のLWR-FBR型 の路線

は小資源国,省核燃料資源の立場か ら,U資 源への依

存を極力少な くする方策をとっているが,短 期的には

FBRに 利用する以上 にLWRか らPuが 生成するた

め,省 核燃料資源 の見地 か らPu燃 料 を利 用 す る

ATR等 補完的炉が検討されている。Pu燃 料が核燃料

として積極的に市場に受け入れ られるための研究課題

は,① 安価なPu燃 料の安定供給の 可能性を追究 し,

②ナショナルセキュリテ ィーとしてPu燃 料 を 利用す

る場合の,核燃料サイクルにおけ る利 損 の評 価 を行

い,③ さらに純技術的には,各 炉型に対応 したPu燃

料 の炉心特性および燃焼特性の掌握,④ 燃料製造技術

の確立が主要な課題 といえる。

(1)わ が国のPu供 給は,東 海再処理施設お よび第

2再 処理工場以降の大規模施設に依存するほか,海 外

委託再処理に より確保 される。一・一・方Pu需 要は現在運

転中の「常陽」,「ふげん」および1985年 度臨界を計画し

ている「もん じゅ」に加え,ATR大 型炉の定常需要で,

この需要量は東海再処理施設のPu供 給量にほぼ等 し

い。したがって,FBR実 証炉および他の炉型のPu需

要に対応するためには海外委託再処理のPu引 取 り,

お よび第2再 処理工場の稼動が不可欠になる。

他方,Pu燃 料とU燃 料の燃料サイクル全 体 か らの

コス トを比較すると,UO2燃 料 コス トは転換 ・濃縮・加

工 コス トが一定であればU308の 原料価格に比例 して

上昇 し,残 存のPu価 値の増大に従い減少す るし,Pu

燃料 コス トは再処理・転換・加工 コス トが一定であれぽ

Puの 価格に 従い 上昇する。Pu価 値はこの両 者 のコ

ス トの一致 した 所,す なわ ち イソディファレソ ト・ハ

リューで定め られ,U308の 価格に比例 して上昇 など

す ることになる。現実にはまだPuリ サ イ クル が 実

施 されPu市 場が確立されていないので,Pu価 値は未
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確定であるが,今 後廃棄物処理処分の未確定要素を含

め,諸 経費の上昇とU308の 価格の上昇とがバ ラソス

した時点で,Puの 経済的利用が実現す る。

②Puの 有効 利 用と核燃料サ イクルの確保は,単

に上記の経済面の問題でな く,国 家安全保障の点か ら

も検討する必要があ り,実 用化 まで長期技術開発期問

を必要 とする原子力開発分野にあっては,Pu利 用 価

格がある程度経済的に不利であっても,そ の供給源が

安定であれば,実 用化推進に踏み切ることが重要であ

る。

(3)Puの 原子炉内特性とUの それ とを比較すると,

中性子断面積が 大きく,中性子利用率 も大で,燃 焼時

にフェニックス特性を示す。例えば239Puお よび241Pu

は,典 型的な軽水炉の中性子スペ クトルでは235Uの 約

2倍 の核分裂断面積をもち,通 常のUO2燃 料領域に

Puが 装荷された場合,大 きな 出力 ピーキソグを生ず

る。 したが って,わ が国の原子炉型(補 完炉型を含め)

にPuを 用いる場合,炉 型に従 ってPuの 炉心特性,燃

焼特性を掌握 し,使用する必要があることは論 を また

ない。

(4)わ が国でのPu燃 料製造技術は,「常陽」用 とし

て集合体119本,MOX量 で1 .6tを1975年 に製造,「ふげ

ん」用として集合体100体,MOX量 で18tを1977年 に

製造 し,特 に後者は単一炉用Pu燃 料 としては世界最

大量であ り,ま た1965年 以来すでに総計30tのMOX

燃料製造実績を有するなど,世 界有数の製造技術を持

つに至った。Pu燃 料製造施設は核燃料 サイクル上の

他施設 と同様,数 基以上の炉を対象に燃料を供給でき

る能力が要求されるが,今 後施設の建設に当っては,

既開発の自動化機器を システムとして導入 して機器の

大規模化,核物質管理,安 全管理,被 曝低減化,施 設管理

など諸管理 システムの合理的導入を配慮することが重

要である。

2.再 処 理
かなめ

再処理が核燃料サイクルの「要」であることは論を待

たない。わが国では東海再処理施設がホ ット運転に入

り,第2再 処理工場建設が計画されているが,核物質防

護,保 障措置の面か ら,再処理施設 よりの生産物の形態

が国際的に論ぜ られている。すなわち,回収Puの 形態

が単身のものではなく,Pu-U混 合物 とされるもので,

再処理工程でのcoprocess,転 換工程でのcoconversion

が求められている。核 燃料サイクル の立 場 か らする

と,転 換生成物はPu燃 料製造工程の原料粉末として

の仕様 を満足させる物性,化学的純度を持つことが重

要である。また,仕 様を満足する粉末を製造できる原液

がcoprocessか ら得 られなけれぽな らない。現在 日米

西独等各国が各自独特の技術を開発中で,い ずれ国際

的認識の下で転換 技 術が確 立 されることが重 要であ

る。回収Uも また核燃料サイクル上重 要 な位置 を 占

め,235Uの 含有量に従 って炉への リサイクルが配慮 さ

れる。この場合,再 濃 縮のみでな く,ATR等 補完炉

への直接利用 も重要な課題 となる。

いずれにせ よ,今 まで論 じてきた核燃料 サイクルの

評価は,こ の再処理に始ま り再処理に戻 るといって過

言ではない。

他方,LWRとATRの 使用済み燃料は同一再処理

施設で処理は可能であるが,FBRの 使 用済み燃料の

再処理についても調査,開 発試験を 進め,将 来 に禍根

を残さないよう配慮す る必要がある。

3.放 射性廃棄物

放射性廃棄物は核燃料サイクルの各段階か ら発生す

るが,U採 鉱,精錬,転 換,濃 縮,燃料加工などアップス

トリームでは,天 然の放射性物質が発生する。天然放

射性物質濃度は比較的低いが,濃 度と発生量 との積で

示 される放射性物質の量が比較的大 きいのが特徴であ

る。使用済み燃料 再処理,Pu燃 料 加工な ど核燃料サ

イクルダウソス トリ・…ムでは,原 子炉で生成 したF.P.

の大部分およびアクチナイ ド等の人工放射性物質が廃

棄物の中に含まれて くる。後者の高 レベル放射性廃棄

物や α廃棄物のような長寿命の廃棄物の管理,処 分 に

関 しては,保 健安全および環境面,法 的および体制面,

経済面,国 際問題な ど広範な問題を含んでいる。

世界的にも数年前か ら,核 燃料サイクル施設か ら発

生す る放射性廃棄物の管理方式が検討 されたが,さ ら

に米国の原子力政策の変更に伴 ってINFCEの 設 置

など,内 外情勢は大 きく揺れ動いている。

INFCEに あっては,核 燃料サイクルの各 段階にお

ける廃棄 物(定 常運転廃棄物のみでな く,保 守作業に

伴 う廃棄物,施 設閉鎖に伴 う廃棄物を含め)の発生量 と

放射能量 とを原 子 炉1GWe/年 ベースで算出し,10,

50,100GWe規 模におけるイソパ クトファクターを比

較 している。比較に当っては,廃 棄物のコソデ ィショ

ニソグ,一時貯蔵,輸 送,地 層処分を標準化 し,イ ンパ ク

トファクター と して は,保 健・安全 面,環 境面,核 不

拡散および保障措置面,法 的お よび体制面,経 済面の5

つが示 されている。

わが国のU-Pu核 燃料サイクルか ら生ずる廃棄物,

特に高 レベル放射性廃棄物およびα廃棄物の管理は不

可欠の問題であ り,さ らに,こ れ ら廃棄物の最終貯蔵

または処分法の確立は,核 燃料サイクル施設のデコミ
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ッショニソグに伴って生ずる放射性廃棄物の体制的管

理戦略の確立と共に,迫 られている重要課題である。

小資源国のわが国として,省 核燃料利用は不可欠条

件であ り,そ れは世界の一員 としてのわが国に与えら

れた政策でもある。 このように見るとき,核 燃料サイ

クルの一環が欠けることは全体を崩壊させることであ

り,以 上の各部門を単独に論ずることは許されない。

相互調和の中で,わ が国のエネルギー政策が健全に

進展するものであ り,原 子炉を含めて核燃料サイクル

の調和ある開発の重要性を知る。(動 燃・鈴木 進)

7.原 子 力 教 育

大学における原子力教育

わが国における原子力開発の進捗 とあいまって,大

学における原子力教育はすでに20年 を超える歴史を歩

んできた。1956年 に東海大工学部に原子力専攻が開設

され,翌57年 には東工大,京 大,阪 大にそれぞれ大学院

原子核工学専攻 の課程が設立 された。以後今 日に至る

まで,大 学における原子力教育は原子力産業界ととも

に成長 し,一 つの成熟期を迎え ようとしている。

原子力教育の20年 間は,こ れを大 きく3つ の期間に

分けて考えることが でき よ う。第1期 は 昭和30年

(1955)代 の初頭 より,京 大,東 大,東 北大,阪 大 に 原子

力(核)工 学科の創設,北 大,名 大,九 大の各大学に原子

力開係ら講座の設置および設備等の整備が順次行われ

ていた時期である。大学か ら原子力工学を学習 した学

部卒業生が出たのは1964年 が最初である。この初期の

原子力教育では,ま ず多様な原子力科学技術に対処 さ

せ ようとい う考え方に沿って,基 礎学力を弾力的に身

につけた学生を送 り出す ことに重点 が置かれていた。

また,大 学が寄与す ることのできる基礎的な研究テー

マが多 く存在 していた時期でもある。

第2期 は,原 子力発電所が商業運転を開始 し,ま た

わが国産業界の高度経済成長期に対応 している。前述

の諸大学では原子力教育と研究の最初の基礎固めが終

了 したが,一 層の拡充を図るため学術会議原子力特別

委員会における検討を経て,大 学における原子力研究

の将来計画が立案されて政府に勧告された。さらに当

時すでに共通講座などの形で原子力教育を行なってい

た名大,北 大,九 大にも,そ れぞれ特徴のある原子力学

科が創設され,近 畿大原子炉工学科 とともにほぼ全国

にわたる原子力教育の態勢が整えられた。産業界は大

学におけ る原子力教育の価値を認識 し,人 材の受入れ

も確立 して行った。他方,産 業界か ら大学における原

子力教育への要請も出されるようになった。1971年 に

は本学会に「大学における原子力教育」研究専門委員会

が設置され,各 大学間の原子力教育の在 り方 と産業界

か らみた問題点な どが話 し合われた。さらに1973年 に

開催された「原子力工学 教育計画の最適化に関する日

米科学協力セ ミナー」は この時期における原子力教育

に国際的な立場か ら光を当てる機会 となった。

1973年 の石油 ショック以来,原 子力はエネルギー資

源の問題に大 きくかかわってお り,そ の中で重要な位

置を占めるようになった。原子力発電所の大規模化な

ど,原 子力利用の進展につれて原子力の安全性や環境

保全などの議論が活発 とな り,一 方国際的には米国の

核不拡散の政策が打ち出され,原 子力開発の歩みに影

響を及ぼしている。また従来の核分裂炉に加えて,核融

合炉の研究開発が進め られるようになっている。これ

らの事情は大学の原子力教育に反映 してお り,各 大学

で行われている原子力工学科のカ リキュラムの改訂に

際 して,核 燃料サイクル,原子力安全工学,核 融合工学

などの科 目を加えている例が多い。各大学で教育組織

拡充の計画は一応完成 し,現在は定常的に学部卒業生,

大学院修了生を社会に送 り出 してお り,研 究用の大型

施設の設置も順次進行 している。先発の大学では,大

型設備のうち一部はすでに10～15年 の稼動を続けてお

り,基 礎研究な らびに学生の教育に多 くの成果を挙げ

ている。その成果を踏まえ,か つ最近の原子力をとり

まく新 しい趨勢を勘案 しつつ新たな設備の計画が進行

または立案されている。1972年 には神戸商船大に原子

動力学科が設置 され,原 子力教育に新 しいメソバーが

加わった。また64年 に発足 した原子力教官協議会はす

でに23回 開催 され,原 子力 教 育 ならびに研究の改善・

振興に協力 している。

原子力の教育 と研究は20年 前,物 理学,化 学,機械工
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学,電 気工学,材 料工学など既設の専門分野の境界領域

にある新 しい分野として出発 した。したがって,初 期

の教育に際 して原子力を体系化された ものとして教え

ることは困難であ り,そ れぞれの分野の手法,見 方で

原子力の研究教育に当たった。このような困難があっ

たにせ よ,当 時は教官にも学生にも新 しい ことを学ぽ

うとする熱意と喜びがあったのではないか。そ して20

年,す でに見たように原子力の教育にも体系化 と定常

化が進んでいる。教育の重要性に鑑み,常 置委員会 と

して新たに再発足 した本学会の「原子力教育研究」特別

専門委員会で原子力工学科 の標準 カリキュラムの問題

を取 り上げているが,標準化の是非は別 として,一 見 し

て各大学のカ リキュラムにはすでにかな りの類似性が

見 られる。原子力教育発足 当時の教官が停年退官 され

る年代に達 し,新 たに原研や動燃で原子力研究にたず

さわ っていた人や,原 子力工学科出身の若手が教官に

昇進 していることも定常化 とは無縁ではあるまい。科

学研究費交付の独立部門として「原子力学」が認め られ

るようにな り,研 究の推進 に大いに役立っていること

は原子力が学として体系化 されてきた恩恵の一つに数

えることができる。

原子力の教育研究が原子力の開発利用 とい う社会的

要請の一翼を担なっていることはい うまでもない。そ

の意味では原子力工学科の標準 カリキュラムを作成 し

て教育内容を改善 し,社 会の要望にそった卒業生を送

り出す必要があると思われる。 しか し一方,大 学が創

造を 目指す場所であるな らば,教 育の面でも標準カリ

キュラムを突 き破 ってい くような情熱 もまた必要では

なかろ うか。そのためには,た だ講座や設備の拡大を

求めるだけでなく,講 座間,大 学(学 部)間 の枠を 越え

た総合的教育の実施や,諸 外国 との対等な立場での国

際交流を広めることなどが望まれる。

教育の基本は単に学 問技 術の伝達にある の ではな

く,原 子力教育といえども人間教育の一つではないだ

ろ うか。そこで原子力教育 も初心に帰 って,学 ぶ こと

の喜びを伝え,正 しい使命観 と判断のある卒業生を世

に送 り出す努力をすることが,将 来にわた る健全な原

子力の発展に貢献する道であろ う。

炉 物 理 「夏 の 学 校」

本学会主催の"炉物理「夏の学校」"が炉物理連絡会の

幹事校の世話で毎年開催されるようになって,ち ょう

ど今年は10年 目に当る。本学会の活動の中でも,教 育

面に主力をおいた息の長い行事の一つである。

この企画は,本 会内に炉物理連絡会が結成 され,一

つには研究者 に対 するサービスとして,「炉物理ρ研

究」誌を発行するのに並行 し,後 進育 成のため大学院

生 と共にメーカー・電力会社 ・研究所に勤務 している若

手を対象としているのが特色である。

これ らの事情を反映 して初めの頃は講師をできるだ

け多数迎えて,炉 物理の中心課題を多 く網羅する方針

がとられた。 しか し,テ ーマが多岐にわた りすぎた と

の反省か ら,最 近では2,3の 主テ・一マ を中 心 とす る

パターソがほぼ慣行化 している。経費,運営,参 加者数

などいくつかの間題 もあるが,何 の制約も受けず 自ら

勉強テーマを選び,日 頃直接には接触しに くい講師陣

を迎えての寺子屋的雰囲気を愛する声も強い。自らが

講師になるかどうかに関係な く,毎 年のように参加 し

ている中堅以上の研究者 も少な くない。これを追 う若

手,新 鋭層が企画や運営の中心へ 参加 しやすい形 に も

って行 くのが今後の「夏の学校」の緊急課題であろう。

また今後化学 ・材料 関係の"炉 化学「夏の学校」"のよう

なものが期待 されよう。

大学共同利用施設での共同教育

京大炉では,1975年 夏か ら臨界実験装置による共同

教育が行われている。各大学か ら大学院学生が数名ず

つ集ま り,関 係教官が分担 して教える方式である。19

78年 は東大を除 くすべての原子力関係学科をもつ大学

が参加 し約40名 の学生の教育が行われた。

原子炉に関する基礎的理解に欠けるとい う教育形態

の欠陥をかな り補 う効果があると認め られて,年 々希

望者が増加 し,1979年 度か らは従来の2週 間を3週 間

に増や し60名 まで受け入れるよう検討 されている。

東大原子力工学研究施設は,原 子炉開発 のための基

礎研究,原 子力工学の総合的研究,大 学院学生の教育研

究を目的 として1967年 度に設立 され,大 型設備による

他大学や研究機関との共同研究を行 うことを特徴 とし

ている。「弥生」は研究用の高速中性子炉 としてわが国

唯一のものである。核融合炉 ブラソケッ ト設計基礎実

験装置は,わ が国の大学で最初の核融合炉工学の広い

分野を含む基礎実験設備であ り,ラ イナ ックは ピコ秒

パルス の発 生,原 子炉 との連動を行 う特徴のある装置

である。「弥生」およびライナ ックは他大学や研究機関

との共同研究に供せ られてお り,大 学院学生の教育に

も成果を挙げている。

さらに立教大および武蔵工大炉の共同利用が着実に

行われている。
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日本原子力研究所における教育

1958年 度にJRR-1に よる運転訓 練 課程が原研で始

まった。 これより発展 して59年 に原子炉研修所が設置

され,高 級,一 般,基礎,保 健物理 専門の各課 程 で順次

開かれて行った。一般課程では原子力工学一般につい

て講義,実 験,原子炉運転訓練を大学のレベルで実施 し

ている。高級課程の研修生は,一 般課程の講義に出席

すると共に,特 定の研究室に配属 されて特定テーマに

ついて研究に従事する。基礎課程は原子炉運転要員の

ための基礎訓練である。保健物理専門課程では保健物

理に関連 した講義,実 験を行い,そ の後保健物理部の

各研究室に配属 されて原子炉等諸施設の現場実習を行

う。1970年 度か ら研修期間の短い諸講i座が相次いで開

設され,さ らに76年 度には時代の要請に対処するため

大きな改訂が行われ,一 般課程は9ヵ 月 と6ヵ 月の2

つのコースを含む よう拡張 され,ま た3ヵ 月で修得す

る原子炉工学専門課程が誕生 した。また従来 の基礎課

程を中止 し,期 間を1ヵ 月に短縮 した原子力入門講座

が新設された。

特記すべき事項 としては,日 本全国で原子炉主任技

術者の資格をもつ人 々の うち約50%が 一般課程 の修了

者で占め られていることである。最近の受講者の動向

を見 ると,保健物理専門課程や原子力計測講座,教 養講

座に申込みが多 く,少 数の研究者の研修 よりもむ しろ

多数の原子力関連実務者の研修を どうす るかが問題 と

な りつつあるように見受け られる。

原子炉研修所 とは別に1957年,ラ ジオアイソb一 プ

研修所が設立され,61年 に高級課程,63年 に専門課程

を開設 し,ま た58年 以降外国人を対象とするユネスコ

・コース,IAEAコ ーtス,FPTAコ ースなどの国際 コー

スも実施されている。専門課 程 は密封 線 源 コース,

ナー トラジナグラフィ・コースな どの専 門 の テ ー マ

について実施するもので,社 会の要請に応ずるような

テーマが選ぼれている。

放射線医学総合研究所養成訓練部

放医研養成訓練部の課程は,す べて大学卒業者を対

象としている。

1959年 より開講 の放射線防護課程は1,300名 を超え,

放射線安全管理者の需要をみたす上に大 きな役割を果

た している。

このほか核医学課程,RI生 物学基礎医学課程,環 境

放射線モニタリソグ技術課程が各年1回 開講されてい

る。また1961年 にアジア太平洋州13ヵ 国の研修生を対

象 とした国際課程,64年 か ら12年間にわた り放射線医

薬品の安全管理を目的とした放射性薬剤課程を12回,

医療監視員放射線防護課程を1975年 と76年 に3回 実施

している。研究所の付属機関で行 う養成は少人数を対

象として数週間に限 られた専門教育とい うことにな ら

ざるを得ない。 しか し,原 子力開発の進展,研 究 機 関

や産業界か らの要望などを勘案 して,研 修課程や内容

をたえず改善する熱心な努力が払われている。

茨城総合高等職業訓練校原子力科

雇用促進事業団茨城総合職員訓練校原子力科は,19

62年 に中堅技術者養成を 目的 として開設された。学生

定員は20名 で高卒後2年 間の訓練で,就 職は原子力産

業 の発展 とともに企業への比率が高まっている。

原子力科の歩んだ16年 間に,職 員訓練の中ではそれ

な りの理解を得て訓練予算の確保,訓 練用機器の整備,

指導員の充足等が図 られたが,原 子力界の進歩にはか

な りの遅れを生 じている。今後,職 員訓練が一層 重視

され,職 業訓練短期大学校への方向づけの中で,原 子

力中堅技術者 の本格的な養成機関 としての発展が望ま

れ よう。

BWR・PWR運 転 訓練 セ ンター

原子力発電の健全な発展のための産業界における教

育活動の一環 として,原 子力発電所の運転員の教育訓

練課程がある。安全かつ効率的な運転には,高 度な知

識 と運転技術を有 し,状 況が的確に判断でき,迅 速か

つ適切な措置のとれる運転員を養成する必要がある。

BWR運 転訓練 セソターtはこのような要請に応えて

東京電力福島第1原 子力発電所の近 くで1974年 か ら運

転員の訓練を開始 した。一方PWR関 係では,福 井県

敦賀市に原子力発電訓練セソターが設立 され,1974年

か らシ ミュレータを用いての訓練が開始 された。

今後建設されるプラソ トが大型化 し,各 方面での改

良標準化が進め られるに伴い,運 転員の能力もより複

雑かつ高度のものを求めるようになるであろうか ら,

これに対処できるようシミュレータを初め訓練プログ

ラムや指導方法の改善を図っていくことが今後の課題

であろ う。

以上の諸機関の活動に加えて,原 子力知識の社会へ

の活発な普及に対 して原子力文化振興財団の活動があ
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る。他方,季 刊誌"広 領域教育研究"は 原子力の広い周

辺か ら理科教育の一環として,広 く自然理解を通 じて

原子力教育の中高校教育の浸透に地道な努力を行なっ

ている。

石油禁輸に触発された有効エネルギー供給に対す る

危機感の昂 りにもかかわ らず,核 不拡散に関す るカー

ター政策に関連しての判断の複雑さのために先進諸国

の各界の一部に原子力科学技術に対 し,や や戸惑いが

見 られないとは限 らない昨今,技 術文明の将来に明る

い展望を開 くことが極めて重要である。 このために原

子力エネルギーの担わなけれぽな らない役割と責任の

重大性に鑑み,原 子力工学教育の基盤の一層の深層化

を関連科学技術を重視することによるパ ラソスのとれ

だ教育体制の確立に努力することにより,よ うや く世

界的に進みつつあるエネルギー工学の基幹に原子エネ

ルギーを位置づける努力が望まれる。他方,「第2回 環

太平洋会議」で人材養成計画が熱心に討議された よ う

に,さ らに次回以降の同会議ならびにIAEA-UNESCO

等を通 じての原子力教育の国際交流の窓を開いて行 く

必要があろう。

最後 に,本 稿 は山本 寛,西 原英晃,井 上和彦,住 田健

二,柴 田俊一,安 成 弘 西村和 明,山崎弥三郎,飯 田博

美,川 長水広,塩 官広海,檜 木幹夫,山 本幸典,石 塚 京助

の各氏のご援助ならびに提出された資料に基づ くもの

であることを記 し,感 謝の意を表 します。

(北大・小沢保知,東 工大・山室信弘)

8.原 子 炉 開 発

軽 水 炉

運転・建設状況 と展望

世界の原子力発電所は発注済みおよび計画中のもの

も含めて現在総数約700基,総 発電設備容量約6億1

千万kWに 達 してい るが,炉 型別には軽水炉(沸 騰水

型:BWR,加 圧水型:PWR)が 圧倒 的に多 く全体の

86%を 占める。運転中,建設中,発注済みのそれぞれに

占める軽水炉の割合は83%,91%,97.5%と,時 ととも

にその地位を確固たるものにしている。

わが国の運転中の原子力発電所は1978年10月 に東京

電力福島第1原 子力発電所4号 機i(78.4万kW)が 営業

運転に入った ことによ り16基とな り,そ の設備容量は

956万kWに 達 し,英 国(33基884万kW)を 抜 き米国

(71基,5,360万kW)に 次 ぐ世界第2位 に ラソクされ

ることとなった。この結果,運 転中原発の全発電設備

に占める割合 も8.5%に アップしたが,78年 度中にはさ

らに中部電力浜岡2号 機,関 西電力大飯1号 機,原 電

東海2号 機の3基 の運転入 りが予定されていることか

ら,日 本の原子力発電設備容量は78年 度末には1,000

万kWの 大台を 突破 し1,200万kWに 達する見込みで

ある。また昨78年7,8月 の月間発 電量で原子力が初

めて水力を抜いたが,77年 度の電力9社 の発電量比率

(火力58.3%,水 力13.9%,原 子力7,8%)か らみて,わ が

国の発電量構成が実質的に火カー原子カー水力の順にな

るのも時間の問題となった。現在,前 述の営業運転中

16基 のほかに建設中10基(903万kW),建 設準備中8

基(694万kW),電 調審決定済み7基(703万kW)の 計

33基(2,562万kW)が1985年 度までには運転 開始する

ことになっている。 こ の うち原電東海1号 機(ガ ス冷

却炉:16.6万kW)以 外はす べ て軽 水 炉(BWR18基,

PWR15基)で ある。(表 一2参照)

一方 ,将来の原子力発電開発規模 は1985年 度までに

2,600～3,300万kW,1995年 までに1億kWと されて

いるが,原 子力発電の将来の主流に位置 付 け られ る

FBRの 実用化を迎えるのが1990年 代 と想定 されること

か ら,少 な くとも21世 紀初頭までの原子力発電は軽水

炉が大勢を占めるものと考え られている。現在の軽水

炉はその発電原価が一般的には石油火力の約60%程 度

であ り,発電原価に占める燃料費の割合が少ないため,

将来予想される燃料費の上昇の影響が比較 的 小 さい

等,石 油火力,石 炭,LPGに 比 して経済性を有するが,

1990年 代にな る と ウラ ン資源の面か らも発電原価が

FBRの それを上 回 り,そ の後は次第に経済性をもち

こたえられな くなって くるものと予想される。
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表2原 子力発電所の運転・建設状況(電 気事業用)

(昭和53年10月31日 現在)

設 置 者 発 電 所 所 在 地

運

転

中

建

設

中

建

設

準

備

中

力子原一

〃

〃

第島

東

敦

福

電

力

発力

電

子

〃

〃

〃

原

京

本日

東

海

賀

4

2

弓

辺

遍

4

{

つ

君

ヨ

吻
力

ヨ

4

1111

力

浜

浜

子
〃
原

〃

岡浜

美

力

力

電

電

　

　

　

　

部

西

中

関

子

方

勃

"

"
原

原

諭

根

海

高

島

伊

玄

力

力

力

電

電

電

価

11

国

国

州

中

四

九

茨城県那珂郡東海村

福井県敦賀市明神町

福島県双葉郡大熊町,双葉町
〃

〃

〃

〃

静岡県小笠郡浜岡町

福井県三方郡美浜町
〃

〃

〃 大飯郡高浜町

〃

島根県八束郡鹿島町

愛媛県西宇和郡伊方町

佐賀県東松浦郡玄海町

　

気

力
Wk

電

出
万(

式型

GCR16.6

BWR35.7

〃46.0

〃78.4

〃78.4

〃78.4

〃78.4

〃54.O

PWR34.0

〃50.0

〃82 .6

〃82.6

〃82.6

BWR46.O

PWR56.6

〃55.9

(16基)(956.2)

騨 翻 澤転開賛
34.1236.341.7

40.542.245.3

41.442.946.3

42.1244.549.7

44.545.ユ051.3

46.647.553.10

46.246.ユ253。4

44.546.251.3

41.442.845.11

42.ユ243.1247.7

46,647.751.12

44.545.449.11

45.546.250.11

44.545.249.3

47.248.452.9

45.546,350.10

電

力

力

力

力

力

力

饒
電
電

電
電

讐

い

子

〃

〃

11

原

北

京

部

西

国

州

本日

東

東

中

関

四

九

東 海 第 二

女 川 原 子 力

福 島第一原子 カー6

福 島第二原子カー1

浜 岡 原 子 カー2

大 飯一1

〃-2

伊 方一2

玄 海 原 子 カー2

川 内 原 子 カー1

計)

茨城県那珂郡東海村

宮城県牡鹿郡女川町,牡鹿町

福島県双葉郡大熊町,双葉町
〃 〃 富岡町,楢葉町

静岡県小笠原郡浜岡町

福井県大飯郡大飯町
〃

愛媛県西宇和郡伊方町

佐賀県東松浦郡玄海町

鹿児島県川内市

BWRユ10.0

〃52.4

〃1ユ0.0

〃110.0

〃84.O

PWR117.5

!1ユ17.5

〃56.6

〃55.9

〃89.0

(ユ0基)(902.9)

46.1248.653.7(予 定)

45.546.557.12(〃)

46.1248.354.10(〃)

47.650.857.5(〃)

47.248.953.10(〃)

45.1047.1053.10(〃)

45.1047.1ユ54.6(〃)

50.352.1257.3(〃)

49.751.556.3(〃)

5ユ.353.末59,7(〃)

東 京 電 力 柏 崎刈 羽原子カー1

〃 福島第二原子カー2

〃 〃-3

関 西 電 力 高 浜一3

〃 〃-4

九 州 電 力 川 内 原 子 カー2

中 部 電 力 浜 岡 原 子 カー3

(小 計)

新潟県柏崎市,刈羽郡刈羽村

福島県双葉郡富岡町,楢葉町
〃

福井県大飯郡高浜町
〃

鹿児島県川内市

静岡県小笠原郡浜岡町

BWRUO.0

〃110.0

〃110.O

PWR87.0

〃87.0

〃89.O

BWR110,0

(7基)(703.0)

49.7

50.3

52.3

53,3

53,3

53,7

53.10

59.ユ2(予 定)

58.8(〃)

59.4(〃)

58.8(〃)

59.2(ノ!)

60.7(〃)

60.3(〃)

合 計 33基2,562.1

(注)1.着 工年月は工事計画認可 の日とした。2.運 転開始予定年月は,原 則として昭和53年 度施設計画に よった。

3.建 設準備中 とは電源開発調整審議会で決定 し,工 事計画認 可を受け ていないものをい う。

わが国の軽水炉の開発

わが国の原子力開発は1955年 の原子力3法 成立によ

り正式ス ター トし,軽 水炉 につい て は原電,東 電が

BWRを ゼネラルエレク トリック(GE)社 か ら,関 電が

PWRを ウェステ ィングハウス(WH)社 か ら導入する

こととし,そ れぞれ1966年 に敦賀 ユ号機,67年 に福島

第 ユ原子力1号 機,美 浜1号 機 と相ついで建設に着手

した。一方,国 内原子力機器 メーカは昭和30年(1955)

代後半以来,東 芝,日 立がそれぞれGE社 と,ま た三菱

がWH社 と軽水炉に関する技術 援助契約を結び,上

記輸入軽水炉の建設に際 し,原 子炉系機器の一部下請

製作,タ ービン発電機 プラン トの一部または全部の製

作・据付を担当し,設 計・製 造・建設にわた り軽水炉技

術の習得に努め,引 き続き建設される軽水炉の国産化

への基盤を固めていった。その後,軽 水炉 プラソ トは

80万,110万kW級 と大容量化が急 ピッチで進め られ

ているが,1号 機輸 入,2号 機か ら国産 とい う火力以

来の考え方を踏襲 し,最 新技術を国産化の中に採 り入

れなが ら世界的な大容量化の動向に対応できるポテソ

シャルを高めてお り,現 在国内メーカーが主契約者 と

なって建設するプラン トについては95～96%以 上の国
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産化率に達 している。 しか しわが国における軽水炉技

術は耐震設計,放射性廃棄物処理な ど独自の技術が 実

っているものもあるが,総 じて輸入技術の上に立つ開

花である。わが国と同様米国導入技術を出発点 としな

が ら短期間に消化 し,技 術援助契約を断ち切 って独立

してすでに10年 になる西 ドイツは しば しぼ対比 される

ところである。ただこの背景には国の手厚い財政援助

と,大 規模な基礎研究開発の実施のように,西 ドイツ

において国家的に強力な原子力産業政策があったこと

は見逃せない。すなわち1966年 までの10年 間 に政 府

の原子力支出は,西 ドイツの約3,000億 円に対 しわが

国ではその30%に 満たない ことをみ て もわか る。現

在,国 内の原子力産業は110万kW級 軽水炉プラソ ト

を年間7～9基 生産する能力をもつに至っているが,

オイル・シ ョック後の電力需要の伸び悩み,地 域住民

のコソセソサスが得 られな い こと等による立地難か

ら,建設計画の遅延により建設のペースは年間1～2基

程度であ り,新 型炉開発に対するものも含む多大な研

究投資と恒常経費に よ り過去21年 間に累積赤字1,300

億円を計上するに至っている。他方,世 界的な原子力

利用の増大傾向のなかで原子力後発国への軽水炉 プラ

ソ トの輸出が期待されるが,西 ドイ ツ,フ ラソス等 と

異な り以下に述べるよ うに ウラン濃縮,再 処理サービ

ス等 との抱 き合せによ り商談を進めることのできない

わが国にとっては,軽 水炉技術の輸出は,米 国はもと

より上記の国々とも太刀打ちで きない状況にあるとい

える。

軽水炉プラソ トの建設については技術 が ほ ぼ確 立

したといえるものの,わ が国の原子力開発利用が欧米

諸国に遅れて始 まったこともあ り,燃 料加工分野以外

では核燃料サイクルについてその事業形成が遅れてお

り,大 部分を海外に依存 した脆弱な体質 を有 してい

る。原子力発電が本格化す るに伴い,こ れを支える核

燃料サイクルの基盤を強化するた め,ウ ラソ濃縮,使

用済み燃料の再処理,放 射性廃棄物の処理処分等に関

し,事 業 として確立 させることが緊急の課題であると

の認識に立ち,昭 和50年 代になってようや くわが国の

核燃料サイクルもその体制確立に向って本格的に動 き

出し始めた とい うのが実情である。

機器の故障と稼動率の低下

軽水炉はすでに成熟 した技術 との認識のもとに米国

か ら導入されたが,以 来種々の故障を経験 し,そ の信

頼性,安 全性に疑義がさしはさ まれ,ま た近年,稼 動

率が低迷 した ことか らその経済性までも批判の材料 と

なって来た。このこ とは パブリック・アクセプタソス

や立地問題にはねかえ り,原 子力発電開発計画を遅 ら

せる一因ともなった。 しか し,こ こで注 目すべ きこと

は,故 障が相次 ぎ運転実績を低下 させたのは概 して初

期の輸入プラソ トであった とい うことである。ここ数

年来,BWRで は配管等 の粒 界応 力腐 食 割れ(SCC:

InterGranularStressCorrosionCracking),PWRで

は蒸気発生器 伝熱管 の減肉腐食(WallThinningC。r-

rosion)等の材料,水 質,シ ステム・エンジニアリソグ,機

器製造技術に関連 した トラブルが米国を初めわが国に

おいて も相次いで発生 した。

BWRのSCC問 題は冷却材再循環系・ミイパス・ライ

ン等の使用環境条件的にも類似 し,構 造的に類似性の

あるタイプ304ス テ ン レス鋼製配管系等に見付か って

いる。SCCが 発生・成長す るに は材料上,応 力上好 ま

しくない環境が重なる場合であ り,こ れ らが重ならな

いようにす ることによって解決できるが,新 プラソ ト

の建設の場合,試 運転段階の場合あるいは運転 プラソ

トの場合に対 し,そ れぞれ各段階に適 した種 々な対策

を考え,す でに実機に適用 してきている。

PWRの 蒸気発生器伝熱管の減肉腐食は,蒸 気発生器

2次 側の水処理に使用されていた リン酸塩が管支持板

の伝熱管貫通部等熱流動性のよくない部分で濃縮 し,

インコネル製 伝熱管表面を局部的に腐食して肉厚を減

少させた現象である。これを防止す るため,そ の後水

処理を濃縮のおそれのないボラタイル処理(AVT:AII

VolatileTreatment)に 変更 し再発防止対策 は成功 し

た。

原子力発電所におけるこれ ら故障等の発生に際 して

は,原 因究明,補修工事お よび その安全性の確認を慎

重に行 うと共に,類 似の事象が他の箇所にないか等に

ついて十分な点検を行 うため,必 要に応 じて長期にわ

たって運転が停止 されることがある。

この結果,わ が国全体での原子力発電所の稼動率は

次第に下降 してゆき1977年 度には史上最低の時間稼動

率46,6%,設 備利用率41,8%を 記録 したが,こ れ らの

中にあって も最近運転を開始 し,先 行炉の経験が生か

されている国産プラン トは個 々には良好な運転実績を

挙げているともいえる。配管のSCC,蒸 気発生器の減肉

腐食のほかにも燃料の トラブル等いくつかの故障例を

数えることができるが,そ れぞれに対する地道な再発

防止対策の努力が効を奏 し始めたが,1978年 度上期は

時間稼動率65.3%,設 備利用率59.6%と まず まずの成

績 とな り,77年度の同期実績が それぞれ42.8,38.9%で
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あったことか らみると,総 じて稼動率の低迷状態か ら

脱却 して運転実績の上昇機運を見せ出 した といえる。

機器の信頼性実証と改良標準化

軽水炉技術が外国か らの導入技術であ り,前 述のよ

うに各種の トラブルが発生 した こと等か ら,原 子力開

発に対す る国民的合意を得るためには,従 来か ら行わ

れている安全研究を引き続き進めると共に,軽 水炉の

安全性・信頼性が実際に確保 されている こ とを現実に

実証する必要がある。このため1975年 度 より通産省お

よび科学技術庁が分担 して原子力工学試験セソタお よ

び原研等に電源3法 等を活用 して燃料集合体,蒸 気発

生器,ポ ソプ,弁類,配 管,溶 接部等の熱影 響 部,工 学的

安全設備等の各種機能に応 じた信頼性実証試験,主 要

機器の耐震信頼性実証試験,放 射性廃棄物安全性実証

試験を委託 し1980～82年 度を中心に成果を得るべ く推

進 している。また一方では,電 力会社および軽水炉 メ

ーカーにおいても,燃 料お よび機器の信頼性向上に関

して数多 くの自主および共同の研究開発を実施 してお

り,そ の成果は着実に実 プラン トに適用 されて,軽 水

炉の改良と定着化が進め られてきた。

このような動向を総合すると共に,さ らに一歩進め

て通産省を中心に官民一体 となって自主技術に よる日

本型軽水炉を確立してゆ こうとの構想が生れてきた。

すなわち,自 主技術に よ り軽水炉の信頼性,稼 動率の

向上および従業員被曝低減(表 一3参照)を 目指 した軽水

炉改良標準化 プログラムである。これは1975年 度か ら

始め られ77年 度に終了 した第1次 改良標準化 と,こ の

成果をベースに範囲の拡大 と内容の充実を図 り,1980

～81年 ごろまでに 日本型軽水炉を確立 しようとす る第

2次 改良標準化の段階に分けて進め られている。

第1次 改良標準化では,こ れまでに蓄積された実証

技術をベースに,こ こ1～2年 間の技術開発により確

信を もって適用 しうる改良策を採用 して ゆ くこ とと

し,BWRは 福島第2・2号 機が,PWRは 川内1号 機が

それぞれモデルプラン トに設定された。第1次 の特徴

は従来か らの運転経験に基づ く機器設備・サ ー ビス工

具の集成・採i入れ,原 子炉格納容器 の内径拡大 と格納

容器内配置 の改善に よる保守点検の 的確化,従 業員被

曝の低減であ り,定 期検査期間の短縮については,主

としてサービス工具等の改良で対処 している。標準化

については,上 記のモデル・プラン トの うち サイ ト条

件等の影響を受けない範囲で,そ の仕様を見直 して標

準仕様 とした。

第2次 改良標準化は,1980年 以降に設置許可が申請

されるプラソ トに適用するための改良標 準化 設備 の

仕様を検討 し固めようとい うものである。したがって,

比較的長期にわたる機器設備の改良開発成果 も取 り入

れ ることができ,定 期検査短縮を 目的 と した機器 設

備 ・サービス工具の強化,配置計画等も可能である。標

準化は耐震設計,基 本配置計画 も含 め て プラソ ト全般

の機器設備にわた り,そ の範囲を拡大 しようとい う構

想である。

これ ら改良標準化プログラムに は設置許可,工事計

画認可等の許認可関連の書類の標準化も含まれ,許 認

可期間の短縮等の合理化も期待され る。現在原子力発

電所はベース・ロー ド運転を行なっているが,1985年 以

降は日間負荷追従運転を行 うことも要求されるので,

それまでに負荷追従運転時の燃料の健全性を前もって

確認 しようとする動きもこの改良プログラムの一つ と

して組み込 まれている。定期検査短縮を信頼性向上 と

検査設備の改良に より達成 しようとする改良標準化プ

ログラムと並行 して,欧 米の実態を参考 に規 制・制度

面か らも定検合理化を図ろうとい う動きも出てきてい

る。

改良標準化を通 じて,発 電 プラン トの稼 動 率 の向

上,許 認可業務の簡素化,将来の増産体制の確立,そ れ

によるコス トの低減など多 くの効果が期待されるが,

一律なサイ ト条件が得にくいわが国において,プ ラソ

表3軽 水 炉 改 良 標 準 化 の 目 標

従来 のプラソ ト
(500～800MW)

第1次 標 準 プ ラン ト
の推 定

(800,1,100MW)

き
口 頼 性

定 期 検 査 日 数

獺率駿麟纏
従 業 員 の 被 曝

一部 の プラソ トで要補

修 個所あ り

90～100日
(補修工事が ない場合)

プ ラソ トに よ りか な り

異 な る

(100%と す る)

ノー トラ フル

85日 程度

75%程 度
70%以 上

65～75%

日本 型 軽 水炉
の 目標

(800,1,100MW)

手 段 の 一 例

ノ ー ト ラ フノレ

70日 程度

80%程 度
75%以 上

30～50%

耐SCC材 の開発等(BWR)
蒸気発生器 の改 良等(PWR)

燃料交換 のス ピー ド化等
(BWR)

原子炉容器 の蓋一体化装置 の
開発等(PWR)

自動検査機器等の大幅導入他
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ト全体にわたる標準化がどの程度まで可能であるかは

これか らの検討課題である。

また,国 の技術基準・規制等の一層の整 備 ならびに

電力会社各社間の基準の一層の統一整備等が,標 準化

推進の前提条件 として必要 とされる。

その他,軽 水炉をめ ぐる動向

原子力発電をめ ぐる,わ が国初の伊方原発訴訟が4

年8ヵ 月ぶ りに被告・国側の全面 勝訴で一応の決 着を

みた(1978年4月)。 この判決で,原 発開発推進に司法

の立場か ら"支持"の 審判が下 ったことを意味す るが,

同時に住民の出訴権を認める「原告適格」の判断を下 し

た ことも注 目される。係争中の他 の2つ の行政 訴 訟

(東海・福島)だ けでな く,各地の原発反対運動の今後の

展開にも微妙に影響を及ぼすものとみ られている。

これ ら反対運動を通 じ,さ らに直接的には原子力船

「むつ」の放射線漏れの最終責任の所在が問われたこと

を契機に,原 子力委員会のもつ開発利用 と安全規制の

2つ の機能のうち後者を,原 子力安全 委員 会 を設 置

(78年10.月)し てこれに分与すると共に,発 電用軽水炉

は通産省が許認可を一貫 して行 う(79年1月 スター ト)

など安全規制行政の体制強化が具体化 してきた。

また,軽 水炉の安全審査に関 し,原 子炉施設の安全

設計審査指針,原 子炉立地審査 指 針,等に「安全評価に

関する審査指針」,「耐震設計審査指針」等が新たに加わ

った(1978年9月)の で,今 後はより効果的な審査を期

待できる。

原子力発電所の立地難か ら,海 上設置,地 下設置等

の可能性の検討が従来 より各方面で行われているが,

これ とは趣を異に した動向として,今 後15～20年 後に

は必ず直面する原子力発電所 デコミッショニソグにっ

いて,国 がその検討を採 り上げようとしている。

(三菱原子力・浅井英之)

発炉型を重水炉に決定 した1963年6月 であった。この

決定を受けて原研は各種重水炉の技術評価を行 うとと

もに,重 水,沸 騰軽水,炭 酸ガス,有機材を冷 却 材に用

いた300MWeプ ラン トの概念設計を原子力産 業5社

に発注 した。これ らを評価検討 した結果,沸 騰軽水冷

却型 と炭酸ガス冷却型が採 り上げ られた。

折か ら開催された「ジュネーブ会議」などを契機に,

わが国の動力炉開発を再検討す ることにな り,1964年

秋に動力炉開発懇談会が設置された。熱中性子炉の開

発炉型の選定にあた り当時実用化されつつあった軽水

炉と比べて転換比のほかに熱効率のよい炉型 も検討対

象にしたので,こ れ らを総称 して"AdvancedThermal

Reactors(新 型転換炉)"と呼ぶ ようになった。

原子力委員会は動力炉開発懇談会の報 告 を勘 案 し

て,1966年5月 に,高 速炉 とともに新型転換炉を開発

し,後 者の炉型を特に核燃料の多様化 と有効利用の観

点か ら重水減速沸騰軽水冷却炉 と決定 した。

1967年10月 に動燃が設立 され,新 型転換炉の開発が

本格的に開始 されたが,そ れまでの1年 有余は原研内

に設置された動力炉開発臨時推進本部が新型転換炉の

基本開発計画,開 発 費(約660億 円),原 型 炉 出 力(165

MWe)等 を決めていった。

また,天 然U供 給で稼動することと経済性の両立を

図るため,ま ずPuセ ルフサステイニソグサイクルを

実現 し,次 いで天然U専 焼の開発に進む方針をまとめ

たのもここであった。そして,こ の方針に基づ き原型

炉の構想概念設計を原子力産業5社 に発注 し,原 型炉

の構想を提案させた。

新型転換炉の効果と役割

重 水 炉

重水炉開発の誕生

わが国が重水炉の開発に着手したのは,原 子力委員

会が動力炉開発専門部会の報告を基に国産動力炉の開

原子力委員会は新型転換炉の開発を決定 した際,そ

の開発意義を次のように示 した。

"核燃料の有効利用 と多様化が図れ るこ と
。す なわ

ち天然U所 要量 とU濃 縮所要量を節減でき,特 に天

然U供 給で稼動できて将来高速炉が実用化された場

合は,高 速炉にPuを 効率 よく供給す る。"

この うち,新 型転換炉に天然Uを 専焼することは,

カナダのGeneti11y-1(250MWe)に みる ように,大 き

な正の冷却材ボイ ド係数のため炉の安定性に問題ある

ことが判明してきた。一方,新 型転換炉に軽水炉を組

み合わせて軽水炉の使用済み燃料に含まれるPuを 利

用すると,軽 水炉のUリ サイクルの場合 と比べ天然U

とU濃 縮の所要量を各%程 度節減できる。わが国では

当面軽水炉が主流になると予測され るので,新 型転換
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炉のわが国の核燃料 サイクル上の位置づけは,次 のよ

うに考えられる。"軽 水炉 の稼 動 に 伴って 生れ る燃

料,特 にPuを 有効に利用 して天然UとU濃 縮の各

所要量を節減し,併 わせてPuの 蓄積量を適正にする。"

「ふ げ ん」の 開発

原型炉「ふげん」の開発は,関 係機 関 の協 力 の下 に

設計・製作・建設を軸 に,炉 性能,機 器,燃 料・材料・安全

性の各分野で進め られてきた。特にシステム設計を確

立 し,設 計 と重要機器のノウハウはすべて蓄積するこ

とを基本に した。 この方針に従い,

(1)大 洗工学セン ターに重水臨界実験装置,14MW

熱ループ,コ ンポーネン トテス トループお よび安

全性試験施設を建設し,炉性能,圧 力管集合体 と燃

料集合体の耐久性,安全性の実証試験な どを1969

年度末から実施してきた。

② 燃料集合体,圧 力管集合体,燃 料交換機な どの重

要機器は,そ れ らの重要部を試作・試験 し,次 い

で実物大の試作・試験を行なってきた。

1.設 計・製作 ・建設

動燃はまず第1次 概念設計を行なって,原 子力産業

5社 か ら動力炉開発臨時推進本部に提案のあった5つ

の構想を一 つ に ま とめ,開 発計画を具体的に立案 し

た。次いで,設 置許可 申請できることを 目的に第2次

概念設計を1968～69年 度に表4に 示す 分 担 で実 施 し

た。これ と平行 して,わ が国が従来あまり開発 してい

なかった分野の設計 と開発の速度 と質を高めるため,

英国か ら核設計 コー ド等を,カ ナダか ら圧力管集合体

等に関す る技術情報を購入 し,特 に第2次 概念設計か

ら設計と開発に反映させていった。これ らにつ い て

は,大 洗工学セソター等で行 う開発結果を基に改良し

てい くことにした。

表4「 ふげん」第2次 概念設計分担

日
東

三
富

住

立
芝

菱

士

友

(主務会社)原 子炉本体,炉 心設計

格納容器,タ ー ビソ発電機設 備

1次 冷却 系

燃料交換機,工 学的安全 防護設 備

重 水 ・He系,補 助冷却系

電発 ・原電 配置計画,土 木 ・建築

「ふげん」の構想を決定する際大 きな問題は,燃 料装

荷を炉の上下いずれの面か ら行 うか,制 御方式を何に

するか,燃 料集合体の燃料棒本数であった。最初の点

は,将 来天然U専 焼にする場合は運転中燃料交換が必

要で,そ の操作は単 相 流の下で行 う方が よいと判断

し,燃 料装荷は下方か ら行 うことに した。炉の制御は

JRR-3で 経験のあるワイヤー ドラム駆動の制御棒方式

とし炉の上面か ら挿入す ることにした。最後の点はサ

バ ソナ リバー研究所の最適評価法に則って評価 し,28

本 クラスター燃料に決定 した。

1967～69年 当時,Puは 価格も高 く入手 も困 難であ

ったので,初 期炉心は微濃縮Uを 装荷 し,そ の後Pu

燃料を装荷 してい くことにしていた。 このため,正 の

冷却材 ボイ ド反応度対策か ら1次 冷却系を4ル ープに

設計 した。

1969年5～11月 に実施された新型転換炉評価検討の

結果,「 ふげん」の建設が認め られ,設 置許可は70年11

月に下 り翌12月 に着工 した。 しか し,機 器関係の契約

が難行 したため,安 全審査における審議および開発成

果も取 り入れて設計の合理化を行なった。折か らPuの

価格が下が り入手 も比較的容易になったので,動 燃東

海事業所のPu燃 料製造能力 も考慮 し,初 期炉心の中

央部にPu燃 料を96体 装荷す ることにした。 この結果,

冷却材ボイ ド反応度はほぼゼロにな り1次 冷却系を2

ループに削減でき,ま た平衡炉心 と初期炉心の炉特性

の差に対処する必要もな くなった。機器関係の契約は

1971年7月 に締結され,ま た施工管理は電発が行 うこ

とになった。

格納容器は1973年6月 に使用前検査に合格 し,原 子

炉等の機器据付は74年9月 か ら開始 された。建設中に,

軽水炉におけるステソレス鋼の応力腐食割れ,Picker-

ingに おける圧力管のDelayedHydrogenCrackingな

どの問題が起 り,い ずれ も対策を施 した施工を した。

後者については開発試験を行い,そ れに基づき圧力管

接合部の残留応力を除去 した。

1977年6月 に機器据付を完了 し,総 合系統試験を行

なって系統・機器の性能確認 と調整を行な った。78年

3月22日 に最小臨界,5月9日 に全炉心初臨界を達成

し,7月29日 に25MWeの 初送電に成功 した。以後,

25%ス テ ップで出力上昇試験を行い,11月13日 に100

%出 力を達成 した。現在,定 格出力運転に79年3月 末

か ら入れるよう努めている。

2e研 究開発(R&D)

開発 の初期は,設計 コー ドを整えることと,大型開発

施設ができるまでに設計のめどをつける試験を実施す

ることに重点をおいた。後者については,既 存の施設

を極力利用することにし,原 研と東工大のループを用

いた燃料の伝熱流動試験等,住 友原子力工業に お ける

2領 域実験,サ パソナリバ ー研究所 の制御棒に関す る

臨界実験等が行われた。R&Dは 前述の基本的考えで
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進め,そ の結果を基に「ふげん」の設計を検討 し,設 計

変更あればその裏付試験を行なってきた。R&Dの 結

果が予期に反 したこともあった。例えば,最 終燃料集

合体のバ ーンアウト限界が設計値 よ り約15%低 くで

た。検討の結果,こ れは燃料集合体が圧力管に寄 りか

かってその水路を狭 くするためと判明した。パーソア

ウ ト限界の向上に努め,ス ペーサ間隔を狭 くするとよ

い ことがわか り,燃 料集合体のスペ ーサ間 隔 は,熱

負荷の大 きい中央部 で26cmに し,端 部 は42cmと し

た。規準の変更や技術の進歩によ り当初の開発計画に

追加 された大 きな項 目は,「 供用期間中検査」と「非常

用炉心冷却系の安全評価指針」に関係 したものであっ

た。前者については新型転換炉特有の圧力管 と蒸気 ド

ラムに関する開発に重点をおいてお り,後 者について

は大洗工学センターに実規模で再冠水試 験 を行 な っ

た。現在はこのほか改良燃料(負 荷追随性の良い),運

転保守設備の開発も行なっている。

実証 炉 の開 発

ヅクスについて技術討議 と技術交換を行なっている。

以上の ように新 型 転 換炉に関する設計 ・技術の知見

は大幅に蓄積され,主 要な開発施設は整 っているので

将来の発展基礎は固まったといえる。そ して新型転換

炉は軽水炉の稼動 に伴 って生れる燃料,特 にPuを 有

効に利用 して天然UとU濃 縮の各所要量を節減す る効

果があるので,近 い将来,資 する所 大 きい と思われ

る。(動 燃 ・沢井 定)

高 速 炉

実証炉の開発は1973年 度か ら始め られた。現在600

MWeプ ラソ ト概念設計(主 契約者は 日立で,他 の4社

が協力)の最 終 段 階にあ り,大 洗工学セソターにおい

て炉性能に関する開発試験が進め られている。実証炉

設計の基本的考え方は次のとお りである。

(1)燃 料交換方式 と重要機器(圧 力管集合体,制 御

棒等)は 原則として「ふげん」と同じにする。

(2)工 学的安全防護i設備に常時稼動 している機器

を活用し,安 全に対す る信頼性を向上する。

(3)計 算機を積極的に導入し,プ ラン トの安全性,

稼動率等を高めて省力化を図る。

(4)36本 クラスター燃料を採用し,圧 力管本数の

削減を図る。

(5)燃 料交換は停止中に行い,年2回 程度 とする。

実証炉の設計は,1979年 度には調整設計に入 り詳細

化が予定 されている。

なお,Pu燃 料製造施設の概念設 計 も進 め られてお

り,重 水製造施設の調査もなされている。

海 外 協 力

新 型 転 換 炉 の 開 発 に関 し,動 燃 はAECLと1972年9

月 に 技 術 協 力 協 定 を 結 ん で い る(「ふ げ ん」とGenti11y-1

関 係 に 限 る)。 ま た,日 本,英 国,イ タ リア,カ ナ ダ は

年1回 程 度 ∫UICEMeetingを 開 き,そ の時 々の トビ

わが国における高速炉開発20年 の歴史は,前 ・後半

のちょうど10年 ずつに分けて考えることができよう。

1958年 か らの原研東海におけるブラソケ ット指数実験

装置による炉物理実験や,そ の後実験炉の設計研究等

が行われた第1期 とも呼ぶべ き時期 と,そ の後の動燃

の発足か ら,78年7月 の実験 炉「常陽」の50MW運 転

の達成に至る第2期 とい うことになる。そ して,こ れ

か らは原型炉「もん じゅ」の建設および実証炉着工 とい

う第3期 ともい うべき時代に入ろ うとしている。以下

に私な りの簡単な回顧を試み,末 尾に感想 と展望を述

べてみたい。

第1期 の 研 究

NaKお よびNaの 取扱いは1956年 頃か ら日立で始め

られてお り,ま た電中研でも58年 頃には設 計 研究 が

行われ,100,000MWD/T級 の燃焼度の炉がi提案され

た。これは当時の高橋実室長 らとの論文 で,必 要性と

可能性の予測のようなもので あった と記 憶 している

が,な にぶん東海1号 炉が3～4,000MWD/T,軽 水

炉でも10,000～20,000MWD/Tが 論 じられていた頃

のことで無茶な話 と思われた方 々も多かったようであ

る。最近ではさほ ど驚 くほ どの数字でもなく技術の進

歩のあとを感 じる。

しか し,第1期 における原研の果 した役割 りは大変

大 きい。原研は日立のNaシ ステムの基礎研究に1960

年 より共同参加 し,腐 食試験ループを作 って種々の経

験を積むと共に,ブ ラソケット指数実験をJRR-1で 実

施 した。1964年 ころには原研内にNa特 研建屋お よび

ループが作 られ,ま た実験炉の予備設計もこれに引き
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続いて行われ,さ らにメーカー等か らの客員研究員を

入れて100万kWeの 炉の設計研究も行われた。私など

もよく議論に参加 したが,当 時,世 界的にも高速炉開

発の機運が高まっていた折でもあ り,関 係者 の高速炉

開発への関心は大変強 くなった。

メーカー各社 もこの間は原子力平和利用研究補助金

や原研か らの委託を受けて,各 種 コソポーネソ トや計

測器の研究を進めていたのであるが,電 力業界もまた

高速炉調査研究・設計研究を続け て いた。1968年 には

電中研が米国原子力開発協会(APDA)と の間に協力協

定を結んで,日 本 フェル ミ炉委員会が設立 された。私

もこの計画の企画,立 案段階か ら参画 し,フ ェル ミ炉

委員会の事務局にあって微力を尽 くしたつ も りで あ

る。 これは参加各社の協力を得て,約10年 にわたって

延べ50名 近 くを家族 と共に派遣するとい うかな り大が

か りなものであ り,当 時デ トロイ ト・エジソン社 の シ

スラー会長の好意が大きな助け となった。この協力関

係に よる民間ベースでの交流によ り多 くの技術者が実

際の高速炉 プラソ トの体験を得ることにな り,そ の後

のわが国の高速炉開発を支える大きな力とな ったと確

信 している。また,大学でも各種の研究が行われたが,

高速中性子源炉「弥生」の建設 も特筆すべきであろう。

なお,こ の期間に現在BNLに 居 られ るW.Y.Kato氏

と当時 ドイツ大使館に居 られたW.Sah1氏 が果 した寄

与は大変大 きい。主 としてKato氏 か らはFCAの 建設,

運転に関連 した炉物理の面で,Sah1氏 か らはラプソデ

ィー炉での経験を生か したプラソ ト設計の面で極めて

熱心に助言,協 力をいただいた。

第2期(動 燃事業団の設立)

原子力委員会は1964年9月 に第3回 ジュネーブ会議

が開催されたあ と10月に動力炉開発懇談会を設け自主

開発に対する国の方針の確立を図った。同会は1965年

7月 中間報告を提出したが,新 型転換炉 と高速増殖炉

を併置 した開発計画が定着 していったのはこの頃か ら

であった と思 う。 両炉について ワーキソグ・グループ

が作 られ,海 外調査団も派遣 された結果,懇 談会報告

書「動力炉開発の進め方」が提 出されたのは1966年3月

である。

これを受けた原子力委員会は5月 に動力炉開発基本

方針を決定 したが,そ こで両炉型の自主的開発を行 う

ことと,こ れを国のプロジェクトとして推進するため

の総合調整の機能を持つ新特殊法人を設立することが

決まった。 こうして高速炉開発 の主役は動燃へ と移 っ

て行 くのであるが,そ の前段階 としての1966年6月 の

動力炉開発臨時推進本部の設置,そ こでの研究開発計

画の策定 と新法人の性格付 け の議論,原 子燃料公社 と

の調整,そ して1967年3月 の原子力委員会決定を経て

10月の動力炉・核燃 料 開発 事業 団 の発足に至る間の

SturmundDrangは,今 に して懐えば日本の自主技

術開発への陣痛であったのか,と もか くもあわただし

き数年ではあった。

こうして動燃は発足 し,同 時に実験炉 と原型炉の型

式・規模もほぼ現行 どお りのものに 決定 した。そして

実験炉の概念設計も原研か ら動燃へ と引きつがれた。

1966年 ごろの臨時推進本部において,新 法人の性格

について,計 画の策定 と管理・各 種調 整のみを主務 と

する機関とするか,自 ら研究開発も行 う機関 とするか

の議論があ り,原 研 との連繋についても種 々の考え方

があった。 しか し,結 局 自主技術開発を強力に一元的

に推 し進めることにな り,原 研大洗の敷地 の半分を動

燃が借用 し,各 種の研究,試 験施設を建設・整備 してい

くことになったのである。最初に着工(1968年3月)さ

れたのは,照 射燃料試験施設 と2MWNaル ープであ

ったが,そ の後次々と各種の試験,研 究装置が建設され

た。私は1968年 に動燃に移ったのであるが,当 時は具

体的な研究開発計画の策定に追 われ る毎 日であった

が,一 方不慣れな予算制度にあって研究開発費の獲得

に予期せぬ経験を したことなども今やなつか しく思い

出される。やは りまだ高速増殖炉の必要性が ごく一部

の関係者以外の人に今ほどよく認識されていない時代

であった。こうして原研に設置されたFCAに よる研

究 と海外への依託実験等によった炉物理 ・核設計 研究

の一部を除 くプラソ ト・コソポーネソ トの研究開発は,

ほ とんど動燃大洗に,ま た高速炉用燃料の研究開発は

動燃東海に集中された。1970年 に設置された実験炉や

新型転換炉関係の施設を含めた大洗の組織は同年大洗

工学セソターと命名され,そ の後の発展 と共に今や国

際的にも著名な自主開発セソターとなっている。現在

高速炉関係は4部 約400人 で,実 験炉の運転・管理お よ

び出力上昇・照射用炉心への移行準備 のほか,年 間約

200件 に及ぶ試験研究成果報告を ものするとい う集団

に育っている。今 日の研究開発を第1期 の研究 と比較

してみた とき,大 型 コソポーネソ トの製作・運転の経

験,大 量のNa取 扱い,照射済み 燃料取扱 い の経験 等

に非常に大きな発展がみ られる。なお自主開発 といえ

ども,効 率的に開発を進めるためには,国 際協力も極

めて重要である。動燃発足当時は,国 際協力を しよう

にも相手国側にとって得るものがないか らというよう
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な理由で色よい返事がもらえなかった りした こともま

まあった。現在では 日米間,日 英間,日西独仏間に高速

炉に関する協力協定が結ばれてお り,各 国 とも極めて

積極的である。国際的な競争の域にはいれてきたのだ

なと感 じるときが多い。これ もナショナルプロジェク

トとして皆で協力して努力 してきた大きな成果のひと

つのあ らわれである。

実 験 炉 「常 陽」

実験炉「常陽」は,わ が国の高速増殖炉 自主開発計画

の最初の炉であ り,原 型炉「もんじゅ」の建設に必要な

技術的経験の取得 と,完 成後の燃料,材 料の照射施設

としての活用を目的としている。「常陽」は目標出力を

100MWと して設計しているが,こ の炉がわが国に作

られる最初のNa冷 却型高速炉であることを考えて50

MWを 第1期 の運転出力として採用した。1970年 に

着工,77年4月 に臨界に達 した。「常陽」の設計,製 作,

据付等は東芝を主務会社 とする日立,三 菱,富士の4グ

ループが行なったので あ るが,関 連 した研究,開発に

はこれ らのメーカーのほか大学,研 究所等数多 くの機

関が力を注いだ。燃料の開発 も大 きな課題の一つであ

った。高速炉のような複雑なシステムを持った プラソ

トを初めて開発するとい うのは,当 然のことなが ら容

易なことではない。最初に立てたプラソ トの概念を根

底か ら覆えす よ うな研究,試 験結果が途中で出た りす

れば,計 画は大幅に変更せ ざるを得ない。そのような

条件の下にあって「常陽」の計画が比較的順調に進め ら

れ得たのは,そ れまでの技術の蓄積 と関係者一同の慎

重かつ熱心な努力の賜にほかな らない。

今後の「常陽」は78年10月 末 よ り定常運転に入 り,つ

いで75MWへ の出力を図 り,79年 より75MW運 転

を行 う。そ して81年 ごろには照射試験用の炉心に変更

した後100MWに 出力を増す予定である。

なお,実 験炉を「常陽」,原型炉を「もん じゅ」と呼ぶ よ

うに決ったのは1970年 のことである。「常陽」はその設

置場所 の大洗が常陽と呼ぼれ る地域にあ り,こ の地で

日本の教学が培われたことに因み,本 実験炉が教学の

調和に立つものであることを念願 して名付けられた。

「もんじゅ」は動燃が開発 している新型転換炉「ふげん」

の名称と共に釈迦如来の左右の脇士,文 珠菩薩 と普賢

菩薩に由来 し,両 菩薩はそれぞれ智慧 と慈悲を象徴 し

獅子 と象に乗ってお られ,そ の強大な力をもつ巨獣を

智慧 と慈悲でコソ トロール してお り,原 子力の巨大な

エネルギーもこのように コソ トロールし,科 学 と教学

の調和の上に立 って人類の幸福を望んでいる。 これは

当時の動燃副理事長清成 迫 現 原子力委員長代理によ

って決め られたと聞いている。

原 型 炉 「も ん じ ゅ」

実験炉に引き続いて発電設備をもつ原型炉を設置す

ることは,か つての原研や臨時推進本部での計画の中

にも早 くか ら盛 り込 まれていたが,動 燃の業務 として

公式に定め られたのは1968年3月,事 業団法の規定に

基づいて内閣総理大臣が決定 した「基本方針」によって

である。 この時の文書では76年 ころとい う早期の臨界

が想定されていた。

結果的には諸般の情勢によ り78年10月 現在予定敷地

の環境審査が始まったところであるが,こ のあと安全

審査を経て着工は80年,臨 界は86年 になると予定され

ている。「もん じゅ」は国産技術に よる中間規模の原型

炉の設計,製 作,運 転の経験を通 して高速炉発電 プラソ

トの諸特性,信 頼性,運 転性を実証 し,将 来の実用化段

階における経済的な競争力の見通 しを得ようとするこ

とを 目的 としている。原型炉の設計は1968年 に始め ら

れた。原型炉予備設計では電気出力約30万kW,混 合

酸化物燃料使用Na冷 却高速増殖炉 とい うような大ま

かな基本仕様のほかは設計概念の選択は設計を担当す

るメーカー自身の自由に任 せ られ た。 この設計は東

芝,日 立,三 菱,富 士,住 友の5社 において行われたが,

できるだけ自由な発想でプラソ トの概念設計をや って

もらい,関 連産業界の英知を集め ようとい う配慮か ら

である。動燃は この設計を基に原子炉形式,燃 料交換

方式,蒸 気発生器形式などを決定 した。莫大な資金,人

材等を必要とする開発 プロジェクトを効率的に進める

ためには,慎 重かつできるだけ速やかに努力 目標を絞

ってゆ くことが必要なのである。基礎を しっか りと固

めなが ら概念をできるだけ絞 ってゆ くプロセスは,個

々の研究開発そのものと同様に重要である。現在蒸気

発生器,ポ ソプ等の関連機器の研究開発 も順調に進ん

でお り,プ ラン トの設計については製作準備設計とし

て設計の細かい詰めを行なっている段階にある。

実 証 炉 な ど

商用炉の設計は前述の よ うに原研,電 中研等で古 く

か ら行われ,東 電もまた外国文献の広汎な調査の後に

メーカーとの共同で1973年 ころには150万kWeと い う大

型炉を想定 して相当詳細な概念付けを行なっている。
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動燃も1975年 より4次 にわた って予備設計を行なっ

ているが,こ れ らを通 じて種 々の型式・概念等の比較

を行なった後,現 在「もん'じゅ」を基盤とした設計概念

を固めつつある。原型炉か ら実証炉,実 用炉へ と引 き

継がれるわが国の高速増殖炉開発計画については1975

年に行われた新型動力炉 開発専門部会(い わゆるチェ

ック・アソ ド・レビュー)においても審議 され,同 部会

は原型炉については計画 どお り建設を行 うことが適当

であるとし,さ らに「実用化を 円滑に すすめるために

は昭和60年 代半ばまでに,実 証炉の建設が必要である

と考 えられ る」という答申を1976年9月 に している。

原子力委員会はこの趣旨に沿って今後開発を積極的に

推進 して行 くことを決定 してお り,今 後の開発計画は

この答申に沿ったものとなろ うが,積 極的に推進する

・ためには,まずその主体者が明確にされる必要がある。

今 後 に つ いて

これまで進めてきた高速増殖炉の開発は,わ が国の

自主技術によって安全で信頼性,経 済性の よい 高速増

殖炉を開発 し,わ が国の将来のエネルギーの安定供給

を図ろうとするにある。今後,原 型炉を建設 し実証炉,

実用炉へ と進むに当って,私 が感 じている高速炉自主

開発 の特徴 と問題点 とい うようなものを少 し分析を試

み,述 べてみたい。

主たる特徴としていえるのはまず,多 くの人材 と組

織 の参加を必要とすることであ り,関 連燃料サイクル

まで含めた広い分野の技 術 が 関連 してい る ことであ

る。次には多額の資金を必要 とすることであ り,3番

目としては,大 変長期間にわた るプロジェク トである

とい うことである。動燃だけをみても,高 速増殖炉開

発に従っている人員は約500名 であ り,そ の うち約200

名が出向者である。出向元は電力,研究所,メ ーカー等

30社 以上に及んでいる。そのほか計画管理,事 務 部 門

等への出向者などを考え合わせ ると,官庁,銀 行等まで

含めて実に多数の機関,会 社 が 関連 している。今後実

証炉の開発を効率的に推進するためには,さ らに多数

のものを総合的に取 りまとめて行かねばな らない。 こ

の大 プロジェクトを推進するための主体 とその責任を

明確にす ることが是非 とも必要であ り,そ れもまた速

やかに明確にされなければならない所以である。

資金については,動 燃だけに限っても実験炉 と原型

炉を含めた高速増殖炉研究開発費は1978年 度 までに約

1,600億 円である。今後 実証 炉のための研究開発費は

ユ,800億円と推定されている。これ らのほかにプラソ

ト自体の建設費および関連燃料サイクル関係の費用な

どを合わせて考えると必要資金は相当なものになる。

国による積極的な資金負担が望まれる。

時間については,実 験炉,原 型炉 とい う高速炉 プラ

ソ ト建設を 目標 として動燃が設立されてか らでもすで

に10年 が経 っている。新型動力炉専門部会の報告によ

れぽ,高 速炉が実用化され次々に導入されるのは今世

紀末近 くとい うことである。それまでおよそ15年 かか

ることになる。動燃設立か ら数え る と約25年,4半 世

紀のプβジェク トである。技術 とい うものは,単 なる

資料の蓄積でなく少な くとも大半が「人」に よって維持

され発展されていくものである。その技術も基礎的な

研究による裏打ちか ら設計,製 作,建 設,運 転 等極めて

多種多様の分野にわ た って い る。 それ らの関連研究

者,技 術者を10年,20年 の長期間にわたって常時維時 し

発展 させてゆかねばな らない。その間研究成果は適切

に評価 され,技 術は具体的な形 として結実するよう配

慮されなければな らない。技術の一元化 と共にその維

持についての格別の配慮が望まれる。

翻 って世界のFBRの 開発状況を見るに,フ ラソス,

ソピェト,イギ リスではすでに30万kWe級 の原型炉が

稼動中であ り,な かでもフラソスでは120万kWeの 実

証炉が建設中で,こ れか らいよいよ実用化の仕上げへ

と進みつつある段階にある。そ して昨今の国際情勢か

らすれば,少 な くとも高速炉のようなわが国の基幹産

業技術については,自 主開発努力が極めて重要である

ことは明白である。わが国におけるFBRの 開発計画

は,ナ ショナルプロジェクトとして実験炉か ら原型炉

へ と着実に進展 しつ つ あ り,大 きな成果を挙げてき

た。これか らいよいよ実用化の仕上げの時代に入るに

際 しては,単 に研究開発の目標だけに注 目するのでは

なく,こ こに述べたような諸点についての十分な配慮

と決断が必要であると考える。(動 燃・三木良平)

ガ ス 炉

概 観 と 現 状

日本で最初の原子力発電所は英国か ら導入され,原

電で運転 されている炭酸ガス冷却黒鉛炉である。 この

東海1号 機は1957年 に計画され,66年 に運転開始 し,
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現在良好な稼動率で運転されている。この9年 にわた

る長い建設期間に,世 界の原子力発電の主流はガス炉

か ら軽水炉に移 り,日 本でのガス炉の建設はそれ以後

全 くない。また同じ時期に 日本の独創による半均質炉

の研究開発が原研で進められたが,1955年 か ら数 年

間,開 発の見込みが立たず中止された。

ガス炉凋落の原因の一つに炉心出力密度の低 さがあ

る。東海1号 機が0.2kW/1で,福 島6号 機が51kW〃

である。この出力密度向上のため,冷 却材をHeに 変

更 し,被 覆燃料粒子か らなる燃料を用いることによっ

て,ガ ス炉は高温ガス炉として開発が進んだ。そして

出力密度は8kW/1と 向上 し,軽 水炉 と経済性でも立

ち向えるようになって来た。 日本での高温ガス炉計画

は,電 発が1975年 ころに米国GA社 か らの導入を計画

した。不幸にしてこの計画はGA社 の経営方針の変更

に よって中断 した。一方原研では1969年 より多目的高

温 ガス炉開発計画が,冷 却材温度1,000。Cを 目標とする

計画として発足 した。1975年 に概念設計,そ の後調整

設計を実施 した熱出力50MWの 実験 炉 は昭 和60年

(1985)代 前半の運転を 目指 して,1979年 度 より詳細設

計段階に入ろうとしている。

また実験炉機器の安全性実証のため,原 研で大型構

造機器実証試験ループ(HENDEL)の 計画 が進 め られ

ている。工業技術院直 接製 鉄大型プロジェク ト(原子

力製鉄技術研究組合,金 属材料技術研究所)で は1973年

か らHeル ープの建設が進められ,78年 その完成をみ

た。 こうしたR&Dに てHe技 術が進む と共に,高 温

ガス炉の発電利用以外の分野,製 鉄,化学工業等への応

用 の可能性 もあるとして,民 間で も「高温 ガス炉共同

研究会」,「高温ガス炉 エネルギー有効 利用 システム研

究会」等の研究会組織が誕生 した。

原子力開発での最近の傾向として国際協力の増導が

あるが,高 温ガス炉の分野も例外ではない。高温熱源

としてのガス炉を最初に達成 した西独ユーリッヒ研 と

原研 との協定が近々発効する予定で,安 全性では日米

間の情報交換も開催されている。

(4)核 熱利用への民間の関心は広 く存在す る。

高温 ガス炉開発の技術的意義は,原 子力における高

温技術の確立にある。高温核熱源は発電では発電効率

の向上,発 電以外の分野では化学反応への応用 とい う

将来技術 の可能性を持つ。開発に伴 う諸問題について

困難性を指摘する立場もあるが,日 本が高温技術を確

立する意義を否定する人はない と思われる。

核熱利用推進の場合,開 発 された技術を国民に役立

てるための 目本でのシステムを早 く明確にすべきであ

ろ う。核熱エネルギーが他のエネルギーと比較 して割

安な らば利用す るとい う消極的な利用者の多い現状に

対 して,い かなるシステムで具体的に利用するのが 日

本に最適であるかについて議論を行い,国 民の合意を

得る提案を行 う必要がある。西独では豊富な石炭の自

国資源の核熱による有効利用で資源独立国になるとい

う点で合意を得やすいが,日 本では独自のイソセソテ

ィブを作 り出さな くてはな らない。

発電炉の場合は導入ベースになると思 うが,そ の時

にはThサ イクルの日本での位置付けが資源論の立場

か ら議論になる。高温ガス炉 ではThサ イクルが好 ま

しいが,捨 て られている238Uと,同 じ親物 質である

Thの 採用をいかに調整するかが問題 となるであろう。

前述のように,原 子力における高温技術の確立 とい

うことは,将 来の日本にとって重要な技術開発の1テ

ーマであることは疑いがないにもかかわ らず,開 発意

欲の本当の盛 り上が りがないのは残念である。 ここで

官民一体 となって高温 ガス炉 の 日本 で の開発の意義

を,あ らゆる立場か ら議論することが,現 在われわれ

に課せ られた重要な議題ではないだろ うか。

(東芝・深井佑造)

白舟 用 炉

将 来 へ の 展 望

発電炉の導入計画は現在のところないが,高 温 ガス

炉に関して 日本の現状をまとめると,

(1)原 研の多 目的実験炉計画は進め られ よう。

(2)He技 術の開発は今後 も進展す る。

(3)西 独および米国との国際技術 交流 は隆 盛 に

なる。

船舶推進への原子力利用は昭和30年(1955)代 初めか

ら論議 されたテーマであったが,関 係各方面でたびた

び行われた原子力船の経済性試算によって も商業用 と

しての見通 しが得 られず,実 用化に直結 した具体的な

研究の進展ははかぽか しくなか った。本誌創刊以来今

日までの20年 間に「会誌」上に発表 され た舶用炉(お よ

び原子力船)に 関連する研究報告は10数 篇にす ぎない

が,こ の間舶用炉の研究開発がなおざりにされていた

わけではな く,以 下のように多 くの一般的な基礎的な
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研究が実施されている。

運輸省船舶技術研究所では,そ の前身である運輸技

術研究所時代 も含めて,1957年 以来引き続いて舶用炉

の諸特性,負 荷 応答性,遮 蔽,安 全 対策,振 動 実験,船 型

実験等の幅広い研究が行われ,年 々多数の研究成果が

報告されている。原研では,原 子力船の遮蔽研究をそ

の主 目的の・一一一つ とす るJRR-4を 設置 し,前後2回 にわ

た り原子力船"む つ"の 遮蔽モ ックアップ実験を実施 し

たほか,TCAを 用いた臨界実験 も行なった。また,東

京,神 戸の両商船大学においても基礎的な研究が 実施

されてお り,例 えば神戸商船大では舶用原子炉の熱水

力学特性の実験的研究やプラソ ト動特性の研究等が行

われている。

一方民間では,1958年 日本原子力船研究協会が発足

し,関 係各社の研究者が参加して広範囲の調査研究活

動を行い,1963年 解散するまでの間に約50件 の報告書

をまとめて刊行 した。その後将来に向けての基礎的な

研究は日本造船研究協会に引き継がれ活動が続け られ

てい る。

1963年 日本原子力船開発事業団が設立され,国 産技

術による原子力第1船 の設計建造が開始された。同事

業団は前記JRR-4に おける遮蔽実験,TCAに おける

臨界実験 の ほか,炉 心熱水力特性実験,燃 料集合体振

動実験,計 測機器の海洋環境試験,耐 衝突構造模型実験

その他の研究を実施 し報告書をまとめている。これ ら

の成果は"む つ"の試運転および実験航海を通 じて順次

確認され るはずであったが,1974年9月 初臨界後間も

なく放射線漏れを起 し,計 画は一時頓挫 した。

以上の舶用炉に関する多 くの研究の うち,か な りの

ものが遮蔽に関する研究であ り,ま たモ ックア ップに

よる確認実験 も実施 しなが ら,な おかつ中性子 ス トリ

ーミソグに適切に対処できなかったことについて,筆

者は当時 この実験に深 く関わった1人 として誠に自責

の念にたえない。基礎的な研究の成果を実際の設計へ

反映することは,遮 蔽に限 らず一般に極めて重要であ

りまた困難な問題であるが,特 に実際の炉の建造実績

の乏 しい舶用炉の開発に当っては慎重な考慮を要する

ところである。
"むつ"の 遮蔽改修 と安全性総点検は1981年 には終了

の予定で あ り,そ の後試運転,実 験航海を通 じて将来

の舶用炉研究上有用なデータの集積が期 待 され てい

る。すでに米,独,仏 等の諸国では新型舶用炉の開発が

進め られてお り,わ が国においても"むつ"の完成 と並

行 して,さ らに将来のための研究開発の推進が必要 と

考えられ る。

原子炉の基本的な要素的な研究テーマは,陸 上炉も

舶用炉も共通するものが多 くあ り,陸 上炉について得

られた成果はできるだけ舶用炉にとり入れるべきこと

はい うまでもないが,適 用に際 しては舶用なるがゆえ

に生 じる独特の問題に留意することが大切である。ま

た陸上炉には存在 しない舶用炉独 自の問題に特に重点

をおいて研究する必要がある。

すでに多 くの機会に指 摘され てきた とこ ろである

が,今 後重点的に研究すべ き舶用炉独自のテーマとし

ては,経 済性向上 のた め の炉心特性の改善,航 行上の

必要か ら生 じる急激な負荷変動に対する応答性,燃 料

交換お よび廃棄物処理の方策,機器等の振動動揺対策,

狭隆な空間内での検査 の実施,衝 突・浸水・沈没・火災・

坐礁・横転・転覆など海難事故時の安全性,全 プラソ ト

システムの軽量小型化等が考えられる。

これ らすべての研究開発において,と りわけ重要な

観点は安全性の確保である。最 近 工MCO(政 府間海事

協議機関)において,原 子力船の国際安全基 準制 定の

ための検討が進め られてお り,将 来の舶用炉はこの基

準に適合 して設計建造することが要求されるようにな

ると予想 され,基 準適合上新 しい研究が必要 となるこ

とも考え られる。安全を確保 して経済性の高い舶用炉

を開発す るため,関 係者が効果的に協力できる態勢の

整備が切に望まれる。(日 立造船・新藤満夫)

研 究 試 験 炉

研 究 炉 の 流れ

日本学術振興会の原子炉設計の基礎研究(後 にJRR

-3と して実を結んだ)が スタ・一…トした1954年 を起点と

すれば,1979年 はち ょうど25年 目に当 り,わ が国の研

究炉の歴史もち ょうど4半 世紀を経たことになる。こ

の間の研究炉の建設 と開発にはいくつかの段階があっ

た。まず教育訓練か ら研究炉開発までを含み,中 性子

源 としての広範な利用を 目指したJRR-1,-2,近 大炉,

立大炉,武 工大炉,京 大炉などの汎用輸入研究炉 の建設

が進め られた。

これについで,計 画 自体 としてはJRR-1よ りも先行

したJRR-3(国 産 ユ号炉)を初め日立炉,東 芝炉 といっ

た国産汎用炉の建設が続いている。これ らの炉では,
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設計・製作か ら建設・運転・管理までを国 内技術者の手

で行 うことの経験取得に重点があ り,た またま汎用炉

がその対象に選ばれた感がある。

その後はJMTR,JRR-4,東 大「弥生」,NSRRと 特

色ある研究炉が建設 され,前3者 が国産である。 ここ

ではもはや経験取得指向性の影は薄 れ,特 定の目的を

主眼にすえた研究炉を,す でにある程度確立 した国産

技術の延長線上で作 り上げた感がある。最近設置が決

定 した京大高中性子束炉や概念設計段階の]LBも やは

りこの流れの中に位置付け られ よう。なお,わ が国は

原子力発電容量で世界第2位 とな りなが ら,稼 動中の

研究炉は11基 で,こ の数は恥 しなが ら世界第7位 のも

のである。不足 している部分,例 えば動力炉燃料の照

射実験など,海 外の炉を利用 している分野 もあるが,

炉技術の基礎を支え,裾 野を拡げる体制づ くりは追い

ついていない感がある。

個 々の 国 内研 究炉

1.輸 入汎用炉

・JRR-1(ウ ォーター・ボイラ型)

今日では世界中で同型の炉を探すことが困難になっ

た濃縮 ウラソ溶液燃料の均質炉であるが,導 入決定当

時は研究炉の代表的炉型の一つであった。すでに10年

前に休止,そ の後閉鎖されたわが国最初 のこの炉で,

特記しておきたいことは,世 界 的 にみてウォーター・

ボイラ炉をこのように長期間,さ したる トラブルな し

に利用 した例はな く,積 分出力値で世界最高記録を保

持 していたこと,炉 出力を容易に変化 し得たこの炉の

閉鎖後,主 に放射化分析などの単純な中性子照射利用

者が,大 変不便を感 じているとい う点である。

・JRR-2(CP-5型)

この炉はわが国最初の大型炉であったためか,波 乱

の多いスター トをきった。建設中の熱交換器の トラブ

ル,不 完全燃料板をめ ぐる契約上の問題,長 時間連続運

転に伴 う労使紛争 と問題が続き,燃 料を20%濃 縮 ウラ

ソか ら93%に 引き上げて10MWを 達成 した後にも,1

次系統重水の漏洩,燃 料孔の腐食変形,熱 遮蔽冷却水の

漏洩などの トラブルが相次いだ。現在では高中性子束

を利用 した ビーム実験や照射実験に対 して大きな寄与

をなしてきている。改修工事も行われたが,す でに臨

界か ら20年近い年月を経て老朽化が進んでいるこの炉

の寿命は比較的近い将来に尽きると判断され,早 急な

代替案の確立が要望されている。

・近大炉(UTR型)

管理,運 営費に圧迫 されて窮 した研究炉 の多い中に

あって,こ の変形 アルゴノー ト型炉は今なお人口密度

の高い市街地に設置されたまま0.1Wか ら1Wへ の出

力上昇を進め,近 大はもとより関西地区他大学の学生

の教育訓練にも利用 されている。なお,そ の着実性を

評価 し,生 物照射を中心 として全国共同利用化を求め

る声が高い。

・立大炉(ト リガ型)

この炉は一時,大 学経理上の理由か ら閉鎖寸前 まで

追いつめ られた。 しか し,研 究炉 といえども,新 しい

設置地点を求めることは非常な困難 を予 想 されるの

で,関 係者の懸命な努力 と文部省の助成によって,放

射化分析を中心 とした共同利用汎用炉 としての立場を

確立 しつつあるが,運 転時間はまだ 旧に 復 していな

い。

・武工大炉(ト リガ型)

同形式,同 出力の立大炉ほどでは なかったが,や は

り私大の経営上の困難に伴 う縮少の嵐を受けかけた。

この炉では,HTRの 閉鎖で東京 近郊に医用照射が可

能 となる炉がな くなることを防 ぐべ く,文 部省の支援

の許に医学方面への利用を中心に方向転換が行われ,

n/r比 向上をめざした熱中性子柱や手術室を増設 して,

その存在意義を高めつつある。

・京大炉(KUR ,タ ソク炉)

関西地区にも研究炉をと,京 大・阪大の協 力 による

大学関係者のための計画がスター トしたのは1955年 で

あった。実現には設置場所をめ ぐる幾多の困難を乗 り

越える必要があ り,61年 に熊取町への設置が決定,炉

の完成は64年 となった。この間の足踏みは,一 面 では

地方 自治体である大阪府に,地 元か らの十分な理解を

得るための超党派的話合いの場を常設させ,ま た アカ

デ ミックなr研 究の自由』至上主義に反省を与える効用

があった。 これは地元 とのその後の円滑な関係維持の

確保をもた らしている。

当初の炉出力1MWは1968年 に5MWに 上昇され

今 日に至 っているが,す でにこの炉も老朽化 の徴候が

あ り,後 述のような計画が推進 されている。なお,今

日では当初構想 の関西地区における炉 といった地元色

よりは,大 学協同利用研究炉としての存在意義が強 く

意識されてきている。

2.国 産汎用炉

・日立炉(HTR ,プ ール型)

国産技術によって初めて臨界に到達 した核分裂連鎖

反応体系は1961年 初めの半均質臨界集合体であるが,

冷却系を持つ高出力炉としては,こ のHTRが 同年の

(83)
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暮に初臨界 となった。科学技術庁の助成金を受けて建

設され,放 射化分析,医療照射にも活用され た。酸化

ウラソ・ペレット燃料の大 きな温 度 係数を利用 したわ

が国最初の熱中性子パルス炉 とな り,軽 水炉の反応度

フィードバ ッグ機構のモデル研究 にも活躍 した。 しか

し最近,一 応 の任務を果 した として閉鎖された。

・東芝炉(TTR ,プール型)

同出力・同趣旨のメーカー所有 汎用 炉 として設置さ

れた。燃料U-A1は 合金であ り,約3ヵ 月遅れて臨界

となった。 この炉でわが国初の原子炉の計算機制御の

研究が実施された。研究炉の維持に要する多額の出費

を考えると,設 置当初に国の補助はあったにせ よ,私

企業がなおこの炉を運転 している努力には敬意を表 さ

ずにはおれない。

・JRR-3(国 産1号 炉,微濃縮 ウラン重水炉)

1954年 の立案開始か ら,62年 の天然ウラソ炉 として

の臨界,完成 までに動員 された 研究者,技 術者 の数 か

ら,こ の炉の建設はわが国の原子力におけるプロジェ

クト研究の先駆で あ った。設計 も初期には大学 ・研究

所・メP・一・・カP-…の組合せで5グ ループが実施 し,その関係

者の多 くは原研の創設期に入所 して,こ の炉の建設や

開発を支えた。また製作も原子力産業5グ ループが参

加 してその経験を共有 した。臨界か ら1964年 の ユOMW

定格出力までの慎重な特性試験 も,計 算 と実験 との比

較,予 測 と現実 との照合への努力であった。主 目標 と

してかかげ られたRI生 産は1965年 ごろか ら次第に軌

道にのっていったが,ビ ーム実験を含む各種の多 目的

利用 との共存であるため,今 日では汎用炉になってい

る。

1972年 か らは,当 初の天然 ウ ラ ソ金属燃料 よ り1.5

%微 濃縮UO2燃 料への置換が進め られ,燃 焼度の約

5倍 延長,同 一出力での中性子束のほぼ倍増が実現 し

た。また炉本体はゆ とりのある設計が幸いして,ま だ

寿命を云々される時期に入 っていないが,JRR-2の 寿

命 との関連において,高 中性子束炉化が計画されてい

る。

3.特 定 目的のための研究炉

・JRR-4(プ ール型)

原子力船開発計画の一環 として遮蔽研究用研究炉 と

して建設 された。 当初出力 の2.5MWは1976年 に3 ,5

MWま で上昇 している。68年 ごろか ら照射利用や炉物

理実験その他の利用が増え,諸 設備の改善 と照射筒の

増設を行い中型汎用炉 として活躍 している。また,こ

のような汎用炉 としての見直 しか ら,開 放型炉心の設

置計画も検討 されている。

・JMTR(タ ソク型)

1960年 ごろか らの動力炉開発のための材 料 試 験・工

学試験用高中性子束照射炉調査が実を結び,わ が国最

大の研究炉JMTRが 大洗で全出力50MWに 到達 した

のは,臨 界2年 後の1970年 のことである。

動力炉に匹敵する規模 と技術的困難度の高さか ら,

原子力5グ ループが参加す るJRR--3方 式 で建 設され

た。また,核計装全 トランジスタ化に成功 した 日本最初

の炉である。高 温 照射を含むキャプセル照射・インパ

イルループなど大型照射設備を有 し,最 高熱中性子束

約4 1×1014n/cm2・secを供給 しうる世界有数の高中性

子束炉である。ただ圧力容器型であるため,軽 水炉と

しては燃料交換が比較的複雑である。また付設臨界集

合体を有 し,予 め複雑な炉心核特性を実験的に検討で

きる特色がある。 この炉の性格上,照 射実験はかな り

の長期にわたるものであ り,ま た,カ プセルやループ

の開発を要 し,そ の利用成果 はようや く次々と実を結

び始めた段階にある。

・東大「弥生」(高速中性子源炉)

定常出力2kWで あ り,そ の状態での最高中性子束

は8×1011と さほど大きくないが,高 速 中性子標準場

を持つわが国唯一の存在である。また,単 発 もしく繰

返 しパルス運転が可能 となってお り,併 設 ライナ ック

との同期運転も近々実験に入る。瞬時 値 と して は数

GWの 出力を放出し,非 常に大 きな高速中性子束を供

給 しうる炉でもある。 これ らの技術開発に大 きな ウェ

イ トがかか っているため,炉 心可動性 のある単純 な中

性子源炉 というより,実 験炉的な性格 も強い。

・NSRR(原 子炉安全性研究炉
,ト リガ型)

公表 されている世界最強のパルス・トリガ炉である。

強力なパルス状出力を利用 した軽水動力炉の燃料 ピソ

の過渡破壊実験が進め られてお り,PWR用 燃 料につ

いての一連の実験によって安全審査規制値が変更され

るなど,現 実的成果を生みつつある。また燃料 ピソに

ついてすべての状態の安全性実験 を す る よ り,こ の

炉の最も得意とする局面での実験データを米国,西独

などにも提供 して見返 りに他国の未発表 データを入手

してお り,国 際協力的な性格の強い炉である。今後の

Naカ プセルによる高速炉燃料の試験,改 造に よるゆっ

くりとした出力変動下の燃料破損実験の可能性の検討

もなされている。

・京大高中性子束炉計画(KUHFR)

そろそろ寿命が意識されてきたKURの 代替炉 とし

て,ま た大学関係で極めて需要の高い ビーム実験用の

高中性子束炉 として計画され,こ のほど設置承認が下

(84)
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りたので,地 元の了解が得 られ次第着工される予定で

ある。高濃縮ウラン・軽水減速・冷却・重水反 射体 出力

30MWと いう特性は 目新 しい ものではないが,こ れ

まで世界各国で計画はされたが実現はした ことのない

複炉心型 ビーム実験炉を 目指 していることは注 目に値

する。次第に照射への考慮が増えてやや汎用炉化 して

きて,医 療照射への利用も考慮されているが,当 初計

画では,ビ ーム実験専用炉に近い構想であった。JRR

-2やJMTRと 同様に高濃縮燃料確保の 問題 をかかえ

ているが,KUCAと い うフレキシブル な臨 界集合体

を持ち多様な変化に対応できるのは強味であろう。

・兀B計 画(繰 返 し型高速パルス炉)

強力なライナックに よるパルス状中性子発生 と高速

炉に即発臨界直前 までのパルス状反応度投入 とを同期

させ,パ ルス状の超強力中性子ビーム実験 と繰返 しパ

ルス照射 とを 巨標 とした炉である。学術会議の勧告に

も取 り上げ られ,KUHFRの 次に位置づけ られる炉型

として8年 に及ぶ準備 と,概 念設計がほぼ終了 した段

階で高濃縮 ウラソ入手の困難化の問題に直面 した。

今 後 の問 題 点

まず第1に,米 国の核燃料政策の急変によって,わ が

国の研究炉 とくに高中性子束炉への93%濃 縮 ウラソ供

給の将来に対する保証が疑問になってきた。微妙な国

際交渉が大詰に近づいている段階で見通 しを書 くこと

は差 し控えるが,わ が国の原子力研究開発体制を根底

か らゆ さぶることだけは指摘 してお く。

次に,国 内における体制問題 としては,今 後新 しい

研究炉に対 して責任を持 って対応する機関や組織が不

明確である。大規模な研究開発を要す る新型研究炉と

なれば100億 円,200億 円の予算 と関係する人員も100人

以上に及ぶ と予想される。動力炉の開発に対 しては,

各種の政府機関が整備されてきたが,研 究炉にはどう

だろ うか。例えぽ医療用原 子 炉を考えると,厚 生省,

文部省さらに科技庁傘下の幅広い要望を誰の責任で実

現す るか。

それ と大型加速器 と研究炉の競合関係についてもっ

と詰めた議論がほしい。新 しい炉の設置が一段 と困難

になるにつれ,漠 然とすべてが加速器で代替できると

して片づけてしまい,中 性子源としての原子炉の役割

を意識的に忘れるのは困る。

なお,各 大学か ら原子炉に触れる機会 もない原子力

(核)工 学科の卒業生が年々かな りの数送 り出されてい

る。原子炉だけが核エネルギー源ではないし,炉 がな

ければ教育ができないものではないが,こ のような現

象は 日本だけのことである。なん とか しなければなら

ぬことと思 うが。(阪 大・住田健二)

あ と が き まず,本 「特集」にご執筆を お願い した方々がそのための調査等に多大 の時間

を割いて下 さった熱意に心か らの謝意を述べたい。また,表 面には名前が出ていないが多 くの

方々が執筆者に協力して資料等を提供され,そ の陰の力添えの上にこの「特集」が出来上がった

ことも書 き添えなければな らない。主に経費上の制限か ら,編 集委員会できめた「項 目分け」・

「ページ数」・「図式な し」等が制約 とな り,そ のため折角書いて頂いた ものを大幅に削 らざるを

得な くなったことは残念に思われ る。編集委員の間では今後それ らを記事 としてできるだけ生

かそ うとい う声が強い。委員の方 々には何度 も原稿に 目を通 して頂き,議 論 も繰 り返 して全体

の調整を取 って頂いた。通読 して見て全般に文章が平易で,各 方面の問題点が専門外の入にも

良 くわか り,訴 えるように書かれているように思 う。

この作業 のために筆者がふだん利用することの少ない空路を何回か用いざるを得ないことに

なって しまったが,そ のたびに思 ったことは,滑 走路でジェット機が次第にスピー ドをあげて

ゆき,不 安に満ちた瞬間「ゴ トソ」と地面を蹴 って急上昇を始めるのに似て,種 々の情勢のもと

で独 自に開発を進めてきたわが国の新型炉が,こ の20周 年を前に次 々と臨界に達 し無事 スタP-・d一

トできた ことである。この時期に原子力 とい う総合的科学技術の持つ沢山の面につ き,偏 るこ

とな く,多 くの経験も織 り込んだ記事が,こ のように要約 された形に出来上がった ことは,単 な

る回顧記録 としてだけにとどまらず,今 までこの方面の仕事に取 り組んで来 られた方には反省

と将来に対する確信を得る上で有意義な記事であろ うし,こ れか らの原子力分野の担い手とな

るべき人には良き教訓と目標を与え,新 たにこの分野に取 り組も うとする若い人々には刺激に

富んだ指針を与えるものと信 じる。

(86)
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歴代会長(推 薦会員)の 方々のほかに,学 会創立 ま

での迂余曲折,日 本学術会議原子力特 別 委員会にお

け る論議,設 立経過,「会誌」創刊,「年会」・「分科会」

設 置,支 部設立,研 究範囲の議論等々,当 時には 公け

にされなかった裏話や こぼれ話をご執筆願 った。

(敬称略)

原 子 力 こ ぼ 九 話

務立『藩撃 総袋 茅 誠 司

筆者は戦後 日本の学術体制の建て直 しについ

て深 く関係 して きたが,そ の体制の最 も重要な

ものは 日本 学術 会 議 で あって,文 ・法 ・経 ・理 ・

工・農・医の七つの分野か らそれぞれの分野の一

定の資格を持 った研究者それぞれ30名 ずつの会

員を選ぶ ことになった。昭和24年1月 にそれが

発足 した。最初は会長に亀山直人,副 会 長 に我

妻 栄,仁 科芳雄氏が選ばれたが,昭 和26年 にな

って会員が改選 され,会 長亀山直人,副 会長我妻

栄,仁 科芳雄氏 は再選されたが,仁 科 氏 が途中

で死去 された後,筆 者が副会長に選ばれた。

筆者が副会長になった時の一番重要な問題は

原子力の開発に対 して日本はどんな態度を とっ

た らよいかとい う問題だった。平和条約 の結ば

れ る前までは核分裂の研究は禁止 され て い た

が,昭 和26年 に平和条約が締結 され るに及んで

その禁止 は解かれた。学術会議 は学術に関 して

政府に勧告す る役 目を持 っているので,自 然科

学か らの副会長である筆者 としては,原 子力の

研究に対 してわが国が どのよ うな態度をとるべ

きかは重大な関心事 となった。

丁度 この時 アメ リカのメ リーラン ド大学で国

際磁気会議が催 され,筆 者もこれに招待を受け

て昭和27年9月 に渡米することとなった。そ こ

でその当時バークレイの放射線研究所で ロー レ

ンス教授の下で研究 していた嵯峨根遼吉君 とも

連絡を とって アメ リカの原子力研究 の資料を集

めることに した。

渡米に先立 って原子力に関するなん らかの提

案 を27年 の秋 の総会に提 出す る目標で第4部 を

中心にこの問題を討論 して来た。 ところがアメ

リカの学会か ら帰 って来てみると様子がす っか

り変 って しまっていて,こ の討論 グループか ら

1人 去 り2人 去 りで遂に伏見康治君 と2人 き り

にな って しまった。元来第4部 提案 とい う形を

と りたい と思 っていたが,そ れも駄 目となって

この2人 だけで提案す ることとした。

その内容 は「日本 が 原子力研究にいかなる態

度を とった らよいか とい う政策を決 める為の資

料を作 る目的で,原 子力文献を集めてその内容

を調査するよ う政 府 に勧告す る」とい うもので

あったが,こ れ も不評判であったので一歩退い

て,こ の勧告をす ることに対する学界 の意見を

聴 くとい うことに した。

さて,こ れを学術会議 の秋の総会で筆者が提

案説明を行 ったところ,大 変な騒 ぎで「茅/提

案を引っ込 めろ」な ど とい う叫びさえ聞えてき

た。第一 に質問に立 ったのは第7部 の会員で,

それは「茅は右翼,伏 見は左翼なのに何故共同提

案を したのか」とい うものだ った。 会場は この

奇問に笑声で満 ちたが,伏 見会員は立ち上がっ

て静かに一言,「 私 は原子力 の研究を したいか

らです」。研究 を生命 とする 学術会議 の会員は
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これを聞いてシュンとしたのを筆者は忘れるこ

とはできない。

反対意見 の中で声涙共に下 ったのが同 じ第4

部会員の三村剛昂氏のものだ った。同君は私の

親友である。そ して昭和20年8月6日 原爆落下

の中心か ら1.5キ ロ位 のところで被爆 し梁 に打

たれて一時は人事不省に陥 った とい う経験者で

ある。彼は非常な雄弁で反対意見を述べたが,

結論 は「米 ソの対立が 解明するまでは 原子力の

研究 をすべ きではない」とい うことであった。

結局 この提案は総会では採択されず,取 り下

げざるを得 なか ったが,我 妻栄副会長は直 ちに

「この問題 は 学術会議にとって 重要な問題であ

るか ら,原 子力研究に対 して学術会議の採 るべ

き態度を決める為の 委員会を 設置 しよう」とい

う提案をされ,こ れが即座に可決 された。

この委員会は7つ の部か ら2名 ずつの会員を

委員に選んで構成 され,第1部 の務台理作氏が

委員長に選ばれた。学術会議 の第2期 は昭和28

年暮で任期が切れるので,こ の委員会は丁度1

年間 この問題を論議 した ことになるがジ28年 秋

の総会での 報告では その結論 は「あま り多 くの

文献を集めることは適 当でない」とい うものだ

った。

昭和29年 の第3期 の学術会議ではこの委員会

は継続され,第4部 長の藤岡由夫氏がその委員

長 とな り,筆 者は第3代 の学術会議会長に選ば

れた。

ところが昭和29年3月,自 由党 と社会党の間

でキ ャステ ィングボー ドを握 った改進党が,2

億3千 万円の原子力研究予算を計上することに

成功 した。その中心人物 は中曽根康弘,稲 葉 修,

斉藤憲三の3氏 であった。 これは学術会議 にと

っては寝耳に水で大変な騒ぎとな ったが,藤 岡

委員長の熱心な努力でこれが,通 産省の工業技

術院の予算 として軌道に乗 ることになった。

これに次 いで内閣に原子力平和利用準備調査

会が設置 され,藤 岡,茅 の2人 が そ の委員に任

命 されて,原 子力委員会が作 られ る迄 の準備を

行 なって きたが,今 となってみるとこれ等 の事

件は懐 しい思い出 とい う心地 さえす る。

(日本学術振興会会長,他)

原 子 力 発 電 の 黎 明

創立総会議長
昭34・副会 長
第4代 会 長

一 本 松 珠 磯

私が会長を勤めたのは1965年 か らであった

が,丁 度わが国最初の東海原子力発電所が臨界

に達 し,そ の後苦労を重ねてその年の暮に初送

電 したが,す ぐ熱交換器の蒸気洩れが起 こ り,

1年 余の苦闘の結果一部使用認可を頂いたので

あるが,そ の後 も故障が続 き全 出力運転許可は

2年 の会長任期を終 る頃であった。

その後1971年2月,「 第9回 原子力総合 シン

ポジゥム」において"原 子力発電の最 近 の諸 問

題"と 題す る特別講演を行 い,学 会誌にも発表

したが,私 は10数 年の体験か ら「原子力発電は

未完成である,世 界中の原子力発電所は進歩改

良の過程にある」と述 べ,一 部批判 もあったが

その後 の推移は故障が起 こり修理に苦心 し,漸

次完成への道を辿 って来たのであった。

今 日,軽 水炉の故障も減 り稼動率も向上 して

いるが,あ の時の結論で述べた ように,こ の上

ともにわれわれの原子力発電所完成への努力を

必要 とす ると思 っている。(日 本原子力発電㈱)

ます ます 御 発 展 を

第5代会長 大 山 松 次 郎

本会 も創立20周 年を迎 え る。早いものであ

る。会員の研究活動 も活発に持続 しますます発

展 している現状 はめでたい限 りである。創立当

時のこと,10周 年当時のこと等思い出され る。

私は第5代 目の会長に推 された。1967年5月

～69年5月 の2年 聞の任期だった。丁度10周 年

に当るので記念事業 として「原子力学会賞基金」

を募集 し,毎 年,論 文賞・技術賞・奨励 賞 な どの
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「学会賞」を制定す ることに した。同時に,原 子

力にゆか りの深いジルコニゥムで メダルを作 っ

て受賞者にそれぞれ贈呈す ることとした。

また,京 大炉 の柴田さんのよ うな活動家の要

望 もあって「研究連絡会」を作 ることに した。

これ らの思い出について理事会での甲論乙駁

の情景もなつか しい。副会長をつ とめて下 さっ

た向坊さん,山 田さんを初め として全 役 員 に今

さらなが ら感謝 している。学会 もその運営は企

業の経営のように広い感覚で努力 していただ き

たい。本会のます ますの発展を祈 りっつ。

(元・超高圧電力研究所)

学 会 設 立 の こ ろ

設立発起人会世話人

諾3彩i彗6集亀轟華 矢 木 栄
第6代 会 長

原子力学会が設立20年 になるとい う。私 も近

ごろ原子力にはご無沙汰いた しているので,今

さら月 日のたつのも早いものだと思 う。

原子力の平和利用が具体的に明 らかにされた

のは,昭 和30年 国連主催 で,ジ ュネーブにおい

て初めて「原子力平和利用 国際会議」が開催 され

た時であろ う。私 は当時東京大学教授 として,

昭和26年,29年 に米国に渡 り,古 い米国の友人

たちに会 っていた。その仲間に ジュネーブ会議

の準備事務局長をつ とめていたM .1.T.の ホイ

ッ トマン教授 に会い,「 米国 は いよいよ原子力

の平和利用活用にふみだ し,多 くの クラシファ

イ(機密)された情報を発表す ることに な っ た」

と聞かされていた。

その事情 もあって,そ の会議に日本代表顧問

とい うこともお引受け して出席 した次第であっ

た。実は原子力についての図書 は,分 散的に1

～2年 前か ら国会図書館に寄贈 されていたが
,

この会議はさらに系統的にかつ明瞭に提示 され

たのであった。またその年 に日本原子力研究所

が発足 し,そ の翌年(昭31)に は東海村 の土地選

定 があった と記憶 している。

その環境の もとに,日 本学術会議は会議内の

「原子力問題委員会」を持 っていたが,さ らに門

戸を開いた「原子力特別 委 員 会」(伏見委員長)を

設置 した。そのメンバーは学術会議会員のほか

に,関 係するであろ う多 くの学協会 よ り集め ら

れ,幅 の広 いものであった。それは原子力の開

発 はあ らゆる科学,特 に工学にも関連があると

考 えられた。それは原子力は新 しい未完成の技

術であるので,各 方面での協力や勉強が必要だ

し,一一方では各産業界にも積極的に原子力を理

解 して貰 う時期であったためだ と思 う。

そのよ うに して原子力特別委員会 は原子力に

関する研究発表会を原子力研究所を含む36の 関

連学協会共催のもとに「原子力 シンポジウム」開

催を企画 したのであった。その シンポジウムは

第1回(昭32),第2回(昭33),第3回(昭34)が 行わ

れたが,毎 回盛況で発表論文 も197編264編 と

い うよ うに活発な ものであった。 とくに第3回

には原子炉関連に限ったが,数 もあま り変 らな

かったと記憶 している。

一方,こ れ と平行 して原子力特委の内に原子

力学会検討委員会(武 田委員長)を 設 置 し,シ ン

ポジウムの経過を見守 っていた。 シンポ ジウム

の結果は内容 の量 ・質お よび参加者 の 熱意な ど

よ り見 て学会発足 の機が熟 してい る と判 断 し

た。そ こで学会設立発起人会(世話人:伏 見康治,

矢木栄,武田栄一一〇gか大学関係5名,国 公研5名,産 業

界5名 の実行委員会)を発 足 させ,そ の実行委員

会を昭33年11月25日,12月23日,34年1月12日,

1月24日 と開催 して準備を進 め,34年1月28日

に発起人総会を開 き,茅 誠司東大総長を発起人

総代に選出 した。

創立総会 は「第3回 原子力 シンポ ジウム」最終

日翌 日(昭34.2.14),矢 木 司会,一 本 松議i長 のも

とに進行 して,定 款案,社 団法人 日本原子力学

会設 置 申請 者(茅 ・矢木)を決め,予 算 ・事業計画

案 の承認,お よび役員選出を行な った。

このよ うな経過で 日本原子力学会が誕生 した

のであるが,そ の途 中において色 々な議論があ

った。その一つは学会 らしく純粋で小規模にと

い う意見 もあったが,原 子力は将来国の産業に

も関連 し,研 究 にも多 くの技術問題 も取 り扱わ
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な くてはならないので,い わゆる工学的学会を

も指向 しな くてはな らないとい う意見が多数を

占め,そ の線 に沿 って定款な ども定め られた。

いま20年経過 して見 ると,初 年度においては

正会員会費 と賛助会員(法人)会費額との比が1:3

であったが,今 日では1:1に なっている。学会の

活動 も予算300万 円程度か ら現在では1億 円に

及ぼ うとしている由。そ して個人会員(約5,000人)

会費:賛 助会員(法人約300社)会 費:事 業収入額

の比がほぼ同額になっている。 このことは工学

系学会 としてはまことに健全な形になっている

と思 う。(p.ユ22,グ ラフ⑤参照)

この基盤iの上に,新 しい研究討論を積み重ね,

新 しい開発の進展 とともに日本 の原子力独 自の

途を発見すべ く,こ れか らが日本原子力学会活

動の本番 となるであろ うことを期待 している。

(東大名誉教授)

「会誌」創刊当時の思い出

一栄田武
人
長
長

話
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会

人
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原子力学会の設立 には初期の段階か ら関与 し

て きた関係 もあって,私 は初代の編集委員長 と

い う重責を務めることとなった。

原子力学会 は広い学問分野 の 研究者,技 術者

の協力の上に健全な発展が期待 され るものであ

るので,茅 誠司初代会長 は理事会等で新 たに組

織 された関係者間の融和 に特に気を配 られた こ

とが思 い出される。 また「会誌」に対 してはただ

いたず らにアカデ ミックには しることな く,ま

たあま りに通俗に過 ぎないよう慎重に編集する

ことを望 まれた。

こ ういった会長を初めと して理事会の方 々の

声を受 けつつ,編 集委員会ではすべてのことを

新 しく相談 して決めてい く必要があったわけで

あ る。編集委員会のメ ンバーも広範囲の分野か

ら選ばれていたが,す でに 学術会議 主催 の「原

子力 シンポ ジウム」等を通 じて 相互 に 顔見知 り

の方 々が多か ったので,和 気あいあいの うちに

相談を進めることができた ように思 う。

編集 委員会の最初の仕事は刊行物規程,投 稿

規程 といった規程類 とか原 稿募 集 要綱,所 定原

稿用紙 といったルーチ ンの仕事に必要なものを

決 めることであったが,そ のほかに一層重要 な

ことは会誌名を どう決めるか,表 紙のデザイ ン

を どうするか,ま た広告をどう取 り入れるか等

とい うこともあった。

初期 の表紙のデザ インについては数種 の候補

案が出て きて,そ の うち最 も目立った薄紫色の

案 が採用されかか ったが,最 終的には地味で渋

い藍色の案に落ち着 き,そ れが予想外に永い10

余年間 も採用 し続けられたのであった。また広

告を取 り入れ ることは,馬 鹿 にならない副収入

となるのでゃむをえないことであるが,本 文 と

交錯 して読み難 くならないよう,末 尾にまとめ

て載せる方式を採用 したのはその当時 と しては

新 しい扱い方であったよ うに記憶 している。

さて,い ろいろのことが決め られても肝心の

論文が集まらな くては仕事にな らないので,初

期 の編集委員会では会員か ら投稿の勧誘を審議

した ことも再三であった。 しか しこういった事

情 は号を追 うに したがって急速に改善 されてい

った。

次に,原 稿が集 まると,学 会 の権威を落 とさ

ないためにも,そ の査読が必要であった。初期

の ころは査読委員の制度が間に合わなかったた

めに,編 集委員が手分け して論文を査読すると

い う一幕 もあった。 このよ うに編集委員会の仕

事 は なかなか 多忙であった こともあって,「 会

誌」の第1号 を昭和34年6月 に送 り出す まで は

8回,時 には深夜に及び編集委員会を開いた こ

とが記録 されている。 しか し創刊号を出 した こ

ろには第2号 の編集が終ってお り,第3号 の準

備 にかか る農階まで進めることができたのであ

った。

さて,話 は大分細かい事柄のみ に終始 して し

まったが,学 会が主 と して取 り扱 う学問分野の

範囲 については種々の論議が行われてきた。学

会 の定款には「原子力の平和利用に 関する 学術

お よび技術の調査,研 究」とすべての分野を ヵバ

(90)
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一で きるよ うに作 られているが,学 会の設立趣

意書の注には,「 原子力研究は きわめて 広範囲

の分野にまたが り,そ れ らを最初か ら同等の重

みでと りあげ ると,そ れぞれが薄められ不満足

なもの となる恐れがあるので,当 分の聞,原 子

炉に直接関係する自然科学 と工業技術に重点を

おいて活動するのが 適当と考えられる」と範囲

を狭めて店開 きす ることが述べ られている。一

方,編 集委員会がきめた「会誌」への"投稿の手引"

では「掲載範囲と して 原子力研究に 関連す るあ

らゆる部門を含めるが,今 後の投稿によって自

然に傾向がきまることを期待 し,特 に制限 しな

い」として若干の食 い違 いが見 られている。 こ

の ことは,ア イソ トープ関係は数年前か ら発足

している 日本アイソ トープ協 会(当時は日本放射

性同位元素協会)の活動範囲であること,放 射 線

の人体への影響の関係は同年7月 日本放射線影

響学会が設立され,そ こに流 れ て いった こと

等,状 勢が流動的であった ことを物語 るもので

あろ う。

最後に欧文論文の取扱 いについてであるが,

研究論文 の内容がオ リジナルなものである限 り

和文,欧 文のいずれでもよいということで スター

トした。第1巻 の中にも英文論文の例が見 られ

たが,和 文主体の「会誌」の中に欧文で書かれて

もなかなか外人 に読 んでもらえないのが実状で,

「欧文誌」の発行が待たれたわけである。 これが

実現 までにはなお5ヵ 年 を要 したのであった。

(P,98,グラフ①参照)(元 ・東京工業大学,原子力委員)

思 い 出 す こ と

翠鴛舎解輩垂 宗 像 英 二

とにか く,ま ず よか った と思 ってお ります。

学校 を 出て社 会生活 に入 り,そ の3分 の2を

化 学工場 な どで,残 る3分 の1に 当 る16年 余 を

原研 で過 しま した。 そ して振 り返 って,最 初 の

ユ0年間位 の間 に体験 した こ とが,最 もよ く身 に

っ いて い るためで しょ うか,結 局,そ の頃体得

した もの の上 に創意 が組 み立 て られて,仕 事 を

進 めた よ うに思 います。 それ ゆえに,学 卒 後10

年 間 に,し っか りした体験 を持 つ ことが大 切 で

あ る と痛 感 します。 そ して,そ れ は実験 的 な体

得 を した ものであ って,教 わ った もの ではな か

った こ とです。実 在す る事実 に学 べば,お のず

か ら道 は開 け て,私 が好 んで い う「道 は 歩 いた

後 にあ る」とい うことが,し み じみ と感 ぜ られ

る と思 います。(元 ・日本原子力研究所)

学 会 の 生 丸 る 頃

私が会長を務めた時期 は,会 費の値上げをせ

ざるを得な くて,そ れを実施 しま したので,会

員諸氏には うらまれたのではないで しょうか。

しか し,そ れを我慢 していただいたので,そ の

後,学 会 も順調 に運営されているかの ようで,

治康見伏

人
長
長
長

糞

会

人
副
部
代

起

.
中

儒

代
9

設
昭
初
第
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そ の頃 の ことは最 早忘却 の海 の底 に沈 んで い

るので,憶 い出す緒 と し て,「 日本学術 会議 二

十五 年史 」をひ っぱ り出 して きて 関係 部分 を漁

り読 み して見 た。 この「二十五 年史」は1974年 に

刊 行 された ものであ るが,2年 ほ どか けて資 料

を集 めた りした ものだ か ら,あ る程度 信用 して

よか ろ う。 まず年表 を書 いて置 く,こ の年表 で,

JSCと あ るのは 日本学 術 会議,ユ3GAと あ るの

は第13回 総会 の意味 で あ る。

1952年5月 サ ンフランシスコ講和条約発効

10月JSC13GA

茅 ・伏見提案

第39委 員会設置(務 台理作委員長)

53年4月JSC14GA

5月

12月

54年1月

原子核研究所設立勧告

原子爆弾災害調査報告集完成

UN8GA

アイゼンハワー原子力平和利用演説

JSC16GA(第3期 出発)

第39委 員会藤岡由夫委員長
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2月27日 第39委 主催原子力シンポジウム

3月1日 第5福 竜丸 ビキニ水爆実験で被爆

(清水港帰港は3月14日)

3月2日 原子炉築造費(235百 万円)国会上程

3月8日 原子核特別委員会 第39委 員会で

原子力憲章草案審議

4月

10月

12月

55年1月

8月

10月

10月

工2月

56年1月

3月

5月

57年1月

4月

7月

58年2月

4月

JSC17GA

「原子兵器の廃棄と原子力の国際管理

の確立を望む声明」

「原子力の研究と利 用 に関 し公開・民

主・自主の原則を要求す る声明」

放射線影響調査特別委員会設置

第39委 員会が原子力聞題委員会 とな

る

JSC18GA

「原子力の研究・開発・利用に関する措

置について申し入れ」

放射線基礎医学研究所設置勧告

海外原子力事情調査団(藤 岡 ミヅショ

ン)欧米に派遣

USA「 実用原子炉建造に対 す る技 術

援助」の申し入れ

UN原 子力平和利 用 国際 会 議(第1

回)

ラッセル・アインシュタイン声明に応

える日本科学者の声明

JSC20GA

原子力特別委員会設置(原 子力学会へ

の準備,伏 見康治委員長)

嬬 蒙簸識}制定
原子力委員会出発

4月 湯川秀樹委員辞意表明

UN「 原子線の影響に 関す る科学委員

会」SCEAR発 足

日本原子力研究所設置法

第1回 原子力シソポジウム

JSC24GA

「核兵器禁止のアピール」

「放射性塵の研究」申し入れ

「発電用原子炉輸入について」勧告

放射線医学総合研究所発足

第1回 パグウォヅシ会議

第2回 原子力シソポジウム

JSC26GA

9月

10月

59年2月

5月

7月

10月

原特委「核融合反応研究の基本方針」

〃 「原子炉の安全性について」申

し入れ

UN原 子力平和利用国際会議第2回

原特委の原子力学会検討小委員会が

原子力学会構想をまとめる

第3回 原子力シンポジゥム

日本原子力学会発足

JSC核 融合特別委員会発足

放射線影響学会設立

JSC29GA

プラズマ研究所設立勧告

この表を見ていると初期 の原子力事情が彷彿

として 脳裏 に浮 んで くる。藤岡由夫 さん,嵯 峨

根 遼吉 さん,矢 木 栄 さんのよ うな方 々の顔が現

れては消える。服部学君や大塚益比古君 らはど

こかに笑 っているよ うだ。 しか しその当時 のこ

とをここに書 きおろせるほ どにははっきり出て

こないのだ。それで私 のその頃の考えの筋道だ

けをのべて置 こ う。

出発点は,マ ンハ ッタン計画が基礎 の学理か

ら出発 して,現 実 に向かって壮大な計画を描 き

具体化 して行 く美事 さに魅せ られた ところにあ

る。 日本で も大体同 じことが繰 り返せ る条件が

あると信 じた。原子力は最大の国家機密で,ア メ

リカが教えた り,輸 出 した りす るはずがないと

思 ったか らだ。ところが アイゼンハ ワーの「原子

力を平和へ」で話 しはひっくり返 って しまった。

どん どん流れ こんで くる外圧の中で,ど うして

自主性が保たれよ うか,そ れに頼みに していた

原子核物理学者たちか らは裏切 られ た の で あ

る。年表 には記入 してないが,1956年 の暮 に行わ

れた原子核特別委員会は,で き上が った原子力

研究所に対 して協力 しないとい う決断を して し

まった。 これは一つには核研の田無町反対問題

が こじれていて核特委がきわめて困難な事態に

追い込 まれていた ことにもよるのであろ うが,

原子力推進派の杉本朝雄,武 田栄一一,伏見の3人

はまった く青 くなった ものである。原子力研究

所は こうして,核 の基礎研究 に従事 している主

だ った人 々か ら見はなされた まま出発せ ざるを

得ないことになった。 しか し一方か ら考 え る

(92)
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と,原 子核物理は原子力の一つの柱に過ぎず,

放射線影響,物 性,材 料工学,伝 熱工学,等 々の総

合科学が必要なのであって,原 子力を支 えるに

は新 しい学問体系を作れば よいのだ と考え られ

た。 これが原子力学会を作ろ うとした最初の着

想であった。(日 本学術会議会長)

年会・分科会の設置

繋魑 盤 事 大塚益比古

本学会 は今春,創 立20周 年を迎える。その場

合,こ の3月 開かれ る予定 の「昭和54年 年会」は

実は第17回 年会であ ることに気を とめて戴 きた

い 。

昭和34年2月 の学会の創設時の経緯について

は,別 記の とお り,そ の誕生はと りわけ学術会

議原子力特別委員会の尽力 に負 うもので あっ

た。

その学術会議 は,す でに昭和32年 か ら,原 子

力に関連のある多 くの学協会の協力を得て,毎

年「原子力 シンポジウム」を主催 して来た。それ

によって広 く研究者に研究発表 の機会を提供 し

て,こ の新 しい分野の研究が一 日も早 く充実 し

発展す ることを期待 したからである。

そのような事情があったので,原 子力学会が

発足す るに当たっては,原 子力学会を含む原子

力関連学協会の共催のも と に,学 術会議の「原

子力 シンポ ジウム」を引きついで「原子力研究総

合発表会」の名称 で 開 くこととし,そ うして原

子力学会 自体 は年会をもたず,こ の総合発表会

を実質的に年会 に代わ るものとした。

学術会議が世話役を していた ときは,多 くの

学協会が,程 度 の差はあっても原子力研究に係

わ りを もっていたが,原 子力学会の誕生 ととも

にその一切が新 しい学会に独占され るのは良 く

ないとい う警戒心(?)が 学会の周囲にあって,

それ ら先輩学協会 との円満な関係を保つ ことに

相 当の意を用 いた結果 であった。(付 表参照)

付表 現 在共 催35学 協 会 の過 去 の協力 状況

昭38～54昭35～37昭32～34

(17回)(3回)(3回)

学'協 会 名 原 子 力 総 原 子 力 研 原 子 力

合 シ ソポ 究 総 合 発 シ ソ ポ
ジ ウ ム 表 会 ジ ウ ム

応 用 物 理 学 会

化 学 工 学 協 会

火力発電 技 術 協 会

空気調和・衛生工学

計測自動 制 御 学 会

原子力安全研究協会

高 分 子 学 会

電 気 化 学 協 会

電 気 学 会

電 子 通 信 学 会

土 質 工 学 会

土 木 学 会

日本アイソトープ協

日本医学放射線学会

日 本 化 学 会

日 本 核 医 学 会

日 本 機 械 学 会

日 本 建 築 学 会

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

昭38～54

(17回)学 '協 会 名 原 子 力 総

合 シ ソポ
ジ ウ ム

昭35～37昭32～34

(3回)(3回)

原 子 力 研 原 子 力

究 総 合 発 シ ソポ

表 会 ジ ウム

日本高圧力技術協会

日 本 鉱 業 会

日本産業 衛生 学会

日本造船 研究協 会

日 本 鉄 鋼 協 会

日 本 電 気 協 会

日本非破壊検査協会

日 本 物 理 学 会

日本 分 析 化 学 会

日本放射線影響学会

日本放射線技術学会

日本保健物 理 学会

日 本 溶 接 協 会

粉体粉末 冶金協 会

窯 業 協 会

溶 接 学 会

日本 原 子 力 学 会

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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ただ この「シンポジウム」な い し「研究総合発

表会」は毎年早春に開催する習慣であったので,

原子力学会 としては秋 に別 に研究発表の場を設

けることとし,「秋の分科会」は間もな く発足 し

た。(昭和36年秋第1回)

***

このよ うに して原子力学会 は無事発足 した も

のの,や がて上述 のや り方では都合が悪い こと

がわかって来た。

現役の研究者 にとって,学 会の存在意義はい

うまでもなく自分たちの研究成果 を世に問 う機

会を得 るところに あ る。その意味では「原子力

研究総合発表会」と原子力学会 の 「分科会」がそ

の機会であるわけであるが,そ の うちの「総合発

表会」については,共 催 の 学協会のいずれかの

会員であれば発表す ることがで きるわけで,新

たに原子力学会に入会す る必要は全 くない。

原子力学会を設立 し,こ の学会を発展 させ よ

うと念願するものにとって,こ のことはまこと

に困 った ことであった。学会を 作った か ら に

は,相 当数の会員を確保 しないことには充実 し

た活動を着実 に実施 してゆ くことは難 しい。 ま

たそのよ うな差 し迫 った理 由のほかに,学 会で

あ る以上,自 分の年会をもちたいとい うご く常

識的な願望 もあった。

当時の学会の企画委員会は,こ の制約をぜ ひ

とも解消 したいものだ と痛感 し,学 会 固 有 の

「年会」を持つべ しとの意見を理事会 に持ちあげ

た。 しか し当時の理事の多 くは,学 会設立時の

世話役であ り,創 立に当たって,先 輩の学協会

との円満 な関係の確保 に意を用いた当事者で も

あったために,簡 単 にはこの提案は受け入れ ら

れなかった。

企画委員会 は,局 面打開のために一計を案 じ,

(1)過 去3回 の「原子力研究総合発表会」はそ の内

容を改め,共 催学協会からの,い わば代表選手

による特別講演や総合報告を中心とした ものと

し,「原子力総合シソポジウム」とする。

② 原子力学会は「年会」をもち,一 般会員の研究

発表を中心とする。

といった潭 旨の構想を立てて理事会に再度検討

をお願い した。

こ うして よ うや くに して昭和38年4月,第1

回年会 が 東 海大 学に て開催 され た。(P,98,グ ラ

フ②参照)

「原 子力総 合 シ ンポ ジゥム」も また幸 い に して

関係学協 会 の賛 同を得 る ことが で き,昭 和38年

2月 第1回 を開催 した。 しか もその後 衰退す る

ことな く,こ の2月 には第17回 シ ンポ ジウムを

迎 え るに至 った のはま ことに同慶 の至 りとい う

他 はない。

***

今 こ うして振 りか え ってみ る と,た だ それだ

け の事 で あ る。 しか し当時 の企 画委 員 は,こ れ

を学会発 展 のた めの重大事 と認識 して 懸命 に頑

張 った もので あ った。(電 源開発・原子力部長)

関西支部創立当時の思い出

初 代 関 西 支部 長
昭36,37・会計理事 浅 田 常 三 郎
昭38,39・ 副 会 長

本学会創立当時は原子力発電の実現に関西電

力(一本松珠磯氏)は非常な熱意で研究 を始 め,

APT(AtomicPowerTest)の 略称 で 電気試験所,

三菱電機,住 友化学,大 林 組,竹 中工務店,京 大,

阪大 などの研究陣を集 めてガス炉,PWR,BWR

な どの設計 を中心 とした 研究会 を 開 き,ま た

RIP(RadiationImprovementofPolymers)の 略称で

絶縁物の放射線 による品質改良の勉 強 会 を 開

き,原 子力産業会議iの協力を得て原子力発電の

実現に努力 した。当時は広島・長崎 の 恐怖,第

五福竜丸の原子灰か ら漁獲 した鮪を投棄す るな

ど,放 射能への過度の警戒心が多数 の民衆に深

く根を下ろ していた。

原子力平和利用 の学術研究推進 のため昭和34

年2月 本学会が東京に事務局をおき創立 され,

関西支部が同年5月!3日 大阪で発会式をあげ,

木村毅一氏,荒 勝 文策氏,伏 見康治氏,吹 田徳雄

氏,浅 田常三郎 たちが集 り,式 後Weinberg博

士の線量測定の学術講演があった。不肖浅田が

34年 か ら3年 間関西支部長をひきうけ,幹 事諸
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氏の援助の下に毎月1回 学術講演会 と見学会を

開 き研究の奨励 と会員の増加勧誘に尽力 した。

関西支部は会員の うち関西に在住する者で構成

し,創 立の際は正会員199名,賛 助会員29社,学

生会員8名 で,経 費は初 年度15万 円,2年 目よ

り20万円(現在は70万円)本部か ら交付 された。

原子力平和利用の施設は大学お よび企業によ

り計画 されたが,原 爆 と原子炉が混同 されて関

西電力の原子力発電所,京 大・阪大共同利 用 の

研究用原子炉,住 友原子力宝塚実験所,放 射線

高分子協会寝屋川研究所,大 阪府立放射線 中央

研究所な どの設置に誘致 もあったが,反 対が盛

んであった。原子力に関する解説 と安全性の啓

蒙講演 と設置反対の講演が関係者により各所で

行われた。筆者の日記帳を調べると,昭 和34年

中に各地で49回 学術的または解説講演を行 って

いる。32年8月27日 高槻町(現在は市)公民 館 で

京大阪大共同研究用原子炉を阿武山附近に設置

する目的で附近の居住者たちの諒解を求め る公

聴会を開 き両大学職員に よる懇切な説明を した

が,現 地地方新聞が原子炉は火葬炉 と同様で甚

だ しく風致を害すると記載するものもあ り,聴

衆 の中に説明はよくわかったが自分の住む町に

原子炉を設置する事は絶対反対で あ り,「今後

説得に来 るならば本人には気の毒だが,竹 槍で

命 はとらぬが足 の一本を突 きさして,現 地住民

がいかに反対 しているか示すか らその覚悟で来

い」といい出す者もあった。夜半 を 過ぎて説明

会を終 り屋外に出た時,中 天に輝 く明 るい月を

眺めて説得がいかに困難であるかをつ くづ く感

じた事であった。

企業 と大学な どの研究者の努力 と,学 会 と産

業会議や原子力局な どの応援で,現 在各所 に原

子力平和利用の研究所や,そ れを利用する医療

機関,原 子力を利用する工業ができ,ま た多数 の

原子力発電所が電力供給 の大任を果 しつつある

のは感慨無量である。(阪 大名誉教授)

×

X

×

＼

中 部 支 部 の 創 立

昭43,44・ 企 画 委 員

昭45・46・企画理事 玉 河

第3代 支 部 長
元

×

本学会が創立 されてか ら20年,中 部支部 にと

っては創立満10年 の記念すべき年に当たってい

る。当支部 が創立されたのは昭和44年 で,3月

15日 に創立総会が名古屋科学館 で行われた。中

部地区には当初原子力関係の研究機関の数が少

な く,名 古屋工業試験所で放射線関係の設備が

整え られ,研 究が推進 されていた くらいであっ

た。大学関係でも名大工学部 にいまだ原子力関

係学科がな く,先 発の5大 学に遅れて,共 通講

座の形でい くつかの原子力講座が設置されてい

るに過 ぎなか った。 しか し地元産業界の原子力

技術開発の要望が強 く,中 部原子力懇談会が中

心 となって原子力に関するPRを 初め として,

多角的に活発な活動を行なっていた。折か ら核

融合研究が急速にクローズア ップされ,全 国の

大学による共同研究の場 と して,プ ラズマ研究

所が設置 され,伏 見先生を先頭 として多 くの有

能な指導者,研 究者 によ り着 々と成果を挙げて

来た。昭和41年 には地元各方面の絶大 な後援 を

得て待望 の原子力の学科が名大工学部 に設置 さ

れ ることにな り,中 部地区に も原子力関係の教

育研究の場が充実 されることになった。 このよ

うに環境 が整備 されるに及 んで,い よいよ原子

力学会支部設立の気運が高 まって来た。支部 の

創設には当時 プラズマ研究所長の伏見先生にご

出馬願 うほかないとの関係者一同の一致 した意

見で,先 生にお願い申 し上げた ところ,快 くお

引き受け下 さ り,先 生のこ指 図の下に支部設立

の準備に取 り掛 ったわけである。お手本 として

は先輩の関西支部を参考に したのであるが,ま

ず中部原子力懇談会 との関係を どのよ うに考え

た らよいか,と の問題 について関係者間でいろ

いろ検討を重ねた結果,懇 談会 と学会 とはその

性格は自ら異なるものであ り,一 体 としての運

営はかえってよ くないであろ う。両者は不即不
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離 の関係で行 くことに しよ う,そ して実際の運

営 は互いに緊密な連携を保 ち講 演 会,講 習会の

共催等積極的 に行 うよ うに しよう,と い う結論

にな り,そ の原則を守って現在 に至 っている。

事務局を どうす るかが一つの大 きな問題であ

ったが,幸 いにも化学関係学会 の支部の合同事

務局が中部科学技術 セ ンターの中に作 られてい

たので,そ の中にわれわれの事務局の世話 もお

願 いできることにな り支部創設の基礎が固 まっ

た。 これ には中部原子力懇談会関係各位 の並 々

な らぬ ご尽力の賜であると感謝 している。 また

支部の行事 として是非取 り上げたい と考 えたの

は,研 究発表会 を定例に行 うことであった。 こ

れは若 い研究者が学会に出席することは実際問

題 として難 しい場合が多 いので,地 元で自分 の

研究成果 を発表で きる場を与えることが大切で

あると考えた結果であ り,10年 の経験でいまだ

不満足 なが ら一 応 定 着 した ものと思 う。過去

10年 を省みて不満足な ことが少な くないが,こ

の経験を生か してよ りよい支部 にす るよ う努力

しなければならないと思 う。(名 古屋大学)

東北支部の設立をめぐって

顯豫講鑛部長 美 山 悌二郎
昭52,53・ 企 画 理 事

東北地区における原子力の研究促進 と知識普

及 に資するため,東 北支部を設立す ることとな

り,昭 和52年9月29日 の設立総会を もって支部

が発足 した。

東北支部を設立 しよ うとい う空気はかな り前

か らあったが,会 員数が少な く,専 門分野が広

いため,気 運が醸成するには至 らなか った。そ

れは昭和45年 に東北大長尾教授が本部理事をさ

れる頃までと言われる。昭和50年 より東北大塩

川教授ついで東北電力美 山理事が本部理事 とな

るに及び,支 部設立の動 きが具体化 した。すな

わち,東 北大百田,塩 川,長 尾,鈴 木 進 の4教 授

と東北電力美 山理事等が中心とな り,昭 和52年

6月 頃よ り支部設立の準備が計画 された。初め

は昭和53年 度発足の目標だ ったが,本 部に相談

す ると「善は急げ」とい うことにな り52年下半期

発足 として,8月5日 第196回 本部理事会で設

立 の了承を受けた。 この時誰 も,後 になって学

生 の一部から,こ の繰 り上げがためにするもの

だ と云々されるハメになろ うとは全 く予想 され

なか った。善意 といえ ども,な かなか理解 され

ないのが現世相のようである。

8月10日,設 立発起人会が開かれ,設 立総会

の時期 ・議題等が決定 された。発起人は東北大理

学部森 田,石 松,塩 川,斉 藤の4教 授,工 学部椙

山,百 田,瀬 戸,長 尾の4教 授,医 学部粟冠教授,

農学部志村教授,金 研鈴木,平 林,諸 住の3教 授,

選鉱研 菅野,本 間両教授,速 研 神山教授,弘 前大

篠崎教授,秋 田大 成田教授,岩 手大 杉田教授,土

居名誉教授,山 形大大坪教授,郡 山日大 宇野原教

授,新 潟大陸路教授,東 北原懇 鈴木部長,福 島 原

子力沢 口次長,東 北電力美 山理事以上,26名 の

会員であった。

これ と平行 して,会 員 の増強が進め られた。

当初,東 北地区の会員 は100名 に満たなか った

が,理 ・医な ど広い分野か ら賛同を得て,会 員 は

130余 名に達 し,心 強いものがあった。

9月29日,仙 台弥生会館において設立総会が

盛大に開かれ,こ こに東北支部が誕生 した。当

日,長 尾教授か ら「東北大学に おける 核融合研

究」とい う記念講演 があ り多 大 の感 銘 を与 え

た。

支部 は下半期よ り活動を開始 した。 まず研究

発表会が計画 され,12月 開催で進 められたが,

開催当日,学 生を含む会員以外の人 々から妨害

があ り,開 催は延期 となる。年が明けて開いた

が再び妨害にあい,特 別講演を行 うにとどまっ

た ことは遺憾なことであった。 このあ と化学会

との共催講演会が開かれたのみで昭和53年 度は

ささやかな事業にとどまった。東北支部は誕生

の年か ら試練を うけ,こ れが軌道に乗 るには会

員諸氏の暖い支援 と協力が必須である。支部活

動が,緩 やかで も健実,着 実 に 育 ってい くこと

を念願 してやまないものである。

(東北電力・理事)
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研究範囲の今昔を考える

斎 藤 広

原子力学会の草創期における設立事務を担当

していた関係か ら,当 時を回想 して印象に残 っ

ていることの一つは,学 会の誕生にあた ってそ

の研究 の目的 とす る原子力の研究分 野 の 範 囲

を,実 行委員会が どのよ うにきめたか とい うこ

とではなか ったか と思われる。

もともと原子力の研究分野は,理 学 ・工学 ・農

学 ・医学などの理論や実験の分野か ら,法 律 ・政

治 ・経済 ・社会科学な どにおよぶ研究領域の総合

化に よってな り立つ ことを建前 とす る,い わゆ

る学際思考 の典型的な学会である。原子力研究

は大規模な研究分野の体系にまで発展する可能

性が見通 され るだけに,学 会の設立にはかな り

の配慮がめぐらされたことも当然であった。

表1出 身専攻部門別表

そ こで,昭 和34年2月14日 の創立総会で決め

られた定款の目的には,関 連を もつ研究分野を

網羅す ることは用文上 も困難な の で,「 原子力

の平和利用に関す る学術 お よび 技術」との包括

的な表現が用い られたが,実 質的には設立要項

の脚注に,「 原子力研究 は 広範囲の分野にまた

が り,そ れ らを最初か ら同等 の重みで と りあげ

ると,そ れぞれが薄められ不満足なもの となる

恐れがあ り,そ れ で 当分 の間,原 子炉に直接

関係する自然科学 と工業技術 に重点をお いて活

動する」とい う措置が とられ ることになった。

か くして,20年 にわたる研究開発がつみか さ

ね られ今 日に至 ったが,現 在の学会員は一体 ど

のよ うな構成になっているのだろ うか。 「表1.

出身専攻部門別表」と「表2.現 在業務別表」を次

に掲げてみたい。(1977年版「会員名簿」より)

この表1,表2に 基づ く学会員の大部分 の方 々

は,そ れぞれ設立当初に決め られた研究分野に

占める割合が大 きい研究者 ・技術者で あろ うと

思われる。 したがって,長 い期間にわた り「当分

の間 の活動分野 の枠」がひきつ が れ,関 連をも

表2現 在 業 務 別 表(回答分のみ)

専 攻 部 門 会 員 数()は 学生会員 業 務 別

電
機
金
採
建
電
数

会員数

原 子 力

物 理 ・応 物
化学 ・化 学 工 学

気 ・電

冶
土
通

鉱
築
波

放 射 線 ・X

原 子 動 力

医
法
船
農
計
航
精
材

窯
衛
造
そ

薬
経
機
水
制

学
律
舶
林
測

生 工

の

子
械
属
金
木
信
学
線
学
学
済
関
産
御
空
密
料
業
学
兵
他

947(311)

634(5)

559(1)

539(5)

458(8)

96

103

49

36

35

31

3(29)

29

29

27

26

22

15

ユ3

8

5

5

5

262(6)

原子核物理・中性子物理

核融合・プラズマ物理・MHD

放射線物理・計測・計装・遮蔽

炉計測・制御・動特性

炉物理・炉工学

炉設計・開発・システム工学

熱伝達・流体力学

原子力機器・構造・Na技 術など

原子力施設・設計・建設・運転・管理

核燃料・物性

炉材料・照射技術・損傷

核化学・炉化学・放射線化学

同位体分離・ウラソ濃縮

燃料サイクル・資源探査

化学工学・処理処分な ど

保健物理・放射線管理・医学・生物

安 全 性

情報処理・計算

原子力行政

6

1

9

9

5

9

0

6

8

1

4

9

6

3

7

5

8

6

1

3

6

1

3

1

9

7

0

7

3

2

9

3

3

3

0

6

1

1

1
↓

-
↓

「
⊥

¶
⊥

噌
⊥

ー
ム

可⊥

合 計 3,936(365) 合 計 1,483

(97)



98 創立20周 年記念特集 日本 原 子力 学会誌

つ他の研究分野への直接的な拡幅があま り進め

られてはいないよ うに見受け られる。

しか し,創 立20周 年を契機 と して,関 連分野

への学際的 アプローチを積極化することを考え

られてもよいのではなかろ うか。 もちろん,そ

のよ うなことは,今 までにも換討 されてはいる

もの と思われ るが,と りわけ原子力発電を取 り

巻いている情勢 の中で,発 電所立地 の確保問題

が年ごとに厳 しさを見せ,立 地難 に直面 してい

るのが現状であ り,さ らに住民側 との トラブル

も全 国的に激化 してきているが,そ の反対運動

も組織化 され,政 治問題化 しつつある動向に対

し,原 子力学会が早急に取 り組む ことは当然 と

も言えるのではないだろ うか。

それには,自 然科学 と工業技術部門 のほかに,

人文科学部門による学会員の参加を求めること

になるが,と くに,原 子力発電施設の立地問題

に直接関連をもつ地方公共団体 の関係担当者 も

学会員 として,他 の研究分野 の 技術者・研究者

と同等の立場で,同 一のテーブルにおいて研究

論議を進めることは,新 しい研究態様への方向

を示すものとして,極 めて大 きな意義を見出す

ことがで きる。一

すでに,前 記表2の 業務別欄の末項 に は「原

子力行政11」の 学会員が加入 し,新 しい研究体

制への端緒が開かれているもの と思 うが,他

方,日 本原子力産業会議 の会員には,1道,1

都,20県(6市 ・18町・3村)の 地方 自治 体 が 加 盟

していることを考え合せると,学 会か らの積極

的な働 きかけに 対応・待機 している姿勢が十分

に整え られているもの と考えて差 し支えないだ

ろ う。(日 本文化会議・事務局長)
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20周 年 に 寄 せ て"ひ と こ と"

憶 い 出,苦 言,提 言,要 望

20年 間にかつて役員・委員長を経験 され た方 々

の うち33名,創 立当時にいち早 く入会された会員

で番号2桁 会員(51名)の うち19名,お よび番号末

尾00会 員(47名)の うち9名,の 方 々にまったくご

自由に"ひ とこと"ずつ頂いた。(敬 称略)

・〔)"電 レ ・〔レ ・IB飼`レ ・1レ ・1B・ ・哩レ ・IB岡 曜レ ・1卜 ・1葺M{レ ・〔茸・・`}・・1[・

旧役員 ・委 員長33名(年 度順)

原子力学会の発展を願 う

昭34,35・会計理事 駒 井 健 一 郎

本学会 の発足時,昭 和34,35年 度 と会計理事

として関係 していた頃の会員数は約1,000名 く

らいであったが,今 や5,000名 になんなんとし,

昨年9月 には「第2回 環太平洋会議」を主催す る

な ど,国 際的にも活躍す るまで成長 した ことは

ご同慶の至 りである。昭和35年 に米国 ドレスデ

ン1号 機 の完成式に出席 し,米 国の原子力発電

への華 々 しい展開に感銘 を受けたが,わ が国も

運転出力で世界2位 に達 し,模倣か ら創造へ と,

幾つかの分野で自主技術 の成果が実 りつつある

ことを喜ば しく思 う。

当初の学会活動は,原 子炉に直接関係する自

然科学 と工業技術に重点がおかれた。その後原

子力研究の広範囲な分野に拡がって 行 っ た の

は,時 流の要請に応 えての動 きと思 うが,各 分

野での密度は濃いものに保 って欲 しい。 さらに

国際的にも権威ある原子力 の 技 術 基準(例 えば

ASME相 当)な どを,本 学会で設定で きるよ うに

ならぬものだろ うか。(㈱ 日立製作所)

お 祝 と 期 待

(昭34,35・ 企 画委 員)

融 讐 講 向 坊 隆

創立20周 年を迎え られ ることを心か らお祝い

申 し上げ ます。

日本の原子力開発 はどうなっているか とい う

ことを よく聞かれ ます。最近は原子力に直接関

連する面か らは遠 ざかっているので,と 断 りな

が ら,い つもこ う答えてい ま す。「大規模実用

に近づいたので,解 決 しなければな らない問題

が次第にはっき りして来た とい うところで しょ

う。それ らの問題 の解決のために どの くらい努

力が注がれ るかで,今 後エネルギー供給 の面で

原子力が どの くらい期待に応え得 るかが決 まる

で しょう。」

そのよ うな問題 の中には,国 内の努力で解決

すべ きものももちろん数多 くあ りますが,国 際

協力によらなければ解決 しない問題 も多いよ う

に思われます。

先般,「 第2回 環太平洋会議」が本会の主催で

盛大に開かれた機会に,本 会の20年 間の成長を

思 うと共 に,今 後の国際協力の重要な面にいろ

いろ思いを馳せたことで した。

どの面を とっても,本 会の活動に期待 される

ところ極めて大 きい と思います。一層 の御発展

を心か ら祈 ります。(東 京大学総長)
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・19一 竃ト ・竃,・・〔ト ・〔置・・1レ 。匪卜 。〔レ ・〔レ ・1レ ・〔融一 〔,・・ID・ ・喧[・・`レ 畷 眞・

「第1回 年 会」の 頃

(昭36・企画 委員)

瓢 縮 難 吹 田 徳 雄

本学会が発足 して4年 目の昭和38年4.月,第1

回の年会が東海大学で行われた。当時私 は企画

委員長であったので,こ の年会 の成功を祈 った。

幸い発表論文数は400件 を超 え,当 時会員数

2,000名 足 らずの学会 としては,そ の研究水準 と

会員の質のよさを示 していた。仮 りに1件 に2

名の会員が関与 していた とす ると,約 半数の会

員が発表 した ことになる。そ してその秋,従 来

あった 「炉物理」,「核燃料」の分科会に加えて,

「炉工学」,「化学・化学工学」の分科会が開かれ,

よ うや く学会 としての形態が整え られた。

また原子力教官協議会が発足 し,こ れを母体.

と して「交換教授講演会」の制度が設けられた。

この制度に対 し当時の文部省の関係者は好意的

であ り,もしも必要な経費が学会の枠を越える場

合は援助 して もよいとの ことであった。 しか し

これは実現 しなかった。(初 代原子力安全委員長)

・ID・・1レ ・1レ ・〔レ ・〔ト ・1レ ・IB・ ・`塵・・1レ ・暉膨一ID-〔3・ ・〔,・・1[・・〔レ ・〔蓼D

ジ ル コニ ウ ム ・メダ ル の 提 案

(昭34,35・ 編集 委 員)

(昭37,38・ 企画 委員)

昭40・編集委員長 三 島 良 績

編集理事を仰せ付か ったのは昭和39年 で,次

いで当時の委員長であった野沢豊吉東工大教授

の後を うけて40年5月 か ら1年 間,編 集委員長

をや りま した。

この間にや った ことは37年 創刊の「欧文誌」を

軌道 にのせること,技 術報告を研究論文 よ り一

農低 いよ うに見 る風習を改めて,こ の機会 に「和

文誌」では両者を 論文 と して 扱 うように した こ

と,な どを思い出 します(40年8月 号巻頭言)。

学会創立10周 年に記念事業 として「学会賞」を

制定する案が理事会で出,当 時企画委員長であ

った垣花秀武東工大教授 と相談 して案を立てた

時に,私 の発案で ジル コニウム製のメダルを提

案 しま した。 ジル コニウムでメダルな ど出来 る

のか とい うご質問に答えて,全 軽金属野球大会

のチタンの記念賞な ど示 した りした結果,つ い

に実現 し,日 本鉱業㈱中研 のご尽力で世界初の

ジル コニウム・メダルがで きたので した。

(東京大学)
`II・ ・1)・・〔)・・〔)・・1)・ ・c)・・〔)・・oレ ・1).畷,・ ・O-")一 ・UHUレ ・S),・0・

三 つ の 願 い

(昭40,41・企画委員)

昭42・企 画 委 員 長 品 川 睦 明

創立20周 年を心からお祝い申 します。私 は,

次の三つの宿願をもっています。

(1)放射能を制御する研究 の助成。(2)電子エネ

ルギー利用 の研究助成。(3)放射線衛 生の医師に

よる社会教育。

(1)原 子力を利用するための原子核を変化 さ

せると,ど うしても放射能物質がで きますが,

この放射能を制御で きない と原子力の健全な利

用は望めません。 これが不可能 とい う証明はあ

りません。

(2)エ ネルギーの レベルか ら い っ て,熱 は

1/40eV,石 油はeV,X線 はkeV,核 力はMeV

といえま しょう。動力の熱を得るために,人 は

石油でなければ核力と考えています。X線 は核

外電子力のあ らわれですが,こ のあた りの動力

化が盲点になっています。電子力はクリー ンで

す。

(3)世 間が放射線,放 射能を 正 しく恐れてい

ないのは目に余 ります。全医師は公衆衛生指導

の一つ として社会教育を し,相 談や指導にも当

るべ きです。そのため医師の再教育や放射線取

扱認可制 も必要で しょう。(現 ・松下電子産業㈱)

・1レ ・1富四1レ ・旺レ ・喧)bq`卜 ・1幽レ・〔鵬岡 〔レ ・喧レ 。ロレ ・1,凶{レ ・1ト ・`レ ・〔D・

10年 前の編集委 員会

(昭37,38・ 編 集 委 員)

昭42・編集委員長 西 野 治

私が編集委員長を勤めた頃に創立10周 年があ

ったか ら,10年 前の話 になる。当時編集委員会

で よく出た話題に次のよ うなのがあった。原子
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力学会の会員は大部分,ど こか他の学会に所属

しているから,よ い論文をこちらに投稿 させ る

には,相 応の対策が必要である。 この点はその

後学会が発展 し,か つ原子力学会を本拠 と考 え

る原子力(核)工 学科の卒業生が 増加 したか ら,

自然 と解消 したのではないか と思 っている。

その頃学会 もよ うや く一人前に認め られ,外

部か ら色 々の賞の候補者の推薦を依頼 されるよ

うになった。最初はその選定が編集理事4人 に

委され,こ れはずいぶん重荷であった。そこで

丁度「学会賞」も始 まったので,学 会賞以外の賞

も含めた賞の選考委員会を作 って貰 った。なお

「学会賞」には,若 い会員の励みになるよ う「奨

励賞」の制定を提案 した。 これは大変良かった

のではないか と思っている。(現 ・工学院大学)

喝曜レ ・響レ ・〔肇・・〔口M〔 置・・竃レ ・IBN竃 卜 ・哩j・・u)一1}"c塵 一 竃B-ID-1卜 ・o・
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A早 いもので学会も発足後20周 年を迎える

とい うことだが,20年 とい うのを一つの区切 り

と考えて,こ の機会に将来の学会の運営につい

て,会 員各自が よく考えるとい うことも必要だ

ね。

B全 く同感だ。最近他の学会や学校で時 々

100年 祭 な どとい うのをやっているが,お 祭 り

騒 ぎだけでは進歩がないね。100年 の 歴史の中

には反省材料が沢山あるはずだ し,そ の反省を

踏み台に して将来の策を考えるのでなければ意

味がない。

Aと ころで,原 子力学会の主な仕事 とい う

のは,「 会誌」・「欧文誌」その他 の出版物 の編集

発行 と,「年会」・「分科会」その他の集会の開催

とい うことの二つだが,そ れだけで満足 して し

ま うのも一つの考え方だが,何 だか物足 りない

感 じもす るね。

B別 に原子力産業会議 とい う場があって,

幅広い活動を しているものだか ら,学 会は どう

しても学究の場に閉 じ込め られて しまい,自 分

で も世 の中は分業体制でや るのがいい と考えて

しまった りす るのさ。

A確 かに原産はスタ ッフも充実 して い る

し,資 金も豊富で活動力に恵まれていることは

事実だが,学 会 も20歳 になったのだか らも う少

し自覚を持 って,学 術領域の伸展 とい うか,学

術 と現実 との間のギャップを埋める努力をすべ

きだ と思 うね。問題 によっては,学 会 には原産

とは違 った角度か らの動 きも期待 され るし,原

産以上に説得力のある実質的な活動も可能だ と

思 うのだが。

B学 会 と原産 との基本的な違いは,学 会が

学術 の進歩を目標 とした個人ベースの団体であ

り,原 産 は日本 の原子力産業を確立す ることを

目的 とした会社 の集合体だ とい うことさ。 しか

し,原 子力は政治,社 会,経 済 とい うような問題

と複雑なか らみ合いを持 っていて,単 に学者や

研究者が学術的進歩だけを追求 して い た の で

は,そ の進歩 も生かされないとい うことにもな

るし,逆 に しっか りした学術的根拠が問題解決

に大 きく寄与す ることもある。

A話 が抽象的になって しまったが,具 体的

な問題を提案 して くれないか。

B安 全環境問題 などを学会 ら しく徹底的に

追求す るとい うような ことは どうか。原産のよ

うに先に結論を出 して置いて理 由をつけるとい

うのでな く,問題点を学術的に掘 り下げるのさ。

この場合,無 理 に学会 としての結論を出す必要

はな く,検 討すること自身に意味があると考 え

た らよい と思 う。ただ し,検 討に参加する者 は

相互 に人格的な信頼感を持つ とい うことが前提

で,型 にはまったイデォロギー先行型人物は,

あ らか じめ排除することが必要だ。

A要 す るに,学 会内の学究派 と社会派 との

バラ ンスの問題だね。 日本 のよ うな高密度社会

で情報伝達機構 の発達 した処で,学 会を学究派

だけの孤高的牙城 とするのは無理 もある し,時

代錯誤だ。 これか らは必然的に社会派の発言 も

強 くなるだろ うし,学 究派 も彼 らを応援 して学

術を外部 に浸透 させる努力をすべ きだね。

B学 会だか ら学究派が主流であることには

問題 ないとして,彼 らに どれだけ包容力があ る

かが問題だが,政 党の派閥 とは違 うか らきっと
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うま く行 くと思 うよ。(現 ・住友原子力工業㈱)

曙口匿D.哩,'GlD,90塵,弓 霞)レ耀望3,`竃lpc竃 醜,燭lDレ《1,D燭1塵,・電Bレ`竃障,曜1Bレq竃膨レGID,

10年 前 の 思 い 出

(昭40,41・ 企 画 委 員)

昭43・企画委員長 安 藤 良 夫

私 が企画委員長 に任命 されたのは 昭 和43年

で,本 会20年 の歴史のち ょうど中ほどに当たる。

本会では一般に委員長は1年 の見習い期間を経

てなるのが通例であるが,こ の ときは理事,即,

委員長であった。 ところがその頃か ら全国各地

で大学紛争の火 の手があが り,燈 原 の火は東京

大学にも及び,昭 和44年1月 には総決算 ともい

うべ き安 田講堂 の攻防戦があ り,そ の後比較的

平穏だった原子力工学科に紛争が飛 び火 し,こ

れを解決す るため身体 の大 きいことに期待 され

たのか教室主任を仰せ付かって,労 多 くして実

り少ない日々の連続であった。そのよ うな次第

で学会活動 も若干おろそかにな り,申 訳けな く

思 っているが,久 しぶ りに顔を出す と会長か ら

「よく来 られたな」とお慰めを受けて恐縮 した こ

ともあった し,初 年度は年会にも出席で きず,

2年 目と振 り替えて頂いて責任を全 うした。当

時 と現在では多少違 うが,原 子力の外圧による

試練 の道は依然続 いてお り,本 会のたゆみない

逼進を期待 したい。(東 京大学)

・〔レ ・竃置餌 旺レ ・1塵・・1)}・`レ ・竃,・・1卜 ・{D-`塵 四1[・ ・1膨N竃 置・・嘔レ ・1,四1腫 ・

速やかな論文査読を重ねて要望する

(昭38,39・企画委員)

昭43・ 編 集 委 員 長 西 原 宏

今か ら10年 くらい前 に,会 誌「巻頭言」のなか

で,論 文の査読は速やかにお願 い したい,と の

要望を述べた ことがある。現状は ど うか と思

い,人 に依頼 して最近の約1年 分の 本学会「欧

文誌」とN.S.E.誌 について統計を試みた。

論文の受理から刊行 まで,お よび訂正再受理

か ら刊行 までの所要期間 は,両 誌 ともにそれぞ

れお よそ10ヵ 月お よび6ヵ.月 程度で有意差 は認

め られない。 しか しN.&E。 の場合は,分 布が

平均値 のまわ りに集中 しているのに反 して,わ

が「欧文誌」の場合には比較的平坦に分散 し,分

野によっても遅速があ り,迅 速に処理 されたも

の と,著 しく長い日数 を要 したものとがあるよ

うに思われ る。

私の経験で も,査読にあま りにも長 くかか り,

しかも回示 された所見の内容 と,長 い所要 日数

とが結びつかないために,若 い投稿者の気持が

挫かれるのを見て,つ らい思いをすることがあ

る。速やかな査読を重ねて要望 したい。

(京都大学)

・`レ ・〔膨・・{ト ・o.{Eレ ・1レ ・〔B・・1童一 竃BNI聾 一 曙レ ・〔レ ・鷹塵岡1レ ・1レ 畷D・

学 会 事 務 局 と の 関 わ り

(昭36,37・ 企 画 委 員)

昭43,44・ 会 計 理 事 高 島 洋

本学会発足の時 に以前科研(現 ・理研)にお られ

た現事務局長の正本実閑氏が来 られ,一 方,私 自

身 はやは り科研にいた時に編纂課 にいた同氏を

よく知 っていま した。そんな関係か らか,最 初

か ら学会事務局には親 しみを感 じています。実

際,い つ訪ねて も職員の皆 さん大変親切で感 じ

が よい。ただ,原 稿 の締切 り期限を守 ったこと

がないので,い つ も大迷惑をかけている点,お

詑び申 し上げたいと思 っている。

さて,私 は昭和43年,44年 の2年 間理事 の末

席を汚 していま した。大学か らの理事は大抵,

企画 あるいは編集に関係 し,自 分の職務を生か

して学会活動をされていた ようですが,私 の場

合 どうい うわけか(向 坊先生が推挙の由),会 計を

担当させ られ ました。当時,会 員は期待 ほど延

びず,財 政 も不安で,賛 助会員の増加対策,口

数 の増加な どが しば しば理事会の議題に上 り,

私 自身ではなん らその ことに貢献で きず,も っ

ぱ ら節約をお願 い していた ような記憶があ りま

す。 また,事 務局職員一同も,実 につつま しく,

ア ングラ事 務 室(時折 り窓からも出入 りできた)で

不平 もこぼさず協力 して下 さった ように思いま

す。

なお,会 計を担当 したおかげで,関 電の飯田

正美 さんや三菱原子力の馬場一郎さんなどとも
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親 しくさせて いただ き,予 算,決 算 な どにつ いて

教 えて いただ きま した。 も うす っか り忘 れて し

まいま したが,会 社 の方 々 と親 し くなれた こと

だけ は記 憶 に残 り有難 い ことと思 ってい ます 。

(東京工業大学)

・〔D図 〔,レ40b.tレ ・`レ ・竃[図 竃B・・唖レ ・1塾・・竃)・・`BNl茸D・ 亘Dレ・`覧図 竃膨・・唖聖・

企画委員長時代の学会

(昭38,39・ 企 画 委員)

昭44・企画委員長 佐 野 忠 雄

私が学会の理事,企 画委員長をさせて頂いた

昭43～44年 には色 々のことがあ りま した。学会

発足10年 を記念 して「日本原子力学会賞」が制定

され,そ の第1回 として昭和44年2月 第一 ホテ

ルの晴がま しいところで受賞 させて 頂 き ま し

た。また235Uの 新 しい 分離法の発表 された東

海大学での「昭44年 春の年会」は華やかな脚光を

浴びました。 しか しその頃 よ り各地の大学紛争

は激 しく,企画委員長 として上京 しましても,会

議 に出ずす ぐ引 き返す ことがあ りま した。その

影響は学会にまで及び,そ の年 秋 の仙台 で の

「燃料 ・材料,化 学・化工分科会」では235Uの 分離

の及ぼす影響についての討論会を要求 し,学 生

たちが会場に押 しかけま した。幸い企画理事 の

中村康治さんが十分に討論 して下 さって混乱 も

な く分科会を終了 し得ま した こと今でも感謝 し

ています。ただ これ らの過程で考えさせ られる

ことも多 く,総 合技術 としての原子力開発に要

求 され る原子力教育 のあ り方 について討議する

「原子力教育」研究専門委員会の設置を提案 しま

した。思い出は数多 くあ ります。早 や 学 会 も

20年 。今後 ともあ らゆる面で着実 に発展 してほ

しいです。

最後に,い つ も思 うことは,学 会発足後今 日

まで発表 され る論文内容があま りにも目先 きの

ものの多すぎるとい うことです。(大 阪大学)

×

×

×

×

×

・1ト ・1レ ・1ト ・〔)"t)・ ・〔,・・竃塵・・〔8・・哩レ ・〔レ ・〔[・・1亘岡 匿画・・亘)一 電レ ・曜DD

学会 にと って大切な こ と

(昭37,38・企画委員)

昭47・ 副 会 長 村 田 浩

本学会も設立以来満20年 とい うことである。

学会のことで まず想 い出すのは,き わめて初期

の頃,学 会誌の企画に関与 した ときのことであ

る。わた しが科学技術庁の科学調査官か調査課

長 の頃だった と思 う。具体的に どんなお手伝い

を したのか,そ れ とも幹事の皆さんにご迷惑を

かけたのか,す っか り忘れて しまったが,い ま

と同 じ東電旧館 の一室で,勤 務時間後 しば しば

集 ったことを覚 えている。学会 もその頃は設立

後間がな くて,こ れか らどんな方向に発展 して

行 くべきか,米 国の原子力学会をお手本に しな

が ら皆で大いに議論をたたかわ していた。

原子力学会の運営の難 しさの一つは,他 の理

工学関係の学会 との間の調整だ った と思 う。わ

た しは同 じ頃,た またま「日本機械学会誌」の編

集委員を頼 まれて,原 子力技術に関係す る論文

の査読 を担当 して感 じたのだが,今 日い うとこ

ろの原子核工学 とか原子力工学 とかい う分野は

ともか く,原 子力技術の裾野は理学か ら工学,

さらに生物学,医 学にまでひろ く及ん で いるた

め,そ れ らとの境界は 当然 なが ら関連学会の活

動 と重複 して くる。原子力技術が発展 して くる

と,こ うした問題は一層複雑化す るのではない

か と思 った。そ うい う境界領域 の問題は,結 局

それぞれの学会 の活動力の大 きさ強 さによって

自然 にきまって行 くのではないだろ うか。

学会が20年 の歴史 を持 った ことは,そ の基盤

がそれだけ しっか り根を生や した ことを意味す

る。しか し,他の学会 との関連性は今後 とも問題

になるに違いない。眼を外に向けると,米 国の

原子力学会のほか英国の原子力学会の活動振 り

な どもある。海外の学会 ともよく連携 しなが ら,

そ して独自の基盤 を強化 しつつ も,20年 の歴史

の上にあぐらをかいて固定化 して しまわない よ

うに,学 会会員相互の不断 のデ ィスカ ッシ・ン

を忘れないことが,な によ りも大切 と思 う。

(日本原子力研究所)
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・暉翼一 咀}・・竃レ ・〔D一 艦,一 喧卜 ・`レ ・1,岡1レ ・竃匡レ・竃膨図 嘔ト ・II・・ID・・1レ ・1)・

「会 誌」 雑 感

昭44・編集委員長 百 田 光 雄

最近の「会誌」は私が編集 のお手伝いを してい

た頃 と比べて格毅に内容が充実 し,興 味深 くな

っている。 これは本学会の隆盛の反映であ り,

また もう一つには編集に当た ってお られる方 々

の熱意 と工夫 の結実でもあろ う。「欧文誌」の英

文 については,今 も何篇かに一つの割合で吉田

正男氏のこ添削を頂いているとの こ と で あ る

が,英 文を直すのは,お そ らく著者が原文を書 く

のに要 したの と同 じくらい,あ るいはそれ以上

の忍耐を要す る仕事で,長 年 これを続けて下 さ

っている同氏のご厚意には全 く頭 の下がる思い

がする。「会誌」の毎号を飾 っている連 載 講 座

は,こ の間に気づいたことをまとめ られたもの

であろ うが,辞 書や文法書等では知 ることので

きない有益な注意が豊富な用例 とともに示 され

ている。題名は"英 文論文 を書 く"であるが,英

語の微妙なニュアンスが よく説明されているの

で,英 文を書 く場合だけでな く,読 む場合 にも

大変 に参考になる。なるべ く早い機 会 に"単 行

本"と され ることを期待 している。

(元・東北大学)

・〔レ ・〔D・・嘔レ ・`レ ・1レ ・1レ ・1レ ・1}・・1塵NI,四 竃レ ・1レ ・置レ 殖B・ ・IB岡 〔B・

ひ と こ と

(昭42,43・ 企画 委 員)

昭45編 集委員長 岐 美 格

私が編集委員長を命ぜ られたのは,昭 和45年

5月 か ら1年 間であった。その頃,い ろいろな

専門分野の人々を会員 とする本学会の情報伝達

メデ ィァである「学会誌」の内容が,会 員にとっ

て有意義であ り,学 術専門誌 としての風格を失

わずに親 しみやすいもの とす るために,総 説 ・解

説・資料な どの記事を充実す る こ と,会 員の研

究成果の うち,和 文論文 は「和文誌」に,欧 文論

文 は「欧文誌」に掲載するとしても,な お一層,

質 の向上をはかるために,査 読の方策 を確立す

ることな ど,種 々議論 した ことを思い出す。そ

の後の編集委員会のご尽力で,「 学会誌」が常 に

新鮮 な話題 を提供 し,「欧文誌」が,キ ーワー ド

を含 めて,優 れた論文を数多 く掲載 されるよ う

になった ことは誠に喜ば しい限 りである。願わ

くば,20周 年を記念 して,第1号 か らの記事や

論文 の目録を,分 類表に従がて整理・総括 される

ことを望む。 この中には種 々の統計資料や,客

観的・国際的な 年表 も併記 されるのが よろ しか

ろ う。(京 都大学)

・暉DNI塵 一 〔レ ・{卜 ・1,・ ・IB・・1レ ・蟹,・哩 レ ・1卜 。暉9岡`レ ・巳童凶1レ ・〔レ ・曜B・

学 会 に 望 む

昭46・企画委員長 田 島 英 三

エネルギー資源の乏 しい日本に とって,原 子

力開発を進めるべ きか否かは,重 大な問題であ

る。 ところが国民の一部 の間には原子力に賛成

す る意見 と,こ れに反対する意見 の二つに分か

れていて,一 般の国民はその去就 に迷 っている

とい うのが実情である。 これ らの意見は,多 く

の場合に専門家の間にある意見の相違を反映 し

たものといえ る。国民の間に意見 の相違がある

こと自身 はむ しろ当然であって,喜 ば しいこと

であるとさえ言えるであろ うが,日 本 の今 日の

不幸 は異なった意見を持 った専門家の間で学問

的討論を交わす適 当な場が提供 されない とい う

ことである。20年 の歴史をもつ本学会 は異なっ

た意見 の専門家に学問的討論 を して貰 う裏方の

一役を買 って貰いたいものである。(立 教大学)

・1レ ・〔レ ・uレ ・lB・・1軍・・暗B一 竃レ ・〔腫囲`レ ・1,図 竃塵・・`塵四1膨 レ・〔レ ・`匿岡1膨 ・

学 会 誌 の 編 集

(昭38,39・編集委員)

昭46・ 編 集 委 員 長 上 田 隆 三

「会誌」をよくす るには,よ い編集 企 画 を 立

て,立 派な論文を投稿 して貰 うことが必要であ

る。本学会のよ うな総合学会では全会員に満足
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して貰える「会誌」の編集 は仲 々難 しく,歴 代編

集委員会が苦労され るところである。私が委員

長を仰せ付か った ときに前委員長か ら「会誌」改

善 のための申 し送 りを うけた。学会はまだ歴史

が浅 く,会 員はそれぞれ専門分野の学会員で も

あるため,慣 習の違 いに より投稿者 と査読委員

との間の トラブルも しば しばあった。そこで ま

ず,投 稿規程・査読法が しっか りしたものである

必要が痛感され,安 成弘 理事 を中心に小委員

会 で検討 していただ き,新 しいものが出来上が

った。 これに は 投稿者用の「チェック・リス ト」

も加 えられた。これ らの改正で編集上の い ろい

ろの問題 が解決できた と思 う。キーワー ドの採

用を決めたのもこの時期で あった。最近 『学術

用語集 ・原子力工学編』が刊行 されたが,学 会誌

編集上意義のあることと思 う。(現 ・東海大学)

・4豊・・竃ト ・竃卜 ・竃露図 〔コ・・電婁図 竃B-〔 レ ・1章一 電,・・1聖・・電蓼b{電 レ ・{レ ・1睾・・1}・

や さ しい「会誌」を多数 の会員に

昭46,47編 集理事 穴 原 良 司

「和文誌」をもっとや さ しい内容のものにで き

ないものか。 これは会費 を負担 している多 くの

会員の切実な声である。編集委員会や理事会は

本気になって会員のためになる学会誌をつ くる

ことを考えてお られ るのであろ うか。

最近号をひらいてみて も,「解説」とい う名の

もとに偏微分方程式が縦横に とび まわっている

内容のものがある。本学会の会員は,こ れを解

説記事 として気軽に読め るほ ど頭のよい方なの

ばか りであろ うか。

もともと解説欄は,忙 しく実務 にたず さわる

現場の技術者にも,ト ピカルな内容を平易 に,

総合解説 していただ きたいことをね らって登場

した ものであった。その考え方 は,し か し,今

や まった く消滅 したかの よ うにみえる。

他の学会 も,学 会誌の記事を多 くの会員にな

じみやすいものに したいと,必 死の努力をは ら

っている。電車の中で吊革にぶらさが りなが ら

読 める内容のものにする ことをね らっている所

す らある。

「原子力学会誌」がいつ まで もこんな内容でい

るな らば私は会員をやめた い。(富士電機製造㈱)

・遷レ ・1レ ・1レ ・曙重・・〔)・・竃レ ・哩レ ・薯レ ・冒富・・竃レ ・〔蓼・・冒童・・4璽・・1レ ・〔レ ・`B・

企画 委 員会 の思 い 出

(昭41,42・ 企 画 委員)

昭47・企画委員長 柴 田 俊 一

企画委員を務 めさせて頂 いてか ら,も うかな

りの年月がたちま した。その当時,「 研究 連 絡

会」を始 めよ うとい う話に な り,原 子力学会以

外 にはあま り行 くところが な い(と称する)人た

ち,つ ま り炉物理屋が集 まって運動を始めま し

た。いなかに居て,お とな しい筆者 はあま り知

りませんで したが,そ れまでに炉物理のグルー

プが さんざん学会を荒 らした(?)ら しく,そ の

反動で,こ んなよい企画がいたるところで障害

にぶつか りま した。 しか し,根 気強 く各方面を

説いてまわ りました。当時の大 山(松次郎)会 長

にも直談判に行 き,や っとご了解を得 ま した。

その時昼弁当をご馳走にな り,つ いでに 「息子

の彰(大 山先生)を よろ しく」 と頼 まれたのには

恐縮 いた しま した。また,そ の時,「 早 く家 を

建てなさい」 と勧められ,「 この先 どこへ行 く

かわか りませんので」 とお答えす ると,「 移 る

時は交換すれば よいです よ」 と話 されたことを

思い出 します。最近や っと,実 験所のそばに,

剛(豪ではない)邸を建て,住 民の方に も安 心 さ

れ,安 全性について理解 して頂 く上で大変役に

立 っています。

その数年後,企 画委員長の時代 に,京 大で開

いた 「分科会」で,学 生 さん との間で イザコザ

があ り,静 観 していた委員長の姿勢 について,

少 し批難めいた話 があ りま した。裏ではいろい

ろ手を打 っていたのですが,み かけが落着 き払

っているよ うに見えるので誤 解 され た よ うで

す。もっとも私個人 としては,原 子力 の問題は,

まだ経験が十分でないので,あ ま り権威ぶ らず

に,卒 直な討論 と検討を しなが ら推進す る方 が

よいと信 じています。

(京都大学原子炉実験所)
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「和文誌」再発足 の思い 出

(昭41,42・ 編 集 委 員)

昭47・編集委員長 安 成 弘

私が編集委員長であったのは昭和47年 度,当

時,学 会 の発展 のためには,学 会誌を魅力的な

ものにする必要性が強 く唱えられた。「和文誌」

を"よ り広 く会員 に親 しまれ,役 に立つ会誌"に

することを目標に,「 和文誌」の新 しい編集方針

の検討を開始 したのは,47年 半ば頃であった。

なに しろ,48年1.月 の15巻 第1号 を目ざ しての

ことであ り,議論沸騰 して大変であったが,編集

担 当理事であった穴原良司氏初め委員の方 々な

らびに事務局 の絶大 なご協力によ り,強 行突破

が行われた。表紙 も従来 よ りもカラフルなもの

に変 った。 しか し,私 の在任中には,ス ター ト

させることが精一杯であ り,多 くの問題 の解決

を後の編集委員会に托す こととなった。あの当

時 よ りすでに6年,学 会 も20周 年を迎えるが,

この機に「和文誌」がその目的を達 しているか ど

うか省察することは重要であろ う。

(東京大学)

璽1レ ・1置レ・1,一 喧レ ・1[・・1睾岡1レ4卜 ・1レ ・雇諏図1レ 曙1聾・電匿B図 〔レ ・t)・・IB・

原 子 力 と 社 会

昭47,48・ 企 画 理 事 天 野 昇

原子力学界は他の学問分野 と違 って,一 般社

会 との深 いつなが りを もつ宿命を負わ されてい

る。 このような 学問分野の 研究者,技 術者の集

団である本学会には,単 なる学問の追求のみで

な く,よ り広 い視野に立っての活動が要望 され

る。

わが国の原子力の研究 と同様 に,本 学会 もほ

とん どゼ ロか らスター トしたが,20年 間の関係

者の努力によって学会 としての基礎が固 まって

きた。20歳 の成年 に達 した学会が今後 より大 き

く発展す るためには,も う少 し外に向 っての学

会の意志の表明があってもよいのではないか。

原子力は社会問題 として よく議論の対象にな る

が,少 数 の反対意見者がいると,あ たか も学界

の意見が50-50に 分れているよ うな印象を一般

の人 に与 えている。 このよ うな誤解をとくため

にも,専 門家集団である本学会の意志表明は,

極めて意義のあることと思 う。

(日本原子力研究所)

・曜レ 竃膨一IB・ ・〔[一1塵 ・・1真・・〔廣・・〔塵・・運實一 哩レ ・〔レ 嗜卜 ・〔レ ・lD・・`塵・・唾塵・

ハ ン デ ィ ク ラ フ ト化

昭47,48・関西支部長 岡 村 誠 三

(1)石 油 シ。ック,資源有限 な どか ら急に安

定成長が叫ばれ,工 業界 も高付加価値,少 量生産

な ど急 に忙 しくなった。技術 も高度化か らさら

に小型化の傾向さえ出てきた。他方,資 源有限で

あるか らこそ原子力を初め宇宙,海 洋,生 医工学

な ど大型の科学技術が必要 となる。 どう結び合

わせ るか。

(2)公 害 とか人間疎外 とかの荒波の中で伝統

的な手工芸が見直 されている。それは 工 ・芸 で

あ り手作業性や地域性が高いとい う特 徴 を も

つ。今 日の工業化社会 に最 も必要なものであろ

う。 ここで手 とは1力 と頭の表現である。大型

化に最 も必要なのも手である。

(3)電 子工学で使 う細密な部品作 りなど超近

代的 なハ ンデ ィクラフ トではないか。原子力に

工 と芸の融合 を,力 と頭 を使 う手作業 を加える

ことによって,最 も地域性の高 い科学 と技術 に

育て上げ ることこそ,ち ょうど20周年 を迎えた

今 日の課題の一つではなかろ うか。(京 都大学)

・1農N{摩 ・・竃[一 可,・・`卜 ・〔量レ・匿レ ・〔レ ・喧膨・・〔レ ・〔8・・曜レ ・1置・・1レ ・唖塵岡 口置レ

思 い出すまま一20周 年 に寄 せて

(昭40,41・ 企 画 委 員)

昭48・編集委員長 内 藤 奎 爾

私 は本学会の企画委員会および編集委員会 の

両方 に関係 したが,や は り一番印象に残 ってい

るのは,編 集委員長 として在任 した時(昭和48年

度)の ことであろ う。1前委員会(安委員長)で は,

会誌を「読 まれる会誌」にす るため穴原 さんを中

心に大改革が試み られ,大 きな成功を収めて現
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在 に至 っている。私は次 のステ ップとして,編 集

の今一つの柱である「欧文誌」をやは り読 まれ る

Journa1に す るため,小 委員会を 設けて検討 し

た結果,一 応の成案を得 たので次期委員会へ申

し送 った。その一部は実現 しているが,必 ず しも

十分の成果は挙げていないように見える。 もち

ろんJourna1の 方 は 「会誌」 よ りもはるかに地

味であ り,編 集にたずさわ る方 の地味な努力の

集積が質の高 い雑誌 と して結実す るものである

が,今 後 も引 き続 き努力 されるよう切に期待 し

た い。在任中,身 に しみて感 じた ことは,事 務局

職員の方 々が熱心に学会事務に精進 された こと

である。事務局はまさしく学会の「縁 の下 の 力

持 ち」であるが,原 子力学会は本当に よい事務局

に支え られていることを感謝すると共に,そ の

努力に報いるためにも,よ いJournalを つ くっ

ていただきたい と念ず るものである。

(名古屋大学)
・1)・・1)・・t)■ ・II・・竃)・・t〕・・1}・・1)・・1))tt)・ ・`j・・竃1・・羅)・■1)・・{)・・t)・

本学会の新たな任務

(昭46,47・ 編 集 委 員)

昭49・企画委員長 青 木 成 文

本学会が創立 された20年 前 と現在 とで,原 子

力の平和利用に対する国民の理解度 はどのよ う

に変 っているだろ うか。 この間に種 々様 々な ト

ラブルのみが大 きく報ぜ られ,ま た原子力が余

りに も政治によって動かされているかの印象を

与える出来事が多すぎたよ うに思われ る。 この

よ うな時代にあって,本 学会は多 くの研究成果

を発表 し,討論 して学問的情報の交換に役立ち,

大 きな足跡を残 して きた ことは慶賀に堪えぬと

ころではある。しか し,原子力の国民的容認を得

るためには,こ れだけでよか ったのか,い ま反省

してみるべ きではなかろ うか。もちろん学会が

原子力のPRを やるとい う意味ではな く,信 頼

で きる資料集 の刊行,各 種 の技術基準案 の検討

な ど,原 子力の平和利用を正 しく理解で きる材

料を提供 しうる権威を学会が持つ ことである。

次の時代 こそ この任務を遂行で きるよ う,学 会

をさらに大 き く育てなければならない。

(東京工業大学)

畷レ頑聖囲1童岡`レ・竃鮎・酉口・噌レ噌い畷聾図〔眞四〔レ・竃〕図19図ロコ回毫距噌,・

包容力 のあ る学会 に

(昭44,45・ 編 集 委 員)

昭49,50・企画理事 井 本 正 介

昨秋10月,富 山での鉄鋼協会の秋季大会の会

場 をのぞいてみた。ち ょうど"高温ガス炉用耐熱

材料のHe中 での酸化"の 話で,参 加者 も多 く,

討論 も非常に活発であった。原子力学会 で活躍

してお られ る方 の顔 も何人か見えた。一方,そ

の直後,神 戸商船大学で行われた本学会の分科

会では,プ ログラムの どこにもそのような話 は

な く,さ び しい,し か も奇妙な 感を 抱 いた。鉄

鋼協会でのその企画は大変時宜 を得たものだ と

思 うのだが,な ぜそれが本学会の土俵の中でで

きなか ったのか。

この20年 を振 り返 って思 う一つの ことは,本

学会の中に,時 に性急に学会を純化 しよ うとし

て,あ る分野を排除す るに至 る傾向のあった こ

とである。放射線物性がその一つの例である。

会員が他の学会へ流れ,や がて離れてゆ くこと

のないよ うに,逆 に,他 の学会の人たちが日本

原子力学会 の中に共通の討論 の場を見付け られ

るよ うになることを,切 に希望す る次第である。

(大阪大学)

咽竃レ 噂〔レ 璽1レ ・1レ 噸IBD・ 唖レ ・居茸岡 唖塵囲 〔))t亘 鵬一1茸N〔 蟄一 雇蓼一 曙)■■喧茸岡 竃亘・

企画担 当 と しての4年 間

(昭47,48・企画 委員)

昭49,50・ 企 画 理 事 渡 辺 鎧

私は昭和47年 度か ら4年 聞企画委員会にお世

話 になった。その間最 も力を注 いだ点は,会 員

へのサービスの向上であった。昨今多 くの学会

で収支面の苦労が多いが本学会 もその例にもれ

ない。一方,学 会 の収入の基礎である会費は会

員に とって大 きな負担 となっている。 したが っ

て,会 費の主要な見返 りとして学会誌 と研究発

表会 の質の向上は,会 員にとっては勿論,学 会

としても重大事である。前者 は編集委員会,後

者 は企画委員会 の担当である。研究発表会をた

だ発表者のみの場でな く,聴 く人 にも役立つ場
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にす る必要がある。そのためには,研 究発表の質

の向上,参 加者 によくわかる発表な どは発 表 者

の心掛ける点であるが,学 会側 として プログラ

ムの編成,特 別講演・パ ネル討論な どの 工 夫 に

よって,参 加者各 自がそこか ら少 しでも役 に立

つ ものを得て帰 るよ うな会にする必要がある。

これ らの点について任期を終 って反省 して見 る

と,お 題 目はよくて も力 と努力の足 りなさで,

どれほ ど実効があがっているか危ぶまれるのが

残念である。(名 古屋大学)

曜1聯,雪〔塵レe〔Bレ`1塵レrl重レ.lBレ 嘱〔置7噂1摩,.1),貫 〔塞,曜〔膨勝鳴`Dレ■ID'・嘆Bレ艦口[,噂II,

学 会 誌 に 「ニ ュー ス 欄 」 を

(昭47,48・編集委員)

昭49,50編 集 理 事 長 谷 川 修

本学会発足以来20年 の歩みの中で原子力界の

動 きは激 しく,原 子力産業の盛衰 も目まぐる し

い ものがあったが,エ ネルギー産業の中で,そ

の地歩を固めて きつつあることは同慶の至 りで

ある。それに しても,本学会の対象 は巨大科学の

分野で,今 後 も核融合な どが控えてお り,研 究・

開発の予算 も大 き く,そ の進展 も目覚 しい。 し

たが って,情 報 も多方面で,量 も多 く,そ れを総

括的に把握 してお くことは,な かなか骨 の折れ

ることである。従来 の学会では,研究情報 は別 と

して,そ の他 のニュースを載せ ると,学 会誌の

品位 に関わ るよ うな空気 もないではないが,こ

の点原子力では特別な配慮が必要なのではなか

ろ うか。またニ ュース必ず しもが早 くな くて

も,少 し横 の分野の人 にとって,原 子力関係者

と しての素養 と して知 ってお く必要のあること

を提供することができれば,十 二分にその役 目

を果 たす ことが で きるで あろ う。

・匡レ ・〔レ ・竃露一 嘔レ ・1婁・・1レ1レ ・1レ コ茸・・〔,μ`膨 ・・〔,岡1塵 ・・運レ ・電脚・・1塵・

所 感

(昭39,40・企画委員)

昭49,50・ 庶 務 理 事 柴 田

(九 州大学)

長 夫

学会創立20周 年,現 在の地位を築かれた喜び

を申 し上げ ます。 この間私 にとっては長か った

よ うな気 もしますが,短 かった よ うな気 も しま

す。原子力のよ うな社会的影響力の強 い科学技

術の実用化に とって必要な年月であった し,む

しろ これか らの将来 に期待する気持でいます。

この間バイタ リテ ィをもって処理 された学会事

務局の労苦に心か ら感謝 申 し上げます。

私が学会理事在任中のことで二つの ことが心

に残 っています。オイル・シ ョック直後 の 財政

の建直 しがその一つで した。西堀(博)会 計理事

が正面か らこれに取 り組 まれ,手 際よ く処理 し

て戴 くことがで きま した。また当時の学会事務

室は現建物地階の暗い所にあって,日 本 の原子

力学会が このような処遇ではいかんとかねがね

思 っていま した。幸い道路公団が移転 し,ま た

当時の宗像原研理事長のご好意もあって現室に

定 めることがで きま した。会議室 も隣 りにあ り

今後 の活躍を大いに期待 しています。

(現・日本分析セソター)

曝1露,'IB,.{Bレ ・霞Bレ.1),'1),.匠 露し.1置,`(塵'層1置'.`),6〔 霧Ftl,,咀 〔置'`竃B》岨〔膨レ

基礎か ら応用へ の総合科学 を志 し,

かつ開 かれた学会 を 目標に

(昭37,38・ 企 画 委 員)

昭50・企画委員長 塩 川 孝 信

原子力研究 に関係 した部門の うち基礎研究に

関係 した多 くの研究者は,そ の成果は物理学会,

化学会等への発表が多 く,原 子力学会への発表

は極めて少ない。 これを少 しでも改善 しようと

して,企 画 するシンポ ジウム,パ ネルな どには

意欲的にこの線で実行 した。 どれほど効果があ

ったか疑問ですが,少 しずつ原子力学の総合科

学への道へ役立った と考えている。

も う一つは,開 かれた学会を 目標 に,問題 を引

き起 しそ うな発表で も,原子力批判 の報告で も,

堂 々とその内容が学術的に価値あるものなら発

表 さすべ きだ と心i掛けた。一部の方 々か らはず

いぶん心配されたのですが,私 の任期中は大 し

た混乱 もな く過す ことがで きた。慣れることが

学会 にとっても成長の過程 として大事ではない

か と考えたか らであ ります。私の後ではこのた

めご迷惑をおかけ した こともあったか と申訳け

な く思 ってお ります。学会のためには一度 は通

るべ き道 と考えてお ります。(東 北大学)
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6文 字 の 英 文

(昭37,38・ 編 集 委 員)

昭50・編集委員長 飯 田 博 美

本誌の連載講座「英文論文を書 く」でおな じみ

の吉田正男氏 のように,他 人の しかも専門外 の

英文論文 をこれほど懇切かつ綿密に添削 され る

例を私は知 らない。昭和50年 私が編集委員長に

なって間もな く,欧文論文の増加のため,従 来の

よ うにすべての英文論文 を吉 田さんにみて頂 く

ことは物理的に不可能な事態 になった。編集委

員会での論議をもとに して,吉 田さん と全編集

理事 との話 し合 いを持 った結果が,本 誌Vo1.18,

No.4に 会報「英文論文添削 の 改定」となったの

である。ついで,吉 田さん添削の論文を どう区

別 し表現す るかについて,い くつかの英文表記

が編集委員会で出され議論百出 した。私の語学

力で採決す る自信がな く,吉 田さんのご意見を

伺って,現 行の"Textedited… …M.Yoshida."

に決定をみたのである。当初 この表 現 を 見 た

とき私はち ょっと首をか しげたのであるが,よ

く考え味 うほ どに簡潔でぴった りな表現だ とい

う実感 になった。それに しても「英文 論文 を書

く」をまとめて単行本 に していただ きたい もの

である。(放 射線医学総合研究所)

。唖,図 曙B・・〔口・・`鵬闘 唖レ ・〔膨μ 竃Bレ・1DN哩 レ ・IB・・覇レ ・1,・・1塵・・1)・ ・曜膨図 竃B・

本 学 会 の 企 画 事 業

(昭46,47・編集委員)

昭51・企 画 委 員 長 菅 野 昌 義

本学会の事業の中で,重 要なものの一つは,

春・秋 の研究発表会 と2月 の「原子力総合 シンポ

ジウム」であるが,そ の中で特別講演,総 合 講

演な どを公平に各分野に配分す ることが結構難

しい ことを知った。ある分野では,そ の分野の

講演がないとその分野の重要性が軽視 されるよ

うに思えるらしいのである。 また,学 会で政治

的発言を求める者 も現われ,そ れ と学問的な発

表 との境界を明確にすることが人に よって見解

が異なるので仲 々困難 で あった。 これ に比 べ

て,昨 年9月 の「第2回 環太平洋会議」な どを見

て,学 会 の国際交流に果たす重要な役割を痛感

した。今後,こ の面での学会 の活動を期待 した

い。先 ごろ私共 は海水 ウラン採取に関する技術

交流 のため中国を訪問 したが,こ れは中国の原

子力学会に当る核能学会から本学会へ の招請状

から端を発 した ことは意味深 い。

今後は,わ が国の若い研究者や現場 の技術者

を鼓舞するような,一 層有意義な企画事業が多

くなればよいが と期待 している。(東 京大学)
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「会誌」の使命 と編 集の 目標

(昭45,46・編集委員)

昭51・ 編 集 委 員 長 鈴 木 弘 茂

昭和51年 度の編集委員長を務めさせていただ

いたが,そ の間に直面 した各種 の体 験 か ら本

「会誌」には次のよ うな基本的な使命があると信

じている。

すなわち,原 子力開発に山積す る多 くの問題

を解決 し,社会の発展を支えてゆ くためには,何

と言 っても基礎 となる科学や技術の確立が先決

で,そ れを培 う優れた学術論文を厳密・公平な審

査を して速やか に掲載することが必要である。

と同時に,格 調 を保ちつつ業界誌 に劣 らぬ情報

や有益な記事で誌面を満た し,会 員に親 しまれ

る読み物 とす ることである。編集委員諸賢やそ

の他関係各位 とともに この目標に向かって努力

したつ もりである。

しか し,原 子力 とい う両刃の剣を扱 う専門家

の集団である本学会 の機関誌 としては,真 実を

伝えて社会の不安や不信に応えるとい う今一つ

の使命があるのではあるまいか/私 の在任中,

最 も苦心 し熟慮 し,当 時の伏見会長や理事会の

賛同を得て実行 したのはこの ことであ り,今 も

なお脳裡を離れない。今後 も編集委員会の一つ

の課題になるか もしれないが,後 続の若い人た

ちによくよ くお考え願いたい ところである。

(東京工業大学)
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原子力研究開発と本学会

(昭36,37・編集委員)

(昭42,43・企画委員)

昭52・ 企 画 委 員 長 石 川 寛

本学会設立以来早 くも20年 を経過 し,そ の創

立20周 年を祝 うに当た り,そ の発展 の経過を振

り返 り,学会内外において支援された各位,各 団

体 の長期 にわたる努力に敬意を払い,ま た感謝

します。 さらに今後 日本 の原子力開発の力強い

背景 として,本 学会が質・量両面において一層の

充実 と発展を遂げるよ う要望 いた します。 日本

の原子力研究開発は,そ の戦後の混乱期の無の

状態か ら出発 し,そ の経済的工業的発展 ととも

に大 きく発展 し成長 しま した。原子炉の分野の

みに限 っても,各 種の臨界実験装置,研 究炉,実

験炉,原 型炉,発 電炉が計画され,さ らに建 設,

運転 されています。原子力発電の設備容量は,

米国についで世界第2位 とな り,53年 末 に は

1,200万kWを 超えよ うとしてい ます。 しか し

安全性,環 境問題,核 不拡散な どを重視 しなが ら

核燃料サイクルを確立す るためには,基 礎か ら

応用 までの広 い専門分野 を含 めた学会会員の相

互協力が必要で,本 学会 に期待 される役割 は今

後 さらに大 きくな ります。(日 本原子力研究所)

原 子 力 研 究 に 想 う

(昭50・編集委員)

昭52・編集委員長 石 黒 亮 二

私共の大学に原子工学科が誕生 し,私 が原子

力の仲間入 りをさせていただ くよ うになってか

らも う10年近 くなるが,本 学会は創立20周 年 と

のことであるので,会 員 としてはまだ新入 りの

域を出ない。それでも,お 付合いが長 くなるに

つれて現 状 是 認 の傾 向 が強 くなることは否め

ず,最 近では批判力の不足を反省 している。

この分野に飛び込んだ当初にいろいろと感 じ

た ことの一つに,わ が国の原子力研究では理学

的な基礎研究 と工業化のための開発が直結され

ていて,そ の中間にあるべ き基礎工学的な研究

が不当に軽視 されているのではないかといった

疑問があった。最近ではこの傾向はかな り改善

されているが,し か しそのことが10年 後の今 日

に安全性研究 の遅れをもた らす大 きな原因とな

って顕われて来た ようにも見える。

原子炉 を社会に定着 させ るためには,今 後の

研究態勢 の上でなお考慮 され るべ き多 くの問題

があ りそ うに思 う。(北 海道大学)

番号2桁 会員19名(現51名)

(原稿を頂けなかった方は会員番号と氏名を掲載。欠番は退会)

2吉 岡 俊 男

提 言

本学会 も創立20周 年を迎 え,事 業活動 の充実

と増強が逐次図 られてきていることは同慶に堪

えない。わが国原子力産業界のこの間の発展は

目覚 ましく,53年 末の原子力発電所は稼動中の

ものは1,200万kWを 超え,こ れに建設中お よ

び準備中のものを加えれば,2,600万kWを 超

える。 これに応 じて民間原子力産業界の技術者

数 も51年 度において,16,000人 と増加 している。

本学会 の活動 もこの趨勢を反映 して,学 会誌や

技術会合等の運営において,産 業界の要望に応

えて きている。しか し,学会会員数は関係者の努

力にかかわ らず,産 業界発展 の趨勢を必ず しも

反映 していない。 これは最近の産業界 の技術者

が,会 社購入の図書を利用 し,自 ら学会会員 と

なる必要を感 じない傾向にあることも一要因で

あろ う。そこで一提案であるが,現 在の賛助会

員 とは別 に,企 業 または団体を対象 とす る法人

会員制度を設け,加 入 口数に応 じて,会 費の徴

集 と学会誌の頒布をする。 これによって,学 会

誌部数 の増加 と,会 誌の発送一会費の徴集の便
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が 得 られ る こ と に な ら な い か 。 関 係 者 の ご 検 討

を 煩 わ した い 。(昭34・企画委員,昭38,39庶 務理事,昭45,46・

監 事,昭50,51・ 副 会長)

3

6

7

8

10

(日本原子力発電㈱)

佐 藤 伸(東 京工業大学)

大 塚 益比古(電 源開発)一前出,p.93

向 坊 隆(東 京大学)一前出,p.99

鈴 木 徹 男(東 京大学)

三 島 良 績(東 京大学)一 前出,p.100

・1直岡〔レ畷レ。曜B-〔〕四1距螺艶頑B胴竃口岡曜塞・・tt・・縮b.t童一唖レ噸レ噌加・

13上 野 忠 男

原研建設課長代理の思い出

本学会が創立 した当時,私 は 日本原子力研究

所建設課長代理 と して東海村で昼夜 もな く奔命

中であ りま した。松林には松露 が生え,砂 浜で

は「い しもち」とい う魚が とれま した。 そ の 頃

私 は「原子力研究総合発表会」で,"発 電 用原子

炉の地下格納"と 題す る論文を 発表 し,注 目論

文 の栄誉に浴 しま した。その後,私 は米国カ リ

フォルニァ大学講師 とな り,教 授 とな りました

が,御 無沙汰 しま した。 ロー レンス放射線研究

所か ら「原子力工業誌」に,"核 爆発の 地 下格納

技 術の進歩"を15回 連 載 しま した。米 国 で は

新規 の熱核兵器の研究開発 と大規模な地下核実

験の継続実施に熱を上げて飽 きもせず,追 従を

許 さぬ域に達 した模様です。私 の発明 したニ ト

ロメタ ン爆薬が 日本特許 にな りま したが,建 設

課長代理の覇気は望むべ くもあ りません。 自己

紹介にな りま して恐縮です。本学会創立20周 年

を祝 し,会 員皆様 のご発展を願 って や み ま せ

ん。(カ リフォルニア大学)

咽囑B,司11,嘲 竃口,・`1,噸lB,(`8,.IB,.1雇,.亀 コ,q竃B・qI膨,4`塵 齢・電B,唱〔9,4竃,,.竃)D

14加 藤 正 夫

原 子 力 学 会 と 私

1955年 に第1回 ジュネーブ会議が開かれてか

ら,日 本の原子力 もよ うや く走 り出 した といえ

ま しょう。私はこの世紀の大会議 に日本の代表

団の一員 として参加 し,私 のペーパー2通 を発

表 してきま したが,帰 国後は原子力態勢作 りに

随分いろいろのことを させ られ ました。その頃

私 は,新 たに 日本学術会議に設置 した原子力特

別委員会のメ ンバーで もあ りま したので,本 学

会を作 ることについて議論 した ことを憶えてお

ります。設立発起人の1人 にもな りま した。そ

んなわけで若い番号をいただ くことになったの

で しょう。学会誌には何回か書 きましたが,ア

イソ トープ・放射線利用 の 仕事が多か ったので

寄稿数 は少ないのです。実 は定款にはアイソ ト

ープの関係 も学会活動の中に含めてあ りますの

で,こ の部会活動を盛んにす る方途を考 えなけ

ればいけないので しょう。 この ことは今までも

議論 して きま したが,今 後 も議論を続けてい き

たいと考えてお ります。(元 ・東京大学)

16矢 木 栄(千 代 田化 工 ㈱)一 前 出,p.89
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17清 瀬 量 平

原子力の国際性 と社会性

この20年 間,激 変す る国際情勢のもとで,と に

か く現在の レベルまでわが国の原子力技術を高

めるた めに本学会 の果 した役割は極めて大 き く

歴代会長,諸 役員を初 め先輩の 方 々のご尽力に

は心か ら敬意を表 したい。 さて,我 々の年代は

20年 前にはまだ駈け出 しの少壮研究者であ り,

私を含 め多 くの人 々が国の海外留学生制度その

他によって,ア メ リカや ヨーロッパの先進諸国

に続々と派遣 されて新 しい科学技術の吸収に努

めた。留学 の期間は多分短 くても1年 はあった

か ら,そ の間それぞれ何人かの海外の研究者 と

かな り親 しい友人 となったはずである。 これは

フォーマルな研究上の連絡,協 力のみでな く,個

人的なフレン ドシップに基づ く原子力専門家の

ある種の国際的 コミュニテ ィーを作 ったに相違

ない。最近 ますます重要性を加 えつつある原子

力に関する国際問題を解決す る基盤 として,こ

のよ うな コミュニティーにおけるフランクで忌
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悼 のない意見 の交 換 も極 めて重要 な こ と と 思

う。また,原 子 力発電 の導入 に対す る社会 的合 意

に関 して も,各 国 ともそれぞれ の国情 に応 じ多

くの問題 を抱 えてい る現 状 を見 る と,特 に アメ

リカ原子力学 会(ANS)は 各 種 国 際 会 議 の ほ か

に,技 術 的基準 類 の作成,安 全 や環=境問題 に関す

る一般向 けの解説 書 の出版 な ど,活 発 な活 動 を

して いる。 わが 日本原 子力学 会 も,わ が国特有

の国際的,社 会的 情勢 を 背景 と して,専 門家 の

有 力 な集 団 と して,原 子 力問題 の国際性 と社会

性 に強 い関心 を持 つ ことは言 うまで もな いが,

何 らかの実効 あ る活 動が 今後一 層盛 ん に企画拡

大 され る ことを望 む こと切 であ る。(昭37,38・編集委

員・昭41・420企画委員)(東 京大学)

18武 田 栄 一(元 東京工業大学)一 前出,P.90

19山 本 寛(エ ネルギー総合工学研究所)
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21江 藤 秀 雄

学 会 の 想 い 出

本 学会 も創 立20周 年 を迎 え る との こと,ま こ

とに月 日の立 つ のは早 い ものであ る。創立 当時

を想 い 出す意 味 で旧 い 日誌 をひ もどいてみ る と

昭和33年 には学会 の発起 人会 に も関係 して いた

よ うだ し,学 会発足 後 は 評議 員,企 画委 員 さ ら

に理 事 に も名だ け は連 ね た こともあ った よ うで

あ る。昔 の 「会 誌」 を改 めて見直 した い と思 っ

たが,あ いに くと放 医研 を辞任 して原研 に移 っ

た際に荷物 の軽 減 の必 要 か らか,残 念 なが ら目

次 だ けが手許 に残 って い るにす ぎ な い。 しか

し,昭 和35年 に は 「事故 時 におけ る被曝線量 の

取 扱 い基 準 に関す る シンポ ジウム」 に,"基 準 被

曝線量 の設定 上 の考 え方 と問題点"と い う題 目

で,ま た36年 には 「安全 性 を め ぐる シ ンポ ジ

ウム」 に"ウ ィンズケー ル原 子炉事 故 に 関す る

MRC勧 告 の 批 判"と い う題 目で,そ れ ぞれ参

加 した ことを想 い 出 し大 変感 慨深 か った。本学

会 の今 後 の一層 の発展 を期 待 した い。(昭36,37・企

画委員,昭43,44・企画理事)(日 本原子力研究所)

・哩幽・・`D一 口,一1レ ・哩塵一`陰 ・・〔B-〔}一 ■〔}・・IB・ ・〔塵・・口脚一1夢 一 匿,四 竃レ1,・

22大 山 彰

20年 と 今 後

本 学 会の誕生 は1959年 で,AmericanNuclear

Societyの 発足 と3年 余 りしか 遅れ て いない。

原 子力 開発 の出発が10年 以 上遅 い ことを考 え る

とそ の差 は小 さい。 おそ ら く原 子力 の学会 と し

て は世 界で2番 目に古 いのでは なか ろ うか。初

期 に は原子炉 それ も研究炉 に重点 があ ったが,

20年 の間 に原子力発 電所 の諸問題 新型 動 力炉,

核燃 料 サ イ クル,さ らに核 融合 と範 囲 が広 が っ

て きた。会 員数 は着実 に 増加 し,和 文 ・欧文 の

定 期刊行物 へ の内外 の評価 も固 ま り,原 子 力 自

主 技術 の基 礎 づ く りに果 して きた役割 は大 きか

った と思 う。 しか し,今 後 プ ラス して よい新 し

い活動 分野 もな い ことはない。正 しいバ ラ ンス

の とれた原子 力知識 を一般 国民 の もの とす るた

め に学会 は何 を寄与 で きるか。原子 力 の基 準や

規 格 への寄与 は ど うか。海外 の学界 との協 力 を

も っと発展 で きないか。 これ らの問題 も一歩ず

つ考 え られ る ことを希望 す る。(昭34β5編集委員,

昭39,40・編集理事,昭50,51・監事)(動 燃事業団)

d()bt曜 レ ・〔レ ・〔))・馳 ・・`塵一1塵 一 〔B一 曜露一lB-〔 塵一 雄ト ・口匝 哩[睡1障P・ 蟹匿,

25佐 藤 一 男

学会 の「成人 式」に当 って提 言

学会設立の話 を聞いて,入 会申込みを してか

ら20年たつ。 この間 さしたる活動 もせず,馬 齢

を重ねるのみだった自らを省 りみて,伍 泥たる

思いである。当時独身だ った私にも,高校生を頭

にする子供がお り,こ れがまた最近は一人前の

理屈を こねて親父を閉 口させ るようになった。

学会 も創立20年 ともなれば,い わば成人に達

したわけで,社 会的に重み もっ くし,同 時に責

任 も生ずることになる。学会の中に科学技術以

外 の問題を持 ち込む ことは良 くないが,原 子力

についての社会的な論争の中で,本 学会が権威

ある専門家集団 として尊重 され,国 民各層か ら

(112)



Vol.21,No,1(1979) 20周 年 に寄 せ て"ひ と こ と" 113

頼 りに され る存 在 とな るべ きで はなか ろ うか 。

そ のために は,こ れ まで の活動 を さ らに充実 さ

せ る とともに,「 同業者 のみ の閉鎖 的集 団」に堕

す る ことな く,一 般社会 に,よ り開か れた窓 を持

つ よ うに努力 すべ きで あ る と考 え る次 第 で あ

る。(昭48,49・編集委員)(日 本原子力研究所)

23山 崎 文 男(日 本アイソトープ協会)

24大 部 誠(日 本原子力研究所)

・曜塵・・ID・・電レ ・〔伽・・哩塞・・{レ ・竃3図1富H〔 レ ・暫[・・竃ト ・響膨・・亘卜 ・曜レ ・竃,・・`章'

26柿 原 幸 二

実地経験を主体 とした世代の交替を

わが国の原子力開発が ようや くスター トにつ

いた当時は,ち ょうど明治の文明開化時代 と同

じく先進諸国の知識 と経験を取 り入れ ることに

追われていたため,目 や耳を通 じただけの観念

的知識が幅をきか していたこともやむを得なか

った,と 言えよ う。

20年 を経た今 日の日本は,も はや原子力後進

国ではない。幾多の原子力施設の建設,運 転管理

お よび利用を通 して,原 子力そのものを自分の

か らだで感 じ取 っている 研究者,技 術者 の数に

は事欠かないはずである。

20年 といえば人生の1世 代 の長 さに近い。わ

が国の原子力 もそろそろ世代交替の時期に入 っ

たのではなかろ うか。少な くとも安全審査関係

(原子炉だけでなく,核 燃料やRI利 用も含めて)は

1日 も早 く実地経験の豊富な者を主体 とすべ き

である。頭の中の知識だけに もとつ く現在 のや

り方は,内 容 の空疎さを形式上の無意味な煩雑

さで補 う結果 とな り,原 子力の発展 の上でも,

また真の意味の安全確保のためにも大 きな障害

となっていると思 う。

(現・東京ニュークリヤサービス㈱)

27苫 米地

29吉 江

顕(動 燃事業団)

充(神 奈川大学)
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31須 藤 欽 吾

原 子 力 随 想

コールダーホール原子力発電所完成,日 本大

使館にも原子力担当 として村田氏(現 原研理事長)

が赴任,と 本邦原子力業界が華々 しい幕あけを

した頃,ロ ン ドン大学留学中の私が胸膨 らませ

て帰国,東 北大選研の核燃料冶金部門を担当 し

て間もな く本学会が発足 した。その後20年 経過

したにもかかわ らず一私 も転職一予期に反 して

原子力業界の発展は遅 々として進 まず,学 会活

動 も多岐 にわた り,的 を絞 りかねている感 じが

す る。

枯渇が叫ばれる石油に最 も依存 している日本

としては理想的エネルギー源の出現が切望 され

るが,こ の見通 しは全然ついていないようであ

る。エネルギー消費増大が避け られない世界情

勢下,こ れが解決の本命は原子力開発にあると

考え られ る。 この好機 を逸せず,産 学両界相携

えて一大飛躍をされ るよう祈るとともに本学会

の大 いなる寄与を望む。(昭3g,40・企画委員)

(現・太陽鉱工㈱)

35那 須 速 雄(日 本原子力発電㈱)

39木 村 健二郎(元 日本原子力研究所)
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40内 田 秀.雄

工 学 的 研 究

原子力利用の よ うな大規模科学技術 の 研究 ・

開発は,一 言でいえば「科学を システムの 中 に

具現化する」ことである。それには,科 学を工業

に結びつける橋渡 しの役を果す工学的研究の参

加が大切である。原子力開発には長 年 月 を 要

し,ま た大がか りな 実規模的・実証的研究 の積

み重ねを必要 とす るため,工 業化の可能性を得

るまでの研究への投資 とその実施には,国 家的

さらには国際的協力の下での研究開発が必要で

(113)
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あるのはい うまでもない。 しか し,そ の計画の

中に早期か ら工学的研究 の積極的協力を求める

のでなければ,大 規模科学の具現は難 しいので

ある。21世 紀における有効な動力源 として核融

合炉 の開発を進めるためには,基 礎科学の開発

研究 に協力す る幅広い専門分野 の工学研究者を

有機的に動員 して,ス コーピングな研究を地道

に重ねてゆ く体制をとることが今 日大切ではな

いだろ うか。分裂炉20年 の歴史 もこれを語 る。

(昭35,37・企画委員)(東 京大学)

41西 原 宏(京 都大学)一 前出,p.102

45吉 島 重 和(東 京芝浦電気㈱)
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46那 須 信 治

原子炉の地震問題に取 り組んで

原子炉 の安全審査のための地震調査が今では

非常 に細密にな り,結 構 なことと思 う。ただ活

断層の実在確認およびその活動性能 の判定,ひ

いては耐震工学上考慮すべ き断層の取捨 とい う

点では,い ま一歩前進の努力を要すると思 う。

この問題 は,通 常 の専門家には至難な問題であ

るか ら,然 るべ き純学術的な研究機関に依頼 し

て,権 威ある結論 を出 してもら う方がよい。

原子炉およびその建屋 を岩盤上に設置するこ

とが常識になっているが,自 己振動周期が短 い

この種類の構築物が岩盤上にある場合,か えっ

て地震被害が大 きい ことがある。も し岩盤上に

比較的薄いやや軟質の地層があるとき,こ の軟

質地層に構築物の基礎を置いた方が免震的効果

があるのではないか とい う議論 もある。 この問

題 は東海村の コ・一ルダーホール型原子炉の設置

の際にも議論 されたが,結 局岩盤 まで基礎 を下

ろす ことになった。 この考 えについては現在賛

否半 々である。(元 ・東京大学)

47冨 澤 諮(慶 応大学)

・コ3岡 コ塵レ・1レ ・1レ ・望,・・コ,餌 耀D・・lDD・1塵 ・・IP'・曜レ ・響,N冒,一1,一 可,・43・

50松 本 政 吉

と な り の 芝 生

昔 の こ とで す。 と言 って も原子 力事始 めの時

代 か らは,か な りた ってい ま した 。ソ連 のス プー

トニ クが派 手 に世間 を さわがせ,米 国 はまだ も

た もた してお った頃 の よ うに憶 えてお ります。

生産性 本部 か ら原子 力安全調 査団 な る ものが

米 国 に派遣 され,末 席 に私 も参加 しま した。あ る

研究 所 を訪問 し,所 内を案 内 して いただ いた折,

そ この研究者 が私 に話 しかけて きました。私 の英

語 はまる き しだ めです が,大 略次 の よ うで した 。

「スプー トニ クの開発 は ものを作 って とば し

てみれ ば よい。 まず い点 があれ ば そ れ を 直 し

て,ま た とば してみ る。 この よ うな繰 り返 しを

重 ねて もの にす る ことがで きる。原子 炉 の研 究

で は,こ の よ うな繰 り返 しが いか にも難 しい。

そのた め に原 子炉 の研究 開発 は,予 想 外 に時 間

が かか って しま う。」

ウ ラン濃 縮用 の遠心分離 機 は,か な り早 い足

ど りで開 発が進 んだ よ うに思わ れ ます 。そ の原

因 はいろい ろあ るで しょうが,一 つ には研究 開

発 のパ ター ンが スプー トニ ク型 であ った とい う

こ とが挙 げ られ るか も しれ ません。

前述 の よ うな繰 り返 しのや り難 い品物 の研究

開 発を,少 しで も研究効率 を たかめ るに は ど う

した らよいか とい うことにな ります と,私 な ど

の云 々で きる ことで はあ りませ んが,次 の よ う

な こ と くらいは 申 し上 げ られ るか と思 い ます 。

個 々の研 究 は どしど し進 むが,そ れ らを総合

す る ことが非常 に大切 であ るよ うな大 型 のプ ロ

ジ ェク トで は,そ の体制 の中核 に有能 な人 材 を

集 め,強 力 な部 隊 をつ くってお くこ とが大 変重

要 で あ って,こ れが さか しまにな ってい る と,

ス プー トニ ク型 の研究 開発 が うらや ま し く見 え

て くるのか も しれ ませ ん。(昭47・48編 集理事)

(㈱ 日立製作所)

56角 田 良 吉(富 士電機㈱)

57渡 辺 茂(東 京大学)

58菅 野 卓 治(東 北大学)

61長 谷川 正 義(早 稲田大学)
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62斎 藤 實

20周 年 に 想 う

わが国の原子力開発 と共に歩み続けた 日本原

子力学会は,先 の米国原子力学会・カナダ 原 子

力協会共催の「第2回 環太平洋会議」の開催によ

って,国 際桧舞台に登場 し,国 際社会に巣立 っ

た若人の如 く,い よいよ諸外国の関連学会関係

者 との技術・情報交流 が より血の通 った形 とな

り,今 後 の発展が大いに期待され る。これは,

学会会員・事務局職員の方 々が常 日頃の緻密な,

きめ細かい配慮,す なわち,「 欧文誌」の刊行,

国際原子力機関等への各種会合案内の掲載等,

徐 々に国際視野 ・連携を 拡め るための 努力が,

ここへ来 て"ぱ っ"と開花 した賜であ り,創 立当

時事務局設置に関与 し,創立以来の会員 として,

ここに改 めてその労苦に対 し感謝の念を禁 じ得

ない。今後は,会 員相互 の 学際的連携,総 合的

学会 としての脱皮,諸 外国関連学会 と の 国際協

調等,多 角的・多面的な活動の推進を図 られ,技

術進歩が早 く,巨 大技術 である原子力開発の最

先達 として,充 実された 日本原子力学会 となる

よ う活躍 を期待 したい。(日 本原子力産業会議)

63伏 見 康 治(日 本学術会議)一 前出,p .91

69川 島 協(動 燃事業団)

70安 成 弘(東 京大学)一 前出,P.106

72岡 島 慶三郎(損 害保険料率算定会)

73倉 本 昌 昭(原 子力船開発事業団)
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76成 木 芳

「会 誌」 へ の要 望

一 より良 く読ませる為に一

原子力学会員の誰 もが考えることは,原 子力

の学問・技術分野があま りにも広 く,自 分の分

野がまことに狭いとい うことであろ う。 したが

って,学 会誌の論文等 も大多数の会員には無縁

で,郵 送 されて来た学会誌 もペラペ ラと一瞥 さ

れるだけで捨て られ る運命にあるのではないで

しょうか。一方原子力に関する知識や情報への

要求,新 しい知見の周知 に対す る会員の要望は

非常に強 いものであろ うし,情 報の国際的な伝

達 の必要性 もます ます高 くなっている。 このよ

うな ことか ら,現 在の学会誌 に対 して以下のよ

うな要望 を提唱 したい。

① 技術報告,研 究 論 文,シ 。一 ト・ノー ト等

は全部「欧文誌」に掲載 して「欧文誌」を充実

させ る。

② 「和文誌」に載せる「欧文誌」の和文抄録は

活字を大 ぎく読みやす くし,早 いページの

所へ もって来 る。

③ 「専門委員会報告」も現在のよ うな簡単な

議事録でな く,内 容紹介を充実 させ,活 字

を大 きく読みやす くす る。(動 燃事業団)
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79片 山 信 夫

海外で「資源開発現地討論会」を

本学会が発足 してか らしば らくの間,年 中行

事の一つ として,「 資源探査現地討論会」が毎夏

開催された。世話役はそれぞれの現地で探鉱を

担 当 していた原子燃料公社 または動燃事業団の

方 々であ った。原子力学会会員以外か らも,関

心のある人 々がいろいろな研究機関か ら参加 し

て,多 彩な情報 と意見の交換の場 とな っていた。

その後,ウ ラン鉱床 の探査 の中心は海外に移

ったため もあって,最 近の数年間 は こ の「現地

討論会」は開かれていないよ うで あ る。一方,

海外での探査の成果 も着 々と蓄積 され,ニ ジェ

ールのよ うに生産段階に入 る地域 も現 れ て き

た。外国 との関係が複雑な ところでは困難であ

ろ うが,日 本側が主導権を持 っている場合 には,

機をみて海外での現地討論会を開 きたいもので

ある。世話を引き受けられ る立場の方 々にとっ

ては,大 変なご苦労 とは思 うけれ ども。

(昭39・40・企画理事)(元 ・東京大学)
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82奥 田 毅

同位 体 分離 の想 い 出

"同 位体分離 の想 い出"な どと書 くと
,い かに

も私がそれをや ったよ うに聞えますが,実 は ワ

キヤクばか りで した。最初に出会ったのは重水

素 の問題 で,当 時,阪 大 にいましたが,濃 縮 し

た といわれ る試料を持ち込まれま して,ガ イス

ラー管 と分光器で水素 のバルマー系列を使 って

調べたのですが,分 光器 の分解能不足で決定的

な ことはわか りませんで した。その うち にD2

のバ ン ド・スペ ク トル が 明 らかにな ったので,

それから手をつけたところカスカに重水素を認

めることができま した。その うちに熱核散の方

法 が発明 されて武田栄一 さんが メタンを 使 い

C-13を 分離 され ましたが,こ れは大型 のマス・

スペク トル装置が出来ていま したので,見 事に

とらえることがで きま した。

戦争中に理研か らアルゴンについての試料を

送 って来 られたが,こ れ もマス・スペ ク トルで

簡単にA-16が 濃縮 されているのが認め られま

した 。

・1レ ・1,岡1毒H〔 匡・・曜レ ・1[レ・1)一一〔レ ・〔1・・t)・ ・〔レ ・嗜B・・竃レ ・IB・ ・1レ ・1塞・

83吉 沢 四 郎

(岡山理科大学)

創立 当時を思い 出 して

創立20周 年おめでと うございます。在籍が永

いだけで,お 役に立つよ うな活動 もで きずに,恐

縮 してお ります。当時 は原子力関係の学科,研

究所等が京都大学でも動 き出 した頃で した。私

は本来電気化学,無 機合成化学 が 専攻なのです

が,エ ネルギーに関連が深いので,放 射化学,原

子核化学などの講義をやれ といわれ,勉 強 しな

が ら始めま した。本学会を頼 りに しての心細い

次第で したが,専 門の研究者,教 官がで きるまで

の数年続 けま した。また当時,原 子炉用高純度黒

鉛 の研究中で,こ の面か らも勉強のたねを本学

会 に求めてお りま した。現在 は,エ ネルギーの有

効利用 システムの要素 としての電気化学的エネ

ルギー変換に興味があ ります。 システム達成の

ためには,原 子力発電 とのカ ップ リングは必ず

必要 になると思い,そ の勉強 を今 まで以上に続

けてゆ きたいと念願 している次第です。

(京都大学)
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秀 武(東 京工業大学)

晃(東 京大学)

治(工 学院大学)一 前出,p.100

金 蔵(神 奈川大学)
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94藤 井 正 一

汚染制御技術の進展に期待

わが国で原子力平和利用が国策 としてとり上

げ られた昭和30年 頃,原 子力関係施設について

の技術導入 と研究 とが緊急問題 となった。当時

私は建設省建築研究所 に勤務 してお り,原 子力

に関する知識をい くらかは持 っているとい うこ

とで,こ の仕事を担当することにな り,それが本

学会に入会するようにな ったきっかけである。

原子力施設の計画 と建設 とい うことは,当 時 の

建築界 にとって全 く新 しい分野であ り,活 発 な

研究が行われたが,ひ とまず技術が確立された

ので,そ の後あま り新 しい研究 もないままに今

日に及んでいる。

しか し,研究問題がないわけでは決 してない。

とくに汚染制御(空気・水・表面)の面では,ま だ ま

だ研究 しなければな らない ことが多い。最近,

原子力関係の分野以外を含めて,世 界的 に汚染

制御技術が進歩 して きつつあるが,こ の方面の

研究に意欲を燃やす研究者の出現が望 まれる。

(昭35,36・編集委員)(現 ・芝浦工業大学)
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96梅 田 巌

本 学会 の権 威 と役割

原子力利用の推進・反対両派が揉み合 う昨今,

本会の権威の確立 と役割の遂行が切望 され る。
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学者はまず現象 を学術的に分析 しその結果 を

客観的に結論づける人であ り,政 治団体は母体

の方針に基づいて先 に結論を出 しこれを目標に

行動す るものである。

しかるに,自 己主張を先 に打ち出 し,これを正

当化するためのデータを収集 して政治的集合の

場で発表す る人が,あ たかも学者であるかの如

く振舞っている。政治団体は これを利用 し,一

般 の人 々に原子力に対す る不安感を懐かせ,い

たず らに混乱を招いている。

学者はまず自己主張の学術的根拠を学会で発

表 し,討 議 されたのち初めて政治団体 と係わ り

合 いをもつべ きだ と思 う。学会で討議iされ るこ

とな しに表明 された事柄は,学 術的に無効であ

る ことを認識 させるほ ど学会は権威を持 ち,か

つ討議の場を用意 し,そ の人が係わ り合 う政治

団体名を「会誌」で示す ことは,学 会 の役割では

なかろ うか。(日 本鋼管㈱)

98兵 藤 知 典(京 都大学)

99清 水 栄(京 都大学)

番 号 末 尾00会 員9名(現47名)

(原稿を頂けなかった方は会員番号と氏名を掲載。欠番は退会)

4`童MI塵 図 コレ ・〔レ ・〔卜 ・旺蓼・・`)b■曜レ ・〔レ 曜口凶 竃レ ・{レ ・〔,・・1レ ・II・・10・

400厚 母 栄 夫

新 型炉 開発 へ の覚悟

100山 下 久 雄(慶 応 大 ガ ソ セ ソ タ ー)

・唖;・・竃,・・〔聖・・〔レ ・〔)・・コ,M竃 灘・・`レ 竃童図 置璽・・`,一{塵 ・・1置・・遷,・・`1■■〔1・

200八 谷 雅 典

原子力固有の専門性を

本学会は関連す る分野が広い総合的な工学分

野の各専門家の集 まりであ り,急 速に発展 しつ

つあるが発足後20年 と歴史 も浅 く,ま た会員 も

本学会だけでな く他学会 にも所属 している人達

も数多いので,本 学会の学問体系 としての主体

性の確立 と専門技術の実務的な活動が十分でな

いよ うに思わ れ る。原子力工学の基礎を構成す

る炉物理,炉 化学,炉 工学な どそれぞれの専門分

野の技術力を向上 させ ることは勿論であるが,

我 々メーカーに所属 している者には,実 務的な

例えば新エネルギー源 としての新型動力炉,さ

らには将来の核融合炉のよ うな大型原子力 シス

テムの研究開発に不可欠な設計・製作 ・運転に関

す る工学的技術基準の作成 と確立が早急に要望

されている。米国では原子力プラン トの構造設

計基準 としてASMECodeが あ り,我 が国で

も参考 にされているが,そ の中の特に安全性問

題 に関係深 い品質保証体制の確立を我が国にも

定着 させ る活動を提言 したい。(三 井造船㈱)

液体金属実験室 の片隅でナ トリウム(Na)を

取 り扱 っていた20年 前を偲んで感無量である。

早期か らNaの 技術開発 に着 目された当時の上

司 一N社 長,X教 授 ら一 の先見性 には今 さらなが

ら頭 の下がる思いがす る。

高速増殖炉(FBR)開 発が ナシ・ナル・プロジ

ェク トの一つ として取 り上げ られ,動 燃事業団

が中心 とな り,こ れが実現 のため関係者一丸 と

なって未開発技術の開拓に取 り組んでいること

は,将 来のエネルギー供給上 きわめて有意義で

ある。オ イル・ショック による エネルギー危機

を契機に代替エネルギー開発が叫ばれている昨
ぎ

今,FBRに 継 ぐビッグ・プ ロジェク トと して核

融合炉開発が注 目されている。既 にJT-6σ 計画

が進行中なることはご同慶の至 りである。例え

ば,FBR用Na技 術についても着 々と結実をみ

ているが,実 証炉の建設 までには工学上 の難関

に突 き当ることがあろ う。JT-60以 降はFBR

計画を上回 る困難を覚悟の上着実 に推進 されん

ことを祈 る。(動 燃事業団)

900斎 藤 良 平(日 立プラソ ト建設㈱)
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1000木 村 龍 雄

地味な仕事を支える役割

原子力発電 のパ イオニアである日本原子力発

電会社が,当 時既に原子力発電は商業べ一スに

なった として,華 々しく発足 して20余 年,最 近

わが国の原子力発電規模が世界第2位 にな った

そ うで,ご 同慶の至 りです。

日本は原子力の開発に当って平和利用に徹 し

たためか,基 礎的な分野 の研究開発が後回 しと

な り,ま た外国か らの技術導入 とい う手 っ取 り

早 い方法が選ばれて,自 らの技術開発 を煩わ し

い とす る空気 のあった ことも否めません。 しか

し,原 子力発電がわが国民の大多数か ら支持 さ

れるためにも,上 記世界第2位 云 々を真実 内容

のあるものにす ることが必要で しょうし,そ れ

には発電所ばか りでな く,そ れを裏付ける関連

各分野 における地道な活動の蓄積 こそ重要な こ

とは言 うまで もないことで しょう。そ ういった

地味な仕事を支えてゆ くものとして,原 子力学

会が今後果 して行かねばな らぬ役割は きわめて

大 きなものと考えます。(電 源開発㈱)

啄IDレ・藍レ ・竃DH`レ ・1)s・lB・ ・1鵬岡 曜レ ・竃レ ・IBNIB岡 竃B岡 藍[・・1レ ・1レ ・竃;D

1200渡 辺 孝 章

原 子 力 随 想

セラミック核燃料が,長 年携わってきた粉末

冶金の手法 と似ているとい うことで,昭 和32年

以来,核 燃料の開発に係わ り合いを もつ ように

なった。

この20年 間,わ が国では,軍 事技術を除 いた

あ らゆる分野の生産技術が躍進を重ね,す でに

多 くの領域で世界の トップレベルに達 した。 し

か し原子力平和利用の領域では,軽 水炉用核燃

料加工のみがやっと自立で きたにすぎない。 ウ

ラン資源,濃 縮,再 処理,廃 棄物 処理処分 な どの

核燃料サイクルの諸事業 の実用化には,更 に10

～20年 の リー ドタイムを見込む必要がある。

創立20周 年にあた り,初心にかえって,原 子力

の開発を,常 に長期的展望 の下に,確 実 に,根 気

よく,一歩後退二歩前進 させなが ら,わ が国の原

子力産業が世界の指導的役割をもつ国の1つ に

なることを念願す る次第である。(動 燃事業団)

1600橋 谷 博(日 本原子力研究所)

1800井 上 頼 輝(京 都大学)

頑レ・O"`D-1レ 畷レ・1)Pd竃レ・〔レ畷レ哩,一1,M〔 画睡嘔)■■唖レ噌置・・1)・

2000高 橋 次 郎

原 子 力 随 想

会員番号2000番 で,学 会創立20周 年に寄稿

を依頼 されたのも何かの縁 と思って不慣れな筆

を執 ってみた。私が原子力に関係 したのは学会

創立 より多少遅れた と思 うが,ま ず原研の外来

研究員 として材料試験炉(軽 永炉),次 いで客員

研究員 として大型高速増殖炉 の設計に,最 近は

JT-60(核 融合関係)の メーカ・一・一一共同 の詳細設計

に参加 し,燃 料関係では動燃事業団の遠心機の

委託研究を うけ,最 近は再処理関係 の委託調査

に従事 している。このように垣間見ただけに し

ても原子力技術の多 くに触れ ることので きたの

は,原 子力がまだ創成期にあったためであろ う

が,進 歩の速いのに驚かされ る。今後 の10年 間

の原子力開発資金は過去10年 の数倍 と見積 られ

ているように,い よいよ充実期に入 ると同時に

困難 さも加わ って くると思われる。本学会の活

躍 をあらためて期待 している。(㈱ 明電舎)

2200武 田 征 一(日 立エネルギー研究所)

2300中 山 勝 馬(日 本原子力発電㈱)

・竃菖・・哩,・・1レ ・〔レIB・ ・1レ 〔)"t}"1塵 ・・竃レ ・嘆璽・・1膨・・1レ ・竃レ ・1レ ・`蓼・

2700塩 官 広 海

原 子 力 随 想

偶然のきっかけで昭和48年 以来,㈱BWR運

転訓練セ ンタにおいて,BWR形 原子力発電所
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の運転員の教育・訓練をする仕事に携 わ って い

る。この仕事は決 して華やかなものではないが,

原子力発電の実用化を支 える重 要 な仕 事 だ と

現在では考える。「原子力学会誌」に原子力発電

所の運転技術に関する記事が少ないのではない

か,と 思 った時期 もあったが,考 えてみ ると,

巨大なマ ン・マシン・システムの運転 は,原 子力

発電所にかぎられたものではな く,化 学 プラン

ト等の システムも同様な問題 を抱えているわけ

であ り,こ れ らシステムに共通 の 人間工学的,

生物学的あるいは心理学的研究がなされるべ き

ものであろ う。53年 に 入 って,本 学会に「原子

力教育研究」特別専門委員会 が 設置 され,私 も

仕事柄その末席をけが しているが,原 子力の底

辺を拡げる意味で,喜 ぶべ き企画であると思 う。

成果に期待 している。(BWR運 転訓練セソタ)

れ てお らず,面 倒 な手続 の末,翌 年 の正月初 め

期待 と不安 とを胸 に羽田を発 った。 ワ シ ン トン

で1週 間 の オ リエ ンテ ー シ ョンを うけた あ と,

目的 のBNLに 向か った。D.Hughesが 暖か く

迎 え て くれた が,残 念 な ことに,過 労 に よる心

臓 発作 でそ の後聞 もな く亡 くな られ た。 我 々は

後 任 のH.Palevskyを 中心 に,中 性子 散乱 の

研 究 を続 けた 。52年 東 京で 開 か れ た「原 子核構

造 国際会議 」で久 し振 りに会 ったPalevsky氏 は

昔 と少 しも変 って いなか った 。(九 州大学)

4600竹 味 弘 勝(広 島大学)

4700高 橋 信 次(浜 松医科大学)

・亘D-〔;'・t;"喧 塵図 〔レ ・〔レ ・1)P4〔j・ ・`厘・4覧H〔 塵・・{レd)・ ぐ醒露レ・1レ ・`[レ

4900山 本 良

3100深 谷 清(日 本原子力研究所)

3300笹 島 和 久(京 都大学原子炉実験所)

3400吉 田 武 司(三 菱金属㈱)

3500山 崎 敏 範(香 川大学)

3600清 水 健 宏(日 本原子力研究所)

3700相 田 昌 男(東 京工業大学)

3900後 藤 忠(日 立エネルギー研究所)

4100石 黒 亮 二(北 海道大学)一 前出,p110

4200河 邑 啓 太(荏 原製作所)

4300斎 藤 浩(栗 田工業㈱)

4400宍 戸 利 夫(動 燃事業団)

4{口 ・・〔ト ・`,図 曜;・・1レ ・`レ ・IB・・〔レ1レ ・竃[・・〔聖一 曙レ4BMIレ 〔レ ・喧)・

4500和 久 田 義 久

私 の 原 子 力 事 始 め

昭和31年 我が国のIAEA加 盟に 伴 って,原

子力海外留学生制度が設け られ,昭 和34年 度の

選考 に応募 した。試験は 日常 と専門の英会話を

主 とした ものであった。IAEA養 成訓練部Dr.

Cairoの 面接,留 学先 との直接交渉等を経て,同

年8月 最終的に決定 した。その後原子力海外留

学者懇談会主催で歓送会が原子力委員長中曽根

康弘氏,菅 礼之助 原産会長等 多数 出席 の も と

盛大に行われた。当時海外渡航はまだ自由化 さ

う ろ 覚 え の こ と

まだ学生会員だった頃だか ら5～6年 も前 の

こと,一度だけ学会事務局 に伺 った ことがある。

東電旧館の地階で,薄 暗い部屋だったよ うに記

憶 している。資料や書類が うず高 く積 まれ,そ

の谷間のよ うな ところに通路があった。用件 の

終わ るのを待 ちなが ら,棚 の一角にア行 とか力

行 とか記 された箱がた くさんあるのに気がつい

た。よ く見 ると,中 は宛名の謄写印刷用原紙板

である。毎月学会誌を送 っていただ くが,そ の

封筒 の宛名印刷 のためのものら しい。原紙板は

会員 の数だけあるのだろ うか ら,そ こには5,000

枚以上あったに違いない。1分 間に?枚 印刷す

ると して… と考 えると,気 が遠 くなった。それ

は事務局の仕事 のほんの一部分であって,他 の

仕事をあわせた ら何 と大変な ことだろ う。その

後,こ の建物を訪れる機会 も,事 務局の方 々の

お世話にな ることも多いのに,事 務局を訪れ る

チ ャンスがない。部屋も1階 へ移動 した と聞い

ているが。(名 古屋大学)

5000小 林 康 司(日本原子力研究所)

5100長 井 修一朗(動燃事業団)

5200堀 江 淳之助(京都大学)

5300百 武 幹 雄(九 州大学)
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勝(動 燃事業団)

昭(関 西電力㈱)

男(三 菱原子力工業㈱)

雄(東 京芝浦電気㈱)

夫(木 村化工機㈱)

閑(学 会事務局)一 後出,p.121

夫(東 京芝浦電気㈱)

一(動 燃事業団)

雄(北 海道電力㈱)

一(三 菱凍子力工業㈱)

男(東 京芝浦電気㈱)
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6600下 村 安 夫

本 学会入会 と核融合 ・プラズマ研 究

"核 融合研究→ プラズマ研究→ プラズマ・核融

合研究"と い う言葉の使われ方 をへて"核 融 合 ・

プラズマ研究"と い う言葉が,多 く使われるよ

うになって きた と思います。 この言葉の使い方

から,核融合研究の苦悩が うかがえると同時に,

ここ数年 の著 しい発展 と,核 融合炉実現への意

欲が感 じられ ると思います。最近の,原 子炉エ

キスパー トの参加により,炉 のイメー ジが徐々

に明 らかになって きたとはいえ,実 現 にはまだ

まだ時間がかか りそ うです。今後 さらに,原 子

炉のエキスパ ー トを 中心 として,各 ス テップ

(例えば物理的実証炉,工学的実証炉,商業ベースの実

証炉)に おけるシステム全 体のつめが 必 要 と思

います。 この検討か ら炉心プラズマに要求 され

る諸元が,か な り狭い範囲に限定されて くると

思います。我々炉心プラズマの研究者は,こ の

狭 い範囲の諸元を実現するとい う明確な 目的を

持 って研究 してゆ きたい と思い,最 近本会 に入

会 しま した。(日 本原子力研究所)

6700古 久保 雄i二(三 菱電機㈱)

6800古 谷 章(動 燃事業団)

6900永 山 賢 一(日 本原子力事業㈱)

(名㈹)
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事 務 局20年 の こ とど も

一 語 り継 ぐほ ど の こ ともな し一

事務局長 正 本 実 閑

事 務局 三遷 の こと

昭和34年2月14日 創立総会の翌々日か ら事務局は開

店した。当時芝田村町の旧東電 ピル(現東電旧館)3階

東側の原研相談役室の約半 分(仕 切は衝立なので少 し

ずつ広がった)に事務机2つ が貸与された。(そ の頃米

国から帰られた向坊先生より激励 された。 また,原 産

の早川淳一・斉藤廣両氏には大変お世話頂いた。)

その年の秋頃,東 側から西側の原研企画室の一一隅へ

同居のた め移転(衝 立の向 う側には阿部滋忠室長が居

られた)。35年10月12日 の浅沼事件の時は向いの日比谷

病院の大騒ぎが眼下に見下ろせた。同居時代中たびた

び再移転の話があ っても居据 りつづけていたが,遂 に
'
地下41号 室のアソグラ時代に入る。半地階で ドライエ

リアがあ り半 日陰程度。訪 れ る人は皆 さん驚き・同情

下 さった(ANSの テソプル事務 局 長も来訪された)。

代々の庶務・会計理事の方々も種 々ご心配下さった(瀬

藤象二会長には殺菌灯 と健康灯を頂いた)。

51年正月早々,宗 像英二会長のご配慮と原研当局の

格別のご厚意で,現 在の1階 東側106号 室へ三遷。陽

の当る快適な事務室へ入れ ることになる。倉庫 も3階

に貸与され,隣 りの会議室 もかな り自由 に借 用 で き

る。職員一同にな り代わって感謝申し上げる次第。

「会 誌 」 の こと

事務局開店当時はなぜか封筒の宛名書きつづき,「学

会 らしい何かをしなく七は…」。原子力には無知,「学

会 ってナニ?」か経験 もない,新 学会のこととて前 例

とか慣習は皆無 「何をすべきか…」,当 面の 目標が定

まらないまま"盲蛇におじず"猪 突猛進 す る。 まず,

「学会通信」(No.1,2)に つづいて6月 か ら,月 刊「日本

原子力学会誌」が武田栄一一編集委員長の決断と編 集 委

員 ご一同の努 力でスター トする(当時新学会が 月刊誌

を出すには10年 は要するといわれた)。

(同年7月28日 には異例 の早さで社 団法 人設立許可

が文部省か ら通知 される。)

現在21巻(通 巻236号)を 迎えた「和文誌」は,第5巻

までは和欧混載で,賛 否交々の議論 の末「欧文誌」(Z

NZtcl.Sci.Technol,)bS分 離 刊 行され,幸 い文部省科

研費定期刊行物補助金も得 られ,わ が国唯一 の月刊原

子力欧文誌として16巻(通 巻179号)を 迎える。

(「欧文誌」分離議論のニ ピソー ドを当時の編集 理 事

野沢豊吉先生に,英 文添削について吉田正男氏(当

時原研外国課長)に是非書いて頂 きたかった。)

「和文誌」を"平 易に面白 くする"こ とは,「欧文誌」分

離の一つの条件でもあ り毎度改善策が検討されている

が,平 易さと品位 とのジレンマで未だ満足には成熟 し

ていない ようだ。

学 術的会 合 の こと

「会誌」創刊で新 学会 は出発・進行した。つづいて学

術会議の「原子力シンポジウム」(3回)を 引き継いで関

連学協会共催の「原子力研究総合発表会」(茅会 長 の命

名による。 オフセ ット刷 り予稿集の嗜矢)が,翌35年2

月か ら37年 まで3回 。38年2月 か らは「原子 力 総合シ

ンポジウム」と改められ年中行事となって近 く第17回

を迎える。同年4月,東 海大学を第1回 会揚 として念願

の「春の年会」がスター トし今春3月 は第17回 に当る。

「年会」よ り2年 前 に先 発 した炉物理 ・炉工学 と核燃

料・炉材料の2分 科会に,そ の後化学・化学工学(38年

～)と 保健物理(42年 ～)の2分 科 会 が 加 わ り「4分 科

会」が整 って各地で開かれ る。50年 秋か らは4分 科会

合同で秋季大会的な「秋の分科会」とな り,持 回 りで開

催 されている(p.98,グ ラフ②参照)。

その他ケース・バイ・ケースに,専 門委員会(35年 ～),

交換教授講演会(39年 ～),研 究連絡会(43年 ～),学 会

賞(44年 ～),等 々が逐次設置されて学会活動が整 う。

他方,関 西支部(34年 ～),中 部支部(44年 ～),東 北支部

(52年 ～)等 支部活動も揃 った。

学 会財政 の こと

初年度の年間収支940万 円は現在1億 円の大台にな

っている。(p.120,グ ラフ④ 参照)当 初は収入 の過 半

を賛助会費に依存 していた(個 人会費のほかは事 業 収

入は皆無 に近かった)が,現 在は個人会費・賛助会費収

入がそれぞれ 全体 の4分 の1,そ の他は主に事業 収

入で,こ れに広告収入・補助金等が加わる。支出の70%

は事業費が占めてお り,収 支構成は極めて健全 といえ
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よう。(グ ラフ⑤参照)

ただし,会 計面はこ他聞に洩れず"火 の車",経 費緊

縮にも限 りがあるが,受 益者負担の原則を持 して一般

会費の値上げは極力避けられている。

会 員数 の こと

初年度1,600名(社)か ら5,200名(社)と 確かに4倍 増

にはなっているが(p.120,グ ラフ③参照),設 立当時の

目論見では2,3年 を出でずして優に1万 名 に達 す る
"バ ラ色の将来"が 描かれていた筈

。事務局の現能力で

も「1万 名まではやれるんだがな あ…」と碑肉の嘆をボ

ヤ くことしきり,ま だまだ程遠い,国 内の原子力関係

研究者技術者の総数は2万 名近 くになっているのに。

事務 局職 員 の こと

創立時は男女2人 だけ。20年 間に計38名 の出入 りを

経て,現 在は正本(勤 続20年)の 他,石 川 博道(勤 続17

年。会計・財務・労務),田 村祐三(勤 務14年 。編集・専門

委・連絡会),黒 川泰子(勤 続5年 。企画・会議),篠 田幸

子(勤 続5年 。編集),奥 野菊代(勤 続2年 。会員・会費),

泉 昌子(勤 続2年 。国際会議・委託金),林 原俊治(勤 続

1,5年。編集)の 男女各4名 。稲生光吉初 代 庶 務理事(昭

34・35)に より職員給与は国家公務員・行一を標準 にす

ることにな り,阿 部庶務理事(昭37・38)に よ り退 職 金

制度,そ の後就業規則(昭49)・給与規定(同)も 整 備 さ

れたので,マ アマア世間並み。学会事務はひと口に機

械化・能率化ではスムーズに処理できないもので,個 々

の経験・記憶がモノをい う前 時 代的な面がある。やは

り人間関係・人情的要素が不可欠なので,少 数 精鋭 主

義・永年勤 続 が期待される。抑々事務とは雑用の集合

のようなもの,各 自1人 数役を兼ねているので,ス ペ

シャ リス トにはなれまいが,よ くいえばジェネラルに

幅広 く仕事ができる。それが働き甲斐 ともいえよう,

日々仲間意識・連帯 感 を持 して和気と明朗な雰囲気を

心掛けている。

事務局 今後 の こと

学会創立時の"初 心を忘れず"こ の20年 の光を現在に

あててみると,学 会は常に時代に先行し,絶 ゆまず成

長を持続させるべきことだが,あ る程度仕事にも馴れ,

経験が重なって くると,とか くマンネリに陥る,厳 しく

自戒 している次第。時流に応える国際交流の面では,

正直われわれ事務局は弱い。52年 春の「イラン会議」に

つ ぐ昨秋の「第2回 環太平洋会議」は正に初体験の国際

会議であったが,大 山彰準備委員長・石川 寛幹事委員

長初め多数の方々の結集で大成功だった。われわれ事

務局も極めて尊い経験を実地学習できたので,今 後 と

も大いに生かせて頂こう。

かねがね,本 会の役員・委員の方々が手 弁 当で奉仕

されていることに敬服 しているが,こ の熱意と信頼 こ

そが,"縁 の下の力持ち"を 務める事務局の,今 後一層

の勇猛心を駆 り立てる所以のもの,大 事にしたい。

グ ラ フ⑤ 学 会 財 政 比 率 推 移 表
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(1958～1979年)

1958年(昭33)

11月25日 大山 彰・山本賢三両氏帰国講演会

12月6日 物理関係討論会

i1月5日

25日

ノノ

28日

12月8日

10日

17日

23日

1月12日

24日

28日

設立発起人会

設立発起人第1回 実行委員会

関連学協会連絡検討小委員会

第1回 定款案検討小委員会

第2回 〃

編集関係小委員会

財務・事業計画検討合同小委員会

設立発起人第2回 実行委員会

1959年(昭34)

設立発起人第3回 実行委員会

〃 第4回 実行委員会

発起人総会(学 士会館)

第3回 原子力シソポジウム(学 士会館)

創立総会(学 士会館)

学会事務局開設(原 研内に)

第1回 理 事 会

A.M.Weinberg博 士講演・懇談会

関西支部創立総会(大 阪商工会議所)

原子炉の性能 と実験方法講演討論会

日本原子力学会誌(Vol.1,No.1)創 刊

文部省より社団法人設立許可(委 大第72号)

「日本原子力学会誌」第三種郵便物認可

原子力計測に関する分科会

H.Seligman博 士を囲む討論会・共催

1月17日

2月4日

2月12,13日

14日

16日

5月6日

13日

6月22日

30日

7月28日

10月8日

11月21日

12月1日

1961年(昭36)

15～18日

3月17日

4月17～19日

5月19日

24日

6.月28日

7月12日

13日

9月22日

10月5～7日

16日

25日

11.月28,29日

29日

12月9日

20日

ウラソ濃縮講演会

安全性をめぐるシソポジウム・共催

第2回 原子力研究総合発表会・共催

(学士会館)

放射線医学総合研究所見学会②

原子力計測専門講習会①

関西支部③会員総会

第1回 評議員会

第3回 通常総会

原子炉容器製作討論会

低 レベル放射能計測討論会

L.Silverman,P.Morris両 博士講演会・共催

核燃料検査講演・討論会

東京大学原子核研究所見学会③

①炉物理分科発表会(日 化講堂)

H.H.Strain,Ch.Fisher両 博士講演会・共催

燃料再処理 とPu開 発パネル討論会

①核燃料分科発表会(学 士会館)

特許法第30条 第1項 の学術団体に指定され

る

沸騰水型原子力発電所の動特性 と制御

講演会・共催

伏見康治氏帰国講演会

1962年(昭37)

1960年(昭35)

1月19日 原 子 炉 燃 料 要 素 の 破 損 検 出討 論 会

2月11～13日 第1回 原 子 力 研 究 総 合 発 表 会 ・共 催

(学 士 会 館)

16日F.W.ギ ル ・ミー ト氏 講 演 会

29日 事 故 時 に お け る被 曝 線 量 の 取 扱 基 準 シ ソ ポ

ジ ウム ・共 催

3月22日

4月28日

5月28日

6月7日

8日

25日

7月28日

9月28日

10月12日

原子力気象討論会

第2回 通常総会

東芝鶴見・マッダ両研究所見学会①

核燃料討論会

関西支部②会員総会

「会員名簿」(No.1)発 行

放射線化学討論会

臨界および臨界未満実験装置討論会

RI供 給討論会

1月24日

2月13日

14～17日

3月14日

5月18日

21日

25日

6月26日

8月13日

21日

27,28日

原子炉用グラファイ ト総合講演会

原子力研究投資シソポジウム・共催

原子力分野における非破壊検査 シソポ

ジウム・共催

第3回 原子力研究総合発表会・共催

(学士会館)

立教大学原子力研究所見学会④

関西支部④会員総会

H.Howells氏 講演会

第2回 評議員会

第4回 通常総会(会 費改定①)

R.S.Pau1博 士講演会

杉本朝雄,向 坊 隆両博士帰国講演会

C,A.Rennie氏 講演会

①資源・探査分科研究討論会

(島根・三瓶温泉)

(-123)
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9月21日 垣花秀武,法 貴四郎両博士帰国講演会

10月3～5日 ②炉物理分科発表会(日 化講堂)

10日T.G.P.LeClair博 士 講 演 会 ・共 催

11El,2日 ② 核 燃 料 分 科 発 表 会(阪 大 ・エ)

2日A,J.Mooradian氏 講 演 会

5日M.Benedict博 士 講 演 会

9日U.M.Staebler,J.A.Lieberman両 氏 討 論 ・

講 演 会 ・共 催

20日 研 究 炉 共 同 利 用 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

21日G.A.Vendryes,M.G.Trocheris両 氏 講 演 会

P.L6v6que氏 講 演 会 ・共 催

22,29日N.J.F61ici博 士 講 演 会 ・共 催

12月4,5日 同 位 体 分 離 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

1963年(昭38)

1月17日R.1.Dautray氏 講 演 会

2月22,23日 第1回 原 子 力 総 合 シ ンポ ジ ウム ・共 催

(学 士 会 館)

3月8日J.H.Kittel氏 講 演 会 ・共 催

3月 「空 気 ・水 の 放 射 性 汚 染 度 の求 め 方 」JIS原 案

作 成 ・提 出

4月8～10日 ① 昭 和38年 年 会(東 海 大)

9日

5.月9日

27日

5月

31日

7月15日

8月27,28日

9月30日 ～10.月3日

10月4日

18日

18,19日

30日 ～11月1日

11月7～9日

20日

R.L.Murray教 授 講 演 会 ・共 催

H.J.C.Kouts博 士 講 演 会

第3回 評 議 員 会

第5回 通 常 総 会

J,G.Morse博 士 講 演 会

関 西 支 部 ⑤ 会 員 総 会

科 技 庁 委 託 研 究 「核 物 理 理 論 に よ る微 視 的

断 面 積 の 数 値 解 析 に 関 す る試 験 研 究 」へ 交

付 決 定

N.F.c,Bishop氏 講 演 会 ・共 催

② 資 源 ・探 査 現 地 討 論 会(京 都 ・丹 後 町)

③ 炉 物 理 分 科 会(原 研)

F.E,J.Sebileau氏 講 演 会 ・共 催

カナ ダ型 重 水 動 力 炉 講 演 会 ・共 催

① 炉 工 学 分 科 会(東 大 ・エ)

③ 燃 料 材 料 分 科 会(日 化 講 堂)

① 化 学 ・化 学 工 学 分 科 会(日 化 講 堂)

A.Chappellier氏 講 演 会

1964年(昭39)

5月19日 第6回 通常総会

伏見康治博士特別講演会

23日 関西支部⑥会員総会

6月4日B.C.Lindley博 士講演・討論会・共催

8月18～20日 ③資源探査現地討 論会(愛 知産業

貿易館)

24日

31日

9月25日

10月8日

29日

11月4～7日

7日

7,8日

25～27日

30日 ～12月1日

「欧文誌」第三種郵便物認可

文部省科研費補助金「和文誌」へ交付決定

第1回 交換教授(武 田栄一・東工大教授)

講演会(東 北大・工)

第3回 ジュネーブ会議報告講演会・共催

日本原子力研究所高崎研究所見学会⑤

④炉物理・②炉工学合 同分科会(阪 大)

内部放射線被曝パネル討論会・共催

京都大学原子炉実験所見学会⑥

④原子力燃料材料分科会(原 研東海研)

②原子力化学・化学工学分科会

(日化講堂)

1965年(昭40)

1月18日M.Green丘eld博 士 講 演 会 ・共 催

2月15,16日 第3回 原 子 力 総 合 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

(学 士 会 館)

2月 末 「原 子 力 単 位 記 号」J工S原 案 作 成 ・提 出

3月2日E.Saeland博 士 講 演 会 ・共 催

4月5～8日 ③ 昭 和40年 年 会(京 大 ・エ)

19日B.B.Cunningham博 士 講 演 会 ・共 催

5月22日 関 西 支 部 ⑦ 会 員 総 会

27日 第5回 評 議 員 会

第7回 通 常 総 会

8月3～5日 ④ 資 源 探 査 現 地 討 論 会(鳥 取 ・三 朝 温 泉)

30日

9月1日

8日

28日

30日

10月4～7日

24～26日

11.月4,5日

12月2日

8日

文 部 省科 研 費 補 助 金 「欧 文 誌 」へ 交 付 決 定

W.Groth教 授 講 演 会

H.Westc。tt博 士 講 演 会

L.Yaffetg士 講 演 会 ・共 催

P。Fent,G.Yagodin両 博 士 講 演 会

⑤ 炉 物 理 ・③ 炉 工 学 合 同分 科 会(原 研)

⑤ 原 子 力 燃 料 材 料 分 科 会(東 北 大)

③ 原 子 力 化 学 ・化 学工 学 分 科 会

(土 木 図 書 館 講 堂)

原 子 燃 料 公 社 プ ル トニ ウ ム 研 ・原 研 ホ ッ ト

ラボ 見 学 会 ⑦

J.Chernick氏 講 演 会 ・共 催

2月10,14日Leboutet博 士 講 演 会 ・共 催

12,13日 第2回 原 子 力 総 合 シ ソ ポ ジ ゥ ム ・共 催

(学 士 会 館)

2月 末 「原 子 力量 記 号 」JIS原 案 作 成 ・提 出

3月18日B.A.Lister博 士 講 演 会 ・共 催

23～28日 放 射 線 計 測 講 習 会 ②

25日 「会 員 名 簿」(No.2)発 行

4A7～9日 ② 昭 和39年 年 会(立 大)

25日J.Nuct.Sci.Teehno9.(欧 文 誌)創 刊

5月19日 第4回 評 議 員 会

1966年(昭41)

2月14,15日

3、月29!)31日

4月12日

5月13日

14日

23日

第4回 原 子 力 総 合 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

(学 士 会 館)

④ 昭 和41年 年 会(東 工 大)

K.P.Cohen博 士 講 演 会

F.S.Rowland,P.S。Baker両 博 士 講 演 会

v.P。Guinn博 士 講 演 会 ・共 催

第6回 評 議 員 会

第8回 通 常 総 会

(124)



Vol.21,No.1(1979) 学 会20年 略 年 表 125

5月27日 関 西 支 部⑧ 会 員 総 会

7A6日 研 究 炉 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

8月2～5日 ⑤ 資 源 探 査 現 地 討 論 会(京 都 ・峰 山 町)

10月3～5日 ④ 原 子 力 化 学 ・化 学工 学 分科 会(原 研)

11日T.Tamura博 士 講 演 会 ・共 催

20日F.HcSpedding博 士 講 演 会

24～27日 ⑥ 炉 物 理 ・④ 炉 工 学 合 同分 科 会(近 大)

26～28日 ⑥ 原 子 力 燃 料 材 料 分科 会(原 研)

1967年(昭42)

1.月 「日本 原 子 力 学 会 賞 基 金 」募 集 開 始

1月28日 放 射 線 事 故 シ ソ ポ ジ ウ ム・共 催

2月14,15日 第5回 原 子 力 総 合 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

(教 育 会 館)

4月5～7日 ⑤ 昭 和42年 年 会(東 大)

5月23日 フ ラ ソ ス の 核 燃 料 再 処 理 技 術 講 演 会

27日 第7回 評 議 員 会

第9回 通 常 総 会

29日 関西 支部 ⑨ 会 員 総 会

7.月27日P.Zweife1博 士 を 囲 む 懇 談 会

8月18,19日 ⑥ 資源 探 査 現=地討 論 会(垂 水 市)

10月2～5日 昭和42年 炉 物 理 ・炉 工 学 分科 会(原 研)

4,5日

6,7日

1L月16～18日

〃 化学・化学工学分科会(教育会館)

〃 ①保健物理分科会(原 研)

昭和42年 核燃料・炉材料分科会

(名古屋科学館)

24日W.T.J.Sah1博 士 講 演 会 ・共 催

12月16日 臨 時 総 会(会 費改 定②)

1968年(昭43)

第6回 原 子 力 総合 シソポジゥム・共 催

(教育会館)

⑥昭和43年 年会(早大)

2月16,17日 第7回 原 子力 総 合 シ ン ポ ジ ウ ム ・共 催

(教 育 会 館)

3月13日H.Piatier博 士 講 演 会 ・共 催

15日 中 部 支 部創 立 総 会(名 古 屋 科 学 館)

29～31日 ⑦ 昭 和44年 年 会(東 海 大 湘 南)

5月23日 第9回 評 議 員 会

第11回 通 常 総 会

26日 関 西 支 部⑪ 会 員 総 会

8月4,5日 ⑧ 資 源 探 査 現 地 討 論 会(山 口市)

10～14日 ① 炉 物 理 夏 の学 校(岐 阜 ・秋 神 温 泉)

9.月3日E.Roth博 士 講 演 会

ユ0月 「学 会 賞」特 賞 新 設

8日F.P.Cowan博 士 講 演 会 ・共 催

18,19日 昭 和44年 炉 物 理 ・炉 工 学 分 科 会(名 大)

21日F.D.Sowby博 士 講 演 会 ・共 催

31日 ～11月1日 昭 和44年 化 学 ・化 学 工 学 分 科 会

(仙 台)

11月1,2日 昭 和44年 保 健 物 理 分 科 会(仙 台)

1～3日 〃 核 燃 料 ・炉 材 料 分 科 会(〃)

12日S.Yiftah博 士 講 演 会

12.月18日R.P.L6corch6博 士 講 演 会 ・共 催

2月12,13日

3月27～29日

5月12日

19日

1970年(昭45)

第8回 原子力総合シソポジウム・共催

(教育会館)

⑧昭和45年 年会(東 海大湘南)

2月19,20日

「炉 物 理」連 絡 会 発 足

第8回 評 議 員 会

第10回 通 常 総 会

30日 関 西 支 部 ⑩ 会 員 総 会

6月25日 第2回 研 究 炉 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

7月23日S,Siegel博 士 講 演 会 ・共 催

8月1～3日 ⑦ 資 源 探 査 現 地 討 論 会(東 濃 地 区)

9月5日J.D.Orndoff博 士 講 演 会

10月9日APDA高 速 炉 講 演 会 ・共 催

3月26～28日

4月

5月14日

11月1,2日 昭 和43年 保 健 物 理 分 科 会(近 大)

2～4日

4,5日

21～23日

2月15日

〃 核燃料 ・炉材料分科会(〃)

〃 化学・化学工学分科会(〃)

〃 炉物理・炉工学分科会(京 大)

1969年(昭44)

創立10周 年記念祝賀会

第1回 「日本原子力学会賞」贈呈

(論文4件,技 術3件,奨 励1件)

「会員名簿」(No.3)発 行

関 西 支 部⑫ 会 員 総 会

N.A.Dollezha1,1.D.Dmitriev両 博 士 講 演 会 ・

共 催

26日 中部 支 部 ② 会 員 総 会

29日 第10回 評 議 員 会

第12回 通 常 総 会

第2回 「学 会 賞」贈 呈

(論 文2件,技 術3件,奨 励2件)

8月5～7日

10.月1～3日

14～16日

19,20日

②炉物理夏の学校(原 子力普及セソタ)

昭和45年 核燃料・炉材料分科会(近 大)

〃 炉物理・炉工学分科会(原 研)

〃 化学・化学工学分科会(放 医研)

〃 保健物理分科会(〃)

12H18日 臨時総会(会 費改定③)

1971年(昭46)

2月15,16日 第9回 原 子 力 総 合 シ ソ ポ ジ ウム ・共 催

(教 育 会 館)

3.月2日U.Hochstrasser博 士 懇 談 会

4月2～5日 ⑨ 昭和46年 年 会(阪 大 ・工),美 浜 ・敦 賀

両 発 電 所 見 学会

28日

5月18日

27日

中部支部③会員総会

関西支部⑬会員総会

第11回 評議員会

第13回 通常総会

第3回 「学会賞」贈呈

(特賞1件,論 文1件,技 術3件)
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8月3～5日 ③ 炉 物 理 夏 の 学 校(長 野 ・諏 訪 市)

9月20～24日 第1回 国 際 原 子 炉 構 造 力 学(sMiRT)

会 議 ・共 催(ベ ル リソ)

10月3～5日 昭 和46年 炉 物 理 ・炉 工 学 分 科 会

(札 幌 商 大)

8,9日 昭 和46年 化 学 ・化 学 工 学 分 科 会(金 沢 大)

〃 保 健 物 理 分 科 会(〃)

28～30日 〃 核 燃 料 ・炉 材 料 分 科 会(原 研)

12月15日 「会 員 名 簿」(No.4)発 行

1972年(昭47)

2月15,16日 第10回 原 子 力 総 合 シ ソポ ジ ウ ム ・共 催

(教 育 会 館)

3月26～28日 ⑩ 昭 和47年 年 会(東 海 大 湘 南)

27日 第4回 「学 会 賞 」贈 呈

(特 賞1件,論 文3件,技 術1件,奨 励1件)

5月10日

17日

23日

24日

中部支部④会員総会

関西支部⑭会員総会

臨界安全管理講演会

第12回評議員会

第14回通常総会

④炉物理夏の学校(松 本アルプス荘)

昭和47年 核燃料・炉材料分科会(東 工大)

〃 化学・化学工学分科会(京 大炉)

〃 炉物理・炉工学分科会(京 大)

〃 保健物理分科会(〃)

1974年(昭49)

2.月18,19日 第12回 原 子 力 総 合 シ ソポ ジ ウ ム ・共 催

(教 育 会 館)

3月30日 ～4月2日 ⑫ 昭 和49年 年 会(東 北 大)・東 電

福 島 原 子 力 発 電 所 見 学 会

3.月31日 第6回 「学 会賞 」贈 呈

(特 賞1件,論 文2件,技 術3件,奨 励2件)

4月

10日

5月24日

8月1～4日

10月5,6日

13,14日

11月20～22日

21,22日

1973年(昭48)

1月30日 イ ギ リス の水 炉 燃 料 研 究 開発 講 演 会

2月15,16日 第11回 原 子 力 総 合 シ ソ ポ ジ ウ ム ・共 催

(教 育 会 館)

4月1～4日 ⑪ 昭 和48年 年 会(名 大 ・エ)・ トヨ タ

自工,中 部 電 力 浜 岡建 設 所 見 学 会

2日 第5回 「学 会 賞 」贈 呈

(特 賞1件,論 文2件,技 術2件,奨 励2件)

「山田基金」設置

中部支部⑤会員総会

関西支部⑮会員総会

第13回 評議員会

第15回 通常総会

第1回 トピカル・ミーテ ィング「高速炉

物理」(原研)

27日

8月5～8日

10月1～3日

5月

17～19日

11月15日

12月25日

8日

15日

16日

6月11,12日

8月5～8日

9月10～ ユ4日

25,26日

⑤炉物理夏の学校(山 梨・清里)

第2回SMiRT会 議・共催(ペ ル リソ)

昭和48年 核燃 料・炉材料,化 学・化工,

保物合同分科会(教 育会館)

10月 「海外原子力調査研究」連絡会(ANS日 本

支部)発足

11月 「核融合炉研究」連絡会発足

7～9日 昭和48年 炉物理・炉工学分科会(原 研)

「欧文誌」購読制(Vol.11,No.4か ら)

中部支部⑥会員総会

第14回 評議員会

第16回 通常総会

関西支部⑯会員総会

⑥炉物理夏の学校(河 口湖)

昭和49年 核燃料・炉材料,化 学・化工,

保物合同分科会(秋 田大)

昭和49年 炉物理・炉工学分科会(九 大)

臨時総会(会 費改定④)

「会員名簿」(No,5)発 行

1975年(昭50)

2.月18,19日 第13回 原 子 力 総 合 シ ンポ ジ ウ ム ・共 催

(教 育 会 館)

4月1～3日 ⑬ 昭 和50年 年 会(東 工 大)

2日 第7回 「学 会 賞 」贈 呈

(論 文2件,技 術3件,奨 励3件)

10日 中部 支 部 ⑦ 会 員 総 会

5月16日 第15回 評 議 員 会

第17回 通 常 総 会

26日 関 西 支 部 ⑰ 会 員 総 会

7月23～26日 ⑦ 炉 物 理 夏 の 学 校(新 潟 ・妙 高)

9月1～5日 第3回SMiRT会 議 ・共 催(ロ ソ ドソ)

11月4～6日 ① 昭 和50年 秋 の 分 科 会(大 阪 工技 研)

1976年(昭51)

2月18,19日 第14回 原子力総合シソポジウム・共催

(教育会館)

3月25～27日 ⑭昭和51年 年会(東 海大湘南)

26日 第8回 「学会賞」贈呈

(論文2件,技 術1件,奨 励1件)

4月22日 中部支部⑧会員総会

5月17日 第16回 評議員会

第18回 通常総会

29日 関西支部⑱会員総会

6月9日 第2回 環太平洋会議第1回 準備委員会

(国内準備開始)

7月1日 科技庁 委託 研究「核融合炉システムの安全

性評価に関す る研究」の研究委任契約

19～22日 ⑧炉物理夏の学校(長 野・茅野市)

9月2～4日 核融合炉工学講習会

10月4～7日 ②昭和51年 秋の分科会(原 研)
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1977年(昭52)

1月15日 「会員名簿」(No.6)発 行

3.月1,2日 第15回 原子力総合シソポジウム・共催

(教育会館)

4月7～9日 ⑮昭和52年 年会(近 大)

7日 第9回 「学会賞」贈呈

(特賞1件,論 文3件,技 術2件,奨 励2件)

10～14日 原子力技術移転国際会議(イ ラソ会議)
・共催

21日 中部支部⑨会員総会

5.月16日 第17回 評議員会

第19回 通常総会

20日 科技庁委託研究「核融合炉 技術 開発上の問

題点の摘出とその検討評価 に関す る研究」
へ交付決定

31日 関西支部⑲会員総会

8月1～3日 ⑨炉物理夏の学校(神 戸)

15～19日 第4回SMiRT会 議・共催(桑 港)

30日 臨時総会

(大山会長逝去に伴 う新会長の選任)

9月29日 東北支部創立総会(仙 台・弥生会館)

10月1～3日 ③昭和52年 秋の分科会(北 大・エ)

1978年(昭53)

1月30日 文部省編「学術用語集・原子力工学編」発行

2月8～10日 核融合連合講演会・共催

15,16日 第16回 原子力総合シソポジウム・共催

(教育会館)

28～30日 ⑯昭和53年 年会(工 学院大)

28日 第10回 「学会賞」贈呈

(特賞1件,論 文3件,技 術3件,奨 励3件)

4月12日 中部支部⑩会員総会

5月19日 第18回 評議員会

第20回 通常総会

20日 科技庁「核融合炉研 究 開発の効果的推進の

ためのシステム解析」の研究委任契約

29日 東北支部②会員総会

30日 関西支部⑳会員総会

7月30日 ～8月2日 ⑩炉物理夏の学校(北 海道)

9月25～29日 第2回 環太平洋会議・共催(経 団連)

7～10日 ④昭和53年 秋の分科会(神 船大)

1979年(昭54)

1月20日 「会員名簿」(No.7)発行

2月13日 創立20周 年記念式典(学 士会館)

第1回 「原子力技術開発賞」贈呈

14～16日 第17回 原子力総会シソポジウム・共催

(学士会館)

3A26～28日 ⑰昭和54年 年会(大 阪府工技研)

26日 第11回 「学会賞」贈呈

あ る 日 の 事 務 局 風 景
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